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令和６年第１回定例会（２月議会）

予算特別委員会会議の概要
書記 斎 藤 淳 子 録

招集年月日時 令和６年２月１４日（水曜日）

本会議終了後

招 集 場 所 議事堂 大会議室

本定例会（２月議会）における案件

１ 議案第１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第８号）

２ 議案第２号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

３号）

３ 議案第１１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第９号）

４ 議案第１２号

令和５年度秋田県証紙特別会計補正予算（第１

号）

５ 議案第１３号

令和５年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計補正予算（第１号）

６ 議案第１４号

令和５年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計補正予算（第１号）

７ 議案第１５号

令和５年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計補正予算（第１号）

８ 議案第１６号

令和５年度秋田県土地取得事業特別会計補正予

算（第１号）

９ 議案第１７号

令和５年度秋田県工業団地開発事業特別会計補

正予算（第２号）

10 議案第１８号

令和５年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計補正予算（第１号）

11 議案第１９号

令和５年度秋田県市町村振興資金特別会計補正

予算（第１号）

12 議案第２０号

令和５年度秋田県港湾整備事業特別会計補正予

算（第２号）

13 議案第２１号

令和５年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計補正予算（第２号）

14 議案第２２号

令和５年度秋田県環境保全センター事業特別会

計補正予算（第１号）

15 議案第２３号

令和５年度秋田県公債費管理特別会計補正予算

（第１号）

16 議案第２４号

令和５年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計補正予算（第１号）

17 議案第２５号

令和５年度秋田県国民健康保険特別会計補正予

算（第２号）

18 議案第２６号

令和５年度秋田県電気事業会計補正予算（第２

号）

19 議案第２７号

令和５年度秋田県工業用水道事業会計補正予算

（第３号）

20 議案第２８号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

４号）

21 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算

22 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

23 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算

24 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算

25 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算

26 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

27 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算

28 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算

29 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

30 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算

31 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算

32 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

33 議案第５９号
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令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算

34 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算

35 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算

36 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

37 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算

38 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

39 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

40 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

41 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

42 議案第１１４号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第１０

号）

令和６年２月１４日（水曜日）

本日の会議案件

１ 会議録署名員の指名

２ 審査日程 （日程協議）

３ 議案第１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第８号）

（部局長説明）（分科会）

４ 議案第２号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

３号） （部局長説明）（分科会）

５ 議案第１１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第９号）

（部局長説明）

６ 議案第１２号

令和５年度秋田県証紙特別会計補正予算（第１

号） （部局長説明）

７ 議案第１３号

令和５年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計補正予算（第１号） （部局長説明）

８ 議案第１４号

令和５年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計補正予算（第１号） （部局長説明）

９ 議案第１５号

令和５年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計補正予算（第１号） （部局長説明）

10 議案第１６号

令和５年度秋田県土地取得事業特別会計補正予

算（第１号） （部局長説明）

11 議案第１７号

令和５年度秋田県工業団地開発事業特別会計補

正予算（第２号） （部局長説明）

12 議案第１８号

令和５年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計補正予算（第１号） （部局長説明）

13 議案第１９号

令和５年度秋田県市町村振興資金特別会計補正

予算（第１号） （部局長説明）

14 議案第２０号

令和５年度秋田県港湾整備事業特別会計補正予

算（第２号） （部局長説明）

15 議案第２１号

令和５年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計補正予算（第２号）（部局長説明）

16 議案第２２号

令和５年度秋田県環境保全センター事業特別会

計補正予算（第１号） （部局長説明）

17 議案第２３号

令和５年度秋田県公債費管理特別会計補正予算

（第１号） （部局長説明）

18 議案第２４号

令和５年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計補正予算（第１号）

（部局長説明）

19 議案第２５号

令和５年度秋田県国民健康保険特別会計補正予

算（第２号） （部局長説明）

20 議案第２６号

令和５年度秋田県電気事業会計補正予算（第２

号） （部局長説明）

21 議案第２７号

令和５年度秋田県工業用水道事業会計補正予算

（第３号） （部局長説明）

22 議案第２８号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

４号） （部局長説明）

23 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算（部局長説明）

24 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（部局長説明）

25 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （部局長説明）
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26 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （部局長説明）

27 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （部局長説明）

28 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（部局長説明）

29 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （部局長説明）

30 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （部局長説明）

31 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（部局長説明）

32 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （部局長説明）

33 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （部局長説明）

34 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（部局長説明）

35 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （部局長説明）

36 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （部局長説明）

37 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （部局長説明）

38 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（部局長説明）

39 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （部局長説明）

40 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（部局長説明）

41 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（部局長説明）

42 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（部局長説明）

43 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（部局長説明）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子
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議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 佐 藤 真 也

議会事務局政務調査課 村 上 忍

議会事務局議事課 村 岡 啓 太

議会事務局政務調査課 田 中 寛 幸

議会事務局議事課 伴 藤 崇

議会事務局政務調査課 保 坂 小 春

議会事務局議事課 松 江 翔 一

議会事務局政務調査課 小田嶋 研 斗

議会事務局議事課 川 原 法 子

議会事務局政務調査課 三 浦 勢津子

総務部行政経営課 柴 田 穣

企画振興部総合政策課 杉 沼 慶

あきた未来創造部あきた未来戦略課

佐 藤 信 吾

健康福祉部福祉政策課 小 玉 遼 平

生活環境部県民生活課 平 柳 悠

農林水産部農林政策課 田 中 裕太郎

観光文化スポーツ部観光戦略課

木 村 裕 介

産業労働部産業政策課 佐 藤 渉

建設部建設政策課 石 沢 浩 太

教育庁総務課 石 塚 祐 樹

警察本部総務課 雪 松 亮

会 議 の 概 要

午前１０時３４分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

初めに、会議録署名員を指名します。会議録署名

員には、宇佐見康人委員、薄井司委員を指名します。

なお、各分科会の会議録署名員は、各分科会長に一
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任します。

次に、委員会の審査日程についてお諮りします。

しおりの１番、２ページ、資料１、付託議案一覧

表を御覧ください。

先ほどの本会議において、議案第１号、議案第２

号及び議案第１１号から議案第２８号までの補正予

算関係議案２０件、議案第４７号から議案第６７号

までの当初予算関係議案２１件、以上４１件が本委

員会に付託されました。

付託された議案については、関係する各分科会に

おいて、それぞれ審査を行います。

各分科会の運営は、各分科会長に一任します。

６ページ、資料２、審査日程（案）を御覧くださ

い。

本日の日程につきましては、この後、補正予算及

び当初予算関係議案について部局長説明を行い、午

後１時１５分から、補正予算関係議案のうち議案第

１号及び議案第２号の国補正予算対応分関係議案に

ついて各分科会において審査を行います。２０日は

代表質問終了後の本会議休憩中に、議案第１号及び

議案第２号の国補正予算対応分関係議案について分

科会報告を、午後３時４５分から討論・採決を行い

ます。

議案第１１号から議案第２８号まで、以上１８件

の補正予算関係議案については、２６日、２７日に

各分科会において審査を行い、２８日午前１０時か

ら分科会報告を、同日午後１時から討論・採決を行

います。

議案第４７号から議案第６７号まで、以上２１件

の当初予算関係議案については、２９日及び３月４

日から６日に、各分科会において審査を行います。

７日に予定されている追加提案の関係議案につい

ては、同日午後１時から日程協議と部局長説明を行

った後、関係分科会において審査を行います。

１１日は午前１０時から当初予算関係議案及び追

加提案関係議案に関する分科会報告を行い、１４日、

１５日は午前１０時から総括審査を、１８日は午後

１時３０分から当初予算関係議案及び追加提案関係

議案に関する討論・採決を行います。

７ページ、資料３、会派別割当時間を御覧くださ

い。

総括審査は、この時間を目安に議事進行します。

質疑者は各会派で決定し、８ページ、資料４の総

括審査質疑事項提出書に質疑事項を記載のうえ、

１１日、午後３時までに提出願います。その後、質

疑順を決定し、お知らせします。

審査日程（案）について、御意見等ございますか。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

審査日程は、原案のとおり決定して御異議ありま

せんか。

【「異議なし」と呼ぶ者あり】

委員長

御異議ないものと認めます。

審査日程は、原案のとおり決定されました。

次に、付託議案に関する部局長説明を行います。

はじめに、議案第１号及び議案第２号の国補正予

算対応分関係議案を議題とします。

関係部局長の説明を求めます。

総務部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

あきた未来創造部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

観光文化スポーツ部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

健康福祉部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

生活環境部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

農林水産部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

産業労働部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

建設部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

教育長
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【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算（国補正予算対応分）関係）に

より説明】

委員長

次に、議案第１１号から議案第２８号まで、以上

１８件の補正予算関係議案を一括議題とします。

各部局長の説明を求めます。

総務部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

企画振興部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

あきた未来創造部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

観光文化スポーツ部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

健康福祉部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

生活環境部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

農林水産部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

産業労働部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

建設部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

会計管理者（兼）出納局長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

議会事務局長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

警察本部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

教育長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

人事委員会事務局長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

監査委員事務局長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

労働委員会事務局長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和５

年度２月補正予算関係）により説明】

委員長

次に、議案第４７号から議案第６７号まで、以上

２１件の令和６年度当初予算関係議案を一括議題と

します。

関係部局長の説明を求めます。

総務部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和６

年度当初予算関係）により令和６年度一般会計歳

入歳出予算案の全般について説明】

企画振興部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和６

年度当初予算関係）により知事部局関係の令和６

年度の当初予算案における主要施策について説

明】

警察本部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和６

年度当初予算関係）により令和６年の秋田県警察

運営の基本方針と重点目標について説明】

教育長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会）令和６年２月１４日提出（令和６

年度当初予算関係）により教育委員会関係の令和

６年度の重点事項について説明】

委員長

以上で、各部局長の説明は終了しました。
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ただいまの説明を踏まえ、各分科会において、鋭

意、審査をお願いします。

本日はこれをもって散会し、２月２０日、代表質

問終了後の本会議休憩中に委員会を開き、議案第１

号及び議案第２号の国補正予算対応分関係議案に関

する分科会報告を行います。

散会します。

午前１１時４４分 散会

各分科会の概要

２月１４日（水）開催の以下の分科会の概要につ

いては、分科会の会議録の該当部分を参照のこと。

１ 総務企画分科会

２ 福祉環境分科会

３ 農林水産分科会

４ 産業観光分科会

５ 建設分科会

６ 教育公安分科会
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令和６年２月２０日（火曜日）

本日の会議案件

１ 議案第１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第８号）

（分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

２ 議案第２号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

３号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

会 議 の 概 要

午後 ２時３８分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二
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委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

副知事 神 部 秀 行

副知事 猿 田 和 三

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

分科会報告を行います。

議案第１号及び議案第２号の国補正予算対応分関

係議案を一括議題とします。

各分科会長の報告を求めます。

報告は演壇において行ってください。

初めに、総務企画分科会長の報告を求めます。

住谷達委員（総務企画分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会総務企画分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１号のうち総務部及びあきた未来創造部に係

る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、総額３７９億

５,００８万円の増額であり、そのうち本分科会所

管部局については、あきた未来創造部関係で

４,３６５万円の増額であります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

私立大学・短期大学における電力等の価格高騰対策

について、質疑を行った次第であります。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、福祉環境分科会長の報告を求めます。

佐藤正一郎委員（福祉環境分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会福祉環境分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１号のうち健康福祉部及び生活環境部に係る

部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、健康福祉部関係で

１６億７,３０６万円の増額、生活環境部関係で５

億１,８７３万円の増額であります。また、繰越明

許費については、障害児・者施設整備補助事業など

６件において繰越ししようとするほか、老人福祉総

合エリア環境整備事業において繰越額を変更しよう

とするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、健康福祉部の新興感染症対応力強化事業、

３億２,２０６万円についてであります。

これは、今後の新興感染症発生時に円滑かつ速や

かに対応できるよう、医療機関等の感染症対応力の

強化を図るための経費であります。

これについて、新型コロナを経験し、医療機関の

体制整備も進んだものと思うが、それでもなお体制

強化が必要な医療機関があるということか、とただ

したのに対し、新型コロナ対応においては特定の地

域や医療機関に負担が偏った傾向にあったが、今後

の新興感染症対応に向けては、県内で満遍なく各医

療機関に協力してもらいたいと考えており、事前の

アンケート調査等をもとに、補助が必要な医療機関

数を見込んだものである、との答弁がありました。

次に、生活環境部の生活基盤施設耐震化等交付金

事業、５億１,８７３万円の増額についてでありま

す。

これは、水道事業者が実施する耐震化等への助成

に要する経費であります。

これについて、県内の耐用年数を超えた管路の割

合はどれくらいか。また、耐震化の際には材質や継

手を変更するのか、とただしたのに対し、耐用年数

を超える管路の割合は１４％となっている。また、

管路の更新の際に耐震適合性のある材質や継手に変

更しているところである、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。
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委員長

次に、農林水産分科会長の報告を求めます。

杉本俊比古委員（農林水産分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会農林水産分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１号のうち農林水産部に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、農林水産部関係で

１８８億２,７２４万円の増額であります。また、

繰越明許費については、経営体育成基盤整備事業な

ど１６件において繰越ししようとするほか、治山事

業など２件において繰越額を変更しようとするもの

であります。

審査に当たっては、当局から説明を聞き、質疑を

行いましたが、その主な内容について申し上げます。

夢ある園芸産地創造事業、６,０６１万円の増額

についてであります。

これは、複合型生産構造への転換を加速するため、

市町村の園芸振興計画に位置づけられた農業者が行

う、大規模園芸拠点の整備を支援するための経費で

あります。

これについて、たまねぎの大規模産地づくりに向

けた支援を行うとのことだが、事業実施主体や事業

計画、産地拡大の見通しはどうか、とただしたのに

対し、地元農家や大手商社の関連会社が出資し、令

和５年に設立された由利本荘市の農業法人が、本事

業を活用し、収穫後の乾燥調製を行う施設を整備す

ることにしており、将来的にたまねぎの作付面積を

４０ヘクタールまで拡大する計画としている。たま

ねぎは機械化栽培体系が確立されており、本県は主

要産地の端境期に出荷できることから産地拡大の可

能性があると考えており、県としても、技術指導及

び施設整備の両面から産地づくりを応援してまいり

たい、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、産業観光分科会長の報告を求めます。

宇佐見康人委員（産業観光分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会産業観光分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１号のうち観光文化スポーツ部及び産業労働

部に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、観光文化スポーツ

部関係で４億１,７４３万円の増額、産業労働部関

係で２億３,６１０万円の増額であります。また、

繰越明許費については、鉄道軌道輸送対策事業など

３件においてそれぞれ繰越ししようとするものであ

ります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

産業労働部の物流事業者エネルギー価格高騰緊急

支援事業、２億３,６１０万円についてであります。

これは、地域経済を支える物流を維持するため、

エネルギー価格高騰により厳しい経営状況が続く県

内物流関連事業者の燃料費等の掛かり増し分の一部

に対して、緊急支援する経費であります。

これについて、トラック運送事業者支援に関する

申請受付業務の委託先が秋田県トラック協会となっ

ているが、協会に加入していない事業者は対象にな

らないということか、とただしたのに対し、トラッ

ク協会への加入の有無にかかわらず、県内に事業所

を有する貨物自動車運送事業法に基づく事業者であ

れば、補助対象となる、との答弁がありました。

また、今回のような一時的な支援と併せて、ガソ

リンや軽油の使用量を削減できるように、共同配送

やモーダルシフトといった中長期的な対策も進める

べきではないか、とただしたのに対し、今回の支援

は緊急的なものであり、中長期的な対策としては、

来年度事業において省エネ設備の導入や物流の効率

化、モーダルシフトのモデル創出等を推進すること

としている。引き続き、物流事業者がエネルギー価

格の高騰や物流の２０２４年問題にも対応できるよ

うに支援していきたい、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、建設分科会長の報告を求めます。

児玉政明委員（建設分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会建設分科会における審査の経過を報告申し

上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第１号のうち建設部に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、建設部関係で

１５５億２,９３３万円の増額であります。また、

繰越明許費については、公共堰堤改良工事など８件

においてそれぞれ繰越ししようとするほか、河川改

修事業など３件においてそれぞれ繰越額を変更しよ

うとするものであります。

次に、公営企業会計では、議案第２号、令和５年

度秋田県下水道事業会計補正予算第３号で、１６億

８,５５０万円を増額するものであります。また、

債務負担行為については、流域下水道事業費につい

て限度額を設定しようとするものであります。

審査に当たっては、当局から説明を聞き、質疑を

行いましたが、その主な内容について申し上げます。

河川改修事業、６０億３,７００万円の増額につ
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いてであります。

これは、国の補正予算を活用し、国が進める「防

災・減災、国土強靭化のための５か年加速化計画」

に対応した河川改修等を実施するものであります。

これについて、本事業では１５か所の河川改修の

ほか、８地域振興局管内において洪水浸水想定区域

図を作成するとのことだが、ハザードマップを所管

する各市町村との擦り合わせについても計画されて

いるか、とただしたのに対し、これまでは、県内

３４２河川のうち比較的規模の大きい４０河川につ

いて洪水浸水想定区域図を作成し、それを基に市町

村でハザードマップの整備を進めてきたが、近年の

浸水被害拡大を受け、小規模河川においてもその整

備が必要とされたことから、県としては、令和７年

度までに、河川管理者となっている県内２７１河川

の洪水浸水想定区域図を作成することにしている。

本事業では、そのうちの１１３河川について区域図

を作成する予定としており、ハザードマップの早期

整備に向け、引き続き市町村と連携しながら取組を

進めてまいりたい、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、教育公安分科会長の報告を求めます。

小山緑郎委員（教育公安分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会教育公安分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１号のうち教育委員会に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、教育委員会関係で

７億４５２万円の増額であります。また、繰越明許

費については、ＡＫＩＴＡ ＤＸハイスクール・ラ

ボラトリー事業など２件において繰越ししようとす

るものであります。

審査に当たっては、当局から説明を聞き、質疑を

行いましたが、その主な内容について申し上げます。

教育委員会のＡＫＩＴＡ ＤＸハイスクール・ラ

ボラトリー事業、１億５,９８９万円についてであ

ります。

これは、高校段階におけるデジタル社会を担う人

材育成の強化を図るため、理数科・専門学科等での

デジタルを活用した発展的な探究活動や、ものづく

り教育を加速するための経費であります。

これについて、デジタルを活用した探究活動やも

のづくり教育の充実を図るため、高度な実験装置や

研究環境などを整備するとあるが、具体的にどのよ

うな教育を推進するのか、とただしたのに対し、探

究活動は、教科横断的な学習として、気付きや発見、

解決を見出す力を養うものであり、今回整備した環

境を有効に活用し、その学校単独で活用するだけで

なく、導入した学校同士での情報交換や進学校の生

徒も参加することで、全県の県立高校における探究

活動や、ものづくり教育の底上げを図っていきたい

と考えている、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

以上で、各分科会長の報告は終了しました。

各分科会長に対する質疑を行います。

質疑は質疑者席において、答弁は演壇において行

ってください。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

各分科会長に対する質疑は、ないものと認めます。

暫時休憩します。

再開は、午後３時４５分とします。

午後 ２時５５分 休憩

午後 ３時４４分 再開

出席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

委員長

委員会を再開します。

初めに、本委員会における議案第１号及び議案第

２号の、国補正予算対応分関係議案に関する質疑は

終局したものと認めます。

付託議案について、討論・採決を行います。

議案第１号及び議案第２号の国補正予算対応分関

係議案を一括議題とします。

討論を行います。

討論は、演壇において行ってください。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

討論は、ないものと認めます。

採決します。

議案第１号ほか１件は、原案のとおり可決すべき

ものと決定することに賛成の方は、起立願います。

【賛成者起立】

委員長

起立者全員であります。

よって、議案第１号ほか１件は、原案のとおり可

決すべきものと決定されました。

以上をもちまして、本委員会に付託された議案第

１号及び議案第２号の国補正予算対応分関係議案の

審査は、全て終了しました。

本日はこれをもって散会し、２月２８日、午前
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１０時に委員会を開き、付託された議案第１１号か

ら議案第２８号まで、以上１８件の補正予算関係議

案に関する分科会報告を行います。

散会します。

午後 ３時４５分 散会
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令和６年２月２６日（月曜日）

本日の会議案件

１ 議案第１１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第９号）

（分科会）

２ 議案第１２号

令和５年度秋田県証紙特別会計補正予算（第１

号） （分科会）

３ 議案第１３号

令和５年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計補正予算（第１号） （分科会）

４ 議案第１４号

令和５年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計補正予算（第１号） （分科会）

５ 議案第１５号

令和５年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計補正予算（第１号） （分科会）

６ 議案第１６号

令和５年度秋田県土地取得事業特別会計補正予

算（第１号） （分科会）

７ 議案第１７号

令和５年度秋田県工業団地開発事業特別会計補

正予算（第２号） （分科会）

８ 議案第１８号

令和５年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計補正予算（第１号） （分科会）

９ 議案第１９号

令和５年度秋田県市町村振興資金特別会計補正

予算（第１号） （分科会）

10 議案第２０号

令和５年度秋田県港湾整備事業特別会計補正予

算（第２号） （分科会）

11 議案第２１号

令和５年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計補正予算（第２号） （分科会）

12 議案第２２号

令和５年度秋田県環境保全センター事業特別会

計補正予算（第１号） （分科会）

13 議案第２３号

令和５年度秋田県公債費管理特別会計補正予算

（第１号） （分科会）

14 議案第２４号

令和５年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計補正予算（第１号）

（分科会）

15 議案第２５号

令和５年度秋田県国民健康保険特別会計補正予

算（第２号） （分科会）

16 議案第２６号

令和５年度秋田県電気事業会計補正予算（第２

号） （分科会）

17 議案第２７号

令和５年度秋田県工業用水道事業会計補正予算

（第３号） （分科会）

18 議案第２８号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

４号） （分科会）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里



- 14 -

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 佐 藤 真 也

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 村 上 忍

議会事務局議事課 村 岡 啓 太

議会事務局政務調査課 田 中 寛 幸

議会事務局議事課 伴 藤 崇

議会事務局政務調査課 保 坂 小 春

議会事務局議事課 松 江 翔 一

議会事務局政務調査課 小田嶋 研 斗

議会事務局議事課 川 原 法 子

議会事務局政務調査課 三 浦 勢津子

総務部行政経営課 柴 田 穣

企画振興部総合政策課 杉 沼 慶

あきた未来創造部あきた未来戦略課

佐 藤 信 吾

健康福祉部福祉政策課 小 玉 遼 平

生活環境部県民生活課 平 柳 悠

農林水産部農林政策課 田 中 裕太郎

観光文化スポーツ部観光戦略課

木 村 裕 介

産業労働部産業政策課 佐 藤 渉

建設部建設政策課 石 沢 浩 太

教育庁総務課 石 塚 祐 樹

警察本部総務課 雪 松 亮

各分科会の概要

２月２６日（月）開催の以下の分科会の概要につ

いては、分科会の会議録の該当部分を参照のこと。

１ 総務企画分科会

２ 福祉環境分科会

３ 農林水産分科会

４ 産業観光分科会

５ 建設分科会

６ 教育公安分科会
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令和６年２月２８日（水曜日）

本日の会議案件

１ 議案第１１号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第９号）

（分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

２ 議案第１２号

令和５年度秋田県証紙特別会計補正予算（第１

号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

３ 議案第１３号

令和５年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計補正予算（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

４ 議案第１４号

令和５年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計補正予算（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

５ 議案第１５号

令和５年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計補正予算（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

６ 議案第１６号

令和５年度秋田県土地取得事業特別会計補正予

算（第 （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

７ 議案第１７号

令和５年度秋田県工業団地開発事業特別会計補

正予算（第２号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

８ 議案第１８号

令和５年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計補正予算（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

９ 議案第１９号

令和５年度秋田県市町村振興資金特別会計補正

予算（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

10 議案第２０号

令和５年度秋田県港湾整備事業特別会計補正予

算（第２号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

11 議案第２１号

令和５年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計補正予算（第２号）（分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

12 議案第２２号

令和５年度秋田県環境保全センター事業特別会

計補正予算（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

13 議案第２３号

令和５年度秋田県公債費管理特別会計補正予算

（第１号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

14 議案第２４号

令和５年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計補正予算（第１号）

（分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

15 議案第２５号

令和５年度秋田県国民健康保険特別会計補正予

算（第２号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

16 議案第２６号

令和５年度秋田県電気事業会計補正予算（第２

号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

17 議案第２７号

令和５年度秋田県工業用水道事業会計補正予算

（第３号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

18 議案第２８号

令和５年度秋田県下水道事業会計補正予算（第

４号） （分科会報告）

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎
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委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

会 議 の 概 要

午前 ９時５８分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

副知事 神 部 秀 行

副知事 猿 田 和 三

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。
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分科会報告を行います。

議案第１１号から議案第２８号まで、以上１８件

の補正予算関係議案を一括議題とします。

各分科会長の報告を求めます。

報告は演壇において行ってください。

初めに、総務企画分科会長の報告を求めます。

住谷達委員（総務企画分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会総務企画分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第１１号のうち、総務部、企画振興部、あきた

未来創造部、議会事務局及び人事委員会事務局に係

る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、総額１９８億

８,５８５万円の減額であり、そのうち、本分科会

所管部局については、総務部関係で１４１億１５６

万円の増額、企画振興部関係で２億３,７１５万円

の減額、あきた未来創造部関係で７億８,７５６万

円の減額、議会事務局関係で１,３７５万円の減額、

人事委員会事務局関係で２９０万円の減額でありま

す。

また、債務負担行為については、行政ネットワー

ク整備事業など６件について、それぞれ限度額を設

定しようとするものであります。

次に、特別会計では、議案第１９号、令和５年度

秋田県市町村振興資金特別会計補正予算（第１号）

で８億９,２５３万円を増額するなど２件でありま

す。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

あきた未来創造部の秋田県こども計画策定事業に

係る債務負担行為の設定についてであります。

これは、こども基本法に基づき策定するこども計

画について、子供や子育て当事者の意見を反映させ

るため、アンケート調査の実施に要する経費につい

て、限度額を設定しようとするものであります。

これについて、アンケート調査は小中学校、高校

及び特別支援学校の児童・生徒が対象となっており、

計画の策定に当たっては、教育庁との連携が必須と

考えるが、どの様な進め方をするのか、とただした

のに対し、教育庁とは、現在の子供や若者に関する

計画においても連携を図っており、今回のこども計

画においても、様々な施策の把握、共有はもとより、

計画の進捗確認も共に行っていきたいと考えている。

また、策定に当たっては、計画策定委員会に教育分

野の専門的な方にも入っていただくなど、教育の部

分は非常に大事な要素と捉えていることから、教育

庁とは十分に連携を図りながら進めてまいりたい。

との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、福祉環境分科会長の報告を求めます。

佐藤正一郎委員（福祉環境分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会福祉環境分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第１１号のうち、健康福祉部及び生活環境部に

係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、健康福祉部関係で

１２６億２,５２２万円の減額、生活環境部関係で

２億８,９０２万円の減額であります。また、繰越

明許費については、新興感染症対策事業（新型コロ

ナウイルス感染症分）など８件において繰越ししよ

うとするほか、生活基盤施設耐震化等交付金事業に

おいて繰越額を変更しようとするものであります。

また、債務負担行為については、福祉保健人材・

研修センター事業など１８件について、それぞれ限

度額を設定しようとするものであります。

次に、特別会計では、議案第２４号、令和５年度

地方独立行政法人秋田県立病院機構施設整備等貸付

金特別会計補正予算（第１号）で６,０１０万円を

減額するなど４件であります。

また、繰越明許費については、環境保全センター

事業特別会計について、環境保全センター整備事業

費において繰越ししようとするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、健康福祉部の障害児・者施設整備補助事

業、７,４６０万円の減額についてであります。

これは、障害福祉サービスを提供する施設の整備

を促進することにより、障害児・者の福祉の向上を

図る経費で、決算見込みにより減額するものであり

ます。

これについて、国庫補助金の申請が不採択となっ

たとのことだが、事業者にとっては地域の実情を踏

まえて申請しているものである。不採択の場合には、

事業者に理由を知らせるなど、申請が実現していく

ための取組が必要ではないか、とただしたのに対し、

国からは不採択の理由が具体的に示されるわけでは

なく、事業者への説明は難しい。限られた国予算の

中での採択であり、引き続き、本県の事情等も説明

しながら、必要な予算の確保を国に働きかけてまい

りたい、との答弁がありました。

次に、生活環境部の環境保全センター管理運営事

業、３億２,４９３万円の増額についてであります。

これは、環境保全センターの管理運営に要する経
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費であります。

これについて、基金に３億円以上を積み立てると

のことだが、使途や目標額はどう設定されているの

か。また、補正での積立額が多いが、当初の見込み

が甘いのではないか、とただしたのに対し、積立の

目標額は３０億円で、埋立終了後の維持管理に使わ

れる。この基金は、前年度からの繰越金や運用益を

積み立てていくものであり、廃棄物の受入状況によ

って金額も変わることから、積算が難しく、例年、

当初予算では最低限の金額を計上しているものであ

る、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、農林水産分科会長の報告を求めます。

杉本俊比古委員（農林水産分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会農林水産分科会における、審査の経過を報

告申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１１号のうち農林水産部に係る部分でありま

す。

今回の一般会計補正予算案は、農林水産部関係で

５０億１,４２３万円の減額であります。

また、繰越明許費については、農業用施設災害復

旧事業など１９件において繰越ししようとするほか、

経営体育成基盤整備事業など９件において繰越額を

変更しようとするものであります。

また、債務負担行為については、治山事業など８

件について、それぞれ限度額を設定しようとするも

のであります。

次に、特別会計では、議案第１４号、令和５年度

秋田県就農支援資金貸付事業等特別会計補正予算

（第１号）で４０万円を減額するなど、２件であり

ます。

審査に当たっては、当局から説明を聞き、質疑を

行いましたが、その主な内容について申し上げます。

農地中間管理総合対策事業、４億８９万円の減額

についてであります。

これは、農業経営の規模拡大や農地の集積・集約

化を促進するため、推進母体となる農地中間管理機

構や市町村等の活動を支援するための経費で、決算

見込みにより、減額するものであります。

これについて、農地集積・集約化の実績に応じて

支払われる機構集積協力金の減額の理由は何か。ま

た、農地の集積・集約化の推進に向け、地域計画の

策定をどのように進めていくのか、とただしたのに

対し、離農などにより農地を機構へ預ける農家への

助成である経営転換協力金の実績減が大きな要因と

なっている。また、さらなる農地の集積・集約化を

図るため、農地利用の将来像を見える化した地域計

画の策定を各市町村が進めており、その中で地域ご

とに様々な課題が明らかになってきていることから、

その解決に向け、県として伴走支援してまいりたい、

との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、産業観光分科会長の報告を求めます。

宇佐見康人委員（産業観光分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会産業観光分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第１１号のうち観光文化スポーツ部及び産業労

働部に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、観光文化スポーツ

部関係で１億９５３万円の減額、産業労働部関係で

４８億２,８４２万円の減額であります。

また、繰越明許費については、観光施設魅力向上

事業において繰越額を変更するほか、地域主体によ

る大館能代空港活性化支援事業など４件において、

それぞれ繰越ししようとするものであります。

また、債務負担行為については、総合生活文化会

館管理運営費など６件について、それぞれ限度額を

設定しようとするものであります。

次に、特別会計では、議案第１５号、令和５年度

秋田県中小企業設備導入助成資金特別会計補正予算

（第１号）で１,５９４万円を減額するなど、３件

であります。

また、繰越明許費については、工業団地開発事業

特別会計について、工業団地開発事業費において、

繰越ししようとするものであります。

次に、公営企業会計では、議案第２６号、令和５

年度秋田県電気事業会計補正予算（第２号）で３億

６,４２８万円を減額するなど、２件であります。

また、継続費については、玉川発電所受変電設備

ほか更新事業など３件について、それぞれ事業期間、

総額及び年割額を変更しようとするものであります。

また、債務負担行為については、施設設備維持管

理費など６件について、それぞれ限度額を設定しよ

うとするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、観光文化スポーツ部の地域主体による大

館能代空港活性化支援事業、１億４,０００万円の

繰越についてであります。

これは、令和５年度６月補正予算で措置した空港

利用者リピート宿泊支援事業について、制度を見直

し、さらなる県内宿泊と空港利用を促進するため、

繰越ししようとするものであります。
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これについて、空港利用者の宿泊割引の手続きや

内容を、人手不足となっている旅館・ホテルが対応

しやすいよう簡素化し、利用者にも分かりやすくす

ることで、同空港路線のリピーターを増やしていき

たいとのことだが、そのためには、魅力ある観光地

域づくりや情報発信を周辺市町村と連携して進める

ことが重要ではないか、とただしたのに対し、この

事業の趣旨は、大館能代空港を利用して来県する方

に宿泊して地域の魅力に触れてもらうことで、再度

の来訪を促そうとするものである。来年度から大館

能代空港利用促進協議会の取組として、現地を訪れ

た方に地域の魅力を紹介するコーディネーターを空

港に配置するなど、受入体制の強化を図り、空港利

用者の増加につなげてまいりたい。また、一般社団

法人日本風力発電協会の会員をはじめとした洋上風

力関係者に対し、ビジネス、観光両面での利用に向

けて働きかけを強めるなど、関係機関の協力を得な

がら周知を図ってまいりたい、との答弁がありまし

た。

次に、産業労働部の制度融資事業費、３４億

８,０７９万円の減額についてであります。

これは、中小企業の資金繰りの円滑化を支援する

制度融資の預託金等について、実績見込みにより予

算を減額するものであります。

これについて、制度融資全体としては減額する一

方で、ゼロゼロ融資の返済に関する借り換えのため、

ウィズ・アフターコロナ枠の融資額は増えていると

のことだが、資金繰りに関する支援と併せて、業態

転換などの経営改善に関する支援にも力を入れるべ

きと考えるがどうか、とただしたのに対し、資金繰

りに関する支援については、商工団体に相談窓口を

設置しているほか、金融機関及び信用保証協会に対

し企業の実態に合わせた条件変更に柔軟に対応する

よう要請するなど、企業の返済負担の軽減に向けた

取組を行っており、経営改善に関する支援について

も、新規事業の展開やＭ＆Ａといった経営基盤の強

化に向けた支援策の活用を、企業に対し、より一層

働きかけてまいりたい、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、建設分科会長の報告を求めます。

児玉政明委員（建設分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会建設分科会における審査の経過を報告申し

上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第１１号のうち建設部、出納局、監査委員事務

局及び労働委員会事務局に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、建設部関係で５４

億６,５６４万円の減額、出納局関係で８,６８７万

円の減額、監査委員事務局関係で２７９万円の減額、

労働委員会事務局関係で２１８万円の減額でありま

す。

また、繰越明許費については、現年発生土木災害

復旧事業など３２件においてそれぞれ繰越ししよう

とするほか、地方道路交付金事業道路維持費分など

１５件においてそれぞれ繰越額を変更しようとする

ものであります。

また、債務負担行為については、「秋田港クルー

ズ」まちづくり拠点形成事業など２件について、そ

れぞれ限度額を設定しようとするほか、盛土等規制

区域指定事業について限度額を変更しようとするも

のであります。

次に、特別会計では、議案第１２号、令和５年度

秋田県証紙特別会計補正予算第１号で、４１８万円

を増額するなど３件であります。

また、繰越明許費については、港湾整備事業特別

会計について、向浜ふ頭用地造成事業など２件にお

いて、それぞれ繰越ししようとするほか、大森ふ頭

用地造成事業において繰越額を変更しようとするも

のであります。

次に、公営企業会計では、議案第２８号、令和５

年度秋田県下水道事業会計補正予算第４号で、８億

５,２２０万円を減額するものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

出納局の窓口キャッシュレス決済推進事業、

２２２万円の減額についてであります。

これは、県民の利便性向上を図るため、窓口で現

金納付する使用料のキャッシュレス納付を可能とす

るシステムの構築に要する経費を減額するものであ

ります。

これについて、決算見込みによる減額とのことだ

が、具体的にどういった理由によるものか、とただ

したのに対し、当初予算に計上した際は、行政専用

ネットワークであるＬＧＷＡＮ回線の活用を想定し、

外部接続に必要なネットワーク改修作業や回線敷設

工事などに約２００万円を要する見込みであったが、

今年度当初予算審査における経費が掛かり過ぎでは

ないかといった意見も踏まえて使用する回線をキャ

リア回線に変更したことで、これらの経費が不要と

なったものである、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、教育公安分科会長の報告を求めます。

小山緑郎委員（教育公安分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会教育公安分科会における審査の経過を報告

申し上げます。
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本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第１１号のうち警察本部及び教育委員会に係る

部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、警察本部関係で２

億４,７２３万円の減額、教育委員会関係で４２億

７,４８７万円の減額であります。

また、継続費については、能代科学技術高等学校

整備事業など５件について、総額及び年割額を変更

しようとするものであります。

また、繰越明許費については、警察職員宿舎等改

築事業など９件において、繰越ししようとするもの

であります。

また、債務負担行為については、デジタル教育未

来へＲＵＮプロジェクト事業など２件について、そ

れぞれ限度額を設定しようとするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

教育委員会の県立学校施設等災害復旧事業、１億

４,１２７万円の増額についてであります。

これは、令和５年７月１４日からの大雨により被

災した五城目高校の陸上競技場について、復旧工事

を行うための経費であります。

これについて、教育環境を整備することが教育委

員会の責務であると考えるが、復旧にはどのくらい

の期間を見込んでいるのか。また、学校生活に支障

が出ないよう、その間の運動場の代替措置をどのよ

うに計画しているのか、とただしたのに対し、堆積

した汚泥の撤去に時間がかかることから、工事の完

成は９月末を予定している。罹災後の体育の授業や

部活動は、大きな被害がなかった野球場を代替使用

して行っており、引き続きこうした対応を取るなど、

教育環境の整備に向けて柔軟に対応してまいりたい、

との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

以上で、各分科会長の報告は終了しました。

各分科会長に対する質疑を行います。

質疑は質疑者席において、答弁は演壇において行

ってください。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

各分科会長に対する質疑は、ないものと認めます。

暫時休憩します。

再開は、午後１時とします。

午前１０時２４分 休憩

午後 ０時５８分 再開

出席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

委員長

委員会を再開します。

初めに、本委員会における議案第１１号から議案

第２８号まで、以上１８件の補正予算関係議案に関

する質疑は終局したものと認めます。

付託議案について、討論・採決を行います。

議案第１１号から議案第２８号まで、以上１８件

の補正予算関係議案を一括議題とします。

討論を行います。

討論は、演壇において行ってください。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

討論は、ないものと認めます。

採決します。

初めに、議案第２６号について採決します。

議案第２６号は、原案のとおり可決すべきものと

決定することに賛成の方は、起立願います。

【賛成者起立】

委員長

起立者多数であります。

よって、議案第２６号は、原案のとおり可決すべ

きものと決定されました。

次に、議案第１１号から議案第２５号、議案第

２７号及び議案第２８号、以上１７件について一括

採決します。

議案第１１号ほか１６件は、原案のとおり可決す

べきものと決定することに賛成の方は、起立願いま

す。

【賛成者起立】

委員長

起立者全員であります。

よって、議案第１１号ほか１６件は、原案のとお

り可決すべきものと決定されました。

以上をもちまして、本委員会に付託された議案第

１１号から議案第２８号まで、以上１８件の補正予

算関係議案の審査は、全て終了しました。

本日はこれをもって散会し、３月７日木曜日、午

後１時に委員会を開き、同日に予定されている追加

提案の関係議案に関する日程協議と部局長説明を行

います。

散会します。

午後 １時 １分 散会
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令和６年２月２９日（木曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算 （分科会）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（分科会）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （分科会）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （分科会）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （分科会）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（分科会）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （分科会）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （分科会）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（分科会）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （分科会）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （分科会）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（分科会）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （分科会）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （分科会）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （分科会）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（分科会）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （分科会）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（分科会）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（分科会）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（分科会）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（分科会）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人
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委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 佐 藤 真 也

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 村 上 忍

議会事務局議事課 村 岡 啓 太

議会事務局政務調査課 田 中 寛 幸

議会事務局議事課 伴 藤 崇

議会事務局政務調査課 保 坂 小 春

議会事務局議事課 松 江 翔 一

議会事務局政務調査課 小田嶋 研 斗

議会事務局議事課 川 原 法 子

議会事務局政務調査課 三 浦 勢津子

総務部行政経営課 柴 田 穣

企画振興部総合政策課 杉 沼 慶

あきた未来創造部あきた未来戦略課

佐 藤 信 吾

健康福祉部福祉政策課 小 玉 遼 平

生活環境部県民生活課 平 柳 悠

農林水産部農林政策課 田 中 裕太郎

観光文化スポーツ部観光戦略課

木 村 裕 介

産業労働部産業政策課 佐 藤 渉

建設部建設政策課 石 沢 浩 太

教育庁総務課 石 塚 祐 樹

警察本部総務課 雪 松 亮

各分科会の概要

２月２９日（木）開催の以下の分科会の概要につ

いては、分科会の会議録の該当部分を参照のこと。

１ 総務企画分科会

２ 福祉環境分科会

３ 農林水産分科会

４ 産業観光分科会

５ 建設分科会

６ 教育公安分科会



- 23 -

令和６年３月４日（月曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算 （分科会）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（分科会）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （分科会）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （分科会）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （分科会）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（分科会）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （分科会）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （分科会）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（分科会）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （分科会）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （分科会）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（分科会）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （分科会）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （分科会）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （分科会）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（分科会）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （分科会）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（分科会）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（分科会）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（分科会）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（分科会）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人
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委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 佐 藤 真 也

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 村 上 忍

議会事務局議事課 村 岡 啓 太

議会事務局政務調査課 田 中 寛 幸

議会事務局議事課 伴 藤 崇

議会事務局政務調査課 保 坂 小 春

議会事務局議事課 松 江 翔 一

議会事務局政務調査課 小田嶋 研 斗

議会事務局議事課 川 原 法 子

議会事務局政務調査課 三 浦 勢津子

総務部行政経営課 柴 田 穣

企画振興部総合政策課 杉 沼 慶

あきた未来創造部あきた未来戦略課

佐 藤 信 吾

健康福祉部福祉政策課 小 玉 遼 平

生活環境部県民生活課 平 柳 悠

農林水産部農林政策課 田 中 裕太郎

観光文化スポーツ部観光戦略課

木 村 裕 介

産業労働部産業政策課 佐 藤 渉

建設部建設政策課 石 沢 浩 太

教育庁総務課 石 塚 祐 樹

警察本部総務課 雪 松 亮

各分科会の概要

３月４日（月）開催の以下の分科会の概要につい

ては、分科会の会議録の該当部分を参照のこと。

１ 総務企画分科会

２ 福祉環境分科会

３ 農林水産分科会

４ 産業観光分科会

５ 建設分科会

６ 教育公安分科会
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令和６年３月５日（火曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算 （分科会）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（分科会）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （分科会）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （分科会）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （分科会）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（分科会）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （分科会）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （分科会）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（分科会）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （分科会）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （分科会）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（分科会）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （分科会）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （分科会）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （分科会）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（分科会）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （分科会）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（分科会）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（分科会）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（分科会）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（分科会）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人
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委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 佐 藤 真 也

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 村 上 忍

議会事務局議事課 村 岡 啓 太

議会事務局政務調査課 田 中 寛 幸

議会事務局議事課 伴 藤 崇

議会事務局政務調査課 保 坂 小 春

議会事務局議事課 松 江 翔 一

議会事務局政務調査課 小田嶋 研 斗

議会事務局議事課 川 原 法 子

議会事務局政務調査課 三 浦 勢津子

総務部行政経営課 柴 田 穣

企画振興部総合政策課 杉 沼 慶

あきた未来創造部あきた未来戦略課

佐 藤 信 吾

健康福祉部福祉政策課 小 玉 遼 平

生活環境部県民生活課 平 柳 悠

農林水産部農林政策課 田 中 裕太郎

観光文化スポーツ部観光戦略課

木 村 裕 介

産業労働部産業政策課 佐 藤 渉

建設部建設政策課 石 沢 浩 太

教育庁総務課 石 塚 祐 樹

警察本部総務課 雪 松 亮

各分科会の概要

３月５日（火）開催の以下の分科会の概要につい

ては、分科会の会議録の該当部分を参照のこと。

１ 総務企画分科会

２ 福祉環境分科会

３ 農林水産分科会

４ 産業観光分科会

５ 建設分科会

６ 教育公安分科会
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令和６年３月７日（木曜日）

本日の会議案件

１ 審査日程 （日程協議Ⅱ）

２ 議案第１１４号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第１０

号） （部局長説明）（分科会）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

議会事務局政務調査課 佐 藤 真 也

議会事務局議事課 村 岡 啓 太

議会事務局政務調査課 田 中 寛 幸

議会事務局議事課 松 江 翔 一

議会事務局政務調査課 小田嶋 研 斗

総務部行政経営課 柴 田 穣

企画振興部総合政策課 杉 沼 慶

あきた未来創造部あきた未来戦略課

佐 藤 信 吾

農林水産部農林政策課 田 中 裕太郎

建設部建設政策課 石 沢 浩 太

会 議 の 概 要

午後 ０時５９分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之
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委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

初めに、委員会の審査日程についてお諮りします。

しおりの１番、２ページ、資料１、付託議案一覧表

を御覧ください。

先ほどの本会議において、議案第１１４号の令和

５年度補正予算関係議案が本委員会に追加付託され

ました。追加付託された議案については、総務企画

分科会、農林水産分科会及び建設分科会において審

査を行います。

３ページ、資料２、審査日程を御覧ください。

本委員会の審査日程には、予めこの追加提案が組

み込まれておりますので、今後も当初の予定どおり

とします。

審査日程について、御意見等ございますか。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

審査日程は、原案のとおり決定して御異議ありま

せんか。

【「異議なし」と呼ぶ者あり】

委員長

御異議ないものと認めます。

審査日程は、原案のとおり決定されました。

次に、付託議案に関する部局長説明を行います。

議案第１１４号を議題とします。関係部局長の説

明を求めます。

総務部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会 追加提案分）令和６年３月７日提

出により説明】

農林水産部長

【令和６年秋田県議会第１回定例会部局関係説明

書（２月議会 追加提案分）令和６年３月７日提

出により説明】

委員長

以上で、関係部局長の説明は終了しました。

ただいまの説明を踏まえ、関係分科会において、

鋭意、審査をお願いします。

本日はこれをもって散会し、３月１１日午前１０

時に委員会を開き、分科会報告を行います。

散会します。

午後 １時 ４分 散会

各分科会の概要

３月７日（木）開催の以下の分科会の概要につい

ては、分科会の会議録の該当部分を参照のこと。

１ 総務企画分科会

２ 農林水産分科会

３ 建設分科会
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令和６年３月１１日（月曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算（分科会報告）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（分科会報告）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （分科会報告）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （分科会報告）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （分科会報告）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（分科会報告）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （分科会報告）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （分科会報告）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（分科会報告）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （分科会報告）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （分科会報告）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（分科会報告）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （分科会報告）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （分科会報告）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （分科会報告）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（分科会報告）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （分科会報告）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（分科会報告）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（分科会報告）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（分科会報告）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（分科会報告）

22 議案第１１４号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第１０

号） （分科会報告）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文
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委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

会 議 の 概 要

午前 ９時５８分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

副知事 神 部 秀 行

副知事 猿 田 和 三

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

分科会報告を行います。

議案第４７号から議案第６７号までの令和６年度

当初予算関係議案２１件、及び議案第１１４号の令

和５年度補正予算関係議案、以上２２件を一括議題

とします。

各分科会長の報告を求めます。

報告は演壇において行ってください。

初めに、総務企画分科会長の報告を求めます。



- 31 -

住谷達委員（総務企画分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会総務企画分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

初めに令和６年度当初予算案についてですが、本

分科会において審査した案件は、一般会計では、議

案第４７号のうち、総務部、企画振興部、あきた未

来創造部、議会事務局及び人事委員会事務局に係る

部分であります。

今回の一般会計当初予算案は、総額５,８４２億

３,４００万円であり、そのうち、本分科会所管部

局については、総務部関係で１,６０３億３,９２２

万円、企画振興部関係で４１億１,０３１万円、あ

きた未来創造部関係で１１９億５,４０８万円、議

会事務局関係で１１億９,１４０万円、人事委員会

事務局関係で１億４,５７２万円であります。

また、継続費については、新財務会計システム構

築事業について、新たに設定しようとするものであ

ります。

次に、特別会計では、議案第５５号、令和６年度

秋田県市町村振興資金特別会計予算で１６億２２０

万円を計上するなど、２件であります。

次に、追加提案分の令和５年度補正予算案につい

てですが、一般会計で、議案第１１４号のうち総務

部に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、総額６億

１,９９４万円の減額であり、そのうち、本分科会

所管部局については、総務部関係で４億６,０９０

万円の減額であります。

また、繰越明許費については、災害救助対策費に

おいて繰越ししようとするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、総務部の災害情報収集・発信強化事業

３０１万円についてであります。

これは、災害時に被災地との連絡通信手段の充実

を図るとともに、視覚障害者等向けの情報発信ツー

ルを導入するなど、災害情報の収集・発信体制の強

化に要する経費であります。

これについて、能登半島地震では道路の寸断や、

停電等により通信が遮断されたため、情報が届かな

かった集落が発生したが、過疎地域を多く抱える本

県においても同様のケースが多数発生する恐れがあ

る。こうした事態を避けるため、スターリンクとい

った衛星通信サービスの活用を前向きに検討すべき

と考えるがどうか、とただしたのに対し、全国では

スターリンクを既に導入済もしくは導入を検討中の

都道府県が３分の１ほどで、首都圏を中心に先行し

て取り組まれていると認識しており、本県において

も今後の検討課題の一つと認識している。また、来

年度開催予定の男鹿半島地域の防災・減災対策に係

る検討委員会では、孤立集落対策を大きなテーマの

一つとして捉えており、通信手段の確保についても、

通信大手の企業に委員に入っていただき意見を伺う

など、議論を深めていきたいと考えている、との答

弁がありました。

次に、企画振興部の日本語教育環境整備推進事業

１５９万円についてであります。

これは、増加が見込まれる在住外国人が地域の一

員として安全・安心に生活するためには、日本語の

習得が必要不可欠となることから、日本語教育環境

の整備を推進するための経費であります。

これについて、今後、外国人の受入にあたっては、

単なる労働力としてではなく、その方々の文化的背

景も理解することが重要と考えており、県民への丁

寧な周知と受入に向けた体制の構築をしっかり行っ

ていくべきと考えるがどうか、とただしたのに対し、

外国人の受入にあたっては、様々な文化的背景の違

いにも配慮しながら、我々の目指す多文化共生社会

の実現に繋がるよう、各地域における周知啓発活動

に取り組むほか、専門家による推進会議において受

入体制の整備などに関する協議を進めることとして

いる、との答弁がありました。

次に、あきた未来創造部の、ふるさと納税を活用

した「あきた満喫」トライアル事業２０３万円につ

いてであります。これは、本県へ寄附を行った県外

の方に対し、県内の指定店舗での地場産品の購入や

地場産食材の飲食の際に使用できる返礼ポイントを

付与する事業に要する経費であります。

これについて、ふるさと納税を行う側の視点に立

てば、専用アプリでなければ寄附が出来ない仕組み

より、他の納税サイトからもアクセスし、寄附でき

る方が、もっと利便性は高まるのではないか、とた

だしたのに対し、導入する専用アプリは、県が既に

利用している寄附金受入れサイトの運営会社が提供

するものであり、本事業による返礼ポイント機能を

導入しても、基本利用料は変わらない。また、今回

はトライアル事業として、試験的に１社のアプリを

利用するものの、今後、寄附額が伸びていけば、利

用サイト等を拡げていきたいと考えている、との答

弁がありました。

また、他県の実施状況はどうか、とただしたのに

対し、首都圏にあるアンテナショップを指定して、

物産購入の際にポイントを使用できる県もある。本

県としては、実際に秋田に来ていただいて、宿泊や

観光、体験を通じた交流の機会を確保していくこと

を重視したことから、今回の手法を取り入れようと

するものである。なお、店舗の指定については、駅

や空港などで県産品を多く扱っている店舗を、店側
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の理解を得ながら増やしていきたいと考えている、

との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、福祉環境分科会長の報告を求めます。

佐藤正一郎委員（福祉環境分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会福祉環境分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第４７号のうち健康福祉部及び生活環境部に係

る部分であります。

今回の一般会計当初予算案は、健康福祉部関係で

８７３億８,３９４万円、生活環境部関係で３８億

３,９０５万円であります。

また、債務負担行為については、八郎湖「わがみ

ずうみ」創生事業について、限度額を設定しようと

するものであります。

次に、特別会計では、議案第４９号、令和６年度

秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算で２億

４,８０３万円を計上するなど、４件であります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、健康福祉部の介護サービス事業所認証評

価事業、２,４９８万円についてであります。

これは、職員の処遇改善や人材育成に積極的に取

り組む事業者を県が認証し、働きやすい職場として

ＰＲし、介護職員の確保・定着につなげる制度にお

いて新たに上位認証制度を構築し、介護業界全体の

レベルアップを図るための経費であります。

これについて、平成２９年度からスタートした現

行の認証取得率は、介護事業者全体の約１０％と低

く、認証取得によるインセンティブを設けるなど現

行制度の見直しをしないことには、新たに上位制度

を設けても介護業界全体の底上げには繋がらないの

ではないか。また、新たな評価制度においては、認

証された事業者をより広くアピールすることが重要

と考えるがどうか、とただしたのに対し、現行制度

において、目標の認証数には達していないものの、

認証事業者には補助金等の優先採択や県ウェブサイ

トによる紹介などの優遇策を設けることにより、取

得率の向上に努めているところである。また、新た

な評価制度については、先行する自治体の制度や学

識経験者等の意見を参考にしながら基準を設定し、

認証事業者やその取組を広くアピールすることによ

り、介護業界全体のレベルアップを図ってまいりた

い、との答弁がありました。

次に、デジタル技術を活用した総合診療医等育成

支援事業、１,４６０万円についてであります。

これは、高齢化が進む地域において必要とされる

総合診療医の育成やチーム医療の向上を図るため、

医療ＭａａＳの導入及び多職種連携教育体制の構築

を支援するための経費であります。

これについて、医療ＭａａＳは、一般的に遠隔診

療するために用いられることが多いが、今回、総合

診療医を目指す若手医師が乗車し、現地へ赴く理由

は何か、とただしたのに対し、若手医師が医療機関

が少ない地域に赴き、医療ＭａａＳで大学にいる指

導医とオンラインで適切な指示を受けつつ、地域事

情や生活背景などを体感しながら地域の方々と接す

ることにより、総合診療医の育成を図るためである、

との答弁がありました。

次に、生活環境部の消費者行政強化事業、

１,１８６万円についてであります。

これは、多様化・複雑化する消費者問題に対応す

るため、生活センターの機能を強化し、県及び市町

村の消費生活相談体制の充実と消費者教育の推進を

図り、県民の消費生活における安全・安心の実現を

目指すための経費であります。

これについて、オンライン相談は各地域振興局が

取次ぎを行うとのことだが、市町村ともオンライン

でつなげることにより、体制が脆弱な市町村を効率

的に支援できると考えるがどうか、とただしたのに

対し、これまでも、市町村の相談窓口において解決

が難しい事案については、生活センターが助言を行

い、解決を図ってきたものの、多様化・複雑化する

消費者問題への迅速な対応や県民の利便性をさらに

高めるためにも、デジタルを活用した連携体制につ

いて国が進める消費生活相談のデジタル化に合わせ、

検討してまいりたい、との答弁がありました。

次に、ツキノワグマ生息数モニタリング調査事業、

１,５３６万円についてであります。

これは、令和５年度にツキノワグマの捕獲頭数が

過去最多となったことから、個体群の状況を確認す

るため、平成２９年度から令和元年度と同様のカメ

ラトラップ法により、生息数を調査するための経費

であります。

これについて、前回の調査と同じ地域で行うなど、

比較しやすい条件で行うことが望ましいと考えるが

どうか。また、調査の実施や結果の公表はいつにな

るのか、とただしたのに対し、調査地域は、前回実

施した７地域の中から、代表性のある３地域を選定

し、可能な限り同じ位置にカメラを設置するなど、

比較できる形で進めてまいりたい。また、実施時期

は、山の実なりによるクマの移動の影響が少ない６

月から８月を想定しており、令和６年度から２か年

かけて調査し、令和７年度内に、推定値を算出して

公表したい、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。
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委員長

次に、農林水産分科会長の報告を求めます。

杉本俊比古委員（農林水産分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会農林水産分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

初めに、令和６年度当初予算案についてですが、

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第４７号のうち、農林水産部に係る部分であり

ます。

今回の一般会計当初予算案は、農林水産部関係で

５０５億５,４４７万円であります。

また、債務負担行為については、各種制度資金に

係る利子補給金など１２件について、それぞれ限度

額を設定しようとするものであります。

次に、特別会計では、議案第５０号、令和６年度

秋田県就農支援資金貸付事業等特別会計予算で

５,４９５万円を計上するなど、３件であります。

次に、追加提案分の令和５年度補正予算案につい

てですが、一般会計で、議案第１１４号のうち農林

水産部に係る部分であります。

今回の一般会計補正予算案は、農林水産部関係で

１億５,９０３万円の減額であります。

審査に当たっては、当局から説明を聞き、質疑を

行いましたが、その主な内容について申し上げます。

初めに、あきたこまちＲ導入理解促進対策事業、

１,３００万円であります。

これは、生産者や消費者等へのあきたこまちＲの

理解促進を図るため、切替えの必要性や栽培技術の

ポイント等を周知するとともに、科学的な知見に基

づく正しい情報を発信するための経費であります。

これについて、消費者に対して、具体的にはどの

ように情報を発信していくのか、とただしたのに対

し、米穀店やスーパー、直売などにおいて、消費者

が直接店頭で手に取れるリーフレットを作成し、配

布するほか、県のウェブサイトや広報紙、新聞広告

を活用するなど、様々な媒体を用いた情報発信を行

い、令和７年度の切替えに向け、さらなる理解促進

を図ってまいりたい、との答弁がありました。

これについてさらに、従来のあきたこまちを作付

けし、直接販売を希望する生産者に対しては、種子

の調達方法を含めどのように説明していくのか、と

ただしたのに対し、これまでも自家採種や県外から

の購入により種子の確保が可能であると説明してき

たところであるが、引き続き、種子の購入ルート等

が分からず不安を抱える生産者が出ないよう、ＪＡ

等を通じて、県外の種子を購入できる体制を整えて

いくことにしている。今後も、説明会や各種研修会

などあらゆる機会をとらえて、丁寧に説明してまい

りたい、との答弁がありました。

次に、漁業取締船くぼた代船建造事業、１億

７,１２６万円であります。

これは、実効ある海面資源管理体制を維持するた

め、老朽化した漁業取締船くぼたの代船を建造する

ための経費であります。

これについて、新たに建造する船は船体の小型化

が図られるとのことだが、取締り業務に影響を及ぼ

すことはないか、とただしたのに対し、取締りを行

う全海域をカバーできる航続距離を有し、現行の船

と同程度の速度で航行できることなどから、取締り

業務に影響はないと考えている。小型化により向上

する機動性を生かし、漁業秩序や資源管理体制の維

持につなげてまいりたい、との答弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、産業観光分科会長の報告を求めます。

宇佐見康人委員（産業観光分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会産業観光分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計では、

議案第４７号のうち観光文化スポーツ部及び産業労

働部に係る部分であります。

今回の一般会計当初予算案は、観光文化スポーツ

部関係で７３億４,８８６万円、産業労働部関係で

３７９億９,７７８万円であります。

また、債務負担行為については、経営安定資金損

失補償など１１件について、それぞれ限度額を設定

しようとするものであります。

次に、特別会計では、議案第５１号、令和６年度

秋田県中小企業設備導入助成資金特別会計予算で２

億３,７８３万円を計上するなど、４件であります。

次に、公営企業会計では、議案第６５号、令和６

年度秋田県電気事業会計予算で８７億５,２３８万

円を予定するなど、２件であります。

また、債務負担行為については、施設設備維持管

理費など９件について、それぞれ限度額を設定しよ

うとするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、観光文化スポーツ部のデータに基づく観

光戦略推進事業、２,１４２万円についてでありま

す。

これは、県内の宿泊者属性や消費購買動向など、

本県の観光に関するデータ分析を行うためのプラッ

トフォームを活用し、データに基づいた観光戦略の

推進を図るとともに、観光地域づくり法人、ＤＭＯ

や宿泊事業者等による、効果的・効率的な誘客に向

けた取組を支援する経費であります。
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これについて、システムにアクセスできるのは主

に県とＤＭＯとのことだが、市町村や個々の事業者

はどのように分析結果を活用していくのか、とただ

したのに対し、ＤＭＯが設立されている地域につい

ては、各ＤＭＯを通じて、データ分析の結果を活用

してもらうことを想定しており、それ以外の地域に

ついては、県全体を対象エリアとする地域連携ＤＭ

Ｏである県観光連盟がサポートできるよう調整中で

ある。また、県としても概括的なデータ分析を行い

公表していくほか、関係団体等からの相談にも適宜

対応してまいりたい、との答弁がありました。

次に、産業労働部の秋田の「はこぶ」を未来につ

なげる事業、２,４３７万円についてであります。

これは、物流の２０２４年問題や、慢性的なドラ

イバー不足を踏まえ、物流の効率化やモーダルシフ

トの取組等、本県における持続可能な物流体制の構

築に向けた取組を支援する経費であります。

これについて、物流の効率化に向けた実証的・実

装的な取組に対して支援を行うとのことだが、その

結果を受けて、今後、さらに支援策を検討するとい

う認識で良いか、とただしたのに対し、物流業界に

おいては２０２４年問題等の影響が危惧されている

ものの、具体的な対策を講じている企業は少ないこ

とから、本事業を通じて県内に横展開できる取組を

作りたいと考えており、今後さらに大きな取組にな

るようであれば、新たな支援策を検討していきたい、

との答弁がありました。

また、鉄道や船舶へのモーダルシフトの推進は、

ドライバー不足解消のほかにも、ＣＯ２削減による

企業イメージの向上といったメリットがある反面、

トラック輸送に比べて輸送時間が長くなる、荷物の

積み替え作業が発生するといったデメリットもある

が、どのような業種をターゲットにモデルを作って

いくのか、とただしたのに対し、リードタイムが延

びるため生鮮食品には向かないが、工業製品や、食

品の中でも例えばコメやリンゴなど、保存期間の長

いものはモーダルシフトに向いていると考えている。

秋田県トラック協会やＪＲ貨物等と連携しながら、

モーダルシフトに合った業種の荷主企業を募集して、

ロールモデルを創出していきたい、との答弁があり

ました。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、建設分科会長の報告を求めます。

児玉政明委員（建設分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会建設分科会における審査の経過を報告申し

上げます。

初めに令和６年度当初予算案についてですが、本

分科会において審査した案件は、一般会計では、議

案第４７号のうち建設部、出納局、監査委員事務局

及び労働委員会事務局に係る部分であります。

今回の一般会計当初予算案は、建設部関係で

８３７億２４３万円、出納局関係で２４億

９,５６３万円、監査委員事務局関係で２億

４,５３７万円、労働委員会事務局関係で１億

１５８万円であります。

また、債務負担行為については、河川改修事業な

ど４件について、それぞれ限度額を設定しようとす

るものであります。

次に、特別会計では、議案第４８号、令和６年度

秋田県証紙特別会計予算で２７億６,０００万円を

計上するなど、４件であります。

次に、公営企業会計では、議案第６７号、令和６

年度秋田県下水道事業会計予算で１２８億１６９万

円を予定するものであります。

また、債務負担行為については、流域下水道事業

について限度額を設定しようとするものであります。

次に、追加提案分の令和５年度補正予算案につい

てですが、一般会計で、議案第１１４号のうち建設

部に係る部分であります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、建設部の建設産業魅力発信事業、

２,６３８万円についてであります。

これは、建設産業活性化センターを核として、建

設産業団体や教育機関等と連携し、建設産業の人材

確保やイメージアップを図るための経費であります。

これについて、本県の産業界においては人口減少

に伴う働き手・担い手不足が喫緊の課題となってお

り、これまでも女性・若者の県内定着・回帰等、未

来の秋田を支える人への投資として重点的に取り組

んできたと思うが、令和６年度はどのような考えで

取り組んでいくのか、とただしたのに対し、これま

でも、建設部職員や建設業従事者が主に工業系の高

校を対象に直接、出向いて建設業の魅力を伝えてき

たものの、このままでは年間１５０人という新卒者

確保目標を達成し続けることが難しいことから、来

年度からは、比較的就職率の高い普通高校も対象に

加えたいと考えている。昨年度とりまとめた未来へ

伝えたい秋田のインフラ５０選の動画等を積極的に

活用しながら、建設業の魅力をしっかりと伝えてま

いりたい、との答弁がありました。

次に、建設部の河川改修事業、太平川に係る債務

負担行為の設定についてであります。

これは、昨年７月の豪雨により氾濫した太平川に

おける旭川合流点から桜大橋までの４.６ｋｍ区間

を、河川激甚災害対策特別緊急事業として短期間で

集中的に改修する経費について、限度額を設定する
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ものであります。

これについて、太平川周辺は住宅が密集している

ため、工事や工事車両による騒音・振動の影響が懸

念されるが、沿川住民に対して事前の説明は行われ

るのか。また、鋼矢板の施工に当たっては、騒音・

振動の少ない油圧式による手法などがあるが、県と

してそういった工法を指定する考えはあるか、とた

だしたのに対し、沿川住民に対しては、２月中旬か

ら下旬にかけて説明会を延べ８回開催し、工事の概

要等についてお知らせしたところである。太平川の

改修については、発災後から、通常の工法では施工

が難しいことを考慮した上で検討を進めてきており、

工事発注に当たっては現場条件にあった工法の採用

を求めていく方針である。具体的には、鋼矢板の油

圧による圧入はもちろん、クレーン等の建設機械や

資材の移動・搬入を施工済みの鋼矢板上において行

うことができる工法を用いることによって、狭隘な

区間においても騒音・振動を抑えながら施工できる

ものと考えている。また、施工に用いる機械は県外

からのリース等で対応することになると思われるが、

施工自体は極端に難しいわけではなく、県内業者で

も受注可能であると考えている、との答弁がありま

した。

以上、報告申し上げます。

委員長

次に、教育公安分科会長の報告を求めます。

小山緑郎委員（教育公安分科会長）

ただいま議題となりました案件について、予算特

別委員会教育公安分科会における審査の経過を報告

申し上げます。

本分科会において審査した案件は、一般会計で、

議案第４７号のうち、警察本部及び教育委員会に係

る部分であります。

今回の一般会計当初予算案は、警察本部関係で

２６７億４,２２９万円、教育委員会関係で

１,０６０億８,１７９万円であります。

また、債務負担行為については、金足農業高等学

校整備事業など３件について、それぞれ限度額を設

定しようとするものであります。

審査に当たっては、当局からそれぞれ説明を聞き、

質疑を行いましたが、その主な内容について申し上

げます。

初めに、警察本部の大館警察署改築事業、

１,２５４万円についてであります。

これは、建築から４５年が経過し、建物及び設備

の老朽化が著しい大館警察署の庁舎改築に係る基本

計画の策定及び最適な整備手法を検討するためのＰ

ＦＩ導入可能性調査を行うための経費であります。

これについて、ＰＦＩの導入により、その民間会

社の経営状態が警察サービスに影響を及ぼすことが

懸念されるが、警察署は地域住民の安全安心を守る

重要な施設であり、導入に関しては可能性調査の結

果も含め、十分な検討のもと、慎重に進めるべきで

はないか、とただしたのに対し、本事業は、ＰＦＩ

を導入して大館警察署の改築に加え、県北地区４警

察署の維持管理をトータルで行うことで、経費削減

できるのか検証するため、可能性調査を行うもので

ある。今回の調査結果を踏まえ、受託会社の経営状

態とその安定性を確認し、他県の状況等も参考にし

ながら、ＰＦＩの導入により警察施設に必要とされ

る厳重なセキュリティを確保しつつ、合わせて、業

務の効率化やサービス向上等の効果を見込めるのか、

十分な検討を行ってまいりたい、との答弁がありま

した。

次に、教育委員会の高校入試出願システム導入及

び運用事業、１億１,３３８万円についてでありま

す。

これは、公立高校入学者選抜に係る生徒及び保護

者の利便性の向上と入試業務の大幅な効率化・省力

化を図るため、高校入試出願システムを導入するた

めの経費であります。

これについて、システムの導入により利便性が向

上する一方で、生徒・保護者の失念や入力ミスによ

る出願漏れの危険性も生じ得ると考えられるが、出

願の過程で学校のフォローはあるのか。また、シス

テム上のトラブル等が生じた場合は、別の形での出

願も特例的に認めるなど、システムを使用しなくて

も出願できる仕組みづくりも必要ではないか、とた

だしたのに対し、システムによる出願は、担任によ

る確認と校長の決裁を経る必要があることから、最

終的には学校の責任において行われるものと考えて

いる。また、システム上のトラブルに限らず、いか

なる理由であっても出願漏れはあってはならならな

いため、生徒や保護者が安心して受検に臨めるよう、

先行導入県の事例等を参考にしながら、確実に出願

できる体制の構築に取り組んでまいりたい、との答

弁がありました。

以上、報告申し上げます。

委員長

以上で、各分科会長の報告は終了しました。

各分科会長に対する質疑を行います。

質疑は質疑者席において、答弁は演壇において行

ってください。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

各分科会長に対する質疑はないものと認めます。

本日はこれをもって散会し、次回は３月１４日、

午前１０時から委員会を開き、総括審査を行います。

総括審査の質疑者は各会派で決定し、本日午後３

時までに総括審査質疑事項提出書を提出願います。
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その後、質疑順を決定し、お知らせします。

なお、総括審査に当たっては、予算特別委員会の

運営要綱に定める質疑対象事項や、各分科会の審査

内容を踏まえて質疑をしていただくようお願いしま

す。

また、各質疑者が質疑補助資料を配付する場合は、

質疑前日の正午までに資料の電子データを提出する

とともに、質疑当日の午前９時４５分までに必要部

数を事務局に提出してください。

散会します。

午前１０時３６分 散会
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令和６年３月１４日（木曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算 （総括審査）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（総括審査）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （総括審査）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （総括審査）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （総括審査）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（総括審査）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （総括審査）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （総括審査）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（総括審査）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （総括審査）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （総括審査）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（総括審査）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （総括審査）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （総括審査）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （総括審査）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（総括審査）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （総括審査）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（総括審査）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（総括審査）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（総括審査）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（総括審査）

22 議案第１１４号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第１０

号） （総括審査）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文
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委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

会 議 の 概 要

午前 ９時５８分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

知事 佐 竹 敬 久

副知事 神 部 秀 行

副知事 猿 田 和 三

理事 丹 治 純 子

理事 佐々木 薫

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

農林水産部森林技監 村 上 幸一郎

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

総括審査を行います。

質疑者の順序は総括審査質疑事項一覧のとおりに、

議事の進行は総括審査会派別割当時間を目安として
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行います。会場に設置したモニターには、会派別割

当時間の残り時間もしくは超えた時間を表示します。

各質疑者は、会派別割当時間を遵守されるよう、

また、執行部各位におかれましては、的確かつ簡潔

な答弁をされますようお願いします。質疑者及び執

行部各位におかれては、委員長の許可を得たうえで

発言を行うようにしてください。

それでは質疑を行います。

初めに、鶴田有司委員の質疑を行います。

鶴田有司委員

どうも、おはようございます。総括質疑のトップ

バッターを務めさせていただきますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。

早速ですけれども、知事は今任期限りということ

で、５選目不出馬ともとれる発言をされております

が、そのとおりとすれば、今、提案されている新年

度予算案が佐竹知事による最後の本格予算になると

思います。そうしますと、この予算案は知事のこれ

までの１５年の思いと少子化や災害など現実問題へ

の対応、それに明日への希望の詰まった予算だと思

っているのですが、知事のその思いのほどを最初に

聞かせていただければと思います。

知事

限界のある予算財源で、どのように組むか非常に

苦労します。ただ１つは、やはり地球環境が非常に

変化しています。また、県の産業振興は、まさに人

口減少あるいは少子化に直結します。そして、本来

的な本県の持つ強み。この３つを中心に、今回、私

の最後の本格予算ということで、そういう志向で取

り組んでおります。

そういう中で、まずは地球環境が非常に変化して

いる中で今回の災害、この災害対策は単年度ででき

る問題ではないのですが、中長期的に一定のけりを

付ける。そういう意味で抜本的な水害対策、災害予

算、これの基盤をまず第一に。２つ目は産業構造が

非常に高度化している中で、中小企業といえども、

いろんな面で高度化、近代化が求められます。そう

いうことで、少子化対策あるいは県内の産業振興の

高度化に関連する一番重要な大学生等の県外への流

出防止、そして農業、エネルギー、こういう点につ

いて思いをはせながら組んでおります。

基本は本県の強み、いわゆる食料、エネルギー、

森林、水、これは、これから多分、日本は望むもの

ではありませんが、非常に厳しい状態に置かれます。

国際的に経済も縮小しますので。そういうときに、

まさに日本が一番必要なそういう資源を、いかに本

県が維持していくか、これが一番強みですので、こ

れをどのように生かすか、これが一番ということで、

この原点を守りながら今回の予算を組んだというこ

とです。

鶴田有司委員

まず、しっかりとこの１年間やっていただきたい

と思うのですが、私は知事の政策については、少子

化対策など、簡単に克服できなかったものもあるけ

れども、全体的にはそう悪くないと思っております。

ただ最近は、特に意表を突くような軽口発言あるい

は、それから進展すると思われるじゃこ天のような

発言なんかもあって、多くの方々を戸惑わせるよう

なことが目立ってきたように思います。来年の４月

まで任期がありますから、どうか目的地に着岸する

前に遭難することのないように、安全なかじ取りを

お願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いし

ます。

さて、３月４日の東京株式市場で日経平均株価が

史上初めて４万円を超えました。これは報道にもあ

るように、アメリカの半導体関連株が急騰したため、

日本の半導体株が急騰、もともと株価の高い株が上

昇したことで、日経平均が上昇したようですし、そ

れ以外の株は、そんなに上昇していないところも見

られ、現実に実体経済とは連動していないように思

うのですが、知事はどのように見ておられるのか、

また秋田県の経済への影響をどう思うのか、お聞か

せ願いたいと思います。

知事

株価と円安は非常に関連あります。輸出企業は極

めて好調ということで、今回のベースアップも車の

関係はほとんど満額です。ただ、ちょうど今、３月

１９日に日銀がゼロ金利の解除があるかもしれませ

ん。そうしますと金利が上がります。そういうこと

で、逆に言いますと、円高に少し振れる可能性があ

りますので、燃費あるいは材料費は下がります。一

般生活にはプラスですが、一方で金利が上がります

ので、中小企業の経営は今までどおりにはいかない。

そういう意味からしますと、非常に今、転換期とい

うことで、４万円台を中心に下がっています。当然、

これは３万５,０００円を割るかもしれない。これ

が通常です。ただ、その後に日本が経済の立て直し

によって、また上がる可能性もあります。

問題は、大企業を中心に賃上げは非常にいいです

が、中小企業への価格転嫁がまだ浸透していません。

ですから、中小企業の下請の関係に転嫁が行き渡る

までは相当、一般企業、中小企業は、そう簡単に、

この恩恵にはあずからないと思っています。

鶴田有司委員

今、知事のいろんな判断をお聞かせいただきまし

たが、そのような中で、今、知事もおっしゃるよう

に、大企業を中心に賃上げの機運が高まっておりま

す。今朝の新聞報道を見ても、大企業が賃上げの要

望に対して満額、会社によっては満額以上の回答と、

大変羨ましいですけれども、秋田県も新秋田元気創
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造プランでは、２０３０年までには３大都市圏を除

いた地方圏の平均に並ぶことを目標に掲げているわ

けです。今、平均よりも劣っているのですが、昨年

７月に県が実施した県内企業アンケートのレポート

を頂きましたけれども、令和５年度中に賃上げを実

施したか、あるいは実施を予定しているという企業

が実に８５％に上るといいますし、全体の５１％の

企業が３％以上の上げ率と、私はすごいなと、この

資料だけを見ると思ったのですが、産業労働部長は

どのように感じておられますか。

産業労働部長

委員御指摘のとおり、８５％の県内企業が賃上げ

を実施済み、あるいは実施予定と、アンケートには

お答えいただいております。また、その半数程度の

企業の賃上げ率は３％以上といったことで好調です

が、併せて、賃上げを実施した理由についても伺っ

ております。その理由を伺ってみると、従業員の定

着、あるいは人材の確保、物価上昇への配慮といっ

た内容が多くて、業績の向上を理由とした賃上げは

少ない状況であると認識しております。現時点では、

現状を踏まえて、企業自らを守るための防衛的な賃

上げが目立つのではないかという認識でおります。

鶴田有司委員

そうですね。私も非常に心配しておりまして、例

えば負債総額１,０００万円以上の企業倒産が昨年

５０件で、前年比３８.８％増えている。２期連続

で増えていることと、コロナ禍でゼロゼロ融資を受

けて、その返済に苦慮して倒産に至ったと、私は思

ったのですが、意外にそれは少ないという結果が出

ているところを見ると、さらに心配が漂うわけです。

秋田県は、もともと中小企業が圧倒的に多いわけで

すから、現実には賃上げしたくても余裕がないとい

う事業者も少なくないと思いますし、今、部長がお

っしゃるように、やむにやまれず賃上げに踏み切ら

なければならないと言われているわけです。ですか

ら、そういう面で、やはり県がしっかりと支えてい

かなければならないのではないかと思うわけであり

ます。

今、県の事業を見ますと、賃金水準向上資金事業

がありますが、ここでうたわれている、例えば社債

発行ができる企業は非常に限られ、多くないと思う

のですが、こういう中で、あえてこういう事業をや

っておられる。もちろん、これに対応した企業もな

いわけではないですが、こういう政策について、部

長はどのように考えておられますか。

産業労働部長

御指摘のとおり、この社債発行の制度融資に関し

ては、一定の規模を持つ企業でなければ、その発行

にちゅうちょするといったような、要件のハードル

が少し高めだと思っております。ただ、利用実績を

見ますと、令和５年度、２月までの件数で３６件と

なっており、去年より少しずつ増えてきている状況

がうかがえまして、引き続き取り組んでまいりたい

と思っています。

ただ、この社債発行の制度融資が使えなくても、

新事業展開資金という通常の制度融資の中に、賃金

水準向上枠というものがございまして、この活用を

呼びかけながら、中小企業にもしっかりと、その資

金繰りに対応していきたいと考えております。

鶴田有司委員

恐らくそういう対応もされていると思いますが、

ただ単に、こういう事業があるよということを呼び

かけるだけでは、うまくないのではないかと私は思

っておりまして、しっかりと指導する体制を県とし

ても整えていかなければならないと思うわけです。

その辺についてもお願いしたいところですが、もう

一つ、やはり最近のエネルギー価格の上昇とか、資

材の高騰に各企業がしっかりと価格転嫁されている

かどうか、さっき知事もその辺のところにも触れて

おられましたけれども、そういう点もしっかりと把

握していかなければならない。調査をして、それに

対応する手だてを考えていかなければならないと思

いますが、その点はどのようにされていますか。

産業労働部長

価格転嫁につきまして、アンケート調査を定期的

に実施しております。その回答を見ますと、９割程

度の県内企業が価格転嫁に踏み切っておりますが、

どれだけ転嫁できているかが問題であると捉えてお

ります。徐々に転嫁は進んできておりますが、現在

の価格転嫁率は大体４０％程度と推計されており、

県内企業の価格転嫁は、まだ十分ではないものと認

識しております。

いずれ昨年の６月に、県内商工団体、経済団体と

締結いたしました価格転嫁の円滑化に関する協定に

基づきまして、なお一層、価格転嫁の機運醸成に取

り組んでいかなければならないと考えております。

鶴田有司委員

その辺もやっておられるということですが、そう

いうこともしっかりと把握した上で、県の体制を整

えていかなければならないと、先ほども、言わせて

いただきましたけれども、やはり、ただ単にこうい

う事業資金、制度融資があるということだけではな

くて、それをどうやって指導して、そこに持ってい

けるまでやれるかというところが非常に重要ではな

いかと思いますし、今やはり、一番重要な時期だと

特に思っているわけです。そういう意味では、例え

ば、活性化センターの活用も、当然あるわけですか

ら、そういうのも活用し、待っているのではなくて、

しっかりと調べていきながら、何を求めているか、

何を困っているか。相談になかなか踏み切れない、
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どう相談していいか分からないという企業もあるの

ではないかと思うのです。ですから、その辺をこち

らから調査をしっかりと求めていきながら、対応し

ていっていただいて、何とか地元の中小企業を支え

てもらう体制を構築してもらいたいと思っていると

ころです。

時間がなくなってきたので、最後に知事にその辺

の支援体制について、どう考えておられるかお聞か

せ願えればと思います。

知事

実は県内だけで収まる問題でなくて、製造業の場

合、県内企業は直の下請よりも孫請、さらにひ孫請

であり、そうしますとその上が東京にある会社です。

そうなりますと、今回の日産の問題のように、日産

があって、その下に１次、２次下請があって、県内

が３次とか。あと、県内企業の場合、中小でも１次、

２次、３次とあるため、一番元にどのように行くか。

すぐ上に行っても、元がうんと言わないといけませ

んので、大企業、特に非常に経営のいい大企業は、

結構もうけていますので、大企業が１次下請につい

て転嫁をしっかりやりますとうまくいく。県内だけ

ではなかなかうまくいかない。そういう意味からす

ると、国自身が経団連とか大企業に対して、しっか

りこの転嫁を働きかける、これが一番重要です。

この問題については、知事会等でしっかり国に押

し込む。また、県内企業の場合は元請まで、県内中

小企業でも元請がありますので、そこまで波及する

ような働きかけが必要だと思いますので、商工団体

と連携しながら、この後もしっかりやっていくこと

だと思います。

鶴田有司委員

その辺もしっかりと中央にも求めていただくとい

うことと、やはり地元での支援体制をしっかりと構

築して支えてもらいたいと、特にお願いしておきま

す。

産業労働部長

価格相談に応じるよろず支援拠点というのが企業

活性化センターにありまして、専門家スタッフを増

員して、今、対応しているところでございます。こ

ういったところと連携しながら、価格転嫁に対する

さらなる意識の醸成、それときめ細かな、中小企業

に寄り添った相談対応に積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

鶴田有司委員

それでは、質問の２番目に移りたいと思います。

土地利用対策と担い手育成について、農地の利用

対策ということであります。改めて言うまでもない

のですが、高齢化や人口減少などが進み、農家数が

非常に減少してきているわけです。私が初当選した

平成９年は、農家数が８万７,０００戸だったそう

ですけれども、直近の調査は２３年後になるのです

が、令和２年で、３万７,０００戸と大変激減して

いることが分かるわけです。

そういう意味で、秋田県は、いずれ食料供給基地

という位置づけを守っていかなければならないわけ

ですけれども、この数字は本当に深刻で、知事はど

のように思っておられますか。

知事

農家の数が減って、農業人口が減る中で、農地に

よって大分違いますが、全体的に、やはりこの農地

をしっかり守るという力がどんどん減っている、そ

ういうことで、原理原則的に言えば、いかに農地を

まとめて法人化して、大規模農業の中で効率化、機

械化をやっていく、この方向になりますが、これは

そう簡単にはいきません。やはり１経営体でも、相

当大きい農業法人でも、人手不足がありますので、

ますます農地の集約、飛び地をなくして１か所にま

とめるということで、作業効率をいかにやるか。ま

た、無人化、スマート農業化。ただ、問題はスマー

ト農機は値段が高いです。そういうところにしっか

り支援しながら、何とか今ある様々な資源をしっか

り守っていくという方向性をこれからも国にも求め

ながら、しっかり本県、農業県として成り立つよう、

最重要課題として取り組んでいくことが必要と思っ

ています。

鶴田有司委員

まさにそのとおりですけれども、今の状況から行

くと、受け手がなかなか厳しい状況になってきてい

るわけで、耕作放棄地が増加することが本当に心配

されていると思うのです。今、国の農業基盤強化促

進法が改正されて、地域のいわゆる地域計画を作っ

ていかなければならない。それから地域の中で受け

手を確保して、今、知事がおっしゃるように、農地

集約を進めていかなければならないことですけれど

も、現実問題として、その受け手をまとめていかな

ければならない、農地をどうまとめていくかという、

いわゆる目標地図というそうですけれども、それを

やっていかなければならないという現実的な問題が

あるのです。その期限とされているのが令和７年３

月末ということで、市町村の作業ですけれども、具

体的にどこまで進んでいるかをお聞かせください。

農林水産部長

現在、全ての市町村で取り組んでおりますが、目

標地図に担い手を位置づけていくための事前の意向

調査をやってございます。おおむね当初の工程表ど

おり進んでおり、順調な状況だと認識しております。

県内で約３００地区の目標地図を作成しようと、

今、進めており、今年度末までには１３地区が策定

予定であります。来年度早々には、いろんな意向調

査を踏まえた現況地図をもって素案を作り、地域で
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の話合いをスタートするという段取りで、来年度末

までに完成を目指していきたいと考えているところ

であります。

鶴田有司委員

今、部長もそのようにおっしゃっているわけです

けれども、私も地元で伺うと、高齢で引退を考えて

いる方から、なかなか受け手がいなくて困っている

という声をよく聞きます。そして、その受け手であ

る農業法人に聞いてみると、出し手からの要望が多

くて、自分が持っている機械や施設など、農業力と

いう面で、そろそろ農地の引受けが限界に近づいて

いることを聞くわけです。これは平場地区での話で

あって、効率の悪い中山間地域では、より深刻な状

況になっていくと思うのですが、その辺、現実問題

どうでしょうか。

農林水産部長

少し前ですが、令和２年に集落営農組織を対象と

したアンケート調査を実施いたしました。その結果

として、今後、経営規模を拡大できると回答した組

織の割合は２２％、約２割にとどまっており、残り

の約８割近くは、現状の規模で限界を感じている声

が多かったという結果が出てございます。

その中で、課題として挙げられているのは、先ほ

ど委員からも御指摘があった、役員の方々の高齢化

といったものが一つありますし、なかなか販売単価

も上がらなくて、販売額も低迷しているというとこ

ろと、これまで使ってきた機械が老朽化して、その

更新に向けた費用の手だてが厳しいといった声が上

がっていて、これに加えて、先ほど知事も申しまし

たとおり、圃場が分散されていて、それを何とか集

約化していかないと、なかなか効率的にならないと

いったところが規模拡大のマイナス要因になってい

るのではないかと分析しているところでございます。

鶴田有司委員

そうなってくると、なかなか厳しい状況で、農地

中間管理機構の出番も考えられるわけですが、いろ

いろ聞くと、現実には、そう簡単なものではないと

聞きますし、また、水田活用交付金の見直しで、５

年に１度は水張りをやらなければならないという現

実問題があるわけです。そういうものも、受け手不

足に拍車を掛けているのではないかと言われている

ようです。中山間地では、場所によっては山林に返

すということもあるかもしれませんけれども、所有

者の意向でできないこともあるということですし、

それを荒れたままにしておくと、今度はクマ問題に

も発展しかねないということであります。

受け手が、これから拡大できるというところが、

先ほど２割ということでありますけれども、しっか

りと担い手を育成してやっていかなければならない、

受け手もしっかりと確保していかなければならない

という問題、そして農地を支えていくことも必要だ

と思うのですが、その辺について、部長からもう少

しお聞かせいただければと。

農林水産部長

担い手の今後の育成ということだと思いますが、

いずれ、これまで担い手の育成に、我々いろいろな

施策で取り組んできましたけれども、１つが圃場整

備をして、基盤をまず整備するということ。それに

併せて、農地バンク、先ほど言った農地中間管理機

構を活用した農地の集積、集約を進めてきたところ

でございます。さらに、先ほど話もありました、い

わゆるスマート化といいますか、できるだけ人の力

を使わず、スマート農業、技術を使ってやっていく

ということ。

あと、最近では、集団の役員が高齢化していると

いうことで、集団同士、法人同士の統合、合併とい

ったことも、今、地域で進められていて、少しエリ

アを広くして担い手を確保し、そこで地域全体を担

っていく、そういった取組も進めているところでご

ざいます。また、新規の就農者も確保していかなけ

れば、次に続きませんので、そんな取組も進めてき

ているところでございます。

いずれそういった成果が、様々出てきてございま

すが、農地の集積率がございます。いわゆる担い手

にどれだけ農地が集まっているか、これが現在７９

％と、全国ではトップクラスになっていますし、新

規就農者もここ１０年以降、約２００人以上ずっと

確保されていますので、一定程度、政策の効果が出

てきていると思っているところでございます。

いずれ、そういった取組の成果を踏まえまして、

今後も、先ほど来言っています農地の集約化、分散

を解消して集約していくという取組がこれから大き

くなっていきますし、集約した農地で経営を効率的

にやっていく、そういった経営体の経営改善をしっ

かりやっていく、こういったことが今後の課題にな

ると思っているところです。

鶴田有司委員

ただ、先ほどのように平場でもなかなか受け手が

いないのではないかという心配もありますし、特に

中山間地というと、さらに深刻な問題がまだ残って

いるということがあります。

私の地元のＪＡ秋田ふるさとですが、最近は横手

市と協力して、例えば、山内地域は中山間地になる

わけですけれども、セリに力を入れたりして、地元

の方にも協力をもらいながら、その対策をいろいろ

講じているようです。やはり今後は、高齢化への対

応、中山間地で赤字にならないための対策が課題に

あると聞いております。そういうことを考えると、

国への働きかけで経済的な支援ができるのかどうか、

あるいは中山間地での営農指導体制を県がどのよう



- 43 -

にできるか。例えば、品目選定とか、そういうもの

もしっかりと支援し、指導していかなければならな

いのではないかと私は思いますが、その辺はどうで

しょうか。

農林水産部長

先ほど来、言っている人口減少、高齢化が加速し

ている中で、何とか地域の話合いで、担い手をしっ

かり位置づけて、そこに農地を集積して管理しても

らうことが大前提でありますし、当然それに基盤整

備だったり、いろんな機械、資本装備といったもの

も充実していくことも大事だと思いますが、先ほど

委員からお話があった、中山間地域等でなかなか担

い手がいない地域でどうしていくかという課題が非

常にあります。もし、そこの場でいなければ、近隣

の地域、集落、そういったところの農業者、法人と

いった方々から入っていただいて、そこを担っても

らうということもありますし、新規就農者も入って

きます。最近では今、ＪＡのお話もありましたけれ

ども、民間の企業も含めて、そういった新たな手法

も入れて、外部から人を入れ込んで、その地域を担

ってもらう、こういったことも今後、必要と考えて

いるところでございます。

鶴田有司委員

私も、やはり最後の最後というわけではないので

しょうけれども、ＪＡの力というのも、当然これは

活用していかなければならないのかなと。私も組合

長ともいろいろとお話しさせていただきました。Ｊ

Ａ秋田ふるさとも、ある程度のところは出資法人を

作ってやっていかなければならないと考えていると

いうことですし、そういうところをしっかりと支援

することによって、そういう力も当然求めていかな

ければならない。そして、民間企業が出資する、そ

ういう新しい法人も求めていかなければならないと

いうことをやっていって、さらには確実な販売先、

いわゆる品目によっては販売先を確保するとか、そ

ういう法人を育成するとか、そういうこともやって

いかなければならないと思います。その辺のところ

をしっかりやっていただきたいと思っていますが、

部長の思いを聞かせてください。

農林水産部長

県内でもＪＡ出資型法人が５つほどございまして、

いろいろ課題が抱えられております。地域貢献のた

めにＪＡが出資しているわけですので、なかなか条

件がうまくないような、そういったところが集まっ

てきて、大変な経営もされているという実態もござ

いまして、非常に厳しい現状にあることは間違いな

いわけです。いずれ国の新しい食料・農業・農村基

本法でも、効率的な経営体を第一義的に考えますけ

れども、ほかの多様な農業経営体も入れて、何とか

農地を維持確保していこうという取組方針で、今、

進めておりますので、県としても先ほど来、言って

いますが、生産基盤の整備とともに、何とか経営基

盤を強化していきたいと思っているところでござい

ます。

これに加えて、今、委員からも話があった資本力

だったり、それから販売のネットワーク、こういっ

たものを持っている民間企業だったり、農協の力と

いった資本も借りて、新たな農業経営体の育成とい

うことも、今後、必要になると考えてございますの

で、地域のいろんな状況に合わせて対策を考えてい

きたいと考えているところです。

鶴田有司委員

基本的には、各市町村が窓口になって、進めてい

ると思うのですが、やはり県もしっかりと関与して

支援してもらいたいと思います。

最後に、知事からその辺の思いについて聞かせて

いただいて、終わりにしたいと思います。

知事

今、食料・農業・農村基本法の中で、食料安全保

障、これ非常に出ています。今の自給率が３８％、

日本の農地を全部使っても、１００％にはいきませ

ん。そうしますと、いかに農業生産、食料生産、こ

れを維持するか。これが一番の問題ですので、今ま

での発想プラス農協が直に組織力、また販売力があ

りますので、農協が事業として中山間地、そういう

ところに直に入っていくと。そうはいっても、資金

の問題もありますので、これを国がしっかり資金的

なもの、あるいは経営的なものを支援する。同時に

県としても、それを本県の中山間地の特徴を踏まえ

ながら、それにいろんな面で付加していく、こうい

うことが望ましいと思います。この点は、食料安全

保障という別の観点で、経費は掛かりますが、万が

一のときには人間の生存に関しますので、しっかり

国に対し、これを要望していく。これから知事会も

含めてしっかりやっていく、そういう流れになると

思います。

鶴田有司委員

是非ともよろしくお願いします。

終わります。

委員長

以上で、鶴田有司委員の質疑は終了しました。

次に、武内伸文委員の質疑を行います。

武内伸文委員

私からは、防災・減災について質問させていただ

きます。今週月曜日で東日本大震災から１３年たち

ました。また、昨年の豪雨水害や能登半島の地震か

ら、我々学ぶことが多いと感じております。実際に

は、災害はいつでも起こり得るということと同時に、

準備次第で減災につながるということは、我々が受

け止めるべきことだと感じております。
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全国的な調査ではありますが、災害への危機意識

が高まっている。ただ、準備までには至っていない

という状況もやはり一般的にはあります。それは、

経済的な理由の場合もありますし、人材不足もしく

は啓もう不足または正常性バイアスなど、様々な理

由がありますけれども、秋田県の場合、それに輪を

掛けて過疎地域、もしくは高齢化がそれをストップ

させているとも感じております。この高まりつつあ

る危機意識をしっかり備えというアクションにつな

げるには、やはり環境づくりが大事だと思いますし、

秋田県をはじめとする行政の役割は大きいと感じて

おります。なかなか上がらない防災の準備度を向上

させるために、今回思いを込めて質問させていただ

きます。

まずは、災害リスクについて質問させていただき

ます。秋田県地域防災計画で、秋田県の地震被害の

想定などはまとめられています。今回、補助資料で

も用意させていただいておりますが、この中の首都

直下地震や南海トラフなど、全国的なものは、その

発生確率もしくは想定される震度や津波の高さ、さ

らには到達時間まで広く公表されていることで、皆

さんの準備意識が高まっていると感じております。

この補助資料にも、やはり想定する地震の大きさ、

もしくは発生確率は書いておりますが、この間の知

事の会見でもありましたが、久六島南西部の断層が

見つかったことから状況が変わっている。もしくは

能登半島沖の地震の後に鹿角の辺りは揺れが頻発し

ているということで、状況も変わっていると思いま

す。まずは、この正しい情報を県民に知らせること

が大事かと思っておりますが、本県において、この

地震想定もしくは災害のリスクに対して県民に伝わ

っているかどうかという観点で、知事にお伺いしま

す。

知事

一般的に地震が怖い、また、高齢者を中心に過去

の男鹿の地震や強首地震の経験がありますので、そ

ういう経験則から高齢者の方は、あの地域は少し危

ないとかありますが、地震は何百年という単位です

ので、なかなか危ないという概念はあるけれども、

自分のところはどうなのかと。これは、そう簡単に

分からないと。また、逆に断層帯の上に住宅地があ

ったり、また開発が進んだりして、そう簡単に、こ

れをあまり言えばちょっと困る人もいる、そういう

意味で、もう少し、これは県と市町村がそこら辺を

つまびらかに、あまり不必要に危機をあおることで

はないですが、自分の地域にこういう断層があると

か、もし地震があればこういう状況になる、そこら

辺はしっかり県と市町村が協調して広報する、これ

は必要だと思います。

武内伸文委員

私も同感で、むげにあおる必要はないと思います。

ただ、分かっているデータがあれば、それを基に、

やはり知っていただくことが意識を高めることにも

なりますし、例えば、この間、秋田港で行われた避

難訓練でも、津波は何分ぐらいで来るとか、どのぐ

らいの高さになるということを知った上で避難訓練

をしておりますので、そういった情報が避難訓練の

ときだけではなく、やはり広報されるべきだと考え

ております。

次の質問に移ります。実際、今回の能登半島地震

や阪神・淡路大震災で被害を大きくしたのは、建物

の倒壊が大きかったと思います。県でも、昭和５６

年以前の家屋に対して、耐震診断の事業をやってい

るかと思います。１万円で、全市で受けられるかと

思いますが、実際に耐震診断した上で、不安になっ

ている方が改修までやっているという、この利用状

況はどんなものでしょうか。

建設部長

まずは、委員御指摘のとおり、昭和５６年以前の

設計に関しては、耐震未改修ですので、県や市町村

で耐震診断に対して補助しているところでございま

す。その上で、耐震の改修に当たっても、一部市町

村で補助しています。

数値については、また後ほど、回答させていただ

きます。

委員長

後でいいですか。後で調べてもらっていいですか、

武内委員。

武内伸文委員

はい、大丈夫です。

大体診断はしても、経済的な理由でなかなか進ん

でいないという状況もあるかと思いますが、これは

結局それをするかどうか、診断の後にその備えをす

るかどうかが、やはり大事なところかと思います。

特に先ほど申し上げましたとおり、地震のリスクが

あるエリアとないエリアはないというか、低いエリ

アと切り分けて、やはりそのリスクが高いところに

集中して、その備えをすることを啓もうすることが

大事かと思います。それは、もちろん改修費用を出

すということだけではなく、例えば家具を固定する

ですとか、様々な方法で、まずその意識を高めるこ

とが大事かと思いますが、先ほどは全体の話をしま

したけれども、やはり啓もうと耐震の備えをもっと

進めていく考えはあるかどうかお聞かせください。

建設部長

今回の能登半島地震を踏まえますと、多くの家屋

が被災したということですので、県民の生活、安全、

安心を確保するためには、やはり個人の資産である

住宅についても改修する必要があると思います。先

程の事業実績は後ほど報告させていただきますが、
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併せて耐震診断、耐震改修についても、広く県民の

方々に呼びかけてまいりたいと考えてございます。

武内伸文委員

あわせて、昭和５６年度以前の木造建築が、県内

は多くあるかと思います。震度６弱で、それも倒壊

のおそれがあるということも含めて、やはり何が起

こるかを言わない限り、なかなかこういうのは進ん

でいかないと思いますので、併せて啓もうしていた

だければと思います。

建設部長

繰り返しになりますが、委員おっしゃるとおり、

併せて啓もう等、周知徹底してまいりたいと考えて

ございます。

武内伸文委員

次に、避難についてお伺いしたいと思います。

避難は、一律であってはいけないという状況とい

いますか、その土地に合わせて、災害の避難訓練を

するべきだと。先日の神戸での国際防災・人道支援

フォーラムで出ていた発言ですが、その土地の想定

される災害に合わせて、やはり避難の準備をするべ

きだと。例えば、毎回、保育園で、朝に避難訓練を

しているところは、あまり意味がないと。南海トラ

フが出たとき、震度６弱になったときに、園児がそ

こに集まれるようなものではないということも、併

せてお伝えした言葉でございました。実際に、それ

ぞれの避難活動において、災害に応じた避難をもっ

ともっと徹底することで啓もうしていくべきだと思

いますが、そこら辺の状況はいかがでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

避難訓練につきましては、各市町村において実施

されておりますけれども、実施に当たりましては、

訓練を実施する地域ごとの特性に応じまして、具体

的な災害の種類や規模を想定した上で、警報伝達や

初期消火、救出、救助など、様々な種類の訓練を関

係機関の参加を得ながら実施されていると認識して

おります。

武内伸文委員

実際に、先ほどの和歌山のケースですと、園児が

避難する際、園児だけでは逃げられないときに、自

主防災組織がサポートすることで、時間内での避難

を実現しているということもあります。これは、そ

れぞれが避難するよりは、その実情に合った協力体

制が必要かと思います。そういった意味では、地域

防災計画をしっかり立てて、高齢者と障害がある方

も含めて、有事にどうなるかをもっともっと進めて

いくかと思いますが、その辺はいかがでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

実際に災害が起こった際に、実践的な避難を行う

には、やはり災害リスクを知り、どういった行動を

する必要があるかを、あらかじめ各個人が認識をし

ておく、理解しておくことが非常に重要だと思って

おります。

県におきましても、県民に対しまして、避難場所

や避難経路の確認など、日頃からの備えについて、

防災アドバイザーを通じて、防災意識の向上に努め

ているところでございます。また、ハザードマップ

には、洪水による浸水深や土砂災害警戒区域などが

掲載されており、ハザードマップの周知も進めてい

るところでありますし、また、災害時にとるべき行

動をあらかじめ定めておくマイタイムラインがあり

ますと、いざ災害が起こった際にも、避難行動が迅

速にとられるという効果が期待できますので、マイ

タイムラインの普及啓発にも努めているところでご

ざいます。

武内伸文委員

これは、実際やるべきことと現状のギャップがあ

るように私は感じております。高齢化が進むという

話を前にお話ししましたが、担い手不足で町内会さ

えも解散するような状況になっているときに、この

地域で有事のときにどんな避難の体制を作るかとい

うのは、もっと深く考えるべきかと思っております。

実際に若い人たちが町内会から外れるのは、付き合

いの時間など、いろんな時間的な制約でなかなかで

きないとありますが、地域の避難について、有事の

ときに我々は頑張るぞというのは、若い人たちも思

っていることだと思います。そういった意味で、若

い人たちが一斉に地域の避難に関わるような体制づ

くりをもっとするべきだと思います。もちろん高校、

大学が近隣にある場合は、そことの関係を持つこと

や、消防団や自主防災組織もありますけれども、と

にかく、若い人たちが地域の避難に関わるような機

会推進をしていくことで、その結果、町内と付き合

いができてきて、共助が生まれるということも考え

られますので、知事、若い人たちがそこに関わるこ

とを推進するという考えはいかがでしょうか。

知事

当然、都市部であればいいのですが、農村部に行

きますと、お昼、ほとんど集落にいるのは高齢者で

す。若い方は、都市部で勤務ということで、そうい

うときにどのように対応するか。そういうときには、

企業も自分のところがやられますので、そこをどう

するか。非常に難しいのです。やはり、そういうと

きには、できれば企業でも、被害の小さいところの

従業員は、企業に残って自分のところをやり、被害

の大きいところの従業員は、すぐそこに駆けつける、

そういう習慣というか、そういう仕組み、こういう

ことを企業とか若い方のいる職場の経営者、あるい

はそこの責任者に、しっかりこれを啓もうする。あ

とは、そこと地元、現地の受け止め方、そこの連絡、

これをどのように行政がフォローするか。シチュエ
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ーションが違いますので、シチュエーションごとに

様々な事例を出しながら、この中でどのように考え

てもらうか、そういうメニューを示しながら啓もう

することも、これから必要と思っています。

武内伸文委員

実際に本県であれば、５月２６日が防災の日にな

っているかと思います。そういったときに、週末は

若い人は地域にいることもあると思いますので、一

度そういう経験をすることが、地域とつながると思

いますので、それを企業もしくは様々なところにお

願いしながら、そういったものを推進していただけ

ればと思いますが、先ほどの答弁で大丈夫でござい

ます。

そういった意味で、先ほど高校、大学が近隣にあ

る場合を含めましたけれども、教育長、高校の近隣

に対して、何か有事のときに、それを手伝うという

ことは考えとしてあるものでしょうか。

教育長

最近、高校生のボランティアもどんどん出てきて

いますし、学校でも防災訓練も含めて、地域と一緒

に何かやるというようになってきていますので、い

ざというときには、高校生も協力できる部分は多い

し、呼びかけもしていきたいとは思います。

武内伸文委員

ちょっと話題を変えまして、半島の分断リスクに

関して、今回災害対策をするということですが、実

際に交通アクセスが分断したときは、空路、航路含

めた可能性を今後、検討していくということでよろ

しいのでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

能登半島地震におきましては、道路が寸断された

影響により、被害状況の把握や捜索、救助活動、支

援物資の輸送に支障が生じたほか、集落の孤立化に

つながったところでありますので、これまでの従来

の道路を利用した救助や物資の輸送が機能しなくな

る危険が、今回明らかになったものと思います。こ

のため、新年度におきまして、男鹿半島の防災・減

災対策を検討する委員会におきましては、海路や空

路を利用した自衛隊による救助等も想定しまして、

海路や空路の活用についても、併せて検討してまい

りたいと考えております。

武内伸文委員

実際に能登半島のときに、断水が長期化して、ま

だ通じていないところもあるかと思います。昨年の

豪雨においては、五城目地域で少量の水を循環利用

できるシャワーが設置されたと聞いております。実

際に水というもの、これは技術が進んでおりまして、

上下水道とも、ろ過する仕組みが、昨年より、東京

の離島や愛媛県の市町村で行われていると聞いてお

ります。実際、本県においても、この災害時のリス

クにおいて、どのような水の対策をするのか、また

今後、老朽化するインフラを考えたときに、これは

過疎地域といいますか、集落においても、同様な分

散型の仕組みというのを検討していかないと思って

います。そういった意味で、より積極的に今後のイ

ンフラの状況、もしくはそうした分散型の水の体制

というものを考えるべきだと思いますが、知事、い

かがお考えでしょうか。

知事

私も昨年、循環型のシャワーシステムは見ていま

す。それが発展して、集落の水道管が水道事業では

なくて、個々の、今で行くと合併浄化槽の水道版を、

新年度予算に県と仙北市でメーカーと協力してやり

ます。ですから、うまくいきますと、小集落は水道

管がなくてもいいですから、これを使うことによっ

て、部分的にそこで循環する、これは移動できるも

のがありますので、これをうまく使うと。これを新

年度にやりますので、この結果を見て、良ければこ

れを水道の代わり、あるいは携帯用を準備するとか、

これから検討する材料になりますので、これをしっ

かりやっていきます。

武内伸文委員

同時に、インフラが老朽化しているところに対し

ては、そういうのが有効かと思いますので、そうい

ったインフラ計画を含めて検討いただければと思い

ます。

移りまして、電気についてお伺いします。実際、

蓄電池ですとか、様々なものの技術開発が進んでお

り、災害時の避難所等の電池に関しては、太陽など

の再エネと組み合わせて、有事対応の避難所が考え

られますけれども、今後そういった対応を考えてい

く予定はあるでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

今回の能登半島地震におきましても、停電によっ

て相当な避難生活あるいは住民生活に影響があった

という報道もございましたので、今、具体的にこう

いった対策ということではありませんけれども、来

年度の男鹿半島地域における対策の検討委員会にお

きましても、そうしたこともテーマの一つとして議

論していきたいと考えております。

武内伸文委員

これは、先ほどの水のものと一緒ですが、地域で

蓄電池などを使ったマイクログリッドという形で、

地域で閉じた形のエネルギーの活用という考えも進

んでいるかと思います。先月、北海道の松前町でも

そういったものがスタートしていると聞いておりま

すが、知事、こういった先ほどの水だけではなく、

地域のリスクもしくは集落を含めた電気の使い方に

ついても、今後、検討を進めていくべきと思います

が、いかがでしょうか。
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知事

最近は、自家発も相当いいものもあります。例え

ば、一部の公共施設では小さい風力と太陽光を使っ

て最低限の電力の供給を停電時にできます。これか

ら様々な公共施設、あるいは地域公民館、避難所と

いったところにこれを付加していく、様々な経費も

掛かりますので、一番効率的な経費もあまり掛から

ない、そこに合ったものをやっていく、これも全部

一斉にはできませんが、例えば、半島とか、そうい

う一番フォローのしづらいところを中心にまずはや

っていくことも必要と思っています。

武内伸文委員

水害後の対応について、伺います。今回の水害の

結果は、シミュレーションが進んでいるかと思いま

す。公表はまだかと思いますが、これで内水、外水

の連動したシミュレーションは可能だったかどうか

お伺いします。

建設部長

昨年７月の豪雨の対策につきましては、これまで

も雄物川流域の分科会で、国、県、市町村が連携し

ながら取り組んで、１１月にいったんまとめて公表

させていただいたところでございます。その場にお

いても、国、県、市町村が行う、例えば河川改修や、

貯水機能を持った下水管の施設とか、そういうのを

行った上で、どういった浸水被害の軽減が図れるか

というシミュレーションはやってございまして、近

々公表する予定でございます。

武内伸文委員

先日、流域ＤＸという勉強会に出ましたけれども、

これは結果だけではなくて、リアルタイムの情報を

今度はつかんで、それを警戒の情報に伝えると。そ

のためには、もっとセンサーを入れる必要があるか

と思います。そういったことは考えられているでし

ょうか。

建設部長

リアルタイムの情報発信は、県ではあきた河川メ

ールということで、昨年３月からプッシュ型のメー

ル配信をやっており、加えて河川砂防情報システム

のウェブサイトにて、河川の監視カメラ映像を公開

しており、これも現在の５８基から１０基増設する

予定としてございます。

委員御指摘の浸水センサーにつきましては、古川

流域でも今、設置しているほか、国交省で今、実証

実験を行って、秋田市と能代市が実施地区に決定さ

れたところでございますので、こういった情報も流

域治水分科会で情報共有しながら、対応を検討して

まいりたいと考えてございます。

武内伸文委員

実際、河川だけでなく、浸水、そういったもの、

地域の浸水の情報がよりリアルタイムに伝わるべき

だと、そこら辺はどうでしょうか。

建設部長

当然、水位計もあるのですが、委員御指摘のとお

り、浸水センサーを設置してアラームを鳴らすなど

がありますので、プッシュ型のメールを活用しなが

ら、住民の方に対し、リアルタイムでどういう情報

が把握できるかを、引き続き対応してまいりたいと

考えてございます。

武内伸文委員

その他になりますが、あきた企業連携型奨学金返

還助成制度についてお伺いします。

実際に、官民連携して県内の就職者、経済負担の

軽減、すばらしい仕組みだと思いますが、大卒者に

専門学校等が含まれていないことについての考え方

を改めてお知らせください。

あきた未来創造部長

この新しい奨学金助成制度の背景について御説明

しますと、御承知のように、本県の最重要課題であ

ります人口減少、中でも特に少子化という問題を克

服するために、今現在、若年女性の定着、回帰を重

点的に実施させていただいております。その中で、

男女の人口構成のアンバランスが、若干ですけれど

も、改善の方向が見えているところでございますが、

それで十分かというと、まだまだ足りないと。さら

に、若年の男女の人口を増やすことが必要だという

ことで、それを進めるに当たって着目したのが、高

校生の進路先の状況でございました。高校を卒業し

た後に就職される方が３割いらっしゃいます。その

約７５％は県内に就職しており、それをもっと引き

上げるのは、なかなか難しい状況であると。そうす

れば、大学に進学した方で、特に、数としても県外

に進学している方が多い状況でございますので、そ

ういう方々をターゲットにして、県内に回帰してい

ただく、あるいは県内に進学した方でも、県内に定

着していただくことが大事だろうということで、大

学生に着目したところでございました。

いろいろと官民対話とかで、企業のお話を聞いた

ところ、企業でも本当に大学生が欲しいとおっしゃ

る声がありました。毎年採れないかもしれないけれ

ども、隔年でも採りたい、あるいは一定数まとめて

採用して、例えば、研究部門を秋田に持ってきたい

というような話も伺っておりますが、実際、民間の

大手の就活情報サイトを活用するなど、かなりの額

を投資してやっているけれども、採れないのが現実

ですと。我々が少しでもお金を出してでもいい、負

担してでもいいので、是非そういうのを、県と一緒

にできたらうれしいですというようなお声を頂いて、

今回、企業と県がタイアップした形で、大学生を対

象にした奨学金の返還助成制度を構築したものでご

ざいます。
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武内伸文委員

若年女性の社会減対策は、県の今、一番力を入れ

ているところだと思います。その中で、専門学校も

しくは短大は女性が多いところでもありますし、そ

こが最初から抜けてしまっていること、例えば、美

容学校の例ですが、専門学校入学時に、岩手や宮城

とかに行ってしまう。でも、その方々も、帰る選択

肢として、秋田を持っているけれども、そこに対し

て訴えるものが減ってしまうと、やはりそこはメッ

セージとして、専門学校生は要らないのかと思われ

ることになります。実際に、秋田にいらっしゃる美

容学校の生徒も３割、４割は県外に行ってしまいま

す。そういったことも含めて、そこはやはりメッセ

ージとして、秋田は専門学校生もしっかりとサポー

トすると。そこの差別をしないものが必要だと思い

ます。山形県では同じような企業連携の仕組みは専

門学校が入っています。様々なところで、特に人、

社会減を減らすという意味では、そこの仕切りはな

いと思いますし、中核の人材を育てるのは、違う手

だてでやればよくて、社会減を減らすところには、

もっと門戸を開いたほうがいいのではないかと思い

ますが、いかがでしょうか。

あきた未来創造部長

委員御指摘のとおり、専門学校生につきましては、

女性の比率が高いことは存じ上げておりますが、県

におきましては、今、現行の奨学金の返還助成制度

の中で、専門学校生のほかに、高校生あるいは大学

生についても、若者の県内定着、回帰という点にお

いて非常に重要だということで取り組ませていただ

いておりますので、より一層情報発信を強化して、

そういう方々にも県内に回帰していただく、定着し

ていただくということを進めてまいりたいと考えて

おります。

武内伸文委員

現行は、年に１３万３,０００円だと思っており

ます。隣県、山形の場合は３１万円ほど出していて、

女性にはプラス１０万円を出すという制度です。と

にかくそういったものも含めて、ほかと比べられた

ときに、やはり我々、隣県にも勝たないといけない

と思います。そういった思いでの制度設計を、そう

いった意味で専門学校も入れてほしいと思った次第

でございます。

知事、最後に一言頂いてよろしいでしょうか。

知事

いずれ検討の余地はありますが、企業が出すか出

さないかは、やっぱり大学生です。企業が出さなく

ても、今の一般枠はできますので、そこら辺のバラ

ンスがあります。短大、専門学校生は、大体８割ぐ

らいが県内定着ですが、大学生が三十数％で、そこ

の産業振興の高度化というところを今回狙っていま

す。そこら辺で大学生は本県がはるかに上です。そ

こをどう見るか。いずれ実際には令和７年度からで

すので、まずは令和６年度は、企業と様々な意見交

換、希望をとります。また、短大生、専門学校生は

奨学金も少ないですから、そこをどうするか。検討

の余地はありますので、いずれ１年の間にそういう

ところも含めて、企業の要望をお聞きしながら、最

終的な制度設計になると思います。

建設部長

先ほど質問のございました耐震診断、耐震改修の

実績でございますが、耐震診断の戸数は、これまで

３２５戸、耐震改修戸数は３３戸となっております

が、耐震改修によって建て替えした分に関しては、

これに含まれてございません。

あと、県としましては、令和２年度の耐震化率が

８４.８％で、令和７年度の目標が９５％でござい

ますので、今回の地震を踏まえまして、引き続き、

耐震診断、耐震改修の重要性を県民の皆様に啓発し

てまいりたいと考えてございます。

委員長

以上で、武内委員の質疑は終了しました。

ここで、暫時休憩します。

再開は、午前１１時２０分とします。

午前１１時 ９分 休憩

午前１１時１９分 再開

出席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

副委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

石田寛委員の質疑を行います。

石田寛委員

最初に、地震対策です。私の周りにいる方々にい

ろいろとお話を聞くと、初動対応に問題があるので

はないかという声が多いのですが、それをまた質問

すると、知事の答弁がネットで炎上すると困るから、

そこは触れないようにしたいと思います。

ただ、元旦からテレビとか新聞等、皆さんもごら

んになったと思うけれども、一番気になったのは、

避難生活をしている現状、これが経済大国の日本の

姿なのかと首をかしげたくなる。７０年前、洞爺丸

が沈んだ台風があったではないですか。あのとき、

ろうそくを持って蔵に避難したことがあったのです。

あの頃とあまり変わらないような光景を見て、本当
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にかわいそうで、気の毒で、何とも言いようがなか

ったのですけれども、秋田県内であのような地震と

か水害があったら、あのような姿だけは見たくない

なと思うのです。その点、どう考えるでしょうか。

知事

様々なマニュアルとか決まりを作っても、問題は

運用です。一番なのは、マニュアルとかいろいろな

ルール、これはこれで必要です。ただ、問題はトッ

プが 私もあまり大きいことは言えない。平成

２９年にあんなことをやって……。トップが自分で

現地を確認して、自分のリーダーシップで、超法規

でもいいから、もうどんどんできることをやる、こ

れが一番です。ですから、自分が一定の知識あるい

は様々な情報、これを分析する能力、これが一番で

す。私、平成２９年にゴルフをやっていて、大変な

不始末です。今回は７月１５日、朝４時半に全部回

ったのです。その状況で、これは大変だと。それで、

すぐ建設部も農林水産部も全庁でいろいろすぐやっ

たと。

今回の能登半島地震 東日本大震災のときは、

すぐ政府から広域避難の宿代を全部出すと、バスも

全部出すから、金は全部出すから、とにかく広域避

難、その準備をすると、これが出たのです。今回、

何もないのです。ですから、これは、非常に現地を、

被害を軽く見たと、そう言わざるを得ないのです。

石田寛委員

だから、冒頭言ったとおり、あまり触れたくない

けれども、東日本大震災のときのマスコミ報道と、

元旦から２日に掛けての報道が全然違うのです、様

相が。前は、空からいろんな映像が撮られて、流さ

れて、これは大変だと全国からの支援が相次いだと

思うけれども、今回は、県庁のホームページにあま

り来てほしくないと。国土交通省からドローンも飛

ばさないでほしいと。だから、全然把握が遅れたの

ではないのかなと。把握が分かっていれば、もっと

もっと支援ができて、助かった命も、もっとあった

のではないのかなと。小坂から発荷峠までの道路を

造るとき、とても難解な工事で、最終的には自衛隊

にお願いして、あの道路を造ってもらったことを思

い出して。自衛隊というのは、道路も造るわけだか

ら、今回の初動対応、２日の日には、自衛隊はもう

１万人待機しておったと。ただ、１,０００人より

派遣しなかったというところが、ちょっとあれと思

うけれども、そこはもう触れないでください。

問題は、避難先で、障害者、高齢者の問題につい

て、なかなかマスコミに出てくるのが遅かったので

す。実際は、その方々が一番困ったのではないのか。

対応マニュアルが、県自体ちゃんと持っているのか

ということと、女性の皆さんが特に困ったのは、着

替えをする場所がなかったということと、洗濯をす

る場所がなくて、川で洗濯しても干す場所がなくて

困ったという。また、派遣されるボランティアや自

治体の職員が男性中心、町内会や自治会の役員も男

性中心で、女性の方が悩みを相談するのが、ほとん

ど男性なので、相談しにくかったというのがいろい

ろ散見されるわけです。

ジェンダーの視点で、県の防災は考えているのか

ということと、県の総合防災課に２人の女性職員が

いるそうですが、私としては少ないのではないのか

ということ、石川県の被災自治体では、防災の担当

職員に女性職員はいなかったと。そういう点で、秋

田県内の自治体の防災担当職員に、女性がいるのか

調べておく必要があるのではないかと思うのですが、

そういう点についてはいかがですか。

総務部危機管理監（兼）広報監

災害発生時に避難する方は、男性、女性、高齢者、

障害者の方もおられますので、皆さんに配慮した避

難所運営等が必要だと思っております。そういう意

味で、女性の視点で避難所運営、被災者支援に当た

ることは重要であると考えております。

県内の市町村の防災担当課の女性職員の配置状況

を見ますと、会計年度任用職員も含みますが、全体

職員の７.３％が女性となっております。

なお、県の総合防災課につきましては、先ほど２

名の女性という話もございましたが、これまでいな

かったものですから、女性の視点を防災施策に生か

すということも含めて、今年度新たに２名を配置さ

せていただいたもので、会計年度任用職員も含めま

すと、総合防災課職員のうち、女性が占める割合は

１５.８％となっております。

避難所運営に当たりましては、総合防災課あるい

は防災関係の担当職員だけで当たるということでは

なくて、他の部署の職員も従事することになってお

りますし、内閣府で出しております避難所運営ガイ

ドラインに基づいて、各避難所の運営はされており、

その中には女性の配慮や、いろんなプライバシーが

保たれるスペースの確保、あるいは意思決定の場へ

の女性の参画といったことも規定されておりますの

で、各市町村の避難所運営に当たりましても、そう

いったものが徹底されるように、県としても改めて

働きかけてまいりたいと思います。

石田寛委員

あとは、いろんな自治体間の協定もあったり、自

治体間で職員を派遣して支援する体制は整うわけで

す。派遣する職員も多いわけですけれども、定員適

正化計画で各自治体の正規職員の３割から４割が非

正規になっている中、派遣しにくい状況があるので、

職員をこれ以上、非正規を増やすのはいかがなもの

かと思うのです。特に、能登半島みたいな小さな市

町村、人口の少ないところだと、役場の職員も少な
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いわけで、どうしても県外からの自治体職員の応援

が必要だと。特に、下水道とか上水道関係とか、職

員が少ないけれども、派遣する側もぎりぎりで職員

を定数維持しているので大変だと。これは難しい問

題で、前に質問したとき、総務省がうるさいという

話だった。ここはやっぱり知事、知事会などで職員

の増について……。自治体職員が、ぎりぎり過ぎる

のではないのかと思うけれども、その点いかがです

か。

知事

公務員バッシングというのは非常に昔からあるの

ですが、世界的に見れば、日本は人口当たりの公務

員が一番少ないほうです。そういうことから、職員

のカット、これが相当今、いろんな面で効いていま

す、変に。だから、人口が減るのはいいけれども、

仕事は同じことです。人口に関係なく、道路は面積、

これ変わりませんから。そういうところを全部加味

して、特に技術系職員、これはいざというときに一

番働きますので、この確保あるいは待遇の改善はし

っかりやっていく必要がありますので、一律に公務

員を減らすという方向は私も大反対です。

石田寛委員

あと、木造住宅が倒壊して亡くなった方が多いと

いう話で、これは阪神・淡路大震災のときも同じよ

うに言われたのです。それで、あの頃、木材の出荷

が下がったのです。木造住宅に対する誤解があって。

秋田県の住宅は、屋根に１メートルの雪が積もって

も潰れないぐらい地震にも強いわけです。構造上の

問題があるわけで、今回の問題で木材の利活用が減

ると困るなと思っているので、ここは秋田県の木造

住宅の構造のすばらしさとか、逆にもう一回、アピ

ールして、木材の出荷が下がるようなことのないよ

うにしてほしいのですが、その点はいかがですか。

建設部長

先ほど武内委員からの御指摘もございましたとお

り、耐震化率が令和２年度で８４％でございます。

ただ、木造住宅に関しましては、筋交いなどで耐震

改修がコンクリートに比べれば容易ですので、耐震

診断を含め、耐震改修とともに建て替えとか、そう

いうことで住民の皆様に啓発、普及、周知を図って

まいりたいと考えてございます。

石田寛委員

農林水産部長が答えるかと思ったけれども、関係

部長として売り込みが一番大切なので。結局、阪神

・淡路大震災の後に出荷が下がったわけです、木造

に対する心配から。秋田は違うのだと。秋田の工法

でいけば、１メートル雪が積もっても潰れないと。

地震にも強いという話で、逆に攻め込んでいくよう

なことをしていただきたいという質問です。

農林水産部長

被災地にあまり売り込みというのは、表現的にど

うかと思いますけれども、いずれ県の木材を多くの

地域に使ってもらうことは大事だと思いますので、

木材業界とは、秋田県の木材を使っていただいて、

住宅を建てていただくといった売り込みは、これか

らも進めていきたいと思っています。

石田寛委員

あと、秋田県への企業誘致が１年間で随分進みま

した。企業に聞くと、危険分散という声があるので

す。やっぱり自然災害があるので、西側に工場を持

っているけれども、やられると結局、大本から断ら

れると。東側にも工場を持っていると、災害から免

れるので、危険分散だと。そういう考え方からする

と、南海トラフとか東京直下地震が近いだろうと、

うわさされているわけだから、やっぱり人口を分散

したほうが被害が少ないわけで、もっと知事会など

で中央省庁の地方移転について、もう一回ここで取

り上げるべきではないのかと思うのですが、いかが

でしょうか。

知事

中央省庁に限らず、東京のビル、超高層、あれ危

ないですよ。岩盤までくいを打っても、液状化があ

れば空間出ますから、これは空間でもっていません

から、空間だとこうなります。東京にああいう建物

をどんどん造って、非常に矛盾です。省庁も万が一

となれば、全然機能がなくなります。そういう意味

からすると、全面移転かどうかは別にして、もう少

し政府機能を分散する、これはやっぱり今のうちに

やったほうがいいかなと。それは私の持論でもあり

ますし、また知事会等では、地方の立場で、国の安

全保障という立場で言っていきたいと思います。

石田寛委員

人口が密集している場所で災害が起これば被害が

大きいわけで、やはり人口は全国に散らしたほうが

いいと思うので、ひとつ頑張っていただきたいと思

います。

次に、白神山地の利活用ですけれども、この前も

取り上げておりますが、原則入山禁止という言葉が

どこから出てきたのか、とっても不思議です。いろ

いろ調べてみると、自然を守るために遠慮してもら

おうということで、学術研究者等は届出すれば入山

できると書いてあるけれども、原則入山禁止とは、

最初からあったわけではないと伺っていますので、

どこからこういう言葉が出てきたのか、どのように

考えておりますか。

生活環境部長

白神山地世界遺産地域管理計画がございまして、

この中に「既存の歩道を利用した登山等を除き本地

域への立入りを制限する」といった記載がございま

す。いわゆる核心地域への立入り制限でございます。
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ただ、この立入り制限につきましては、先ほども申

しましたとおり、既存の歩道を利用した登山等は大

丈夫ということで、青森県側には既存の登山道等が

ございまして、入れるのですが、秋田県側にはござ

いませんので、現実問題として入れないということ

でございます。

石田寛委員

入れないということと、原則入山禁止というのは

内容が違うと思います。

それで、この前、知事に、青森の知事と話し合っ

てほしいと質問したら、知事は同窓生だから話しや

すいという答えでした。私は、１２月５日に質問し

たのですが、４日前の１２月１日に青森県議会で同

じような質問をした県議会議員がおりまして、秋田

県知事と話合いをしなさいという質問をした方がお

りました。答弁は部長で、検討という言葉で終わっ

ておりましたが、青森県議会でも同じように発言し

ている議員もおるようですので、是非、知事に機会

があったら、あまり遅くならないうちに青森県知事

に声を掛けていただきたいと思いますが、いかがで

すか。

知事

新年度になりますと、知事会の集まりがしょっち

ゅうありますので、そういうときに、別に仰々しく

なくて、どうなのだと、これはすぐできますので、

いつも席が隣で、私こっちです。そういう意味で、

今の個別具体的な問題というよりも、白神山地全体

の問題として、どのようにこれから持っていくか、

こういうことはお互いに情報交換あるいは考え方を

お聞きする、これはできますので、是非、そういう

機会に声を掛けてみたいと思います。

石田寛委員

私もきっかけを作ってもらえればいいと。２人で

話ししたから、そんなに急速に進むわけはないので

あって、きっかけを作ってもらえれば、それでいい

のかなと思っております。

バッファゾーンを先にもっと活用したらという声

もありますけれども、やっぱりコアへの原則入山禁

止があるので、バッファゾーンも進まないと思うの

です。真木真昼県立自然公園は、物すごく県外から

来ているのです。それは、自然保護課でも、上級者、

初級者、中級者のいろんなコースを作って、パンフ

レットもあるし、人気があるのです。なぜ白神山地

は、ああいうことができないのかというので、お尋

ねしたいのですが。

生活環境部長

実際、核心地域への立入り制限が、原則入山禁止

というイメージで捉えられていると思います。その

イメージを払拭するために、バッファゾーン、いわ

ゆる緩衝地域の活用を、我々も進めていこうと思っ

てございます。

現実的には、現在やっております岳岱あるいは二

ツ森などを中心にしたエコツーリズムや、いろんな

プログラムの充実に取り組んでおりまして、今年度

は、白神エリアにおきます体験プログラムあるいは

アクティビティーについて収集しまして、季節ある

いは利用者のレベルごとに情報を整理することとし

てございます。来年度につきましては、こういう情

報を、最終的には旅行商品等につなげることができ

るように、事業者あるいはガイドさんのニーズに合

ったデータベース等の作成を実施することとしてお

り、白神周辺地域の利用につなげていきたいと考え

てございます。

石田寛委員

是非、緩衝地帯にたくさん観光客なり、いろんな

山を愛する方が来るように、県立自然公園以上に頑

張っていただきたいと思いますし、コアの問題も、

コアを知らなくてコアを守るという話はおかしいの

ではないかという声もあるので、ひとつ今後とも、

知事がきっかけを作ってくれると思うので、青森県

側と前向きな話を進めていただきたいと思います。

次に、子育て支援に移ります。これも前に質問し

ていますが、保育園からの県の応援支援体制はいい

のですが、問題は妊娠から保育園に入るまで２５５

万円ぐらいお金が掛かるという声があります。今、

時間がないので、どれぐらい若い方々の声を聞いて

いるのか知りたいです。

あきた未来創造部長

県では、毎年、保育施設や幼稚園を活用している

保護者を対象にして、アンケート調査を実施してい

るところであります。

石田寛委員

結局、第３子からの支援も厚いけれども、問題は

出産で難儀するし、保育園に入るまで、３歳児に上

がるまで、１歳児、２歳児にもいろいろ経費も掛か

るし、大変だというわけで、それらがどういう子育

ての悩み、経費の悩みとか、いろいろあると思うの

で、そういうお子さんを持っている女性との接触は

あるのですか。

あきた未来創造部長

うちの職員も、いろいろとそういう施設にお伺い

してお話を聞いたり、あるいは市町村の方々と情報

交換する中で、保護者の御意見、悩み等を収集して

いる状況でございます。

石田寛委員

今は、しゅうとさんがいなくて、若い御両親だけ

で子育てする場合、第１子で難儀するので、第２子

に挑戦する勇気が出ないという声も聞いているので、

もうちょっとそういう方々と接触をして、いろんな

声を吸い上げて、どこを支援したら一番喜ぶのか考
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えていただきたいと思うのですが、その点はそうな

っていると思っていますか。

あきた未来創造部長

子育て支援の悩みの一番大きいところは、経済的

支援の部分と思います。先ほど委員おっしゃるよう

に、出産から幼稚園に入るまでの期間が、特に大変

な部分もあると思いますけれども、経済的支援の部

分については、国でも令和５年４月から、国の出産

育児一時金を８万円増額しまして、５０万円になっ

ているほか、令和８年度をめどに出産費用の保険適

用の導入を含め、出産に関する支援の強化に努める

という話を伺っているところでございます。

先ほど委員御指摘のとおり、核家族化で共稼ぎと

いうことで、なかなか手が足りないと悩んでいる方

がいますので、共稼ぎ、共育てで、できるだけ女性

に偏っている負担の部分を男性にも担っていただけ

るよう、県でも今年度から、一緒に子育てしましょ

うと。やるに当たっても、女性一人が全部をやるわ

けではなくて、分担しながら、しかも家事とか育児

の部分、省略できるところは新しい形でこういうふ

うにしてやりましょう、楽しくやりましょうという

啓発の事業等も行っておりますので、子育て世帯の

声を踏まえて、次の展開を考えてまいりたいと思い

ます。

石田寛委員

買物しても、ちょっとの間だけ使って、あと使わ

ないものもあるわけです。ベッドや車に使うやつと

か、いろんなものがあるではないですか。ああいう

ものの貸与制度があってもいいと思うが、現況はど

うなっていますか。

あきた未来創造部長

県ではないですが、リユースという形で、ＮＰＯ

法人で行われている話は聞いております。

石田寛委員

前にも話ししたけれども、チャイルドシートだけ

でも３つ買うのだって。保育園に入るまでに。体に

合わせたもので。３つも買うのは大変だって。でも、

大きくなれば、あと要らないではないですか。だか

ら、そういうのを再利用できるようなシステムが、

もっとあったほうがいいのではないかなと思うので

すが、そういう点、あなた方のところでも、ＮＰＯ

に広がるようにできないですか。

あきた未来創造部長

我々の事業の関係でも、そうした子育て支援団体

とのつながりもございますので、どこまでできるか、

お約束できないところですが、そういうことも含め

て、より一層、子育て支援をしてまいりたいと思い

ます。

石田寛委員

次に学校給食について、教育長にお尋ねします。

給食費を学校現場で扱っている方々に対して、多

忙化解消ということで、国が進めた公営化ですか、

県内の状況と取組についてお知らせいただきたいの

ですけれども。

教育長

公会計化のことだと思いますけれども、これに関

しては随分進んできておりまして、現在１８市町村

くらいですか、進んでいるのは。ただ、来年、再来

年、また幾つかそちらに替えるという話ですので、

かなりの部分の市町村が公会計化になっていくと承

知しています。

石田寛委員

頑張っていただきたい。多忙化の問題は、議会で

もしょっちゅう取り上げられているので。

次に、無償化についてですが、青森県も無償化を

やると。それから、東京都は半分支援するというの

で、２３区の中でも今までやっていなかったところ

が、手挙げ方式でどんどん出てきたということです。

これについて、教育長はどう思いますか。半分補助

すると言えば、県内の市町村も手挙げできるのでは

ないですか。

教育長

青森県等の状況は承知しています。実際、国も大

分関心を持って、議論しているようなところもあり

ますし、全国の大会へ行きますと、いろんな都道府

県で話題になっています。ただ、秋田県もそうです

が、かなりの予算が掛かることがあって、それをど

うするかが一番大きい話題です。

全国一律でやっていただければ一番いいというこ

とで、我々は、知事会や全国の教育長協議会で要望

はしていますが、他県のやり方とか、半分助成とか

を含めて、もう少し様子を見ながら、どういった形

ができるのかという辺りは、研究する必要があろう

かと思っています。

石田寛委員

半分補助すると、１５億円ぐらいだと思うので、

知事、一般会計から見れば、０.２５％ですが、ど

うでしょうか。

知事

青森県は、原発の交付金が莫大にあるのです。め

ちゃくちゃ多いのです。あれでみんなやっているの

です。本県で、もしこれをやるとすると、何を

これは少子化対策にならないのです。どのようにや

るか、何に使うか。子育て支援か少子化対策、どっ

ちにするか。この議論も一つあるのです。

１０億円を超しますと、相当ほかのものに影響し

ます。単純に言えば、高齢化関係を全部カットした

ら、仙北市で大反対。そう簡単にいかないというこ

とで、国も今までは門前払いでしたが、最近、国も

検討に入っていますので、まずは知事会等で、国に
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強力にこれを押し込んでいく、これをやりながら様

子を見る、そんな具合かなと思っています。

石田寛委員

農業団体とも協力できないか、相談もしながら進

めていただきたいと思います。

あと最後の質問。クマ被害の見舞金について、北

秋田市が検討しているそうですが、これについての

県の考えはどうでしょうか。

生活環境部長

見舞金は、主に対象者の経済的な負担を軽減する

目的で交付される応急的なものであると考えてござ

います。現在、国民皆保険制度の下では、高額医療

費あるいは手当金の制度もあり、一定の経済的負担

は補えると考えますので、見舞金制度は、そぐわな

いのではないかと思います。

県としましては、被害が起こることを前提に、そ

ういう見舞金制度を設けるわけではなく、まずは被

害が出ないような対策をしっかりとっていくことで、

進めてまいりたいと思っています。

石田寛委員

人間に襲われれば、犯罪被害者支援の見舞金があ

る。クマと人間とどっちが怖いかといったら、クマ

のほうが怖くて死にそうだったと、被害に遭った方

々が言っているのです。そういう点で、あまり変わ

らないような気がするけれども、どうでしょうか。

生活環境部長

その点につきましては、確かにそういう見舞金制

度をやっているところもありますけれども、現段階

で、当県で見舞金制度については考えておりません。

石田寛委員

いずれ物すごい後遺症があって、苦しんでいる方

が多いそうですので、何か検討いただければありが

たいと思います。

終わります。

副委員長

以上で、石田寛委員の質疑は終了しました。

次に、高橋健委員の質疑を行います。

高橋健委員

湯沢雄勝からやってまいりました高橋健です。よ

ろしくお願いいたします。自民党会派のクマ担当で

はないのですが、昨年１２月議会の総括に引き続き、

ツキノワグマ対策について質疑させていただきたい

と思います。

前回の質疑では、情報マップシステムの開発につ

いて、私の持ち時間の中でかなり時間を割いて質疑

させていただきました。その中でこの情報マップシ

ステムは、基本的には注意喚起が主な目的だという

答弁も頂いております。今回のこのツキノワグマ被

害防止総合対策事業、７つの事業トータル

５,３３６万５,０００円でありました。クマ対策関

連として、今回の予算配分は２億１,９９０万円と

なっており、この予算額を見ますと、厳しい県の財

政状況の中で、知事と執行部の皆様におかれまして

は、かなり本気の対策を講じていただいたと私は思

っております。私は湯沢雄勝出身なので、クマとの

距離も近い地域に住む人間としては、非常に大変あ

りがたいと感じております。

分科会でのやり取りは、我が会派の所属委員の先

輩方から質疑等の内容は聞いておりますが、直接の

やり取りといいますか、事業説明などは聞いており

ませんので、総括審査の場を借りて質問させていた

だくことを御了承ください。

この事業について、議案関係資料等を拝見いたし

ました。情報マップシステムのフローチャートも見

させていただきました。最初の段階で、この情報マ

ップシステムのお話が出た当時より、若干内容が変

わっているといいますか、スケジュール等も変わっ

ているかと思いますが、変更になった部分をお知ら

せください。

生活環境部長

マップシステムにつきましては、変更点はござい

ません。委員会でお配りしたシステムのフロー図を

できるだけ分かりやすくしたということでございま

す。

運用時期につきましても、１２月段階では６月か

らの運用予定ということでお話しさせていただきま

したが、こちらも、６月中には試験運用を開始する

予定でございまして、７月１日からは是非、本格運

用をしたいと考えてございます。

高橋健委員

１２月議会のときに、このシステムでフィルタリ

ング機能を設けるということでしたが、これは予定

どおり付けるのでしょうか。その状態を教えていた

だけますか。

生活環境部長

フィルタリングにつきましては、出没情報を取得

したいユーザーといいますか、県民がどこの地域の

情報が欲しいか、あるいはいつ欲しいかというとこ

ろをフィルタリングできるような機能を付けており、

その辺につきましても、１２月に御説明したものと

中身は変わってございません。

高橋健委員

当時の議論で、このフィルタリング機能がなけれ

ば時系列で分からないと。例えるならば、クマが出

没した情報がずっと掲示されていると、その掲示さ

れた情報がいつの出没情報なのか分かりづらいので、

これを分かるようにしたいという答弁だったと思い

ますけれども、それは是正されているという言い方

は変ですが、それは分かりやすくなったと考えてよ

ろしいですか。
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生活環境部長

出没期間につきましてもフィルタリングできるよ

うになっていますので、要は古い情報は要らないけ

れども、新しい情報だけは欲しいという方には、フ

ィルターを使っていただければ、求められる時間の

部分だけ抽出できることになってございます。

高橋健委員

では、その利用する方々で、そのフィルターとい

いますか、利用状況を設定できるという形でよろし

かったでしょうか。

生活環境部長

そのとおりでございます。

高橋健委員

その機能も含めて、使いやすい情報であればいい

かと思っております。

前回の質疑等の情報が、県のユーチューブで今ア

ップされていますが、それを見た方から、私に意見

を下さった方がいらっしゃいました。その意見を端

的に言いますと、お子様が春に入学して、学校に通

うそうです。新学期からの登下校であったり、敷地

内の通学バスを利用している子供たちの乗り降りの

時期であったりタイミング、あとは外で体育の授業

を受けたりと、クマが多く出没する春先と時期が重

なるので、非常に心配だと。議会でも、いろんな議

論がなされている中、何となく子供の安全が取り残

されているような気がすると、そういうわけではな

いと思うが、そういう気がするという意見を頂きま

したので、教育現場と教育委員会、あとは県の関係

部局との連携を教えていただきたいと思います。

教育長

これは警察も含めての連携になりますが、周辺部

にクマの出没情報があれば、すぐに学校には連絡が

来るようになっていまして、それでもって登下校、

学校周辺も含めた避難あるいは安全確保とか、そう

いったことに関しては、学校はかなり早い段階で、

警察や市町村から連絡をもらうようになっておりま

す。

生活環境部長

生活環境部から学校へ直接、クマの出没情報を出

すことはなくて、やはり警察等からの情報が、直接

学校に行くことがほとんどだと考えております。

警察本部長

先ほど教育長からも答弁していただいたとおり、

警察におきまして、学校周辺でクマの目撃情報等が

あった場合は、その学校等に対し、校内放送の活用

や保護者へのメール配信、児童生徒の送迎及び集団

下校、こういったものを要請しておりまして、当然

ながら、警察も協力して一緒になって実施しており

ます。また、警察署等にはスクールサポーターを配

置しており、基本的には学校の要請を受けて、いろ

いろな少年の問題に対する対応をしているのですが、

クマの出没情報があった際には、本来の業務に加え

て、クマ被害防止の注意喚起も実施してもらってい

るところでございます。

高橋健委員

学校現場と教育庁、あとは警察との連携は、今の

説明で理解できましたが、学校現場にクマが現れた

ら、子供たちを守るのは学校の責任といいますか、

その責任の所在といいますか、そこら辺は、はっき

りしているのでしょうか。

教育長

学校での教育活動中であれば、当然、学校の責任

は出てくると。登下校中であれば、基本的には学校

の管理下にありませんので、それに関しての責任は、

状況によると思います。スクールバス等であれば、

当然、学校のバスであるし、関係してくると思いま

すが、学校敷地内であるとか活動中であれば、学校

の責任になろうかと思います。

高橋健委員

今、教育長の答弁で、私に相談をしてくれた方が

心配しているのは、やっぱり登下校です。私もです

けれども、登下校のときは、学校に責任はないと思

うというお話をさせてもらった記憶があるのですが、

でも自信がないので、確認の上、また報告しますと

いう話に置いているのですが、やはり自分の子供を

想像したときもですけれども、学校内、敷地内にい

るときは、もちろん学校の責任において子供たちを

守っていただくと。その間、自宅に下校もしくは登

校するとき、地域で見守り隊の方やＰＴＡの方々が、

要所要所で見守っていただく事業は、各自治体等、

地域であるかと思いますが、場所によっては、非常

に長い距離を子供が一人もしくは二、三人で歩くと

いう状況にある子供たちもいるそうです。その子供

たちの安全を危惧するような内容だったので、そこ

ら辺の考えを教えていただけますか。

教育長

全く同じ心配は、我々もずっと、去年もしていま

して、学校周辺でクマが出没した場合には、当然、

注意喚起して迎えに来ていただいたり、あるいはサ

ポーターについてもらったり、そういういろんな配

慮をするのですが、特に中学生、高校生になると、

遠いところまで通わなければならないと。学校周辺

は安全でも、自宅周辺に、もしかすればそういう情

報があるかもしれないという、様々なことがあるの

で、すごく心配はしていますし、実際被害に遭った

子供もおりました。ただ、我々ができる範囲として

は、通学範囲内のところで、もし目撃情報等があれ

ば、メール配信等で注意を促したり、あるいは小学

生は、通学路に関係した周辺で出れば、学校に待機

させたり、直接迎えに来てもらったり、人が付いて
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集団下校させたり、そういった分かる範囲では様々

な手を打って、安全確保はしていると。ただ、これ

ばっかりは突然ということもあったり、場所によっ

ては、全然予想も付かないところでというのもあっ

たりしますので、そこに関しては非常に難しい問題

だと思っております。

警察本部長

学校内であれば、先ほど教育長がおっしゃったよ

うに、管理がしっかりされておりますので、学校関

係でしっかりやっていただきたいと思いますけれど

も、やはり登下校の場所につきましては、基本的に

は県民の安全、安心を守るという意味で、警察の責

務であろうと考えておりますし、そのときにクマが

どこにいるか分からないという状態であれば、周囲

をずっと検索をするなり、あわせてパトカーでスピ

ーカーを使って注意喚起をしながら、周辺の警戒活

動は一定時間、あるいはクマが駆除されるまでの間、

ずっと続けることになります。クマがいる場所が、

もう分かっているということであれば、そこに注意、

警戒、規制を張るなり、そういった対策を逆に言え

ばしっかりとできますので、そのときは県と連携を

してクマを追い返す、追い払う、あるいは場合によ

っては駆除することも含めて、県と警察とで連携し

て対応してまいります。

（※５５ページで発言を訂正）

高橋健委員

まさに教育庁も警察の方々も、非常に現場に対し

て危惧されていること自体が、少し安心したといい

ますか、同じ考えを持っていただけていると思って

おります。まさに、現場で幾ら大人が付いていても、

登下校を支援しても、クマが出てきたら、多分、大

人も無力ですよね。もう子供を守るどころでもない、

自分もやられてしまう可能性がある状況で、どうや

って子供たちを守れるかとなったときに、やはり事

前に情報を知っておく、このシステムが非常に大事

になってくるということで、しつこく質問させてい

ただいておりました。執行部の皆様も、このように

危惧されているということを聞いて、少し安心して

おります。

そういう状況の中で、クマが出てくるのは、子供

たちだけではなくて、少なからず小さい自治体の中

での経済でもいろいろありまして、これからタケノ

コや山菜であったり、春の恵みを採る山に入る人た

ちが、クマが怖くて行けないという方々も出てきて

いるみたいです。もちろん、去年の秋口もキノコを

採りたくないということで、道の駅にキノコが減っ

て直売所が寂しくなったと。それはクマのせいだと

いう方もいらっしゃったのです。いろんな意味でク

マが出てくること自体、嫌な波及効果が出ていると

感じているのですが、その中でモニタリング事業が

あります。３地域で１２０基設置するということで

すが、この３地域をお知らせいただけますか。

警察本部長

すみません。１点だけ訂正させてください。

先ほどのクマの駆除、県と申し上げましたけれど

も、駆除につきましては基本的には市町村の管轄で

ありましたので、その点だけ訂正させてください。

よろしくお願いします。

（※５５ページの発言を訂正）

生活環境部長

モニタリング事業の３地域は、前回の調査、平成

２９年から令和元年度までやった調査で、クマの密

度が高いところ、それからクマの密度が低いところ、

そういうところをある程度絞り込めておりますので、

密度の高いところ、低いところ、それとその中間の

３地域という意味でございまして、特に場所がどこ

とは決めてございません。

高橋健委員

その地域というか、市町村別で区切ったわけでは

ない地域、３か所ということですが、このモニタリ

ング調査の信憑性といいますか、モニタリングでク

マの個体数を調べると思うのですが、果たして移っ

たクマが、それぞれの個体であるという判断は付く

ものでしょうか。

生活環境部長

クマの個体識別につきましては、ツキノワグマの

場合は胸の月の輪がそれぞれの個体によって違いま

すので、そこで判断することになります。

高橋健委員

人の指紋のようなものだと私も聞いたときがあり

ますけれども、是非いろんな状況、今回の７つの予

算事業が組み込まれていますし、全体でも２億円以

上の予算が付いておりますので、この予算を的確に

複合的に組み合わせて、県民の命と財産を守ってい

ただきたいと思っております。

それで最後に、その他として関連していますが、

駆除される猟友会の方々から話を聞きますと、いろ

んな現場での悩みであったり、御苦労があるみたい

です。その中で一番といいますか、困っている原因

で、１つは処理する肉、クマ１体を移動するにも解

体するにも非常に労力が必要とされているそうです。

その肉を現場で、例えば埋めるであったり、処分す

る、車で移動するにしても、かなりの労力が必要だ

そうです。この肉の処理といいますか、昨年の１１

月６日の記者会見で、知事はクマ肉加工施設の設置

の検討を考えているという発言をされておりますけ

れども、その後の動きを教えていただけますでしょ

うか。

知事

この件について、市町村協働政策会議で提案しま
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して、いろんな話が出ていますが、実はまだ確定で

はありませんが、県北の民間業者、これは食品関係

の業者です。この方が民営でこれをやりたいと。そ

こは、肉の処理もやっていますので、これを民間で

やると。そうしますと、国から半分、あとは自己負

担半分ですが、これは県でも自己負担分について、

かさ上げをやろうと思っています。地元市町村も、

そうなればかさ上げも検討すると言っていますので、

これができますと、完全に商品として売り物になる

のです。食品衛生法上で出荷できます。猟友会の方

がそこまで運んでいっても運搬費が出ます。これを

東京に出荷しますと、例えば、ある東京の中華料理、

秋田のクマの手、これが有名で出ています。クマの

手の料理が１万５,０００円です。こういうところ

に出せますので、まずはそういうところで。しゃぶ

しゃぶもあるのです。完全に食品衛生法上で処理を

しますと商品です。ですから、これを何とか。民間

の方がそういう希望を出していますので、これをで

きるように、県と、ある市町村、まだどこと言って

いません。ある市町村で頑張ってこれを実現したい

と思っています。

高橋健委員

県南のある民間の方がやりそうだというお話だっ

たのですけれども、是非……

【「県北」と呼ぶ者あり】

高橋健委員

県北の事業所ということですけれども、是非それ

を進めていただいて、多分、知事のおっしゃった国

半分、自己負担半分、その半分を県がという形がで

きて、県北だけではなくて、県南にも波及効果で事

業所を立ち上げる人がいれば、非常に助かると思い

ますし、この話を聞いて心強く思っている方々もい

っぱいいると思いますので、是非、前向きな姿勢で

進めていただければと思います。

以上で終わります。

副委員長

以上で、高橋健委員の質疑は終了しました。

ここで、昼食のため休憩します。

再開は、午後１時２０分とします。

午後 ０時１８分 休憩

午後 １時１９分 再開

出席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

ここで執行部にお願いですが、答弁は、的確かつ

簡潔に行うようお願いします。

それでは、宇佐見康人委員の質疑を行います。

宇佐見康人委員

まずは、子供やその家族等の居場所づくりについ

てお伺いいたします。心はればれ県民運動、医療的

ケア児等総合支援、ケアラー支援・普及啓発、あと

はスクールソーシャルワーカーについて複合的にお

伺いします。これまで自殺対策やケアラー支援とし

て、若年者の対策としてＳＮＳを活用した相談体制

の強化などをして、若い人たちに対してもアプロー

チをしていただきました。まずは、ＳＮＳを活用し

た対策の評価についてお伺いいたします。

健康福祉部長

ＳＮＳ等を活用した効果等ですけれども、まず自

殺対策の一環としましては、ＮＰＯ法人蜘蛛の糸で、

ＬＩＮＥによる相談を新たに実施しており、令和４

年度の実績で、ＬＩＮＥで１,５２９件、そのうち

１０代が２０％以上、２０代も合わせますと、約過

半数が１０代、２０代と、若い方に対するＬＩＮＥ

等の活用は、非常に効果的であると考えております。

宇佐見康人委員

ケアラー支援はどうでしょうか。

健康福祉部長

ケアラー支援につきましては、ヤングケアラーに

限ったわけではなくて、いわゆる通常のケアラー全

般についてＬＩＮＥを活用しておりますが、残念な

がらヤングケアラーからの相談はなかったものと承

知しております。

宇佐見康人委員

ＳＮＳの活用に関して、自殺対策については一定

の効果があるのを実感しております。その上で先日、

自殺未遂経験のある方とメールのやり取りをする機

会がありまして、こうしたＳＮＳを活用した相談だ

とか、あとは先生だとか身近な人に相談をしても、

その次につながらないと。そのときは、気持ちがす

ごく楽になって良かったということではあるのです

が、その次がどうしても、また時間がたつと……。

私もＳＮＳで、例えば、長期の休み、夏休み明けに

学校に行くことがつらかったら、別に学校に行かな

くてもいいよというような発信をしてまいりました。

その方が言うには、学校にも行きづらいけれども、

学校に行かないことで、家にもそもそも居づらいと

いう方がいまして、虐待だとかがあって居づらいと。

結果、その人の推察ですけれども、例えば、東京で

そういう子がいたとしたら、そういう子がいわゆる

トー横キッズだとか、家出につながったり、自殺ま

ではいかなくても、そういったことにつながってい
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るのではないかということを言われました。

今までＳＮＳの相談体制を強化していただいて、

助かった命は多くあるとは思うのですが、さらに、

もう一歩踏み込んで、教育機関ともさらに連携強化

していただいた上で、子供の居場所の確保という観

点と、あとはＳＮＳを通して相談をしてくれる子供

たちとの信頼関係の強化という観点から、一度答弁

を頂けないでしょうか。

健康福祉部長

学校あるいは家庭以外の子供の居場所に関しまし

ては、市町村や教育委員会等の協力を得まして、不

登校やひきこもりなどの社会的自立に困難を有する

子供、若者が利用できる居場所につきまして調査を

した上で、県のウェブサイトで発信を行っているほ

か、様々な相談機関に対しても、こういった居場所

の情報提供を行っているところであります。その上

で、相談者に対しては、問題解決に向けたアドバイ

スのほかに、そういった居場所もあるということを

知らせていただくよう、研修会等の場を通じてお願

いしているところであります。

宇佐見康人委員

子供にとっては、家と学校が居場所の全てという

か、現実問題として、もう学校と家しか頼れる場所

がなくて、そこすら頼れない子たちが、現実として

いるというのを感じております。学校としても、学

校に来てもらって、問題の対応が必要にはなってく

ると思うのですが、学校として居場所づくり、学校

に来てもらうのが一番でしょうけれども、そういっ

た観点で、今後、取組などをしていただけないでし

ょうか。

教育長

学校としては、できる限り何らかの形で学校の先

生にいろいろ相談してもらったり、それこそ担任で

なくても様々な先生がおりますので、そういった形

でつなぎながら、相談に乗っていきたいと思ってい

ますし、不登校になった子供がいたとしても、学校

側が常に働きかけながら、どこかで学校がつながっ

ているというものは、当然どの学校でも、みんな先

生方はやっております。その上で、学校からどうし

ても離れてしまっているときには、それこそフリー

スクールとか適応教室含めて、そういったところと

も連携しながら情報交換していますので、その子供

にとって、学校以外の場所で、家庭でもない場所で

となれば、そういう場所とか、ほかはあまり想像付

かないのですが、できれば学校も含めて連携をとり

ながら、その子のためになるようにということで進

めていければと思います。

宇佐見康人委員

次に、ヤングケアラーについてですが、この点に

関しても先ほど答弁いただきまして、ＳＮＳはやっ

ているけれども、効果は限定的だと認識しました。

これは教育機関のことですが、先生たちの視点とし

てお話をお伺いしたのですが、例えば、そういった

状況にある子が、先生を信頼して相談をして、相談

を受けた先生が、今度その相談を受けた内容をほか

の人に言ってしまうと、その子を裏切ってしまうの

ではないかという気持ちになってしまって、なかな

かほかの人に相談できないという声も聞きます。そ

ういったときに、スクールソーシャルワーカーだと

か、スクールカウンセラーの役割が重要になってく

ると思うのですが、先日の教育公安委員会での答弁

では、配置時間の課題が挙げられていました。順次

拡大していくということではあるのですが、今後ど

のように拡大していくのか、スクールソーシャルワ

ーカーの育成という点も踏まえてお聞かせください。

教育長

最初に御指摘の部分ですが、基本的に先生方は相

談を受ければ、それをいろんな人に話すことは当然

ないということであります。必要最小限、学校内で

情報共有しなければならないような状況であっても、

多分、本人に確認して、ここはこの先生と相談した

らという話になって、当然、本人の意思を確認して

からの話になります。スクールソーシャルワーカー

に相談するにしても、多分、本人に一応確認してか

らの話になろうかと思っていますし、ただ学校の先

生だけではとても無理ですので、スクールソーシャ

ルワーカーの役割は非常に大きいと思います。

今、御指摘あったように、現在１０名であります

が、これからに関しては、どのくらいの相談件数が

あるかは、毎年見ていかなければならないと思って

います。ただ、増えてきているのは事実なので、こ

れに関しては、いろいろ件数を見ながら拡充してい

ければと思いますし、社会福祉士の数とか、フルに

スクールソーシャルワーカーをやれる方が限られた

りしているものですから、一概にすぐ増やせる状況

でもないような感じがしておりますが、相談体制を

含めて、やっぱり充実は必要かなと感じております。

（※５７ページで発言を訂正）

宇佐見康人委員

育成の点もどうやって増やしていくのか、難しい

のは分かります。県内で社会福祉士を取るとなった

ら、県外の大学へ行って、その子が戻ってきてくれ

る確証もない中で、県内でも増やしていかなければ

いけないのは現実問題としてもありますので、そう

いった観点で是非お聞かせ願えればと思います。

教育長

先ほど１０名と言いましたけれども、現在、今年

度は７か所に１４名おります。社会福祉士あるいは

精神保健福祉士の資格を持った方と、それから学校

現場に詳しい元校長先生の２組で７か所にいるとい
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うことであります。

教育事務所関係や教育センターにいるわけですが、

地域でどのくらいの相談数があるかを見ながら、当

然多い地域になってくれば、そこは拡充するのは必

要かと思いますし、この後、計画は今のところない

のですけれども、そこは様子を見ながらという形に

なろうかと思います。

（※５７ページの発言を訂正）

宇佐見康人委員

確実にそういったヤングケアラーの子たちを福祉

につなげていくためには、福祉と教育の連携はもう

必須です。これまで協議会の開催だとか、オンライ

ンでの集いの場の開催など行ってきました。今回も

もう一歩踏み込んで、さらに現実的なヤングケアラ

ーの子たちの居場所づくりという観点を持ってほし

いというお願いがあります。

先日、一般質問の際にもちょっと触れたのですが、

元ヤングケアラーの方と、その支援をしている方と

お話しする機会がありました。ケアラーの子供たち

にとっては、ケアをしている人は自分の家族なので、

そのことを相談すること自体が、何か子供たちにと

っては罪悪感があって、なかなか誰かに相談するこ

とができないと。ただ、そういった子が、３６５日

ケアをしているというわけではなくて、例えば週１

回、２回息抜きができる場所があったり、そういう

ことで大分、心が落ち着くのだという話をお伺いし

ました。息抜きできる場所、これまで周知を中心に

進めてはいただいたのですが、さらに一歩踏み込ん

で、そういったヤングケアラーの子たちが息抜きと

いうか、リフレッシュできるような場所の確保も、

今後、必要になってくると思うのですが、県の認識

をお聞かせください。

健康福祉部長

ヤングケアラーの方のみならず、先ほどお話しし

ました、ひきこもりや不登校の方々もおりますので、

そういった方、子供たちが利用しやすい、息抜きで

きるような場所というのは、調査の上、周知してい

くのももちろんですが、そういった場所づくりはど

ういった形で、県、行政として関わりができるのか、

これからいろんな方々のお話を聞きながら検討を進

めていきたいと思います。

一方で、そういった子供たちが本当に休める日が

あるということが大事になります。ケアされている

方々に対する適切な福祉サービスを確保するのも重

要だと思いますので、そういった部分の周知につい

ては、健康福祉部として積極的に取り組んでいきた

いと思います。

宇佐見康人委員

次に、医療的ケア児の支援について、これまでも

医療的ケア児とその家族の支援を様々行っていただ

いて、ありがたく思います。以前もお話ししたので

すが、そういった医療的ケア児の家族の話を聞くと、

もっと行政にできることがあるのかなと常々考えさ

せられています。

ケアしている家族の話を聞くと、例えば、医療的

ケア児が家にいて、その兄弟が、親と一緒に遊びた

いけれども、どうしてもケアを必要とする子供を優

先してしまうと。一緒に兄弟を面倒見てやれればい

いけれども、なかなか優先順位としては下がってし

まうという声を先日お伺いしました。家族のケアも

今までやっていただきましたが、そういった兄弟が

いる子たちのメンタルケアだとか、そういうのも是

非、今後、検討していただきたいのですが、いかが

でしょうか。

健康福祉部長

これまでのところ、そういったところまでの視点

があったかというと、やや不足している点もあった

かと思います。当県の例ではありませんが、そうい

ったケア児の御兄弟を、例えば、遊んでいただける

ボランティアといったようなものを活用している事

例もお伺いしておりますので、そういった取組が、

果たして当県でできるのかどうか、関係者の方々か

らもいろいろな御意見を伺いながら、検討を進めて

いきたいと思います。

宇佐見康人委員

自殺対策とケアラーと医療的ケア児の家族の居場

所について質問をさせていただいたのですが、まだ

まだ県の取組としては弱いのかなと思います。最後、

この点について、知事の認識をお聞かせください。

知事

やはり今の時代は、ストレスが非常に多い時代で

す。また、財政的にも箱物でやるのはなかなか難し

いと。いかに民間、ＮＰＯ、様々なセクター、そう

いう共有認識でもって、そういう体制を作るか。た

だ非常に今、高齢化あるいは忙しい時代ですので、

それに携わるボランティア、これも少ないです。

どのようにやるか、なかなかそう簡単にいきませ

んが、まずは社会の風潮、この種のものは、自分の

うちが現在、何も問題がなくても、次の世代あるい

は自分の子供の時代に、こういうことになる可能性

があるのです。ですから、この方々が特殊なもので

はなくて、一般に誰でもこういう境遇になることが

あり得るという共通認識、これを持って社会が、あ

るいは地域社会がこれに対応する、そういう意識を

広めることによって、様々な切り口の前向きなこと

ができると思いますので、そういう風潮をしっかり

広める、これがまず一番の基本だと思います。

宇佐見康人委員

社会全体で支えていける機運を、県としても、是

非、高めていっていただければと思います。
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次に移ります。外旭川のまちづくりと新スタジア

ムに関連してお伺いいたします。これに関しては所

管ですが、昨日の秋田市議会の総務委員会、１１日

の秋田市議会の教育産業委員会、６日の秋田市議会

一般質問でのやり取りも踏まえて、そして昨日の秋

田市議会総務委員会で、構想の最終案も示され、県

の産業観光委員会終了後に様々な動きがあったので、

再度当局に認識をお伺いいたします。所管でやれと

いう声が出るかもしれませんが、なるべく出ないよ

うに頑張ります。

初めに、スタジアムの整備について、部長にお伺

いします。４日の委員会では、場所は外旭川でいい

かという質問に対して、部長から以前、県と市が八

橋プライウッド、秋田大学で可能性を検討し、いず

れも困難との結論に至り、以降は秋田市で候補地を

提案することとなった。その後、秋田市がそれに応

じる形で外旭川まちづくり構想の一部となる市道沿

いの農地を候補地に提案し、それに対し、県が地盤

沈下への懸念を示したことなどから、現在は、卸売

市場の再整備の余剰地が県、市、クラブの予定地と

されているとの答弁がありました。昨日の秋田市の

最終案では、こちらが建設地となりましたが、今後

もこれを前提に議論を進めていいか、まずは確認さ

せてください。

観光文化スポーツ部長

そのとおりでございますが、卸売市場再整備によ

る余剰地につきましては、クラブ側から秋田市へ要

請があり、市がそれを踏まえ、先月中旬、県へ相談

し、県もこれに同意したもので、クラブが先月下旬

に発表した新スタジアム整備計画、あるいは市が今

週発表した外旭川地区まちづくり基本計画案のいず

れも、余剰地を建設地と位置づけております。

知事

市議会の議論が昨日あって、この関係で大分、別

の動きが出てきました。まちづくり構想では、スタ

ジアムを賃貸し、賃貸料によって市場の入居料、あ

れは新築により高くなりますので、これを低減する

と。これが市場関係者は、赤字企業から取れるかと。

これが相当、昨日辺りから市場の中で議論されて、

将来赤字をなくすということについて、非常に不信

感があって、あのスタジアム構想も含めて、市場の

改築に関し、もう一回白紙に戻すという動きが今、

出ています。ですから、あそこに赤字のまま載せた

ことは相当、市場で動揺していますので、これはこ

れから出てきます。

宇佐見康人委員

そこまで言われると……はい、分かりました。

昨日、私も委員会を傍聴させていただいて、そう

いった委員からの質問もありましたし、現実問題と

して、赤字のまま、あの計画を出してくるのはいか

がなものかという質疑も出されておりました。

スタジアムだけに関して言うと、６日の一般質問

でも、八橋に建設してはどうかという声もありまし

た。これまでスタジアムの建設に関しては、３者で

合意をして、今後、細かいところを進めていくとい

う中で、Ｊリーグ側とも調整しておりますので、こ

こで候補地が変更になってしまうのは、クラブのラ

イセンスの問題にも関わるのではないかという声も

出ております。私もずっと、ハピネッツ、ブラウブ

リッツに関しては、準公共財として、いかに育てて

いって活用していくのかという視点を持って、行政

も、我々議会も、そして市民、県民の人たちも、財

産として大きく育てていきたいという話も何度かさ

せていただきました。今まで、この外旭川で、Ｊリ

ーグ側の理解も得ながら進めてきた案ですが、この

スタジアムの八橋案に関して、部長の認識をお聞か

せください。

観光文化スポーツ部長

令和２年２月になりますが、県と秋田市は新スタ

ジアム整備に向けた諸課題の調査研究についての最

終報告におきまして、八橋運動公園につきましては、

候補地となる第２球技場及び現行広場の代替地が確

保できないことから、整備は難しいと判断しており、

現時点においても、この状況に変化はないものと認

識しております。また、都市公園であります八橋運

動公園には、快適な公園空間を確保する観点から、

都市公園法及びそれに基づく市条例に基づく建築面

積等の制限がありまして、同公園は現状においても、

法令に基づく建築面積のほぼ上限まで施設が立地し

ており、新しい県立体育館も現体育館とスポーツ科

学センターを合築し、それでも足りない部分につき

ましては、県が国から無償譲渡を受けた旧気象台跡

地を公園に編入することで、制限内に収めるなどし

ている中、スタジアムなどの大型施設のさらなる設

置は、物理的に難しいものと考えております。

宇佐見康人委員

昨日の 報道ベースで申し訳ないのですが、ク

ラブの会見で、公設公営も新たな手法としてあり得

るのではないかという話を見ました。個人的な考え

としては、秋田市が中心となって、これをまとめて

いけるのであれば、スタジアム自体が防災拠点の機

能を持ちますので、一考の価値があるのではと思う

のですが、その点に関してはいかがでしょうか。

観光文化スポーツ部長

市のまちづくり計画案によれば、民設民営方式を

想定しておりますが、一般論として公設化の基本を

述べさせていただきますと、まずは住民の用に供さ

れ、その福祉の増進に資することが前提になるべき

ものであり、負担の在り方といった視点のみで議論

されるべきではないと認識しております。市のまち
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づくり計画案によれば、防災や災害等への活用も、

委員おっしゃったとおり想定しておりまして、こう

した部分を含め、どう整理するのか、市の考え方が

基本になるものと考えております。

宇佐見康人委員

その上で、先日の秋田市議会の一般質問で、仮に

八橋にスタジアムを整備する場合、これまで八橋に

はスタジアムを整備しないことを前提に検討してき

たので、新県立体育館の議論が崩れることとなり、

新県立体育館整備基本計画検討委員会における再検

証や議論のやり直しが必要になるものと考えており

ますとの答弁があったのですが、この点に関しての

県の認識をお聞かせください。

観光文化スポーツ部長

八橋運動公園へのスタジアム設置が難しいことは、

先ほど申し上げたとおりでございますが、新県立体

育館の整備につきましては、基本計画策定段階から、

秋田市の担当部長を検討委員に加え、市の意向を十

分に反映しながら計画を成案化するなど、市と緊密

に協議し、ここまで事業を進めてきたところでござ

います。今月には、ＰＦＩ法に基づく実施方針や要

求水準書案の公表を行うなど、プロバスケット、秋

田ノーザンハピネッツのＢリーグ参入をにらんだス

ケジュールで事業が前進しておりまして、今後も着

実に、こちらの整備は市と相談しながら進めてまい

りたいと思います。

宇佐見康人委員

昨日の秋田市議会の総務委員会で、先日提出した

県からの確認事項の内容について質問がされました。

県の産業観光委員会でも、３つの柱の答弁はあった

わけですが、我々もこの点に関して詳細を把握しな

がら、深い議論をしていきたいと思っております。

まちづくり計画を進めていく上でも、非常に重要な

観点だと思いますので、この点に関してお聞かせく

ださい。

産業労働部長

内容を要約しますと、県としましては、国への申

請を行っても、その後に必要となる、秋田市による

土地利用調整計画や民間事業者による事業計画を県

が同意、あるいは承認する手続がございます。これ

らの手続が滞りなく進められ、地域住民に混乱を来

さないよう、基本計画の策定段階において、土地利

用調整の妥当性や事業の見通しなどの計画の実現性

について、十分に確認する必要があると考え、これ

を明記いたしました。その理由として、未来法では、

原則、農用地区域外、市街化区域を優先するとして

おりますが、原則に基づいていない秋田市の計画に

つきましては、未来法を活用するやむを得ない理由

を慎重に整理する必要があること。もう一つが未来

法の基本計画のガイドラインでは、具体的な事業計

画や土地利用調整の見通しまでは求めないとありま

すが、基本計画に盛り込む必要はないとしても、県

としては、国に共同申請する立場として、広く説明

責任を果たす必要があることから、具体的な事業内

容を確認する必要があること。この理由２つを秋田

市にお示ししまして、その上で土地利用調整、事業

の実現性、この２つの項目に関連する確認事項を箇

条書で整理して、それぞれ回答を頂きたいといった

旨の内容となっております。

宇佐見康人委員

昨日の市議会では、来週中にも、その確認事項に

関して返答したいという話が出ていました。この回

答がどの程度のものなのか、県が納得できるものを

出してくるのかは、まだ分からないわけですが、仮

に納得できるものが提出された場合、今月中の共同

提出はできるのかどうかを、まず知事にお伺いいた

します。

知事

できないと思います。まず、笑い話になるよね。

地域未来投資促進法は、企業立地促進法の改正法で

す。もともと地域にある様々な産業よりも、相当付

加価値が高く、また相当給料も高い、波及効果が高

い。もともとは、先端的な製造業あるいは最近では

製造業以外にも対事業所サービス、物流、様々あり、

核があるのです。他の県は全部核があるのです、で

かいの。大きい工場があって、それに付随していろ

いろなものがある。そういうことからすると、まず、

法の真っ正面から捉えたプランでないと。たまたま

土地利用調整を活用するということで、これをうま

く使うと。投資促進法は、後で出てきたと。この関

係で、もともとの法の趣旨と相当違うのです。あと、

まちづくり基本計画。あれは、投資促進法の様式で

ないのです。あれは投資促進法の書類ではないので

す。そうしますと、投資促進法の国に対する申請書、

これ見ていないのです。これは、全く市議会にも出

していない。だって、正式な書類がないのです。出

しようがないでしょう。

宇佐見康人委員

次に参考資料、しおりの３についてお伺いいたし

ます。この地域未来投資促進法のスキーム図だと、

県と市で共同提出した後に、国から同意を得て、秋

田市の土地利用調整計画について、さらに県から同

意、不同意ができることになっています。ここでも、

県の意向を強く反映させたものを作り上げていくこ

とができると思うのですが、まずは、今回大枠を決

めて共同提出をした上で、詳細に関しては土地利用

調整計画策定時でもいいのではないかと、今まで、

先ほどの答弁を聞くまでは思っていましたが、同じ

ですか、部長の認識を。

産業労働部長
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県と市が基本計画を国に提出して同意が得られれ

ば、県民に対して秋田市が実施する事業を、県が全

面的にバックアップするといったメッセージが伝わ

ることになり、決して後戻りできなくなると思って

おります。具体的な確認作業を避けて、手続を進め

ることができないわけではないのですが、秋田市の

事業計画を見ますと、先ほど申し上げましたが、国

から同意を得られた後に続く手続、土地利用調整計

画や民間の投資を呼び込む事業計画、これらに大き

な不安が残るような内容となってございます。した

がいまして、今ここで、具体的な確認作業を進める

べきと県としては判断しているところです。

宇佐見康人委員

私の思いとしては、スタジアムの整備も、アリー

ナの整備に関しても、プロチームを秋田の財産とし

て、是非、育てていっていただきたいと。最近の動

向を見ていると、外旭川のまちづくりの計画をめぐ

って、県と市が何かちょっと対立しているのではな

いかという構図に見えてしまうこともあります。そ

の結果として、県立体育館やスタジアムの整備に関

して、県民が待望してきたプロジェクトが停滞して

しまったりだとか、後戻りしてしまうのではないか

という気持ちを持っている県民、市民もおります。

先日も大学生から、「どうせやらないんですよ

ね」ということも言われました。ブラウブリッツと

しても、建設地が決まって、スタジアム単体で計画

を進めていくのか、それともまちづくりの計画も含

めて、波及効果も踏まえて進んでいけるのかは、事

業の根幹にも関わってくることだと思います。構想

の是非は別として、様々な懸念事項について、先日

会談したという報道でありましたが、知事と市長が

もう一度、互いの立場を考えて、それぞれ配慮しな

がら、腹を割って話し合っていただきたいと思うの

ですが、最後この点に関して、知事のお考えをお聞

かせください。

知事

先ほどお話ししたとおり、市場の改築がもともと

主役です。市場の改築の主役、この方々が疑問を持

てば、これはどうなるか。ここをしっかりしないと、

市議会も当然、昨日のように大分議論あったと。ま

ず、市でこれをどうするか。市場は、主役がどこか

に行ってしまったという思いがあるのです。先ほど

言ったとおり、賃料も不安だと。そうしますと、こ

れをしっかり市場と市が これは県の問題ではな

いですから。これをやらないと、話し合って、お互

いに何とかできる、こんなものではないのです。

あと、私も１６日のブラウブリッツの応援メッセ

ージを出しています。それは別にして、公営、この

話が出た途端に、ＳＮＳは大炎上です。反対一本や

り、ほとんど反対。これをどうするか。もう火が付

いたのです。自分たちの赤字であって、これを市あ

るいは県も同じ歩調でやっていますので、皆さん、

この議会で、県も出すといったら、うんと言います

か。そこです。ですから、これは市でもう一回、市

場の納得いくような、そういうことをしっかりやっ

て話を持ってくるのだったらいいけれども、市場で

ごちゃごちゃもめていて、市場の関係者の納得が得

られないで、県でこれに乗るということは、まずで

きないですよ。

委員長

以上で、宇佐見康人委員の質疑は終了しました。

次に、三浦茂人委員の質疑を行います。

三浦茂人委員

今の話聞いていて、まさか市場の話が出てくると

は夢にも思いませんでした。ハトに豆鉄砲でしたが、

私も市場の隣に住んでいて、市場の向かいで、市場

の業者さんを相手に商売させてもらっていますけれ

ども、白紙に戻すとかという話は、今まで一つも私

の耳に入ってきておりませんでしたが、白紙に戻す

という話は誰がどのように言っているのか、まずは

それをお聞かせください。市のことですけれども。

知事

誰とは言いませんが、今朝早く市場の幹部から、

白紙とは言いませんが、あの計画について非常に疑

問があると。市場の改築を延ばしてもいいから、賃

料の問題をしっかり決めたいという意向の話があっ

たのです。これは、市場の全体の意見ではないです

が、そういう流れ、そういう声が市場から上がって

いるということは、朝の相当早い時期に私に入った

ということです。これは市場のある社長さんですの

で、これ言っておかないと、市場も昨日の夜のニュ

ースで分かったものだから。ですから、すぐですよ

ね。前から分かっているわけではないですから。

三浦茂人委員

市場の方は、みんな朝早いですから。あそこは、

水産、青果、花卉、市場関連業者が入っていますが、

知事が今そういう発言をすると、市場全体がもうそ

ういう議論で埋め尽くされているというような印象

も受けますので、そこは秋田市の市場ですから、あ

まり誤解なきような発言を心がけていただきたいと

思います。

それで今、話を聞いておりましたが、私にすると

何を言わんとしているのかが、さっぱり分からなく

て、頭悪いので、同じ話を聞くかもしれませんが、

１つずつお聞かせいただきます。

これは、昨年１２月の総括でもお聞きしましたが、

地域未来基本計画を３月までに国へ申請するという

スケジュールに変更はありますか、ありませんか。

産業労働部長

秋田市から示されている計画スケジュールには、
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変わりはございません。

三浦茂人委員

そうすれば、スケジュール上は、市も県も一緒に

なって、この３月末を目指して協働で頑張ると、そ

の方針に変わりはないという認識でよろしいですね。

産業労働部長

それについて、今、秋田市と協議を進めていると

いったようなことだと思います。

三浦茂人委員

方針に変わりはないのですね。

産業労働部長

秋田市の方針については、変わりないと考えてい

ます。

三浦茂人委員

では、県と秋田市は、バラバラということですね。

知事

先ほどお話ししたとおり、地域未来投資促進法に

基づく計画書、これ市議会にも出していないのです。

これうちにもないのです。今のところ、申請に必要

な書類形式がないのです。こういうのは任意形式で、

本当の意味のプランニング、この申請書の中身を市

議会に出していないのです、まだ。市議会に出さず

に議論をしても、 もし県であれば、申請のもの、

正本を、このコピーを先生方に見てもらってどうす

るか。これがないのです。だから、判断しようがな

いのです。

三浦茂人委員

だったら出させて、我々に公表してください。１

月３１日に秋田市が提出しているでしょう。ですか

ら、その申請書、私、他県のをいろいろ見ましたが、

確かにありますよね。だったら、初めからそれを出

して議論するように整えればいいではないですか。

今ここで言うことではないでしょう。

産業労働部長

県が秋田市からの提出を受けましたが、それをど

のように取り扱うかに関しては、秋田市の判断によ

るものだと思っております。

三浦茂人委員

ちょっと言っている意味がよく分かりませんけれ

ども、昨日の秋田市議会の総務委員会でも、今年度、

地域未来基本計画の作成に関して、素案、暫定案、

修正案、それから最終案と、その都度、基本計画の

進捗を県へも報告し、相談してきたと言っているの

です。だから、基本的な中身については、県が全く

知らないだとか、判断ができないとか、そういう状

況ではないはずだ、この１年間。そうでしょう。そ

れが、今ここになって分からないとか、書類がない

からとか言って、そんなのは議論のすり替えですよ。

知事

言うことは分かります。ただ、市が市議会に全く

出していないのです。うちは、そのプランニングを

基にいろんな質問を出しています。これに対して、

市議会になぜ出さないか。おかしいでしょう。

三浦茂人委員

それは、私に聞かれても分かりません。聞けばい

いではないですか。向かいですよ。そして、今まで

一緒にやってきたのでしょう。何で出さないか聞い

て、回答もらえばいいではないですか。何にも難し

いことがない。そうでしょう。違いますか。なぜ聞

かないのですか。聞かない理由を言ってください。

知事

当然我々は、市議会に出すのが前提と思っていま

す。聞いたら、それは出していない。そうしますと、

私から市に、これはあれを出せとか、これ言うのも

……。うちはあくまでもプランの案として……。こ

れはここにあります。まちづくり、これにない項目

いっぱいあるのです。なぜ市議会に出さないか。あ

と、出したくないような、そういうニュアンスがど

うもあるのです。だから、そこがどうなのか。

三浦茂人委員

言っていることがよく分かりません。それは臆測

の範囲でしかありませんので、それ言われても、何

ら信憑性も何も感じませんし、今まで市と県が一緒

にやってきたのですから、そこは意思疎通が図られ

るはずです。それが分からないとか、出していない

とか、今この場で知事が言われても、それは全く説

得性のある話だと思いません。違いますか。

知事

私は、もし県のプランだと、これ出しています。

本物を出すのです。なぜ出さないか、これは私が市

長に出せ、出せと言っても、これは言ってもいいけ

れども、わざわざ市長に、そんなことまで言うと失

礼ではないかなと。当然、今回最後だから、昨日出

すと思ったら出ていないのです。どういうわけか。

市民も県民も、これ出さないと分からないでしょう。

公開する権限は県にないのです。県は内々に、事前

の調整で途中経過のものはもらっていますが、県が

これをこうだと、市で出していないものを県で出す

のは、これはできませんから。

三浦茂人委員

そこは話合いをすればいい話で、言わないことの

ほうがよっぽどおかしいのではないかと私は思いま

すが、この話はもう堂々巡りで、何ともなりません

ので、先に進みます。いずれ、１月３１日に秋田市

から県に地域未来基本計画の最終案が出された、こ

れは事実だと。そして、３月４日に秋田県から秋田

市にその確認事項ですか、質問状というのですか、

現物見ていませんので、分かりませんけれども、そ

れを出したと。そうすると、１月３１日から３月４

日まで、１か月余りありますが、この間、県は何を
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やっていたのですか。

産業労働部長

秋田市から提出された計画の内容、これが成案の

形で持ってきたといった認識でございますので、こ

れを分析、検証いたしまして、これまでは口頭でや

り取りしていたのですが、今度は文書でもって照会

するといったことで、その整理をしておりました。

三浦茂人委員

１か月もあったのですから、今、知事が言ったよ

うなことを、この１か月の間にやれば良かったので

はないですか。何もしなかったのですか、そういう

ことは。

産業労働部長

恐らくそれは基本計画の公開のことだと思うので

すが、秋田市の担当といろいろやり取りさせていた

だいている中では、判断は秋田市によるわけですけ

れども、その担当からお聞きした中では、議会の議

決事項ではないから、提出する必要はないといった

ような話を伺った記憶がございます。

三浦茂人委員

いいです。いくら聞いても分からないので。

先ほどの宇佐見委員の質問とダブるかもしれませ

んが、昨日、市議会の総務委員会では、県が出した

質問の内容についてやり取りがありました。大きく

言うと、土地利用調整と事業の実現性に関すること

とその他ということでしたが、可能な限りその内容

について、いま一度お知らせください。

産業労働部長

その２点につきまして、文書の内容の詳細をちょ

っと御紹介申し上げます。

土地利用調整に関すること……

【「交通の……」と呼ぶ者あり】

委員長

暫時休憩します。

午後２時１３分 休憩

午後２時１３分 再開

委員長

再開します。

産業労働部長

土地利用調整に関することですと、計画されてい

る民間施設相互の関連性が希薄で、この場所で一体

的に行う必要性とその効果。簡単に申し上げますと、

いろんな内容のものが集まっております。商業施設、

映画館、住宅展示場、観光農園、それらがそれぞれ

どのような関連性が持たれているのか、これに関し

ては一体的に整備する必要がないとすれば、未来法

が求める農地の地区除外を最小限に食い止めること

ができると、そういった観点から照会したもの。

それから、旭川筋土地改良区の理事会や総代会な

ど、意思決定に係る機関での説明と同意等、これと

関連して、代替となる用排水路等の整備について、

具体的な対応方針、これも未来法で求めております

周辺農地に影響を来さないことといったようなこと

で、どのような対策を取るのかと。これに関しては、

今ここで初めて我々が明らかにしたものでなくて、

基本構想の段階からこういったものが懸念されると

いうことで、秋田市に伝えておりますが、しっかり

した回答はございません。

それと、事業の実現性に関することですが、これ

は大きなところで、進出を予定する個々の事業者の

交渉とその進捗状況、それからその事業内容や事業

計画、こういったものを明らかにしてくださいと。

それから、その他で、インバウンドや県外から誘

客を伸ばすこと、これは商業施設が主になりますの

で、やはりそこが増えれば、もしかしたら集客が減

るかもしれないといったような懸念も示されており

ますので、外からどのように集客していくのかとい

ったようなことも示してくださいといった内容。

それから、技術的な課題です。渋滞の対策あるい

は施工方法、そういったところも併せて照会してい

るところでございます。

三浦茂人委員

それは、今までの段階で答えられることもあれば、

答えを求めるのが無理なものもあるのではないです

か。それは、今ここで議論しても始まりませんが、

例えば土地改良区、旭川筋土地改良区、私も土地改

良区の会員ですが、理事会は開いたと聞いています。

やっているものは回答が来るでしょうけれども、そ

れはいいです。いったん置いておきます。

これがまず３月４日に県から市へ行ったと。とこ

ろが、次の日の３月５日の産業観光委員会ですか、

そのときの県の答弁で、市から返事が来るのは、３

月末提出は難しいという答弁をしているのです。こ

れは、秋田市からもう回答は間に合いませんとか、

何かリアクションでもあったのですか。

産業労働部長

その文書の中でも明記しておりますが、現時点で

懸念されるポイントを要約したものでございまして、

今、大きく２つ、土地利用調整と事業の実現性とい

う話を申し上げましたが、この２つは言わば協議の

入り口でございまして、未来法を活用するための基

本的な内容であると我々は認識してございます。ま

ず、この２点をしっかりと整理して、詳細な協議に

入っていくという順番になろうかと思います。それ

以外にも、先ほども申し上げましたが、開発に向け

た施工上の技術的な課題など、クリアしなければな

らない課題が多岐にわたっております。こうした状
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況を踏まえると、３月申請は難しいのではないかと

産業観光委員会でも答弁しているところでございま

す。

三浦茂人委員

県がどのように思っていようが、回答するのは市

ですから、市の意向も何も聞かないで、何で県が回

答は難しいなんて、根拠があるような、ないような

理由で、そういう答弁しなければいけないのですか。

秋田市に対して失礼ではないですか。聞けばいいで

しょう。何で聞きもしないで、何もやらないで、次

の日ですよ、いきなり無理だと。もう回答できない

ような質問をしたと言わんばかりではないですか。

おかしいではないですか。何の根拠を持ってそんな

答弁したのですか。ちゃんと説明してください。

産業労働部長

質疑に答えたつもりですけれども、これまでの状

況を踏まえると、我々が今ここで出した問題点、懸

念点、これに関しては、３月４日に明らかにしたも

のではなくて、基本構想の段階から懸念として示し

ておりますが、なかなか十分な回答が得られていな

かったと。そうした状況を踏まえると、３月の申請

が難しいのではないかといったことで回答したつも

りでおります。

三浦茂人委員

そんな難しい質問だったら、何でこの１年間、市

と一緒に、県がいろんな知見をアドバイスするなり

してこなかったのですか。市だけが単独でやってき

たわけではないですよ。県と市が共同で作業してき

たのでしょう。事務方がやってきたのでしょう。昨

日の市長の答弁でもあるではないですか。素案、暫

定案、修正案、それから最終案、その都度、県に報

告し、相談してきたと言っているではないですか。

その中で、何でこれが解決できなかったのですか。

それは市だけの責任ですか。県は、何もやってこな

かったのですか。おかしいでしょう。今この段階に

なって、こういうことを言うのは。

それは分かりますよ。知事は、多分やらせたくな

いという腹だろうは透けて見えるので、答えも分か

っているのですけれども、やっぱりおかしいことは

おかしいと言わせてもらいます。そうでしょう。今

まで県と市は何をやってきたのですか。何を議論し

てきたのですか。何のために議論してきたかですよ。

論理のすり替えばっかりやっていたって始まらない

でしょう。これからも聞きますけれども、ここで議

論するのは、てにをはのところではないです。この

まちづくりをどうするのかということ、よりいいま

ちづくりをするために何を議論しなければいけない

か、その議論、論理がすり替わってきているのです。

いいです。これ以上まともな答弁来ないと思うので。

もう一点、県が出した質問の内容、今、口頭では

聞きましたが、その詳細は、我々はまだ物を見たわ

けではないし、公開されていないので、もしかした

ら間違った解釈をしているかもしれませんけれども、

少なくともこの質問、県から市にやった質問が法律

上、１月３１日に出した基本計画を提出できない法

的な理由があるのか、ないのか、その点ではどうで

すか。今度は法律に基づいた判断です。

委員長

いい。質問の趣旨分かった。ちょっと止めて……

三浦茂人委員

簡単に言えば、この質問に答えがなければ、基本

計画を国に出すことはできないという法的な根拠が

あるのかないのか、分かるのか分からないのか、そ

れをお答えください。

産業労働部長

共同申請する立場の県として、同意ができないと

いうことになるかと思います。

三浦茂人委員

県の立場はどうでもいいのです。法的な観点から

見てどうなのか。県の考えは分かりました。けれど

も、県の考えは県の考え、でも法律的に見て、この

質問に答えなければ、これは出せませんよという法

の規定があるのであれば、それは分かります。そこ

がどうなのか、そこをどう捉えているのかという質

問です。

産業労働部長

法律にそのような規定はございませんが、法律に

規定があるのは、県と市と共同で国に対して申請す

るといった内容でございます。

三浦茂人委員

そうすれば、この質問がどうこうというのは、何

も条件に入っていませんよね。是非、国に確認して

ほしい。基本計画が県に提出されました。それを詳

細にチェックしたでしょう。先ほどそういう発言も

ありました。それを基にして、県は質問を出しまし

たが、この質問の回答が、この基本計画に盛り込ま

れないと申請ができないのかどうか、法的に不可能

かどうか、是非、国に確認してみてください。

産業労働部長

国に対しては随時相談をしておりますが、ガイド

ラインでは、具体的な事業計画まで求めるものでは

ないと書いているのですが、あくまで、県と市でし

っかり協議をして申請してくださいというような回

答を頂いております。

三浦茂人委員

そのとおりです。知事も言うように、法にのっと

ってやると、法を曲げたことはできないと言ってい

ますから、逆に言うと、法の趣旨にのっとっていれ

ば、法に抵触しなければ、何ら支障はないはずです。

そこを言っているのです。
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知事

同意ですから。共同申請は同意ですから。県とし

て同意するかしないかは、県の任意事項です。県と

して、それをどう判断するかは、県の任意事項です。

市から出たから、絶対にこれに同意をしなければな

らないという法的な根拠はありません。

もう一つ、基本方針では、細かいところは言いま

せんが、事業の実現性、確実性、これをしっかり確

認しろという一文があるのです。そうしますと、そ

れに対して、やはり一定の根拠がなければ、同意と

いうものはそういかない。我々も、何回か市長にも、

このまちづくり構想自身が投資促進法に合致するか

どうかという大きな問題、あとは今、農業基本法の

改正で、食料安保の関係で農地をなるべく保存する

という国の大きな施策、さらに１月、わざわざガイ

ドラインに今までなかった商業施設等は望ましくな

いという一文が加わった。そこが全部引っかかるの

です。これをどのように解釈するか、また、これに

対抗できるような経済的なメリット、こういうこと

を、県としても共同申請で、最終的には責任ありま

す。そうしますと、簡単に市から出たから同意する

という単純なものではないのではないかと。私自身、

何か会があって、ばかな知事、あほな知事と今、辞

めろという文書も出回っているようで、そこは甘ん

じて受けますが、ばかだから。ただ、県民感情、市

民感情をしっかり捉えないで、これを県が簡単に同

意するということは、私はいかがなものかと思いま

す。

三浦茂人委員

おっしゃることはよく分かりますけれども、それ

は論理のすり替えだと思います。

１つ、今いろんな問題出てきました。地域未来投

資促進法、適用になるかどうか。適用になるかどう

かを決めるのは、県ではありません。市でもありま

せん。国です。疑問があるのであれば、国へ照会し

て見解を求めれば、それで決まる話です。ここで法

律の議論をしたって、何にも結論出ないのです。お

かしいと思うなら、国へ見解を聞けば、答えは一発

で出るはずだ。

それから、農地の話がありましたが、農地を減ら

していけないと。確かにそういう計画はあります。

市の目標もあるし、県の目標もある。しかし、市の

目標は、例えば今回、農地が潰れたからといって、

その目標を下回るような計画にはなっていないはず

だ。だから、それもちゃんと考慮しているはずです。

それから、ガイドラインのことがありましたが、

それは前から言っていますし、新聞でも出ていまし

た。そのガイドラインで商業施設が好ましくないと

いう話を知事はよくされますが、それは知事の認識

が間違っているでしょう。今この場になって、まだ

それを言っているのは、私はちょっと解せないので

すが、もうそれは解決している問題です。それは、

市も国にちゃんと問合せをして回答をもらっている

ではないですか。それ知らないわけないでしょう。

そうでなければ、私言いますか。１月のガイドライ

ンで、市街化調整区域の土地利用調整に関して、商

業施設が好ましくないとかいった点。でも、それは

そもそも規制緩和して、例えばインターチェンジの

近くに工場を造るとか、物流組織を造るとか、規制

の緩和を示したものだ。その規制の緩和したところ、

例えば、物流施設を造るといったところに商業施設

を造るのは、それはうまくないですよという話であ

って、この基本計画、この地域未来投資促進法を使

ったまちづくり計画には何ら影響はないというのは、

これは国の見解出ています。だから、今ここでその

ガイドラインうんぬんが出てくるのがおかしいので

す。違いますか。

産業労働部長

そのように表記したのは、秋田市の文書も拝見い

たしましたが、ガイドラインをよく読み込みますと、

市街化調整区域における開発として、流通の結節点

だとか限定して列挙されておりますが、その中には

物流施設、試験研究施設、データ通信の運用に特化

した施設など、限定されてございます。もともと市

街化調整区域においては、集客性のある商業施設を

整備することはできないというのが未来法の見解で

ございました。それをわざわざあえて、この１月の

改定でガイドラインに付したのは、未来法が求めて

いる都市計画法との調和を求めていくと、そういっ

た強いメッセージだと我々は思っております。国で、

商業施設を建てていいといったような解釈は、我々

はしておりません。

三浦茂人委員

言っていることがよく分からないのですが、部長

が思うのは御自由です。国の見解はどうですか。

産業労働部長

我々も国に照会して、見解を頂いております。

秋田市が言っているのは、未来法を使うと商業施

設ができないので、市街化調整区域の規制を解除す

るに当たって、都市計画法の地区計画を使えば、あ

る面、施設の整備に厳しい未来法の規定、これを避

けることができると、そういった手法だと考えてお

ります。

三浦茂人委員

それがどうしたのでしょうか。部長も、この間の

委員会の答弁で、新聞にもありましたよね。２つの

法律を作ることが、どうのこうのという話も確かに

答弁していましたが、部長がどう思うか、それは勝

手ですけれども、法律上、国の見解はそれは可能だ、

問題ないと、それが法律に沿ったやり方ですよと。
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何も問題ないのです。これも後から聞こうと思った

けれども、今、出てきたので。部長は、未来法では

できないから、都市計画法でやるということが果た

していいのか疑問という答弁をしているのですが、

疑問なんか持つ必要ありません。国はいいと言って

いるのですから。だから、そういう法律談義はもう

する必要ないのです。いいのですから。そういう論

理のすり替えをしたって無駄な時間ということを言

っているのです。

知事

脱法行為、違法行為ではございません。ただ、望

ましくないのは、これはもともと 私も法学部で

ないから。都市計画法は前法です。後にできたのが

未来投資法、後法は前法に優先すると。そうします

と、未来投資促進法においても、都市計画法との調

和。ある意味で、違法行為でできるけれども、これ

はあまり好ましくはないと。正面から同じところに

２つの法律を、こっちはこれ、こっちはこれ。これ

はできないことはないけれども、県としては、こう

いう方法は、いろんな面で他のものに影響しますの

で、法的には真っ正面なものをやっぱりやるべきだ

と。あそこに、物すごいものが来るのだったら、ま

だあれだけれども、経済効果がどうなのか、かなり

疑問点ありますので、なかなかそう簡単に県として、

抜け道、これを「うん」と言うのは、私は気が引け

ます。

三浦茂人委員

国がいいと言ったものを抜け道というのは、いか

がなものかと思いますよ。

産業労働部長

国がいいと判断しているのは、法的な手続は問題

がないと、そう言っている内容です。

三浦茂人委員

だから何ですか。

産業労働部長

法的な手続は問題ないけれども、県と市とそれを

しっかりと協議して申請してくださいといったよう

な国からの回答だったと思います。

三浦茂人委員

それでいいでしょう。まずは、法律に抵触しない

と、これ大前提です。だから、その法律に関する解

釈、知事がいいかどうか、何だかんだ言いますけれ

ども、それは論理のすり替えで、まさに詭弁ですよ、

そんなものは。だから、そんなことをやったら無駄

だと。だから、私さっき言いましたよね。何を議論

してきたのか、何のための議論をしているのかとい

うことです。そこは全然脱線しているのです。だか

ら、これはもうかみ合わないのでいいです。いいけ

れども、決して知事なり、部長なりが言ってきてい

ることは、全く的を射てない。市が、あるいは県も、

国にも相談して聞いてきたのでしょう。そうしたら、

法的なところの手続については、もう何にも解決し

なければいけない課題はないでしょう、法的にはと

言っているのです。そこでまたぶり返して、ここで

私はこう思うからどうだとか、ああだとかという、

その議論は必要がないでしょうと言っているのです。

そうでしょう。それが１つあって、その上でさらに

協議をしなければいけないことはたくさんあります。

当たり前です。まだ申請もしていない。国の同意も

もらっていない。造成もそのままです。だから、こ

れから詰めていくことがたくさんある。けれども、

民間事業者が入ってくるのだから、ステップを踏ん

でいかなければ。皆さんだって、民間事業者の大変

さが分かるでしょう。何の保証もないのに金出せと

いったって、金出すわけないのです。事業計画作れ

といったって、作れるわけないでしょう。そのステ

ップを踏んでいくために、まずは国のお墨つき、法

律の前提はできましたよと。次のステップはこうで

すよと。その段階に行ったときに、何か説明責任を

求められたら、説明責任を果たせばいい話だ。それ

を何もしないうちから、説明責任がどうのこうのと

言うから、ややこしくなるのです。それが論理のす

り替えだと言っているのです。そうは思いませんか。

産業労働部長

そのステップを円滑に踏んでいくために、今この

段階で、具体的な事業内容を確認する必要があると

いう判断を県はしております。

三浦茂人委員

３月末期限を目標にしているということですから、

是非、市と協議して、頑張って進めていってくださ

い。

それから、この項目でもう一つお聞きしますが、

今回の代表質問あるいは一般質問でいろいろ話があ

りました。このまちづくりに関して、佐藤正一郎議

員の代表質問でも、２月７日の知事の定例記者会見

に触れておりました。「いろいろあるんだよ、裏が

ね」という、裏があるという話でした。それから、

工藤嘉範議員の一般質問の答弁で、「確実性が確認

できない」と。いわゆる裏がとれないという意味で

発言したと言っています。裏があるということ、裏

がとれないことが裏があると、ちょっとよく分から

ないのです。いま一度、あれは非常にショッキング

な、映像で見ても、私もびっくりしましたけれども、

裏があるというのは何なのか。私は、裏があると言

えば、裏金とか裏約束とか裏取引とか、そういうの

を知事が分かっていて、だから許されない、やらな

い、進めないと言っているのかと思ったけれども、

どうも答弁を聞くとそうではないようだ。この裏と

は何ですか。いま一度、県民に分かるように、ちょ

っと御説明願えますか。
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知事

裏がとれないということがまず１つです。ただ、

裏もいろいろ意味がありますので、あとは御想像に

任せます。

三浦茂人委員

そうですね。表に出せないのが裏ですから。でも、

知事として、やっぱり発言には、もう少し気を付け

たほうがよろしいかと思います。ああいうふうに机

をドンとたたいてやると、県民の皆さんは何事かと。

我々も県民に聞かれますよ、あれは何だと。説明も

できません。我々は、県民の声を聞いて、それを届

ける役目もあります。逆に、県の考えを県民に伝え

る責務もあります。だから、あまり訳の分からない

ことを言われると、私たちも困るのです。だから、

そういう発言はこれからも気を付けていただきたい。

よろしくお願いいたします。

もう時間もないので、次の項目に行きます。知事

の政治姿勢ということで、今までいろいろ議論交わ

していただきましたけれども、この先は知事を褒め

るわけではございませんが、代表質問で佐藤正一郎

議員が政治資金に関する質問をしました。その中で、

知事の政治姿勢に関わる、非常に関心を持った答弁

があったので、それについてお聞きしたいと思って

おります。

知事が、現在、政治資金パーティーについて様々

な問題が発生しており これは多分、国のことだ

と思いますが、私自身も改めて考えてみますと、そ

の在り方について見直しすべき時期に来ているので

はないかと感じておりますと。私は、これはすばら

しい発言だと思いました。国がああいう状況にあり

ながら、知事が自ら、自分の政治姿勢として見直す

べきところは見直すのだと、そういう決意を表明し

た答弁であっただろうと思って、これはすばらしい

御答弁をされたと思いました。ただ、その在り方に

ついて見直しすべき時期というのが、ちょっと抽象

的でよく分からない。県民の皆様に分かるように、

政治姿勢として、具体的に何をどうしようとしてい

るのか、その辺について、知事の思いをもう少し具

体的に発信してもらえませんか。

知事

かつて政治資金規正法、あれが２０年前に直って

います。それまでは、個人献金以外に政治資金を政

党以外の政治家に対して、企業、団体、これがオー

ケーだったのです。これが駄目になって、パーティ

ーは２０万円までオーケーと、匿名で。まず、私も

反省があります。２０万円ということで、逆に言え

ば集めやすいです。非常にパーティー券、そこまで

行きますと集めやすいのです。私自身も、市長当時

からそうなったものですから、安易というか、意外

とそれに頼ってやっています。今こういう時代に、

私自身も漫然とやっていますので、自分自身もちょ

っとまずいのではないかと。もう少し透明性を保っ

て、自分自身の反省点も踏まえて、やはり今、見直

しの時期かなと、そういう意味で言ったのです。

三浦茂人委員

是非、見直すというその姿勢を実践していただけ

ればと思います。

これに関して、もう一つ気になる点もありました。

これはコロナ禍で、令和２年ですが、あのとき私も

パーティー券を購入させていただきました。しかし、

コロナもあって延期になりました。それについても、

代表質問の政治資金パーティーでの答弁にあったの

ですが、延期した政治資金パーティーについては、

返金もしているなど、政治資金規正法に基づき適正

にやっているという答弁がありました。返金もして

いるというのは、確かに事実だと思いますが、私あ

のときも、確かに後から返金を希望する人は、金融

機関とか口座番号を教えてくださいという案内が来

た記憶があります。ただ、自分の口座情報とかを人

に教えるのが嫌だったので、返金は望みませんでし

た。したがって、返金したことは事実でしょうけれ

ども、正しくは希望者には一部返金をしましたとい

う答弁が、より正しい答弁ではないのかと思ったの

ですが、これは私の気がついた点ですが、知事の認

識はいかがですか。

知事

希望者には返金しています。これは全体の一部で

す。意外と希望が少なかったのです。先生が言った

口座番号、あとはどうせ来年やるから、また面倒く

さいから、これは来年の分だと。全体でも非常に少

なかったのです。そうなかったものですから。ただ、

返金をしてくださいという方には、ちゃんとやって

います。そうでない方の分は、パーティーの繰越分

として届けています。これは、その当時の選管の指

導のとおりやったということです。

三浦茂人委員

そうすれば、代表質問では返金もしているという

答弁でしたけれども、正しくはというか、正確に言

えば希望者には一部返金した、それが実態だという

認識でよろしいですよね。

【「はい」と呼ぶ者あり】

三浦茂人委員

そこで、もう一点確認したいのですが、私は人の

政治資金収支報告書は見たことなかったのですけれ

ども、今回の代表質問をきっかけにちょっと見てみ

ました。ネットで見られるので。知事の令和２年分

の政治資金収支報告書には、パーティーの収入もあ

るのですが、一部返金したわけですから、返金した

分は支出の部に返金分と、分かるように記載するの

が透明性を担保することだと思うのですが、見た限
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り、返金した金額が幾らなのかが、ちょっと見てと

れなかったのです。その点は、どのような会計処理

をされたのでしょうか。

委員長

暫時休憩します。

午後２時４７分 休憩

午後２時４７分 再開

委員長

再開します。

知事

当時、その分については選管に確認して、選管の

指導を受けています。選管では、まず記載は不要と

いう。ただ、当時は記載不要ということでやってい

ますが、私自身もこれはどうするか、選管で記載不

要ということで、私自身、昔、選挙管理委員会の書

記長をやって、政治資金規正法、あれ解釈が相当違

うのですよ、時々。県選管と中央選管の解釈が違う

ときがあるのです。政治資金規正法も非常に解釈が

甘いときがありますので、今回、国で規制法の改正

のときに、もう少しそういうところをきっちりして

もらうと、我々も戸惑わないと思っています。あの

時点では、選管から記載は不要ではないかというこ

とで書かなかったわけですが、もし記載すべきとい

うことになったら、やっぱり書いていますので。こ

こら辺、曖昧です。ファジーです。だから、ファジ

ーの分をなるべく少なくすると、お互いに政治資金

パーティーをやるほうも楽ですけれども。だから、

もう少し透明性というのが、今回いろんな面で考え

るべきではないかなと、そう思っています。

三浦茂人委員

そのように見直すべきと自らおっしゃったわけで

すので、それを是非、実践してもらいたいと思いま

す。

政治資金パーティー、いったん収入した後、開催

延期に伴って一部返金した場合の収支報告書は、収

入は収入として上げる、返金分は支出にも計上する

ことが適切であるというのが、総務省自治行政局選

挙部政治資金課に確認した結果ですので、知事の収

支報告書が間違っているとかではなくて、そういう

見解もあるということで、先ほどの自ら見直すとい

う意味で実践していただきたいと思って、これを申

し添えておきます。答弁は要りません。

あと、最後に１つだけお聞きします。いろんな見

直しをしながら、ただ任期はもう一年余りあるわけ

ですけれども、この後どうでしょう、知事、今まで

やってきたような政治資金パーティーのやり方で、

この後、また何回かパーティーをやる予定はあるの

でしょうか。

知事

この後は、選挙も出ませんので、まず今のところ

予定はございません。

三浦茂人委員

是非、知事の話を聞きたいと思いました。残念で

すが、ないということで承っておきます。

知事

パーティーでなくて、単純に県政報告会というこ

とで、これ絡まないで、任意の参加でやりますから、

もしやるのなら。

三浦茂人委員

では、是非この後も県勢発展のために、まちづく

りのことも含めて、力を合わせてやっていかれます

ようにお願い申し上げまして、終わります。

委員長

以上で、三浦茂人委員の質疑は終了しました。

ここで、暫時休憩します。

再開は、午後３時５分とします。

午後２時５１分 休憩

午後３時 ３分 再開

出席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

副委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

沼谷純委員の質疑を行います。

沼谷純委員

休憩、クールダウンの時間があって助かったなと、

ほっとしております。私からも、今までのお二方の

質疑を踏まえて、少しお話しをしたいと思いますが、

中身に入る前に、一つ委員長に御要望があります。

先ほどの三浦委員の質疑で、知事の政治資金の質疑

がありましたが、これは予算特別委員会の質疑事項、

対象事項、いわゆる予算議案及びその関連事項と定

められておりますので、いかなる理由でその規定に

合致しているのか、適切なテーマであるのか、議会

運営委員会等々で一度しっかりと検証、議論をして

いただきたいということを要望して、質疑に入らせ

ていただきます。

それでは知事、先ほどの質疑で、県庁内での未来

法の申請書の取扱いについて質疑がありましたが、

実は私も１月末に、秋田市から未来法の最終案が提

出されたと聞きまして、当局にその最終案をもらえ



- 69 -

ませんかとお問合せをしました。そのときに、結果

的にはもらえなかったのですが、それはどういった

理由だったでしょうか、部長。

産業労働部長

秋田市では、市議会に対しては議会の議決事項で

はないというような話をしたと聞いた記憶があるの

ですが、まちづくり基本計画を出しているので、こ

れは出す必要がないのではないかというような話も

聞いた記憶がございます。

沼谷純委員

私は、未来法の書式の申請案を下さいとお話しし

たところ、秋田市に確認をしたら、それはちょっと

まだ出せない、出さないでくださいというお話があ

って、私、資料を頂けなかったのですが、それは正

しいですか、事実ですか。

産業労働部長

そのとおりでございます。

沼谷純委員

つまり、県の判断で、書類を手元に置いておいた

ということではないということを、一つ確認させて

いただきました。

それから、先ほど知事からは、市議会の話もあり

ました。これは一つ、知事にお願いといいますか、

確認をしたいのは、当然どこかの時点、今年３月か

６月か９月かは別にして、どこかの時点で、事務的

にこの申請案がまとまったとすれば、当然これは県

議会、これだけの議論があるわけですから、スタジ

アムもそうですが、県議会にその案をしっかりと示

して、議会の意見も徴して、その上で、県として責

任を持って申請をすると、その手続を踏んでいただ

けるという理解でよろしいですか。

知事

要するに、県は経由官庁でないのです。共同です。

ですから、県民に責任を持ちます。そうしますと、

議会にこれをお諮りするということは、単純に言え

ば、もしあのスタジアム、赤字、あれを共同でやれ

ば、市でこれを全部、赤字を補填すると言わないと、

県の責任も出てくるのです。そういうことからしま

すと、やっぱりこれは、当然慎重にやるべきだと思

います。

沼谷純委員

それから、先ほど三浦委員と部長等々との質疑の

中で、私はやはり少し論点として整理したほうがい

いと思っていますのは、今、知事もおっしゃいまし

たが、いわゆる経由官庁ではないと。共同責任を持

った共同申請者ですから、先ほど、三浦委員は国の

法律の解釈、ルールとしては問題ないという、手続

論としては問題ないというお話が、一つ御指摘があ

って、でも、県は手続論ではできなくはないけれど

も、中身論として責任持てない状況にあると。手続

論と中身論というところの違いがあったのかなと思

っています。

その上で、手続論はちょっと横に置きまして、中

身というところで、少しこの後、議論させていただ

きたいと思っているのですが、しおり番号５番で、

私の資料をお配りしています。時系列のところから

整理をしていきたいと思っていますが、この外旭川

の開発の問題について、時系列が少し行ったり来た

り錯綜しているのかなという感じもありまして、産

業観光委員会でも、知事の発言等々のせいで、この

計画、配置案が途中からひっくり返ったというよう

な御認識を示された方もいらっしゃったのですが、

これは私は全く違うと思っています。その資料の２

ですけれども、当時の議事録があります。令和２年

ですので、今から３年以上前になりますが、このと

きは、まだ未来法もなければ、まちづくりの基本構

想等々もないときであります。３年前に、もう知事

は、農地を造成してスタジアムを造ることは、コス

ト的にも厳しいし、法律としても非常に困難だとい

うことを、明確にこの場で示されております。知事

は、このときと今で、何かこのお考えに変更あるい

はスタンスに変更等々あったものでしょうか。

知事

特にございません。

沼谷純委員

今、様々に議論されているような課題は、この議

論や質疑に、ある意味、集約されているように私も

感じていますが、つまり知事がひっくり返したとか、

変わったではなくて、むしろ市長が、秋田市が、こ

ういった見解が出ているにもかかわらず、県と調整

なしに、何とかなると思って進めてきた結果ではな

いかなと、私は率直にそう思いますが、知事いかが

でしょうか。

知事

いわゆるまちづくり計画、あれは、今の市長が、

３期までは反対で急に変わった、私はどういう心境

の変化か、これは分かりません。どのような経緯で

やったか分かりませんけれども、いろんな面で市の

方向性、これがどうやって変わったか、これは分か

らないです。

沼谷純委員

なぜ変わってきたかというところが、今度は資料

３、４、５となるのですけれども、資料３は、当時

秋田市が、この開発に転じた際に、３事業者から提

案を頂いた中で、結果的に選ばれたイオンの当初の

提案です。これは、見ていただくと分かるとおり、

卸売市場敷地の中に大規模商業施設がありますが、

当然、市場内ですので、農地法等々の規制がないと

いう状況であります。

この提案を受けた後に、今度は、秋田市がいわゆ
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る商業施設を外に出して市場を中に入れたと、ひっ

くり返したわけです。これが資料４です。

その後、さらに先ほどの答弁もありましたが、ブ

ラウブリッツからの御提案等々もあって、今度は卸

売市場敷地の中にスタジアムが動いたと、これが資

料３、４、５という経緯です。

知事は、前議会の答弁でも、当初の案であれば、

まだといいますか、良かったというようなお話も、

ちらっとされていましたが、今、改めてごらんいた

だいてどうでしょうか。

知事

当初は市場を田んぼのほう、農地に物流、市場は、

ここで公共でできます。今の市場敷地は調整地でな

いですから、また店舗もできます。スタジアムは公

共か民営かで違いますが、基本的にこれであれば、

ある程度は法的にもまず合致する。ただ問題は、こ

の後に、市場から反対を受けて、市場がまた戻った

と。その後に、イオンタウンの大規模なものが一回

あったけれども、人口減少、あと御所野との競合と

いうことでやめると。これやめた後に、いろんなこ

とが入ってきたと。このいろんなことが小さく入っ

てきた。だから、核がないのです。メインがなくな

ったと。そういうふうになったものですから。また

スタジアム、これは当然田んぼのほうに造りますと、

用地代が数十億円掛かります。この負担ができませ

んので、私が言ったというよりも、ブラウブリッツ

で、あそこでは用地代が掛かって、もうできないと、

別にしたいということで、市場のほうに移してもら

うとなったわけです。

沼谷純委員

最初、イオンからの提案があったのは、ちょうど

今から２年前でありまして、言ってみれば僅か２年

で、これほど中身が変わってきていると。変わって

いないのではなく、変わってきているということで

すし、その結果、むしろ非常にハードルの高い計画

案に、秋田市自らしてしまっていると私は思ってい

ます。その上で、これはまだ議論がされておりませ

んので、農地法のことをちょっとお伺いしたいと思

います。未来法上の手続が仮にクリアできたとして、

次、農地法が待っているわけで、これは農林水産部

長にお伺いしますが、その後、仮にそういった農地

法の手続に入っていくとき、農振除外あるいは転用、

こういった手続や要件、基準に何か変更はあります

か。

農林水産部長

農地法だけでなく、その前に、さっき言った農振

法上の農用地区域に現状なっていますので、仮に、

あそこを何か転用するとなれば、農振地域の農用地

区域から除外をし、かつその後、農地法に基づいて

転用ができるかどうか、これを判断基準に基づいて

審査していくという形になります。

沼谷純委員

それは、未来法が通った場合、何らかの判断基準

に影響は受けるのでしょうか。

農林水産部長

通常は、民間の商業施設を建てる場合、あそこは

農用地区域ですので、原則許可できない状態になり

ます。ただ、今まで話に出ています未来法に基づい

て、その調整がつけば、農地法の例外措置というこ

とで、転用許可ができるというようになります。で

きる上で、当然、通常の許可要件をクリアするかど

うかを、その後、判断する形になります。

沼谷純委員

産業労働部長にお伺いしますが、未来法に書かれ

ている必要最小限の農地ということがあるわけです

が、必要最小限という概念、数字的な上限、下限み

たいなものはありますか。

産業労働部長

数字上の条件は特にございません。

沼谷純委員

その上で、委員会でスタジアムの用地になってい

たものが観光農園に化けたと、化けたという言い方

がいいかどうか、ちょっとあれですけれども、ちょ

っと疑問視しているという答弁が、部長からありま

した。もう少しきちんと、何が問題でどうあるべき

か、御答弁いただけますか。

産業労働部長

先ほども答弁申し上げたのですが、いろんな種類

の施設が集まってできたような、まちづくりの計画

になっておりますが、全てが農地を使ってやるよう

な内容になっておりまして、それらを一体的に、そ

こで整備する必要が果たしてあるのかどうかと。例

えば、何か施設が核となって、それと関連してこう

いった施設もさらに造ると、そういった関連性があ

れば、一体的に整備する必要性はあるかと思うので

すが、それがどこにあるのかといったものが、よく

分からないといったようなことで、例えば、中には

住宅展示場や映画館ですとか、いろんなものがござ

います。それは、別のところでもできるのではない

かと。そうしたら、農地は最小限にすることができ

るのではないかと、そういった論理でございます。

沼谷純委員

もう一度、農林水産部長に伺います。

３年前、前の部長とお話ししたときには、市場と

スタジアムのことで質疑をしたのですが、農林水産

部としては、今、改めてこの計画案、この開発内容

をどのように御覧になっていますか。

農林水産部長

当時の部長が答弁したものと、基本的には変わっ

ていません。あくまでも原則、今、農用地区域です
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ので、農用地を農地として守っていくという場所で

あります。そこを転用するとすれば、未来法の調整

がついた上であれば、特例措置として、転用許可が

できるということですので、当然できるとなった条

件で再度、通常の農地法上の、例えば、周辺農地へ

の影響や土地改良施設に影響がないか、担い手の集

積に影響がないか、そういったチェックを一つ一つ、

農業委員会なり調整した上で、許可ができるという

形になります。

沼谷純委員

農地法の手続、農振除外、それは本来の手続、基

準にのっとって進んでいくのだと、そこに緩みや変

更はないというように理解をいたしました。

２番のスタジアムに一回移ります。行ったり来た

りになると思いますが、スタジアムも、先ほど知事

から、赤字の計画というお話がありました。ちなみ

に、観光文化スポーツ部長にお伺いしますが、金沢

スタジアムは、年間どのぐらいの維持管理費を見込

んでいますか。金沢スタイルということで。

観光文化スポーツ部長

現在のところ、年間１億１,０００万円程度を見

込んでいると伺っておりますが、どういった使い方

をするのかによって、コストは大分変わりますので、

そこをどう勘案するのかは、これからになります。

沼谷純委員

そうすると、１億円から１億５,０００万円か分

かりませんが、秋田の場合は、プラス固定資産税で

すとか、そういうのが乗っかって３億円というのが

大体の妥当な線だとして、１億７,０００万円の赤

字の計画ですが、これは昨日の市議会では、同じよ

うに赤字でどうなのだ、いかがなものかということ

に対して、秋田市が一定期間スタジアムを借り上げ

て、それを賃料として払うことで、その赤字分を補

填するような方法も研究したいという答弁があった

のです。整備手法も、公設あるいは民設か、贈与か、

そういうのも含めて、今後、検討だと。これは、県

議会であれば、こういう議論は、なかなか部長がさ

れても通用しないと思うのです。市でこの曖昧な状

態でやっていくということ、あるいは民設民営と言

いながら、秋田市が実質、赤字補填していくような

考えは、知事、これは行政通則的にはどう受け止め

られますか。

知事

県も３０億円、あれも約束ではないです。これは、

行政法上、単純に言えば債務負担行為、これがなけ

れば約束にならない。要するに、県としての意向は

ありますが、後で、もし知事が替わって駄目だとい

うこともある。将来の負担を、行政がある程度、方

向性はいいけれども、法的に約束はできませんので。

ですから、今のうちに額、こういう状況、こういう

ときには出せますと。これを議会で、議決までいか

ないけれども、しっかり認証をやっておかないと、

後でもめることになりますので。単純に将来の負担

を意向だけで、１００万円、２００万円でない、数

億円ですよ、毎年。これは市民の判断もありますの

で、相当慎重にすべきだと思います。

沼谷純委員

私も全く同感ですが、もう一つ別の話になります

が、スタジアムの整備地のことです。先ほど部長か

らも、まずそこは合意というお話もありました。知

事もトップ会談されて、その後、市長が外旭川の余

剰地で合意したとおっしゃったのですが、部長に伺

います。今回ブラウブリッツのこの計画では、市場

の敷地内に４００台の駐車場と、隣接地域、隣接施

設と連携して２,０００台確保すると。隣接地域、

施設はどこのことでしょうか。

観光文化スポーツ部長

４００台のほかの２,０００台につきましては、

今の外旭川まちづくり計画の中の観光や集客施設の

駐車場、これを試合の日に活用したいという考え方

だと私は認識しています。

沼谷純委員

その上で、知事にお伺いしますが、知事は外旭川

の余剰地で良かろうということでお話し、市長とさ

れたのだと思いますが、どういうニュアンスで良か

ろうというお話だったのでしょうか、そこをもう一

回教えてもらえますか。

知事

市で、市場の関係者とも合意したと、理解を得た

と、そういうことです。

あと、駐車場の問題、今、Ｂリーグは、非常に環

境問題、公共交通、これを優先。アリーナの関係は、

駐車場を最小限にすると。これがＢリーグに出てい

ます。Ｂリーグの加盟チーム、何チームかは、なる

べく自家用車で来るなと、公共交通を使ってくれと。

もうスポーツ界も、駐車場を多く持って、これをや

るという方向性はだんだん薄くなっています。そう

いう意味からすると、市場の駐車場、これが不足だ

となれば、そっちは理屈が立ちます。問題は経費。

これは市がやりますから。これは未来法も関係なく

できますので。そこはどうなるか。

沼谷純委員

そうしますと、知事と市長の間で合意をしたとい

う中身には、いわゆる農地に２,０００台、そこの

開発ができて、そこに２,０００台確保するという

ところまでの合意ではないという理解でよろしいで

すか。

知事

その話は出ていませんので。

沼谷純委員
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知事も御存じのとおり、今回、卸売市場敷地の中

にスタジアム、そこの賃料を市場に充てると。今度

は、スタジアムの駐車場はイオンの土地を活用する

と。この３つが不可分の状態で、今ある種、混然一

体となっているわけですけれども、先ほど知事から

もお話があったとおり、市場関係の方々が、それで

一枚岩になっているかというと、私もそうではない

と、そうではないというか、必ずしも皆さんがそう

ではないと聞いております。ここが一つ大事なとこ

ろで、確認したいと思います。市場が仮に頓挫すれ

ば、もう全部駄目になっていくわけです。それはさ

ておいて、ここは是非、知事に１点確認したいので

すが、今、秋田市では３つのものがセットで、特に

スタジアムとイオンは、いわゆる未来法の手続にの

っとって、２つ一緒に出していきたいということで

す。そうであれば、当然スタジアムの実現性と、い

わゆる農地開発の実現性、この２つがしっかりと、

県として見通しが立たなければ、申請に至らないと

いう条件といいますか、そういう状況でよろしいで

すか。

知事

単純に言えば、主役は市場です。市場の改築は、

この前から出ている。市場の意向、これが一番重要

です。その次に、この赤字のスタジアム、これを県

と共同申請とは、そう簡単にはいかないです。県も、

市が全部赤字を持つと約束しても、将来ですから、

無効です。完全に自治法上、将来の負担を約束でき

ませんので、まずこれだけでも申請は無理です。

沼谷純委員

まさに私もそこは同じ思いでありまして、盛んに

知事がおっしゃっているスタジアムとイオン、切り

離すことがあれば、また別の展開があるかもしれま

せんが、それがない中においては、まず第一に市場

がきちんと合意形成されていくこと、余剰地にスタ

ジアムが建つことが合意されていくと。その上で、

建つことはいいけれども、そこの赤字がイニシャル、

ランニング含めて解消されるめどが立たなければ、

これは絵に描いた餅で、絵に描いた餅は、幾ら描い

ても絵のままですから。

加えて、もう一方のイオンは、先ほど来、ずっと

議論があります。手続論プラスいわゆる未来法、農

地法、都市計画法、こういった関係法令の趣旨に合

致していくこと、つまりスタジアムについてはお金

の話、イオンについては法の趣旨なり中身に合致し

ていくと、この２つがしっかりそろわなければなら

ないと知事はお考えということでよろしいですか。

知事

未来法の高付加価値、人件費も高い、賃金も。そ

れがまず根本。この企業が、この中にメインとして

あるかどうか、まずこれが一番。ここで、まずこの

ハードルが……。なかなかそろわない。

これ、ここに書いていないのです。こっちにはあ

るのです。こっちになぜ出さないか。中身がおかし

いのです。付加価値の分は非常に疑問がある。そう

なれば全体構想、これがまず入り口で、入り口の部

分でおかしいと。また手段、農地転用あるいは都市

計画法、これ全部抜け道、これに市場の合意、スタ

ジアムの赤字、中身が全部そう簡単にいかない、こ

れで県が共同申請といっても、議会で、もしこれで

やれば、そう簡単にいきますかと……。全体構想、

全部に説得性がない、そういうふうに思っています。

沼谷純委員

今までの議論、前の方々も含めてちょっと整理を

最後にしますけれども、まず先ほどの御答弁で、申

請前には議会にしっかりとお諮りといいますか、御

説明していただけるということでしたので、その意

味では、この２月議会も間もなく終わりますから、

この２月議会あるいは３月中に臨時会でも開かない

限りは、申請に至らないということが１つ。

それから、その後、６月になるか９月になるか、

そういう議会のタイミングまでに、仮に協議が調う

としても、調う前までにはスタジアムの赤字部分、

あるいは農地開発の適法性、経済性、こういったも

のが全部そろっていかなければ、６月の議会にも９

月の議会にも出てこない可能性があると。そういう

ことは、県としては３月をあらかじめ約束、担保し

たものではなくて、その中身次第だということでよ

ろしいですか、知事。

知事

話が大きくなりますが、今、秋田市は水害対策、

少子化、相当課題あります。あと人口減少、産業振

興、何を優先するか。県として、せっかく中心街区、

あれをやるために相当頑張って、駅中心にマンショ

ンも建った。なかいちも、曲がりなりにも……。こ

の中で、また核を造るという。これは市民も県民で

すので、市と県、違うわけはないですよね。市民も

県民です。そうしますと、まずは、もともとのまち

づくり、これがいいのかどうか。中身がいいのかど

うか。相当ハードルは、県としては高い。ですから、

中身の全面的な信頼性がなければ、私は責任を負え

ないです。そこが中心ですので、いつこれができる

かどうかと、それは今から言うことはできません。

沼谷純委員

その上で、秋田市長は３月中にもう１回、知事と

お会いしたいという話があるわけですが、知事とし

てはそれをどうお考えでしょうか。

知事

大分、私を●●●●ようですから。

委員長、訂正。今のは取消。

大分、批判は私が受けていますので。ただ、批判
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とかそういうのではなくて、道理に合った……。昨

日の市議会も、相当議論が白熱しています。市議会

もそう簡単にいきません。そういうところをしっか

り踏まえて、あとは市民の思い、今、市民がどう思

っているか、これが一番だと思います。そこは、も

う既に知事への手紙、相当メールが来ているのです。

これを受け止めることがトップの責任だと思います。

（※７３ページで発言の取消しを許可）

副委員長

知事から、先ほどの発言中の部分を取り消しした

いとの申し出がありましたけれども、これを許可す

ることに御異議ありませんか。

【「どの部分」と呼ぶ者あり】

知事

●●●●というところです。これ、取り消します。

副委員長

よろしいでしょうか。削除でよろしいですか。

【「異議なし」と呼ぶ者あり】

副委員長

御異議ないものと認めます。

発言の取消しの申し出は、許可されました。

（※７２ページの発言を取消し）

沼谷純委員

最後に知事にお伺いします。

この外旭川の関係については、知事は次の市長選

の争点になるとおっしゃられました。それは、誰が

どのように出るか出ないかは別にして、当然、今回

の開発計画、農地法もそうですが、いわゆる県の権

限、県知事の了解といいますか、それがなければ、

やはりこれは、秋田市単独では進まないということ

にもなりますので、私はこれは、秋田県知事選挙の

争点にも、全県的なテーマかどうかは別にして、そ

の一つにはなり得るのではないかと。落下傘候補み

たいな方は別としても、ずっと関わってこられた方

がチャレンジする場合には、是非、賛否両論、マル、

バツ、三角、このままやるのか、見直すのかも含め

て、きちっと態度を出していただくべきだと。今、

御自身の態度をしっかりされて、表明されている知

事として、次のバトンを渡す側では、どういう思い

でしょうか。

知事

次の方がどう思うか、これは私がああだこうだ言

う権利はありませんが、このような問題であれば、

県も共同責任ですから、ある程度、次の知事候補も、

これに関心を持つことは必要かと思います。

沼谷純委員

次に、ジェンダーギャップの解消に移りますが、

先日、秋田県は政治、行政、教育、経済、４分野で

全部３０番台で、ちょっと順位を下げたという報道

がありました。このジェンダーギャップについて、

知事はどう受け止めておられますか。

知事

県庁の部分は、若干評価は上がっています。産業、

教育、この部分があまり良くない。単純に言えば、

構造的な人員構成、あるいは企業に女性従業員の管

理者が少ないということで、やはり企業の経営者の

意識、あるいはいろんな面で人材の偏りもあります。

この後、女性の優秀な方が入っていますので、だん

だん上がってきますが、企業の考えもありますので、

これをどのようにするか。ただ、企業も前向きなと

ころが増えていますので、これをどのように県がも

っと増やしていくか、これがこの後の課題かと思い

ます。

沼谷純委員

産業経済分野でも、是非、県で後押ししていただ

きたいと思いますが、１つ気になったのは、行政分

野で、いわゆる県の審議会、防災会議、こういった

ところの順位が非常に低くて、審議会の男女比が

４７位、防災会議では４４位となっておりまして、

ここは是非、知事、行政の話ですので、しっかりと

計画的に、更新時に男女比を５対５を目指して頑張

っていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

知事

今、県の最高機関である総合政策審議会、あそこ

のメンバー、これはちょっと分かりませんが、女性

を約半分ぐらいにしようと今やっています。まず、

県の最高機関をそうすることで、だんだん下も直っ

てきますので、まずはそれをやってから、いろんな

面で前進を図りたいと思います。

沼谷純委員

政治分野の指数では、女性知事という指数もあり

まして、過去に女性の知事を輩出した７都道府県以

外の４０県は、同率８位というのが、今回のジェン

ダー指数でありまして、知事は、女性が知事になれ

ばガラッと変わるというような話もされていました

が、知事だけではなくて、この議会にも、女性が非

常に頑張っておられる議員の先輩、同僚の方々もい

らっしゃいますので、政治分野での女性の活躍、こ

こへの期待とエールを最後に知事からお伺いして終

わりたいと思います。

知事

誤解のないように、私は女性というのは、特定の

人を言ったわけではないので、例えばそういうのも

あり得ると。単純に言えば、女性の方々の意見とい

うのは非常に気が付く。我々男性が気が付かないと

ころ、それから一般の生活レベル、あと街のこと、

大上段ではないけれども、やっぱり女性の皆さんの

意見は、相当新しい感覚で捉えることができますの

で、大変ありがたく思っています。

そういう意味からすると、女性の議員がどんどん
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増えることも、いろんな意味で、産業振興にも前進

になるかなと、そう思っています。

副委員長

以上で、沼谷純委員の質疑は終了しました。

次に、松田豊臣委員の質疑を行います。

松田豊臣委員

それでは、自分からも、外旭川のまちづくりにつ

いてお伺いしたいと思います。

この件につきましては、本日３人の委員からも質

問されておりますが、確認の意味も込めまして質問

をさせていただきます。

まちづくりにつきまして、昨年の９月議会、１０

月３日の総括審査における自分の質疑で、その実現

性に関しての質問をさせていただき、その際に知事

からは、あくまでもこの件は政治的判断ではなく、

法律に適合しているかどうかであるというような趣

旨の答弁があったわけでございます。まず確認です

が、昨年１０月３日の総括審査におきます質問に対

する知事答弁の意味するところをお伺いしたいと思

います。

知事

先ほどから言っていますように、地域未来投資促

進法の法の立法趣旨、産業振興上の高い付加価値、

あるいは賃金、こういうものを中心に、まずこれが

１つ。あとは、あの中の農地あるいは土地利用、こ

の関係が真っ正面から適合するかどうか、この問題

を単に違法行為ではなくても、望ましくないものは、

なるべく県としては避けるという意味で、まずそう

いうところ。法の趣旨、これが一番中心ですので、

それに伴って手続論、この方法はクリアするかどう

か、そこを中心にまず見ていこうと、そういう意味

で、昨年はお話ししたということです。

松田豊臣委員

そこでもう一点、この件についてお伺いしたいの

ですが、政治的判断とおっしゃった、その意味につ

いて、政治的判断とはどういうことなのか、教えて

いただきたいと思います。

知事

いろんなセクターの意見を聞いて、法的に無理が

あっても、違法行為でなければしようがない、やる

と、これはあるのです。違法は駄目ですが、法的に

あまり望ましくなくても、県民、市民のためになる

のだったら、これに尽きると、こういうことがあり

ます。若干、法的に問題があっても、市民、県民の

プラスになるのであったら、これはやることがあり

得るという意味で、一般的にこれは政治判断と捉え

ています。

松田豊臣委員

そうしますと、今回の件は、あくまでも未来法の

法律に合致したかどうかで判断をされるということ

でよろしいのでしょうか。

知事

未来法の本来の立法趣旨、これに合致するかどう

か、これが一番です。

松田豊臣委員

その未来法ですが、昨年１２月、基本方針が改定

されて、ガイドラインが本年１月に改定になってお

ります。また、その内容を踏まえて、先月の一般質

問の答弁、代表質問もそうですけれども、答弁で、

必要最小限の農地の活用と周辺農地との具体的な対

応策、または地域未来投資促進法の趣旨への適合、

さらには広く県民への説明責任を果たすための確認

事項としての事業の実現性、地震による液状化への

対応、ハード整備に係る技術的な課題への対応、新

スタジアムと一体的に整備する理由についての疑問

点等を、挙げておられました。今、申し上げた疑問

点以外の問題点または確認事項について、もしあれ

ばお知らせ願いたいのですが。

産業労働部長

今、委員がおっしゃったのは、一般質問答弁の内

容だと思いますけれども、それ以外のことを申し上

げますと、このたび３月４日に、秋田市に出した文

書の内容では、先ほども答弁いたしましたが、土地

利用調整に関する件に関しては、民間施設相互の関

連性が希薄であって、この場所で一体的に行う必要

性あるいはその効果、土地改良区の理事会や総代会

の意思決定に係る機関での説明の同意の有無、農地

の関係では、同じような表現になりますが、用排水

路の整備、その工事の実施主体や費用負担を含めた

具体的な対応方針といった土地利用調整に関するこ

とでまとめております。

もう一つ、事業の実現性に関しては、進出を予定

する個々の事業者との交渉及びその進捗状況、それ

に加えまして、民間施設予定地の造成工事や附帯す

る設備工事、その後の施設建設の実施主体と費用負

担、それから大きな造成が伴いますので、その造成

に必要な用土の調達先及び調達先での環境への配慮、

こういったものを主に照会の内容としております。

松田豊臣委員

その内容については、先ほども話があったかと思

うのですが、今回３月４日、市へ問題点や疑問点等

を提出したという話ですけれども、確認ですが、こ

れは公開はしない内容でしょうか。

産業労働部長

これまで議論をいろいろ申し上げてきましたけれ

ども、文書の内容については、これまでの議会答弁

あるいは産業観光委員会で説明した内容と同様であ

りますが、別に秘匿する理由はないので、公開に向

けた調整を、今後、考えていきたいと考えておりま

す。
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松田豊臣委員

先ほども三浦委員から話があったのですが、この

計画、構想については、もう十数年、話があったか

と思うのです。その中で今回、未来法を適用してい

きたいという市の方針があって、それに対して、県

の対応という格好になっているのですが、これまで、

そのような情報交換とか共有する場、または協議を

する場は、持ってこられなかったのでしょうか。

産業労働部長

繰り返しになりますが、秋田市とは、昨年度のま

ちづくり基本構想の策定段階から、秋田市で計画す

る内容について、その情報を共有いたしまして、未

来法に係る相談や問合せに対応してまいりました。

また、今年度に入ってからは、秋田市で作成途中の

段階での基本計画案につきまして、未来法の目的や

趣旨、規定等に照らしまして、課題や解決すべき事

項を秋田市に伝えて、検討を依頼してございます。

必要なやり取りは、随時行ってきたつもりでおりま

す。

これまでも事前相談や情報交換を行ってきており

ますが、この１月末に、秋田市から基本計画の案が

提出されたと、成案に近い形だと我々認識しており

ます。その内容を確認いたしまして、これまでのや

り取りも踏まえた上で、現時点において確認したい

事項を、改めて３月４日、文書で秋田市に伝えたと

いったようないきさつでございます。

松田豊臣委員

確認ですけれども、この２年間で随時やり取りを

されてこられたという話ですが、今回３月４日に質

問、疑問点を提出された内容とは、今までは確認は

されてこなかったということでしょうか。

産業労働部長

秋田市に伝えてはまいりましたが、明確な回答が

なかった内容でございます。

松田豊臣委員

これまで回答はなかったがゆえに、文書で提出を

されたという認識、理解でよろしいでしょうか。

産業労働部長

それもありますし、今までは途中経過でしたが、

今度は成案の形で、未来法に基づく基本計画案が出

てまいりましたので、文書の形で示したといったよ

うな内容でございます。

松田豊臣委員

今回、知事の一番の最大の懸念、課題、これは一

体何でしょうか。

知事

必要性があるかどうかです。

松田豊臣委員

必要性については、今回の構想、また素案原案の

中にも書かれているかと思うのですが、今回のこの

まちづくりの目的を、再度確認していきたいのです

が、２点その中で書かれてありました。人口減少下

にあっても持続可能な社会基盤の構築、これが第１

点目でありました。２点目が、交流人口の拡大によ

る新しい活力や魅力づくりとしておりますが、この

目的については、どのように理解されているのでし

ょうか。

知事

まちづくりにおいての人口減少、まず市街地にも

相当空き地が出ています。また、中心街区は最近、

相当回復傾向、特に市街地をもっと広げる必要性が

あるかどうか。あと、交流人口。単純に言えば、投

資促進法は経済的に純増です。もし、観光客がいて、

黙っていれば、市内で飯を食うと。これが、あっち

に行けば、あっちはプラス、こっちはマイナスです。

プラマイゼロ。だから、そういうことからすれば、

人口減少あるいは少子化対策、そのような産業振興

になるのかならないのか、単に商業、サービス施設

だけでは、こっちがプラスでも、こっちがマイナス

です。そうしますと、全県的にどうなるか。そこで

す。県としては、県民全体の利益がプラスになるか

どうか、そういう意味で捉えています。

松田豊臣委員

必要性という話から、お伺いしたいのですが、実

は令和３年の若年者への県内定着・回帰等に関する

意識調査が実施されており、将来、秋田に住みたい

と思うためには何が必要かという問いがあるのです。

その中で、レジャーや商業施設が充実していること

が上位に来ているというのが１点ありまして、楽し

む場の創出が期待されているという要望でありまし

た。もう一点、これは秋田市の令和元年のしあわせ

づくり市民意識調査がありまして、その中で、秋田

市に住み続けるために必要なこととして、当然雇用

の場の確保が６１.６％と最も高いのですが、次に

来るのが、若い人にとって魅力のあるまちづくり、

これが実は４８.９％となっています。また、同じ

く、令和元年の秋田市の１０代から３０代対象の、

シティプロモーション基本方針の策定に向けた意識

調査も行っているのですけれども、その中で、娯楽

施設の増設、整備、お店、レジャー施設、商業施設、

遊び場、イベントの開催が一番高く、３０％となっ

ており、次に来るのが、実は公共交通の充実で１９

％という状況です。そういったことを若い方々は望

んでいることに対して、知事はどのように理解、認

識されているのでしょうか。

知事

一般論で分かります。ただ、パブリックコメント、

これ２回やっています。これ、否定的な回答が多い

のです。あと、あの場所が適地かどうか、ここら辺

が相当疑問というのは、私の独断でしょうけれども、
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なかなか一般の方に聞いても、そう簡単にそういう

ふうな答えはあまり出てこない。全体構想を見ても、

何が目的か、単純に言えばいっぱいありますが、そ

こら辺の覚悟が、テーマパークでもないし、商業施

設だけでもないし、あそこが出来て、あそこに若い

方がいっぱい行くかどうか、私は若くないけれども、

若い方に聞いても、あまりそういう意見には触れな

いものですから、その点で疑問を抱くというような

感じです。

松田豊臣委員

未来法に、先ほど部長からも答弁があったのです

が、施設内容がはっきりしない、そのような話もあ

りました。実際、未来法では、９つの地域特性や、

７つの活用戦略といったものの中で、９つ以内で事

業を展開することが明記されているのですが、実際、

長野県須坂市または静岡市等々の先進事例を見る限

りでは、特段、問題はないような気は受けるのです

が、この点はいかがでしょうか。

産業労働部長

今、長野県須坂市の例がありましたけれども、確

かに須坂市と長野県は、恐らく共同で国に申請した

ことで、こういった全国的な事例があることは承知

しておりますが、そちらのほうも、恐らく農地法の

農用地区域の除外を未来法を活用して、それから市

街化調整区域に関しては、都市計画法の地区計画を

策定して、事業が行えるようにしたような内容だっ

たと思っております。

こういった全国的な事例があることは承知してい

ますが、そうした手法を使わざるを得ない理由や背

景あるいは事業の特色、これはしっかりと整理して

いく必要があるかと思っております。未来法が求め

ているように、都市計画法との調和を保つ観点から、

慎重に取り扱うべきと。須坂市が整備したのは、確

かに商業施設でありますが、物流施設と製造業のい

わゆる工場でございます。外旭川とは、若干様相が

違う内容になっているかと思います。

松田豊臣委員

須坂市は今年秋ですか、開店と聞いており、静岡

市では、結構大きな実績も作られていると聞いてお

ります。

実際、このような事例を踏まえながら、今回、秋

田市がこういう提案をしてきているわけですが、先

ほど部長がおっしゃっていた内容について、なかな

か秋田市から回答が返ってきてないという話があっ

たのですが、どういうことをこれまで、秋田市に疑

問として投げかけてこられたのでしょうか。

産業労働部長

先ほど申し上げたとおりでございますが、やはり

未来法が求めるように、農地を最小限とする配慮が

あるのかどうか、それから周辺農地に対する影響、

これへの対策、これが具体的にどのようになってい

るのかといったような点に関しては、繰り返し伝え

てきております。

松田豊臣委員

確認ですが、その件に関しても回答はないという

ことでよろしいのでしょうか。

産業労働部長

具体的な回答はございません。

松田豊臣委員

繰り返しになるのかもしれないですが、以前、知

事は、県議会の総括質疑においても、外旭川地区の

まちづくり構想は、高速の秋田北インターチェンジ

もあって、また、秋田港からの新しいアクセス道路

の計画もあり、さらには、鉄道においても新駅がで

きているということから、交通の要衝でもあると。

そして、市場の改築や新スタジアムの建設、そして

民間の多機能施設の３点セットで、まちづくりを推

進すべきと知事はおっしゃっているのですが、その

ためには、当然、今回の地域未来投資促進法に関し

て協議を進めながら、今月末の国への申請に向けて、

歩みを進めていかなければいけないと思います。繰

り返しになりますが、知事の御見解をお伺いします。

知事

まず今、当時のプランニングとは全く違っていま

す。あの当時、最初のときは、先ほど言ったとおり、

市場の位置も商業施設の位置も、モールはなくなっ

ていますが、相当違っています。あとは、最近のス

タジアム、あの赤字の問題、そういう問題が出てき

ます。あの当時とは別の次元になっていますので、

私どもも疑問を呈しているということです。

松田豊臣委員

先ほども話があったのですが、２月１３日の市長

との会談後に、知事から、今後この件については、

もう一回市民から問い直したほうがいいのではない

かというような話があり、その前提として、大雨水

害もあったし、環境も変わっているという話があっ

たのですが、その趣旨について、もう一回教えてい

ただきたいのですけれども。

知事

これは別にアンケートをとったわけでもございま

せんが、市民の方で水害の後始末、まだ相当苦労し

ている方がいます。内水氾濫の下水は、市でも、ち

ゃんとやると言っていますが、まだまだやることが

あるのではないかと。市の最近の財政状況、もう財

政基金がほとんどないのです。市は、財政的に基金

が底をついていて、この後の問題も考えますと、そ

う簡単にこういうものをどんどんやるということは、

市民の理解が得られるかどうか。少なくとも私のと

ころに来る市民の方は、相当批判的なものがありま

す。市民も県民ですし、そういう意見を受けざるを
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得ないということもありますので、やはり市民の立

場に立っているかどうか、これが一番の原点ではな

いかと思っています。

松田豊臣委員

実際、自分もそう思います。本当にこの件につい

ては、反対される方もいらっしゃいますが、逆に進

めていただきたいという多くの方もいらっしゃるこ

とは、多分事実かなと思っております。その思いを

しっかりと酌んでいただいて、まだ３月末まで時間

があります。是非とも対話をしながら、市と協議を

しながら、前へ進めるようにお願いしたいと思って、

この項は終わります。

次に、アスベスト対策についてお伺いさせてもら

います。アスベストは、その耐火性や防腐性から、

今まで多くの建築物に建材として利用されてきてお

ります。しかし、アスベスト建材を製造するメーカ

ーの従業員、近隣住民などが、肺がんまたは中皮腫

で亡くなるケースも増えて、健康被害が問題視され

てきております。本県における状況は、令和４年度

の調査結果がホームページ等に公表されておりまし

た。ここ数年、アスベスト対策の強化に伴う法改正

が進められ、令和３年４月には、規制対象の拡大、

また直接罰の創設、工事開始前の労働基準監督署へ

の計画届の提出など、令和４年度には、事前調査結

果の報告義務化、昨年１０月には、有資格者による

事前調査が義務づけられております。そして、必要

な調査を行わなかった場合には、工期に大幅な遅れ

が発生するとともに、罰則が科せられております。

そこで、２０２３年１０月の法改正に伴って、事

前調査が義務化となっておりますが、有資格者は各

事業者に不足なく配備されているか、県内の状況に

ついてお知らせください。

生活環境部長

建築物等の解体工事を行おうとする場合、事前に、

建材の中にアスベストが含まれているかどうか調査

をしなければならないというのが、法律で定められ

たことでございます。これは３年の周知期間を経た

上で、令和５年１０月１日から施行されています。

この事前調査を行う知見を有する者を育成するため

に、国が講習登録制度を創設しまして、県内でも、

この登録を受けた２団体が講習を実施してございま

す。この団体の管轄は、秋田労働局になりますが、

秋田労働局の調べによりますと、令和５年度末時点

での県内の講習修了者は、１,５７３人となってご

ざいます。県内の事前調査結果の報告件数が、令和

４年度で２,５００件弱、令和５年度は２月末時点

ですが、２,７００件余という件数ですので、単純

に割ると、２件を１人でやれるという状況にござい

ますので、県内において、有資格者が不足している

状況にはないと認識してございます。

松田豊臣委員

それで、事前調査費用ですが、費用負担の県内の

状況、分かる範囲で結構ですので、教えていただき

たいと思います。

生活環境部長

調査の内容にもよりますが、分析を必要としない、

書類だけで確認できるものにつきましては、１０万

円程度と聞いてございます。また、非常に大きな建

物で調査箇所数が多くなった場合は、分析費用込み

で２００万円ぐらい掛かるものもあると伺ってござ

います。

松田豊臣委員

本県では、子育て世帯または移住・定住世帯、断

熱・省エネ改修対象の住宅リフォーム事業において、

この事前調査費用は、補助対象工事費に算入できる

としております。ただし、その他の解体または補修

等の工事の際には、本県では、アスベストに関する

事前調査費用への補助制度は設けられていないとい

う現状です。正しいアスベストの調査を普及するた

めに、補助金制度を検討すべきであると考えますが、

知事の御見解をお伺いします。

知事

小規模な住宅ですと、そう掛かりませんけれども、

災害の関係もありますので、住宅リフォーム制度、

あれをもう少し、財源的な問題もありますが、耐震

改修あるいは災害対策、こういうものを含めて、ど

こまでできるか検討してみたいと思います。

松田豊臣委員

このアスベストの処理について、現状、事業者で

も、アスベストの廃棄物処理について問合せされる

ケースがあるのですが、このアスベストの廃棄物の

処理の仕方、フロー等において、現状の課題と今後

の取組について、お知らせ願いたいのですが。

生活環境部長

アスベスト建材等を解体する場合には、大気汚染

防止法の作業基準がございまして、作業場をビニー

ル等で隔離するとか養生を行う、それからアスベス

トが外に出ないように囲うといった作業基準を守っ

て実施する必要がございます。これらの工事から出

る廃棄物は、飛散を防ぐということで、梱包した上

で運搬しまして、許可を有する処理施設で適切に処

分することになってございます。

県内では、県の環境保全センターで埋立処分がで

きますけれども、現在、国交省の推計によりますと、

令和１０年頃に解体のピークを迎えるという見込み

になっておりますが、県内での発生量に対する受入

量につきましては、今のところ問題がないと考えて

ございます。

松田豊臣委員

アスベストの健康被害について、次に教えていた
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だきたいのですが、健康被害、いったん減少傾向で

あったものが、近年増加傾向に転じております。そ

こで、健康に関する相談対応の現状と課題について、

まずはお知らせ願いたいのですが。

生活環境部長

アスベストによります健康被害の相談については、

秋田で言えば、秋田労働局、秋田市、県の保健所の

各場所で受付をしてございます。

ちなみに、令和４年度の健康相談の件数は、これ

ら３つを合わせて４７件となっており、内容を見ま

すと、いわゆる健康被害救済制度のことについてと、

検査できる医療機関を紹介してほしいという内容の

相談がございます。県内で石綿健康被害救済制度、

あるいは労災の補償によりまして、これまで認定さ

れたアスベストによる患者さんの数は、平成１８年

３月からの累計で１０２名となってございます。

松田豊臣委員

本当にこの健康被害、特に二次被害を心配されて

いる工事業者が、いっぱいいらっしゃるのです。そ

ういう方々への不安解消に向けた取組をさらに進め

ていかなければいけないと思うのですが、その点は

いかがでしょうか。

生活環境部長

いずれそういう御心配がある方は、先ほど申し上

げました窓口で相談していただいて、適切な医師の

診断等を受けられるような仕組みになっております

ので、是非、相談していただきたいと思っておりま

す。

松田豊臣委員

次に障害者対策、特に精神に障害のある方々への

対応について、お伺いをさせていただきます。

現在、本県の精神障害者、１級で約２,０００人、

２級で約５,０００人、３級で約１,０００人、合計

で８,０００人と聞いております。その精神障害者

の福祉医療制度の適用が、今回の当初予算に計上さ

れ予算が決定されれば、本年８月からの実施予定と

伺っております。精神障害者への福祉医療制度適用

への第１歩が踏み出されたと考えております。ただ

し、今回の適用は、あくまでも１級の約２,０００

人の方々が対象であり、全体の２５％程度と大半の

方が対象には含まれていないということであります。

そこで、ほとんどの精神障害者が適用とならない点

を、どのように県としてはお考えか教えていただき

たいと思います。

健康福祉部長

今回の福祉医療制度の適用拡大につきましては、

令和２年２月の県議会での全会一致での請願の採択

を受けて、これまで、令和４年１１月の市町村協働

政策会議の合意に至るまで、事業主体である市町村、

あるいは関係団体と丁寧な議論を積み重ねて決定し

たものであります。その議論の中で、やはり長期の

精神障害者の入院を発生させない、あるいは全国的

にも既に高いレベルにある本県の福祉医療制度で、

新たな財政負担をどこまで許容できるのかという議

論を積み重ねた結果、今回、精神障害者手帳１級を

所持する自立支援医療の受給者という絞り込みを行

ったところであり、一つの到達点であると考えてお

ります。

今後さらに、この制度を２級、３級と広げていく

に関しましては、当然、事業主体である市町村ある

いは他の制度との整合性を十分に考慮する必要があ

りますので、そういった点を慎重に議論を深めてい

かなければいけないと考えております。

松田豊臣委員

是非とも議論を深めていただいて、御検討をお願

いしたいと思います。

この精神障害者の次は、精神保健福祉ボランティ

ア団体の件についてお伺いします。

まだまだ精神に障害のある方々に対しての理解が

進んでいかない中、本当に良き理解者であり、また、

より住みよい環境の提供に寄与いただいている団体

として、以前、精神保健福祉ボランティア連絡協議

会という団体があったのですが、現在はない状態で

す。そこで、以前あったこのボランティア団体につ

いて、県はどのように認識をされているのか教えて

いただきたいのですけれども。

健康福祉部長

当該団体は、令和４年度に解散しておりますが、

解散に至るまでは、県の事業も活用しながらボラン

ティア団体同士の交流や情報交換、あるいはボラン

ティア活動に参加する人材育成にも取り組んでいた

だき、非常に、本県の精神障害者の方に対する貢献

は大きかったものと考えております。

松田豊臣委員

精神障害者の方々から、是非ともこの団体を復活

させていただきたいという要望が結構多くありまし

て、是非とも県で検討していただきたいと思います

が、その点はいかがでしょうか。

健康福祉部長

もとよりボランティア団体は、その趣旨からしま

して自発性、主体性を基本とする活動でありますの

で、県として主導的に作るといったものではござい

ませんが、旧来の連絡協議会に参加されていた各地

域のボランティア団体が、まだ活発に活動されてお

りますので、そういった方々、そういった団体との

関係性の中で、改めて連絡協議会を作りたいという

御要望があれば、県としてできることを検討してい

きたいと思います。

松田豊臣委員

実際、この精神保健福祉ボランティア連絡協議会
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の再活動を望む声が多い背景としては、やはり精神

障害者への社会の理解の促進が進んでいかない、そ

ういう点にあるかと考えております。県として、精

神障害者への理解促進を今後どのようにして進めて

いくのか、知事の御見解をお伺いいたします。

知事

いずれ精神障害者に対する偏見は、まだまだある

と思います。あとは、県行政だけでは、これはなか

なか難しいと。やっぱり一般市民、県民、ボランテ

ィア、こういう方々がどのように対応するか、また、

この方々を通して理解を求めるかということで、連

絡協議会、この解散がどのような経緯があったのか

分かりませんが、いずれ個別の団体はちゃんとやっ

ていますので、そういうところと十分に連携しなが

ら、連絡協議会なのか、全体のまとめ役、各個別の

ボランティア団体の要求、要請、要望をまとめるよ

うなシステム、これをある程度、県も市町村ととも

に働きかけることは必要だと思いますので、そうい

う観点から、この団体等のまとまり、これをしっか

りやっていきたいと思います。

松田豊臣委員

是非ともよろしくお願いいたします。

以上で終わります。

副委員長

以上で、松田委員の質疑は終了しました。

ここで、暫時休憩します。

再開は、午後４時３５分とします。

午後 ４時２２分 休憩

午後 ４時３３分 再開

出席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

委員の皆様にお諮りします。

会議が午後５時を超える見込みですが、午後５時

を超えて審査を続けることに御異議ございませんか。

【「異議なし」と呼ぶ者あり】

委員長

御異議ないものと認めます。

よって、本日の会議時間を延長することとします。

引き続き、審査を行います。

髙橋豪委員の質疑を行います。

髙橋豪委員

自由民主党会派の髙橋豪です。私からは最近、急

増しております特殊詐欺被害について質問させてい

ただきたいと思います。

初めに、しおりの４番の補助資料の資料１を御覧

いただきたいと思います。これは令和元年から令和

５年までの県内の特殊詐欺被害の状況で、令和５年

は色付けていますけれども、件数も８８件と前年よ

り伸びていますが、金額が５億円以上と令和４年比

でプラス４億円増加しています。

次の資料２を御覧ください。この中で、これ以外

にも詐欺の種類はあるのですが、特に金融商品詐欺

が、件数、金額ともに令和５年になってから突然出

てきたということで、令和４年まではゼロでありま

す。件数は、全部の認知件数のうちの１２.５％で

すが、金額だと７８％と突出しています。新聞でも

毎日報道されておりますが、直近の状況を警察本部

長に伺いたいと思います。

警察本部長

暫定値でありますが、ただいま委員御指摘のとお

り、令和５年中の特殊詐欺被害の認知件数につきま

しては８８件、被害額は約５億円と、前年より件数

としては２２件増加、被害額も約４億円増加という

状況になります。

また、特に先ほども委員御指摘あったとおり、令

和４年までの間、認知がなかったＳＮＳを利用した

投資名目の金融商品詐欺被害が大きく増加しており

まして、認知件数としては１１件、被害額は約４億

円という被害でございます。この金融商品詐欺は、

ＳＮＳ等を通じて、特に投資等に興味を持った方が、

最終的にはだまされてお金を取られるという状況に

あり、１度、２度ではなくて、複数回にわたって振

り込むような状況となっておりますので、やはり金

額的にかなり大きい被害額となっているところでご

ざいます。

髙橋豪委員

大きな被害額ということでありましたが、具体的

な被害の例、もしありましたら御紹介ください。

警察本部長

昨年、県内において、１件の件数で一番被害額が

多かったものは、約１億３,６００万円という被害

であります。これは、昨年１０月に認知した事件で

ございますが、これも投資名目による詐欺事件であ

りまして、やはり自ら投資をネット上で検索し、こ

こに表示された著名人が掲載されたような広告等か

らアクセスし、その後はＳＮＳに誘導されて、投資

名目などで現金を最終的には振り込んだことで、被

害に遭っております。

髙橋豪委員

今、投資というお話もありましたが、これは今の

トレンドということで、もう少し具体的な事例も含
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めてお尋ねします。資料３を見ていただきたいので

すが、一応詐欺被害がこのように増えてきた背景の

分析について、本部長、トレンドと一緒にどのよう

に考えていますか。

警察本部長

トレンドと申し上げますか、やはりかなり金融の

取引に対して、興味を持たれる方が非常に多くなっ

てきたと。これは、恐らく今の経済、物価の状況に

よって、より簡単に多くの金額を稼げるものに、非

常に興味を持つ方が多くなったのではないかという

こと、それから、やはりインターネットが普及して、

かつ最近ではＳＮＳが普及してきたことで、不特定

多数の方とのやり取りが非常に簡単にできるように

なった。逆に言えば、これは犯罪者側からも、非常

に被害者側にアクセスしやすくなったという状況に

もあろうかと思います。さらに、特に高齢者の方も

被害に遭っておりますけれども、若者世代にどんど

ん被害が拡大している状況にあることも、やはりこ

ういったＳＮＳ、情報通信技術といいますか、そう

いったものを活用した手口を、ふだんから利用して

いる状況が背景にあると考えております。

髙橋豪委員

この資料３にも書かせていただきましたが、例え

ば、今は１月からＮＩＳＡの非課税枠が拡充された

り、物価上昇が進んで現金資産が目減りするだとか、

日経平均が４万円を超えるとか、投資熱が上がって

いるとか、そんな様々な背景があると思います。そ

の上で、ＳＮＳの普及によって、高齢者も含めて、

デジタル化が進展していることによって、誰でもス

マートフォンで情報を得られることをきっかけに、

こういう詐欺の手口もシフトしていると思います。

ただ、一昔前のオレオレ詐欺とか、そういったも

のは、いろんな努力のかいあって減少しております

が、これが今、新しいものが非常に増えているとい

う現状で、捜査とか検挙していくに当たっても、範

囲が非常に広域で、その体制も、秋田県の警察だけ

で完結するものではないというところであります。

最近、警察でも様々な体制の強化について、やられ

ていると思いますが、令和６年度の体制と広域の体

制整備について、改めましてお尋ねをします。

警察本部長

特殊詐欺の手口もどんどん巧妙化、複雑化してき

ております。従前からは、物理的な対策、窓口での

対策、広報を３本柱として実施してきておりました

が、委員御指摘のとおり、やはり従来の手口とは全

く異なるインターネット上で、お金のやり取りまで

完結してしまうことでありますので、まずはこうい

った新しい技術を用いた手口に対して、しっかりと

対応ができる体制ということで、県警としましては、

刑事部の組織犯罪対策課に捜査員２名を増員配置し

まして、特殊詐欺対策の体制強化を図ることとして

おります。

また、こういったＳＮＳを利用した詐欺につきま

しては、やはり現金の払い出し場所、こういったも

のは、そのほとんどが首都圏もしくは都市圏に集中

しておりますので、この４月１日から、東京都中心

に全国警察が一体となった特殊詐欺連合捜査班が運

用開始されるということであります。全国の都道府

県警察と連合捜査班が緊密な連携を図って、現金を

口座から払い出す出し子や、それ以上の上部被疑者

の割り出し等、こういったものの捜査を強力に推進

する予定であると聞いております。

髙橋豪委員

全国的な被害の中で、特に首都圏の被害も多いと

いうことであります。また、海外に犯人が拠点を置

いている事例も多々あると伺っております。そうい

う意味では、各都道府県が連携をして、一つに集中

して取り組むことが非常に重要だと考えます。

一方で、資料４を御覧ください。来年度の特殊詐

欺被害に対する予算を委員会提出資料から抜粋をさ

せていただきました。この中で、警察では３４９万

４,０００円、それから９０万２,０００円というこ

とで、テレビのＣＭだったり、コンビニの封筒も被

害防止のために用意して、取組を行うということで

ありますが、先ほど来、答弁ありますとおり、ＳＮ

Ｓを通じた詐欺が急増しており、当然、詐欺をする

側は、いろんなことを考えて、完全に引っかける人

を選んでというか、マーケティングを行った上でや

っているという中にあって、犯罪被害防止の取組が、

果たしてこれで十分かどうかというところについて、

本部長のお考えをお尋ねしたいと思います。

警察本部長

委員の御指摘といいますか、この資料のとおり、

秋田県警察としましては、テレビＣＭ用の予算、そ

れから電子マネー被害防止用の封筒の作成、こうい

ったもので、それぞれ３５０万円、９０万円程度の

予算を頂いており、これはしっかり活用して広報活

動しております。これで十分かというお話ですが、

当然ながら、どこまでやれば十分だというものは恐

らくないと思いますので、県警察としましては、こ

れだけではなくて、例えば、金融商品詐欺、最近で

は副業をあっせんするような詐欺というのもありま

すが、そういった手口の周知に向けて、分かりやす

く説明したチラシを作成して、各種のキャンペーン

や防犯講話、巡回連絡等での配付を実施したり、県

警のホームページ、ＳＮＳ、各職域団体のホームペ

ージ、それから最近では大学のポータルサイトも活

用して、こういった詐欺への警戒、もしくは手口の

紹介、こういったものの掲載を行って、幅広く広報

啓発活動を実施しているところでございます。予算
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だけではなくて、それ以外の手段も使って実施して

おります。これで十分だとは思っておりませんが、

手口もどんどん変わってきますので、今後もしっか

りと広報活動、周知活動を徹底してまいりたいと思

います。

髙橋豪委員

今、チラシというお話もありました。それはそれ

で大事だと思うのですが、今の答弁で、副業という

のも、今日の新聞報道でありました。それは２０代

とか３０代の方がターゲットだと思われ、基本ＳＮ

Ｓを通じてというところだと思うので、どのように

アプローチ、警察としても注意喚起ができるのかと

いうところが、一つ大きな課題なのかなと私は思う

のですが、その辺はいかがですか。

警察本部長

警察としましても、ＳＮＳを利用した広報啓発活

動を実施しておりまして、例えば、ヤフーの防災速

報、Ｘ（旧ツイッター）、ユーチューブ動画、ＮＨ

Ｋのデータ放送、こういったものも利用して、広報

として発信をしているところでございます。

髙橋豪委員

限られた予算ということもあると思いますが、今

度は生活環境部長にもお伺いします。

県民生活課でも、警察側に予算を拠出している部

分のほかに、テレビＣＭやバスの車内広告というこ

とで、国からの交付金１０分の１０で、これを利用

して行っているところでありますが、改めて具体的

な内容と、今ＳＮＳの話しをしましたけれども、こ

の辺の取組はどのようにされるのでしょうか。

生活環境部長

私どもでも、ＳＮＳの利用者に対しましては、令

和３年度からウェブ広告を活用した啓発を実施して

おります。もうけ話あるいは高収入を得られること

をうたった広告などを安易に信用しないことについ

て、注意喚起を行ってきております。

来年度も引き続き、ウェブ広告を活用して特殊詐

欺の被害防止を呼びかけることとしておりますし、

県の公式ＳＮＳに、金融商品詐欺の注意喚起を投稿

するなど、県としての情報発信も取り組んできてお

りますが、来年度からは、県の公式ＬＩＮＥも活用

しながら、情報発信の強化を図っていきたいと考え

てございます。

髙橋豪委員

資料５も併せて御覧いただきたいのですが、高齢

者の詐欺被害の割合が、年々減少傾向にあります。

全くなくなっているわけではないのですが、例えば、

令和５年度は、金額だったら３１％、件数だったら

４０.９％が高齢者の方ということで、被害に遭う

年齢層が非常に幅広くなっているし、先ほども言い

ましたけれども、若い方々も副業だったりとか、投

資に関連したことで非常にリスクが高まっていると。

実際に被害も出ていて、しかも額も大きいというこ

とであります。よって、特にＳＮＳを使える世代と

いいますか、頻繁に使うところに対して、県民生活

課でも、県警でも、しっかりしたアプローチをする

必要があると思うのですが、改めて部長の見解をお

伺いしたいと思います。

生活環境部長

様々な年齢の方がおられますので、ライフステー

ジに応じた講演会、あるいは出前講座を実施すると

ともに、様々な媒体を活用した啓発を行うことが必

要だと思っております。今年度は、地域団体あるい

は市町村等と連携しまして、特殊詐欺の手口あるい

は被害防止のポイントについて講義を行ったほか、

大学１年生には成年年齢の引下げに伴い、様々な被

害防止のための出前講座を開催してございます。ま

た、高校３年生全員、県内７,０００人程度おりま

すが、ＳＮＳをきっかけとしたトラブル防止のため

のリーフレット、これは紙ベースになりますが、消

費者教育教材として配付してございます。また、高

齢者につきましても、老人クラブなどから依頼があ

った講座におきまして、被害の多い手口の紹介ある

いは注意点などの被害防止を呼びかけるほか、警察

署あるいは民生児童委員などによる地域の見守り活

動の中で、啓発リーフレットを直接お年寄り、高齢

者の方に配付するなど、きめ細かな注意喚起を行っ

ております。

ただ、先ほどから本部長も申しておりますとおり、

特殊詐欺の手口自体が非常に巧妙化し、自分がそう

いうのに引っかかっているという意識に気づきにく

くなっているのではないかと思います。新たな手口

に対応するために、県警あるいは教育庁とともに連

携しながら、あらゆる手段で、県としても注意喚起

を行っていきたいと考えてございます。

髙橋豪委員

今、高校生のお話も出ましたが、この間、びっく

りしたニュースでは、皆さん多分目にしたと思いま

すが、他県の小学生が水族館のメダルを持っていっ

て、これ金のメダル、価値が上がるからといって、

友達から九十何万円を取ったという衝撃的なニュー

スがありました。当然、学校でもお金の教育もして

いる中で、いろんなことがあるなということだと思

います。ましてや、世の中こういう感じで、どんど

ん詐欺が増えている中で、きちっと金融教育を行っ

ていかなければいけない、デジタルと並んで大切な

ことではないかと私も思っています。

特に高校生は、先ほども部長の答弁にもありまし

たが、１８歳で成人ということもありますから、消

費者教育と一緒に、金融の知識もしっかり身に付け

る必要があろうかと思います。今、令和４年から家
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庭科の授業で、一応、必修となっておりますけれど

も、具体的にどのような取組を県でなされているの

か、教育庁でなされているのか。また当然、今後い

ろんなことがあるわけで、もっと強化をしていく必

要があるのではないかと思いますが、教育長のお考

えをお尋ねしたいと思います。

教育長

まさに今お話がありましたように、成年年齢が

１８歳に引き下げられたことで、こういった被害が

本当に心配される状況で、今回、金融を含む消費者

教育に関しては、１８歳、成年になる前の高校１年

生、２年生の家庭科で消費者教育を行うと、学習指

導要領の改訂で決まったということであります。実

際今、高１、高２で家庭科や公民でもやっているか

と思うのですが、そこで金融あるいは契約とかを含

むそういった消費者教育を取り扱っている状況であ

ります。

あと、先生方はこういったものの専門ではないの

で、外部人材を使ったり、あるいは先生方がそうい

った人からの研修をしたりとか、実際のトラブルの

例なんかも学びながら行っている状況でありますし、

今後であれば、まず確実にこういった教育をしっか

りやっていくことと、もっと活用できる外部人材を

使っていければと思っております。

髙橋豪委員

今、外部人材というお話もありましたが、例えば

金融庁でも、専門の人材や教材とかも紹介してくれ

たり、そういう授業もありますので、そういったと

ころを積極的に活用していただいて、先生方も大変

だと思いますので、そこはひとつ頑張っていただき

たいと思っています。

最後、知事にお尋ねしたいのですが、このように

連日被害が出ている状況です。秋田県だけではなく

て、全国的にも被害額の大きいものが散見される中、

例えば、インターネットのコメントを見ると、だま

されたほうが悪い、自業自得だというような声も結

構ありますが、行政の最大の使命は、国民、県民の

生命と財産を守るというところも一方ではあると思

います。この状況について、知事、何とお考えです

か。

知事

この詐欺という犯罪は、太古の昔からあって、多

分永久になくならないだろうと。最近スマホの普及

によって、高齢者も持ちますので、これが人を媒介

しない詐欺が非常に増えている。これに対して、ど

のように対応するか。先ほどお話ししたとおり、年

齢によって全部違うのです。高齢者は、私も現にテ

レビコマーシャルに出ていますので。あと、いろん

な面で、私の場合、高齢者の方々には何言っている

かというと、特殊詐欺と言わないのです。特殊詐欺

が分からないです。何と言っているか。欲たけな。

携帯のもうけ話は大損の元と言えば、すぐ分かる。

そういうふうに分かりやすく……

【「何言っているかわからない」と呼ぶ者あり】

知事

もう一回。欲たけな、欲たけな。携帯のもうけ話

は大損の元。

【「了解」と呼ぶ者あり】

知事

こういう分かりやすい 特殊詐欺に引っかから

ないようにと言って、特殊詐欺自身が分からないの

です。あとは、若い方はやっぱり教育。どうも日本

は金融教育をずっと……。金融の話をすることは教

育になじまないというのがずっとあったのです。こ

れは、やっぱり今の時代、金融は生活の一部ですの

で、これをしっかり若いときから、中高辺りからし

っかり教え込む。この教育、これを継続的にやると

いい。

あとは、３０代、４０代の方は、やっぱり若干

最近賃金があまり上がっていませんので、少しの

もうけも乗るのです。そこのベーシックなところで、

そういうところに乗らないように、ダイレクトでは

ないのですが、そういう賃金構造、こういうものも

影響しますので、やはりそういうベースを上げると

いうことも必要です。まずは様々な手法、それを年

代別に、あるいは教育、いろんな機会を設けながら、

これに対してどのように認識してもらうか。これに

よって、老後の生活、全く大変なことになる人もい

ますので、そういうところもしっかり啓もうする、

これはこれからもしっかりやっていくということを

思っています。

日常の様々なところで、この話をいろんな方にす

る、いろんな集まりによって、そういうことをちょ

っと注意しましょうと、これで入るのです。そうい

う風潮を作っていく、これが必要ではないかと思っ

ています。

髙橋豪委員

テレビＣＭとかで、知事も高齢者向けにというお

話もありましたけれども、是非ともＳＮＳ層に向け

ても、知事らしい発信で注意喚起をしていただきた

いということをひとつ申し上げて、私からの質疑を

終わります。

委員長

以上で、髙橋豪委員の質疑は終了しました。

次に、小棚木政之委員の質疑を行います。

小棚木政之委員

私からは、令和６年度の当初予算につきまして、

２点について、大局的な方向性をお知らせいただき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。

まず最初は、地域振興局の在り方についてであり
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ます。今回の当初予算に、地域重点施策推進事業が

あります。これを見ますと５,８５０万円、８振興

局で均等に割って、各振興局で６２５万円、プラス

あと調整費と、ちょっと少ないのではないかという

感想を持ちました。県では、地域振興局に対して、

どういったことを期待されているのか、そして振興

局として何か課題があるとすれば、どういったこと

なのか、政策それから予算の中での位置づけについ

て、知事から御答弁をお願いしたいと思います。

知事

大きなイベントとかは本庁として対応しています

が、年度途中あるいは地域によって突発的に出てく

る、いいイベントとかに対し、振興局長の権限で行

使できる一定枠の中で特にそれだけでは足りない、

非常にいいものは、調整費でそれにプラスするとい

う趣旨でやっています。大きいものは本庁でやりま

すので、どちらかというと、住民の方が参加するよ

うな、地域ごとの小さいもので、効果のあるものを

やってもらうという趣旨であります。

小棚木政之委員

私は、地域振興局も、近いところにあっても心理

的に遠い印象があります。身近な問題に関しては、

各市町村が対応していますが、どうも地域振興局は

何をやっているのか、なかなか県民に見えにくいの

ではないかと常々思っております。

県内では、各地域ごとに発展の度合いが違います

ので、そのことに対する不満のようなものが若干く

すぶっているのではないかと思っています。例えば、

令和２年の国勢調査では、平成２７年との比較で、

秋田市の人口増減率はマイナスの２.５％ですけれ

ども、秋田地域振興局以外の各振興局単位を計算し

てみますと、マイナス７から９％と、秋田市以外の

人口の落ち込みが非常に顕著であることが分かりま

す。それから、ＲＥＳＡＳの指標の中で、地域経済

循環率があります。これはその地域でどのくらい経

済が回っているか、財が流出していないか、入って

きているかを表すものです。秋田県全体で８５.６

％、つまり、秋田県内から外にお金が出ているとい

うことですけれども、秋田市だけが僅か１００％を

超えているだけで、ほかは全部出ていると。例えば、

私の住む大館市では、皆さん何か消費活動をする上

では、青森県に流れていっているのは、よく見る光

景でありますし、県内のほかの都市においても、多

分他県に流れていることは多いのではないかと。で

すから、ここの地域のところを、もう少し底上げす

る必要があるのではないかと。秋田県の発展のため

にも、各地域を上げていくこと、それと連動して、

県庁所在地である秋田市が牽引、もしくは下支えさ

れて伸びていくというような相乗効果が必要ではな

いかと思います。

そういった観点から、やはり振興局の在り方とい

うものは、もうちょっと特徴を持って、予算もそれ

なりに付けてやったほうがいいのではないかと考え

るのですが、知事はどのようにお考えでしょうか。

知事

振興局の管轄の面積、あるいは人口が違いますの

で、これに比例してやるという考えもあります。た

だ、あまり比例しますと、秋田市が多くなって、逆

に言えば、人口の少ないところにある意味合わせて、

市町村の数、地域の人口からいえば秋田市が低いの

です。そういう意味で、先ほど言ったとおり、前も

ってそういう地域でやるものについては、個別にや

っていますので、そこら辺のバランスをとる、調整

費を少しプラスしてやる。最近財政も大変厳しいも

のですから、こういうことでやっています。あとは

イベント、大きなイベント、全県的なイベント、こ

れは別にやっております。地域によって全県的な大

会とか、これは随時やっています。そういうものを

含めて、バランスをとる、ある意味で柔軟にどのよ

うにやるか、いろんな面でこれまで実績もあります

ので、そういうところを含めて、これから工夫の余

地はあるかと思います。

小棚木政之委員

やはり振興局で差を付けるのは難しいことだと思

いますけれども、この地域の特性をもっともっと伸

ばすために、各振興局同士で政策コンテスト的なも

のをやって、それによって予算も若干、加重が変わ

るというようなことはできないものでしょうか。

あきた未来創造部長

今やっております地域重点施策推進事業では、県

内各地域の均衡のある発展、振興と、地域振興局ご

とに、中長期的なビジョンの下で安定して事業を実

施することを目的としておりますので、差を付ける

のはなかなか難しいと思っているところでございま

す。

小棚木政之委員

それでは、地域振興局の今後の在り方についてお

尋ねをしたいと思います。今回、私の所管委員会の

話ですので、大局的な御答弁をお願いしたいと思い

ますが、行政経営課から、人口減少時代における持

続可能な行政サービスの提供のあり方に関する提言

（案）が委員会に示されました。その中で、地域振

興局につきましては「広域的な視点を持ち抜本的に

見直していくことが必要」、「生活保護や環境監視

等、現地や対面による対応を必要とする業務も多く

見られることを踏まえつつ、利便性と効率性を考慮

し検討」等とありました。地域振興局の統廃合まで

話が及ぶと、またいろいろとあつれきもあろうかと

思いますけれども、この中で、小さな行政で大いな

る秋田を支えると、やはり人口が減少して財政規模
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も厳しくなっていく中では、この地域振興局の在り

方も変わっていくであろうと思いますけれども、こ

のことに関して、知事はどういったお考えがありま

すでしょうか。

知事

明日、あさっての話ではございませんが、将来的

に全部の振興局を今のとおり持っていくというのは、

人員的あるいは財政的に非常に困難になる可能性が

あります。今のＩＴ、これを使えば、簡単に本庁だ

けで対応でき、振興局の必要性がないものがある。

逆に災害、そういうものは現地にいないとまずいで

すから。要するに、長期的には事務的にできるもの、

これはどんどん集約すると、現地に人がいなければ

できないものは強化すると、これをどのように組み

立てるか。来週、有識者による在り方検討会の提言

が来ます。今後、今すぐなくすというのではなくて、

市町村で一体的にやるもの、今、横手平鹿は全部、

横手と一緒にやっているのがいっぱいあります。横

手市に権限移譲しますと、県の役割が相当減るので

す。こういうことをやっていきますと、あるものに

ついては、市町村に職員を県から派遣しておいて、

その地域をやるというのがあります。物理的に振興

局の建物を全部８つしっかり維持することは無駄に

なる可能性があります。ただ、これは住民あるいは

市町村の理解を、しっかり得なければできませんの

で、今後こういうことを今の道路交通、通信、これ

を加味しながら、しっかり将来の方向性、これはこ

れからの大きな課題であろうと思います。

小棚木政之委員

それでは次に、東京学生寮の今後について、教育

長にお尋ねしたいと思います。

今回の予算で、東京学生寮整備事業官民連携手法

導入可能性調査実施委託が計上されております。ま

ず、確認したいのですが、今後もし建て直しをする

場合には、国費等の支援が考えられないものか。そ

れから建て直しの場合は現在地となるかどうか、こ

の辺をお知らせいただけますか。

教育長

国費に関しては想定していない、民間資金でと考

えております。場所は現地で考えております。

小棚木政之委員

今回、委員会の審査内容を拝見しますと、平成

２９年度の入居率が東京寮、男子寮、こちらで９４

％と、近年入居率が下がってきているという課題が

あるということでありました。部屋は今、個室で、

風呂が共同、それから建物も老朽化しており、いろ

いろな問題があると思うのですが、なぜ入居率が下

がっているとお考えでしょうか。

教育長

寮の場所は非常にいいので、通学にはいいです。

６年くらい前は、九十何％の充足率、居住率があっ

たのですが、その後、コロナもあったりして、進学

にもちょっと影響がありました。また、風呂、トイ

レが共同使用であるとか、個室に直したときに部屋

がいびつな形になってしまったとか、そういったこ

ともあって、最近の学生のニーズとは若干合わない

ところがあり、選ばれていない、ほかを選んでいる

というような状況で、居住率が大分低くなっている

かと思っております。

小棚木政之委員

私もいろいろ調べましたら、やはり寮の管理運営

体制が、かなり昭和なスタイルなのかなと。やっぱ

り寮ということもありますので、例えば、若干上下

関係があったりとか共同生活の制限と、寮では当然

でしょうけれども、その辺が現代の学生の気質であ

ったり、ライフスタイルには合わないということで、

敬遠されているのかなと思います。先日、大館市で、

教育のミライを考えるシンポジウムがありました。

猿田副知事にもお越しいただきまして、かなり人数

が集まって盛り上がったのですが、秋田県から東京

に進学した場合、１人当たり１,１００万円くらい

は掛かるだろうと。２人も子供を東京に出してしま

うと、もう家が１軒建つくらい金が掛かると。その

辺が非常にネックになっているので、大学進学率が

なかなか伸びないのではないかという事例が出され

ました。ですから、経済的な側面から、県が支援す

るのは非常に理にかなったことだと思うのですが、

県として、この学生寮の設置の主目的は、経済支援

が第一ではあると思うのですけれども、共同生活に

よる県出身者のコミュニティー醸成とか仲間づくり

とか、そういったことまでお考えでしょうか。

教育長

私が高校で教員をやっていたときも、首都圏の大

学、短大等に進んだ人たちが、アパートなりマンシ

ョンなりに住むとなったときに、なかなか厳しくて、

寮であれば安くて仲間もいるというようなことで、

選んでいる人はたくさんおりました。そういう意味

で、秋田県出身の学生の経済的支援というのは、一

つ大きな理由ですが、あわせて、この寮の今までの

長い歴史を見てくれば、やっぱり寮で秋田県人同士

の交流というのが、いろんなところで支えになって、

それが卒業後に、就職先は分からないのですけれど

も、どこか秋田に対する思いとかがあって、最終的

に戻ってくる、貢献するというような学生もおりま

した。そういう意味では、経済的な支援と秋田を支

えていこうという交流の場という意味合いも大きい

のではないかと個人的には思っております。

小棚木政之委員

私も全く同感であります。多少時代に合わないと

ころもあろうかと思いますが、その辺はやり方を変
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えることでいろいろとクリアしながら、県出身者の

仲間づくりとかお互い支え合う、そういったことが

効果として考えられるのではないかと思います。

ただ、今の若年人口の減少を考えると、これから

寮を建てて、ＰＦＩでほかの資金を持ってきたとし

ても、果たして運営がずっと継続できるのだろうか

と。最低でも、建物の耐用年数の間、ずっと寮とし

て運営できるのかどうかという心配はあるのですけ

れども、その辺は県でもうお考えになっていること

があるのか、もしくは今回の調査で、その辺も含め

ていろいろ出してもらいたいという感じでしょうか。

教育長

今お話しになった部分も含めて、今回調査の中で

いろいろなアイデアとか、複合施設という話もあり

ますけれども、そういったことも含めていろんなア

イデアをもらいながら、どういったことが一番いい

のか検討していこうかと思っております。ただ、県

内から首都圏へ進学する学生は、今後も一定数いる

だろうと思いますし、その子たちの支援はやっぱり

していきたいなという思いと、場所的なことも先ほ

ど言いましたけれども、非常にいい立地ですし、も

し建物も新しくなれば、きっと希望する学生は増え

るのではないかと私は思っております。

小棚木政之委員

今後の人数を考えると、どのくらい魅力的なもの

ができるかによっても、また変わってくると思うの

ですが、もう総体的な人数がどんどん減っている中

で、果たして維持できるのかが非常に不安です。そ

ういった中で、それをクリアする方法として、学生

寮という目的以外に、もう一つ何か目的を持たせて、

複数の目的でそれを運用できないかということを考

えました。

例えば、かつて秋田県東京宿泊所が上野にありま

した。秋田県の方が東京へ出張に行くときの宿泊所、

ホテルのように使っていた場所で、思い入れのある

方もあろうかと思いますけれども、最近は首都圏の

宿泊施設の料金がかなり高騰してきておりますので、

やはり秋田県の経済を支える人たち、いろんな用事

で東京に行かれる方が、安い値段で泊まれるところ

があれば、非常に有益ではないかと思います。そう

いった複数の目的で、こういったものを整備してい

くということは考えられるものでしょうか。

教育長

秋田県の寮というのは、ちょっとどうなのかとい

うのはあるのですが、学生寮だけではなくて、ほか

にどういった形の利用の仕方がいいのかを含めて、

その土地に合ったような複合施設、モデルプランを

作成してもらったり、今回の調査では、そういった

ことを含めていろんな御提案をいただければ、それ

を基に、また検討してまいりたいと思っているとこ

ろです。

小棚木政之委員

そうしますと、今回ＰＦＩと言われておりました

が、委員会の内容をお聞きしますと、それがもし、

うまい調査結果が出てこなかった場合は、ＰＰＰも

含めて、全体として考えていくということでありま

したけれども、今回の調査を、最初からＰＰＰとＰ

ＦＩの二本立てで調査をすることは考えられますで

しょうか。

教育長

ＰＰＰとして幅広く方向性を探っていくのはあろ

うかなと。あまり限定しないで、幅広く検討しなが

らやっていくためにも、今回ＰＦＩを手がける会社

に、そういったモデル事業のことを含めて御提案い

ただくことにしていますので、その調査を見ながら

考えていきたいと思っています。

小棚木政之委員

今のところ、もう一回確認ですが、幅広いアイデ

アを頂きたいということであれば、ＰＦＩよりもＰ

ＰＰのほうが私は合っているのではないかと、似た

ようなものだと思うのですが、どうでしょうか。

教育長

ＰＰＰとして幅広く方向性を探っていきたいと思

っております。

小棚木政之委員

以上で質問は終わりますけれども、先ほどの振興

局のお話、それから今の東京寮のお話も含めて、や

はり秋田県で生んだ財が、外に流出してしまうとい

う観点がいろいろあろうかと思いますけれども、そ

の辺も含め、また新たな手法、新たな取組をお考え

いただければと思います。

以上で終わります。

委員長

以上で、小棚木委員の質疑は終了しました。

本日はこれをもって散会し、明日、午前１０時に

委員会を開き、引き続き総括審査を行います。

散会します。

午後 ５時２６分 散会
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令和６年３月１５日（金曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算 （総括審査）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（総括審査）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算 （総括審査）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算 （総括審査）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算 （総括審査）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（総括審査）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （総括審査）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算 （総括審査）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（総括審査）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （総括審査）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算 （総括審査）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（総括審査）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （総括審査）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算 （総括審査）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算 （総括審査）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（総括審査）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算 （総括審査）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（総括審査）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（総括審査）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（総括審査）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（総括審査）

22 議案第１１４号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第１０

号） （総括審査）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一
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委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

欠席委員

委 員 原 幸 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局議事課 加 藤 祐 也

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

会 議 の 概 要

午前１０時 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

欠席委員

委 員 原 幸 子

説 明 者

知事 佐 竹 敬 久

副知事 神 部 秀 行

副知事 猿 田 和 三

理事 丹 治 純 子

理事 佐々木 薫

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

農林水産部森林技監 村 上 幸一郎

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

昨日に引き続き、総括審査を行います。

各質疑者は会派別割当時間を遵守されるよう、ま



- 88 -

た質疑者及び執行部各位におかれましては、的確か

つ簡潔な答弁をされますようお願いします。

また、質疑者及び執行部各位におかれては、委員

長の許可を得た上で発言を行うようにしてください。

それでは、質疑を行います。

初めに、佐々木雄太委員の質疑を行います。

佐々木雄太委員

おはようございます。早速ですけれども、私から

は初めに高等学校の再編整備計画についてお伺いし

たいと思います。

県の教育委員会では、昨年４月２０日に秋田県高

等学校の再編整備構想検討委員会から公表された報

告書を受けて、令和６年度中に第八次秋田県高等学

校総合整備計画の素案を公表するというスケジュー

ルになっていると思います。

令和６年度当初予算においても、幾つかの県立高

校の新校舎あるいは統合校の校舎整備事業の予算が

提案されており、委員会の質疑もあったようですけ

れども、これらの第八次計画との整合性あるいは関

係性について、改めて教育長にお伺いしたいと思い

ます。

教育長

現在計画されている改築、改修等の工事に関して

は、粛々とそれを進めていきますが、令和８年度か

らの第八次計画に関しては、現在策定中であり、当

然、統合等再編整備の話は出てくると思いますが、

まだ時期的なものははっきりしていないことから、

今の計画と合わせながら考えていくというのが今後

の姿勢と考えております。

佐々木雄太委員

とはいえ、このタイミングで新校舎等を整備して

いる中にあって、いずれ第八次の前期以降の話も含

めると、今、整備している高校が各地域の核となっ

ていくのかをお尋ねしたいと思います。

教育長

核となっていくという言葉がどうなのかはありま

すが、今回改築等をしている校舎に関しては、当然

５０年、もっと長く使っていくということがありま

す。

また、それも含めて、第八次というよりは、その

先になるとは思いますが、その地区でどういった学

校を作っていくかという辺りに関して、校舎は新し

く造った校舎を使っていくことになると思っており

ます。

佐々木雄太委員

にかほ市もそうですが、今、少子化の波が押し寄

せてきていて、現在、にかほ市内でも小学校あるい

は中学校の統合の計画が、にかほ市教育委員会から

示されて、地域住民に説明しているところです。こ

ういった流れは、にかほ市だけではなく、秋田県全

体でも進んでいくのだと思います。県教委として高

校の今後の再編整備を考えていく中で、新しい校舎

を建てていってくれるのはありがたいことですが、

一方で市町村でも、小中学校の空き校舎も出てきま

す。各市町村との協議も必要だと思いますが、まだ

築年数の新しい校舎もたくさんあることから、そう

いった市町村の小中学校の校舎を県立高校で活用し

ていく考えは、現段階で考えられないでしょうか。

教育長

将来的に統合校等の校舎を考えていくときに、新

築であったり、今、使っている高校のどこかの校舎

を使ったりと様々あることから、いろんな条件を見

ながら、当然小中学校の校舎が使えるのであれば、

それも一つの考えの候補になろうかと思います。個

々に応じてどういった形がベストなのか、高校は高

校で規格が違ったりと、いろいろありますので、そ

のときの統合校の考え方で校舎を考えていく必要が

あると思います。

佐々木雄太委員

冒頭申し上げた同委員会からの報告書には、由利

本荘にかほ地域の再編の方向性の一つとして、由利

工業高校、西目高校、仁賀保高校を統合という提案

のくだりがありました。

一方で、小規模校については、学校と地域との関

わり方などを多角的に検討した上で存続することが

あっても良いともされています。さらに遡れば、第

七次の後期計画のときに私もこれを訴えさせていた

だきましたけれども、仁賀保高校は地域と連携した

教育活動を展開していること、あるいは県境に位置

しているという地理的条件から、全県的に見ても特

別な事情があることを考慮する必要があるとしてい

ます。第八次計画においても、特別な考慮は踏襲さ

れていくお考えでしょうか。

教育長

報告書は、先ほどお話しされたようなことが書か

れておりますけれども、これはあくまでも答申であ

りますので、それを基に我々は検討を進めています。

報告書にも書いていますし、第八次の方向性もそう

ですが、ある程度、規模のある高校を作っていきた

いと同時に、今お話にあったように地域に根差した

特色ある学校であれば、当然その地区で必要とされ

ることで残していくという方針もありますので、そ

ういったところの兼ね合いを考えつつ、これは仁賀

保高校に限らないことですけれども、全体のバラン

スを見ながら、残すべき高校などについて検討して

いる最中であります。

佐々木雄太委員

委員会から提出された報告書は、あくまでも一提

案であって、これから教育委員会で６月に素案が示

される中において、参考にしていくものだと私は思
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っているのですが、昨年、私も一般質問で触れた第

七次計画に上げた活力ある教育活動の継続が難しく

なった場合の教育長答弁において、学校の在り方の

検討を行うとしており、第八次計画でも踏襲してい

くという答弁を頂いておりますが、第七次計画の後

期から第八次計画に向けて、また改めて委員会から

具体的に由利工業高校、西目高校、仁賀保高校を統

合というくだりがあったことは、地域住民にとって

もすごく衝撃的でありました。仁賀保高校の現状や

将来を踏まえ、活力が失われていると認識されてい

るのかどうか、また、この検討委員会に対して、一

案として上げてきた理由を確認等されておりますか。

教育長

理由等に関しては、細かくは把握しておりません。

委員会でかなり慎重に検討し、将来の由利本荘にか

ほ地区の学校の在り方として、一つの案として出し

てきたものだろうと思っています。また同時に、小

規模校のこともちゃんと書いていますので、そこに

関しては委員会の案を基に我々のほうで検討してほ

しいという思いで出してきたものだろうと思ってお

ります。

仁賀保高校に関しては、にかほ市からいろんな御

支援を頂いておりますし、それだけ学校に対する思

いも非常に強いものがあると受け止めております。

あわせて、先ほどお話しされたとおり、県境にあ

る学校といったことや、情報メディア科という非常

に特色ある学科を有しているといったことがありま

すので、そういったことも当然考慮されるべきこと

とも思っております。

ただ今後、少子化が進んでいく中で、先ほどあっ

たように学校の活力がだんだん失われていくようで

あれば、それなりに考えていかなければならず、ど

の学校に関しても同様と思いますので、どの時期か

は分からないですけれども、それは当然、考慮に入

れるべき話かなと思っています。

佐々木雄太委員

仁賀保高校は、市と連携協定を締結して、教育長

の答弁にもありましたが、地域の将来の担い手とな

る人材育成と地域コミュニティーの拠点としての役

割を担ってきています。令和６年度は同校存続に向

けて、にかほ市と仁賀保高校が連携して、仁賀保高

校存続魅力化プロジェクト推進事業を新たにスター

トさせる予定です。こうした取組も、もちろん教育

長の考える地域に根差した活動の展開につながって

いくのだろうと思いますけれども、こうした取組も

十分考慮されて次の再編整備計画に盛り込まれてい

くのか、いま一度、お伺いしたいと思います。

教育長

今、仁賀保高校の話題になっていますけれども、

いずれ統合等再編整備を考えていく場合には、地域

とのやり取りなくして進めてはいけないだろうとい

う思いがありますので、今お話しされたことを含め

て、他地区もそうですが、慎重に考えてやっていき

たいと思っています。

佐々木雄太委員

募集定員に対する倍率、もちろん今年度の現状を

見てもなかなか厳しいところがあるのは十分分かっ

ているのですが、単なる数合わせの統合ではなくて、

今、教育長の答弁にもありました地域事情に合わせ

た形での高校の在り方を十分検討していただきたい

ということを申し添えて、この項の質問を終わりた

いと思います。

次に、次期社会的養育推進計画の見直しについて

お伺いしたいと思います。まず初めに、児童家庭支

援センターの整備についてお伺いしたいと思います。

本県では、一昨年１０月、にかほ市に県内初となる

児童家庭支援センター「こねくと」が設置されてお

ります。県の現行の社会的養育推進計画では、令和

６年度までに児童家庭支援センターを県内３か所に

設置するという目標が掲げられています。一方で、

この間、児童福祉法の改正によって、こども家庭セ

ンターの全市区町村への設置が２０２４年４月から

努力義務化されるということで、昨年４月に設置さ

れたこども家庭庁が所管していくことは私も承知を

しております。

県内の児童家庭支援センター３か所の開設目標と

なる令和６年度末が、いよいよ１年を切ろうとして

いますが、その後、残り２か所の開設に向けた県の

動き、見通しについてお伺いしたいと思います。

健康福祉部長

御指摘のとおり、計画上は来年度中にもう２か所

を設置することとなっております。具体的には県北、

県南でありますが、現在のところ設置箇所あるいは

受託する法人の人的配置といったような課題があり、

来年度末の設置は困難な状況にあると認識しており

ます。

また、この間、児童福祉法が改正されまして、全

市町村にこども家庭センターを設置されることが努

力義務とされております。このセンターでは、統括

支援員を配置しまして、母子保健と児童福祉が一体

となって相談支援に当たるということで、相談支援

の機能強化が図られることになっております。こう

いった状況の変化もありますので、来年度新たに策

定する予定の社会的養育推進計画の見直しの中で、

こども家庭センターの設置状況や、委託先となる社

会福祉法人の意向等を総合的に勘案しまして、児童

家庭支援センターの今後の在り方については見直し

を図りたいと考えております。

佐々木雄太委員

今、該当する相手先の人員の問題とかで、さらに
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２か所、３か所目の設置は非常に困難を来している

というのはよく分かりました。

補助資料として添付しております。しおりの２の

ところです。こども家庭庁が公表している次期都道

府県社会的養育推進計画の策定要領における論点整

理ということで抜粋して載せておりますが、補助資

料そのもののページで申し上げると、１６ページの

留意点のところに、県は市区町村が里親等や児童家

庭支援センターを積極的に活用するように連携、協

力していくと明記されていますし、加えて次の１７

ページには児童家庭支援センターの機能強化として、

こども家庭センター、里親支援センター等を担うと

もされておりまして、児童家庭支援センターの存在

意義、担う役割を強く訴えられています。

先行して開設したにかほ市の「こねくと」は、月

平均の相談件数が、今では３６０件余りにもなって

いて、これはＳＮＳ相談も入れると約４００件近い

相談件数があるそうです。そういった相談件数に対

して、きめ細やかに対応している現状の中、この

「こねくと」は、にかほ市に開設していますが、由

利本荘市内も網羅しています。このエリアでも、こ

れだけの相談件数があって対応してくれているとい

う現状を鑑みれば、やはり県が当初目標としていた

２か所目、３か所目の設置も必要ではないかと思い

ますが、その点も踏まえて、もう一度御答弁いただ

ければと思います。

健康福祉部長

現在の「こねくと」の相談状況等は私も伺ってお

りまして、設置したことできめ細かな対応がされて

いるということで、非常に有効なものであると認識

しております。そういった状況も踏まえまして、も

う２か所の設置については十分に検討してまいりた

いと思います。

佐々木雄太委員

質問を変えて、里親支援に行きたいと思います。

改正児童福祉法の施行によって４月から里親養育包

括支援機関は児童福祉施設となって、里親支援セン

ターに位置づけられることになります。本県でも里

親委託率を２０３０年までに４０％まで引き上げる

取組目標にしておりますが、依然として本県の里親

支援の体制は、児童相談所３か所とフォスタリング

機関１か所のみとなっています。リードできる中核

の機関が存在しない状況にあって、機関ごとにも里

親に対する対応がまちまちであるという声も聞こえ

てきます。

次期都道府県の社会的養育推進計画の改定スケジ

ュールでは、令和５年度中に県内の状況を把握した

上で計画改善に着手していかなければならないこと

になっています。県としても、里親支援センターの

環境整備について、もう既に方針を持っておられる

のではないかなと思っておりますが、私は里親セン

ターを設置して、早期に一貫した里親支援体制を構

築するべきと考えております。一貫した里親体制を

構築することについて、あるいは次期計画に盛り込

むことなどについて見解をお伺いしたいと思います。

健康福祉部長

当県の里親委託率につきましては、フォスタリン

グ機関等の設置もありまして、令和３年度末の委託

率は全国平均を上回る２４.２％と、全国で１９位

というところまで進んできております。しかしなが

ら、全国的な傾向でもありますが、対応が難しい児

童の増加等によりまして、里親委託を解除せざるを

得ないケースなども出てきておりますので、改めて

里親支援の体制は、これまで以上に強化していく必

要があると考えており、その中核となるものが里親

支援センターになるものと考えております。

佐々木雄太委員

具体的に、里親支援センターは設置する方向で考

えていらっしゃるという認識でよろしいですか。

健康福祉部長

具体的には、来年度の策定委員会で方針を定める

こととなっておりますが、私どもとすれば設置の方

向で検討したいと考えております。

佐々木雄太委員

最後に、次期都道府県社会的養育推進計画の見直

しについて、補助資料の１１ページ、１３ページの

論点整理というところで、県は令和５年度中から現

行計画の見直しを図っていって、市町村におけるこ

ども家庭センターの整備に向けた支援、あるいは可

能なものから順次速やかに取組を進めていくことに

なっておりますが、次期計画策定に向けたスケジュ

ール感や策定方法、構成員について、どのように考

えているのかお伺いしたいと思います。

健康福祉部長

具体的なスケジュールにつきましては、これから

になりますが、いずれ来年度内にきちんと策定でき

るように、節目節目に議会に報告するような形で、

これまでの計画と同様に考えております。

具体的には、策定委員会を設けまして検討してい

くこととしております。策定委員会には、医療関係

者はもちろん、福祉関係者あるいは弁護士等の有識

者に入っていただきながら、具体的な検討を進めて

まいります。

佐々木雄太委員

最後に、知事にもお伺いをしたいのですが、昨日、

秋田県の保育協議会の皆様との意見交換の機会を設

けさせていただいて、保育現場における実情を踏ま

えた生の声を聞かせてもらいました。子供が安心し

て暮らせる居場所づくりへの支援、あるいは児童虐

待対策など、子供や子育てに関わる社会基盤の改革
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は、人口減少率ナンバーワンの本県においても急務

であると思っています。こうした問題についての現

状認識と、次期都道府県社会的養育推進計画の見直

しに向けての知事のお考えを、最後改めてお聞きし

たいと思います。

知事

ここ数十年間で社会的風潮あるいは様々な多様な

考え方などいろんな面で相当変化しています。そう

いう中で、どちらかというとストレスがない前の社

会と違って、情報化もあり、いろんなところで子供

自身のほか、親御さんにもストレスを感じる方が大

分増えているようです。今の現状は変えようがござ

いませんので、子供の見守りあるいは居場所づくり

といったものは、今の状況に合わせて、子供が伸び

伸びと健やかに暮らせるような社会を目指すという

ような方向でいろんな検討を進めながら、できるも

のからしっかりやっていくことが一番望ましいと考

えてございます。

委員長

以上で佐々木雄太委員の質疑は終了しました。

次に、鈴木真実委員の質疑を行います。

鈴木真実委員

補助資料ですが、サイドブックスのしおり番号の

４番となっておりますので御覧ください。最初に６

ページからお話しさせていただきたいと思います。

循環器・脳脊髄センターの今後の在り方について

質問させていただきます。６ページの下にあります

（５）運営費交付金の推移を見ていただきたいと思

います。令和６年度ですが、５７.９億円とあり、

これが今回の当初予算で計上されております。平成

２１年度から令和５年度まで５０億円弱という数字

で動いておりますが、１９億円数字が上がった、こ

の額について、率直にどう考えているかお知らせく

ださい。

知事

確かにいろんな情勢、コロナの関係あるいは新し

い病棟を造って、設備もいいものを入れていますの

で、地方債の返還もあり、大分費用も増加していま

す。一方で、医業収益は思うに任せない状況で、こ

のような数字が出てきたと思う。ただ、問題は循脳

センターの在り方あるいは存在意義、これはそう変

わっていないと思います。ですから、いかにこうい

ういいものをしっかり使い切るか、県内の医療関係

との連携の中で、これをいかに生かし切るか、これ

がこれからの大きな課題であります。

鈴木真実委員

昨日の総括審査では、外旭川のまちづくりの事業

について、知事から、新スタジアムは赤字経営の見

通しであって、そう簡単には３月末までの事業計画

を国に申請できないという話があったり、昨日の秋

田市議会でも赤字経営を不安視するという話があり

ました。そういうことを見ますと、循脳センターに

ついて、補助資料の７ページで、運営費交付金は令

和６年度から３年間は５０億円台、その後も４８億

円、４２億円という見通しであります。今までの

４０億円以下というのは全然ない中で、良いものを

生かし切れない状況が続くのではないかと非常に懸

念しております。私も調べましたけれども、ここの

施設は、センター等の改築や機器導入に要した総額

が、平成２７年から令和３年までの間に

１３９億１,７００万円という多額の投資でありま

した。これについて、実はうまく回っていないとお

っしゃいましたが、このままいくと本当にじり貧の

状態、破綻状態になるのではないかなと心配してお

ります。知事は、こういう状態であるのは、いつ知

りましたでしょうか。

知事

当然、設備投資をする段階において、一定のシミ

ュレーションをしてございます。ただ、コロナの関

係で交付金が大分増えて、その後に医師の確保ある

いは他の病院との連携、他の総合病院の近代化など、

全県的なバランスの上で、秋田市にはそういうとこ

ろが集中していますので、秋田市内において相当競

合が出ているということもございます。

ただ、大学病院にもないような施設もありますの

で、秋大の医学部等との連携や県内の他の総合病院

との役割分担をしっかりやることによって、いろん

な面から、ここの機能自身は相当高いものという評

価を受けていますので、これを生かし切ることはで

きると思います。

いずれ設備投資の借金もだんだん減りますので、

そういう中で医師の確保と同時に医業収入を増やし

ながら経営の立て直しをやっていくという方向性で

鋭意、様々な面で検討しています。

鈴木真実委員

補助資料７ページの令和６年度の経常収支比率が、

来年度は１１１.０％という数字が出ております。

１年間でこのくらいの数字が出るものと思っている

のでしょうか。

健康福祉部長

新たに回復期病棟等の新しい取組もすることにし

ておりますので、病床の回転率を上げて収入を上げ

るということでいけば、既存のものを活用しながら

になりますので、この数字は達成見込みと考えてお

ります。

鈴木真実委員

もう一つ、損失補填という形が今回の運営費交付

金ではないのかなと思っているのですが、補助資料

６ページの（４）期末現金・預金残高について、平

成３０年が４４億円あったのが、今はもう５.４億
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円しかない。これは留保金、何にでも使えるお金だ

と思いますけれども、こんなに下がった理由は何だ

ったのか教えてください。

健康福祉部長

基本的には、毎年度の赤字分に補填されていった

ものと思いますが、大きくは新しく施設整備をした

ものの償還金に充てる中で取り崩されたものと考え

ております。

鈴木真実委員

知事は、今後については、自分も病院機構、セン

ター等にも介入しながらやっていきたい思いだとい

うことだったのですが、これまではいかがだったの

でしょうか。

知事

いずれ根本には医師の確保、これが非常に難しい。

医療関係は大学の系列がありますので、様々な系列

によって、いろんな面で人事の動きがありますので、

そういう点で医師の確保については、これまでも様

々な手法によってやってきています。

また、前の成人病医療センターを吸収するかしな

いか議論があったのですが、循環器関係で成人病医

療センターは相当な機能がありますので、あれを解

散するのはもったいないということで県として受け

取るべきだという意見が多くて、それによって新し

く設備投資、医師の異動があった。ただ、医師の異

動に対して簡単にいきませんので、医師の退職もあ

って、医師の不足が一番の問題で、医師の確保につ

いては、秋大の医学部にも協力を得る必要がござい

ますので、今後、秋大医学部あるいは他の病院との

連携をしっかりやっていくということが、これから

の道が開ける大本かなと思っています。医師の確保

をしっかりやることによって相当収益が上がるとい

う状態でございます。

鈴木真実委員

私も当時の福祉環境委員会の議事録、それから知

事が答弁した総括審査、平成２６年当時、平成２７

年当時、それから平成３０年当時をつぶさに見させ

ていただきまして、私なりの分析もさせていただい

ております。当時も合併をかなり心配する声もあっ

たのですが、知事の相当な思い入れがあって、県の

執行部もすごく良くなるというような表現をされて

説明されていたのですが、当時そうでしたよね、佐

々木薫理事。当時担当の課長だったので、いかがだ

ったでしょうか。

理事（佐々木薫）

その当時、医務薬事課長を担当していたかと思い

ますが、旧成人病医療センターの医療資源をうまく

活用して、秋田県の医療提供体制を強化するといっ

た大きな役目を担っていたのかと思っております。

その後、いろいろシミュレーションはさせていただ

きました。その当時の医療環境といいますか、例え

ば循環器でいえば県北や県南において、なかなかカ

テーテル治療などができないような状況がありまし

たし、秋田市内も大変厳しい状況にありました。そ

ういった中で循脳センターの役割は大きくなってい

くのだろうという分析だったかと思います。

実際やってみて、いろいろと状況が変わったとい

うことはあります。例えば秋田県の医療全体も均て

ん化が進みました。医師の確保、いろいろ不足して

いた領域での医師不足も少しずつ解消されつつあり

ます。そういった環境の変化もありましたので、そ

の当時も、かなり運営自体は決して楽観的なものと

は思っておりませんでしたが、実際やってみて、状

況の変化と離れてしまったといいますか、そういっ

た点があったことは認めざるを得ないと考えており

ます。

鈴木真実委員

当時の議会において、脳血管研究センターが第三

次医療の脳の部分、脳血管疾患、それから成人病医

療センターが循環器、心疾患、最終的には一体的に

運用したほうが非常にいいという知事の発言があっ

たり、２つの能力を秋田県のためにも今後、残さな

ければいけない、そしてより強化した形で保持しな

ければならないということをおっしゃっていました。

当時、第２期計画の最中だったのですが、第３期計

画、第４期計画では黒字化しますとまで発言されて

いるのですが、その乖離が大きくて、私たち議員も

そこ辺りをしっかりと見ていなければいけなかった

のですが、知事、今までの県の体制、監査の体制等

については、いかが思っていますでしょうか。

知事

この間も医師の確保、あるいは病院の在り方につ

いていろんな検討もしまして、またいろんな面でい

ろんなところに働きかけをしたわけですが、やはり

このような状況になったことについては、まず我々

も反省すべき点があります。ただ問題は、ここの機

能そのものは非常に高度なものですので、これをい

かに生かし切るかという面で従前以上に努力する必

要があるという認識です。

鈴木真実委員

先ほど言った３期目、４期目では黒字化するとい

う目標が全然乖離している点については、私たち議

会もまた反省しなければいけないですし、両輪とな

って今後どうするのかを、この１年間かけて真剣に

やっていただきたいと思いますが、地方独立行政法

人秋田県立病院機構の取りまとめの長でもあります

ので、将来像について、知事の今後の対応について

伺いたいと思います。

特に脳血管研究センターは世界の脳研と言われ、

国内外から患者が来て、研究の成果とかが国内外に
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まで名をとどろかせていたという状況も知っている

私たちにとりましては、医療環境とか社会状況の変

化があるとしても、今後あるべき姿について、知事

の思いをもう一度お聞かせください。

知事

いずれ、あの機能をあそこだけで使うのか。単純

に言えば、他の病院にない機能がありますので、連

携することによって、他の病院の患者でも最大限い

い機能を使える状況になります。もう一つ重要なの

はアルツハイマー、認知症の関係で相当新しい方向

の医療が必要です。あそこは脳の関係のプロですの

で、新薬の治験をとる、あるいは様々なリハビリも、

リハセンと今まで以上に連携し特化するものを作れ

ば競合しませんので、新しいファクターを入れ込み

ながら経営の刷新を目標にして、臨んでございます。

鈴木真実委員

脳研のときにはマーケティングや方針、ターゲッ

トもしっかりしていた。ただ、今は何かブレブレに

なっている感じがしてならないのです。心疾患と脳

血管、循環器とかいろいろやることになっているの

ですけれども、二次医療圏の今後の関係もあります

し、周辺の総合医療機関との関係もあると思います

が、そことの連携をもっと密にするという部分につ

いて、今後、県はどうするのか、お答え願いたいと

思います。

健康福祉部長

今後の循脳センターにつきましては、当然のこと

ながら脳と循環器の高度な専門医療の機能という部

分はしっかりと堅持をしながら、一方で手術から回

復期、リハビリに至るまでの一体的な治療も行える

機関ということで、市内あるいは県内の各病院との

連携はもちろんのこと、市内に急性期病院もいろい

ろございますので、そういった中でどういった役割

分担ができるのかも確認しながら、地域医療の中に

しっかりと位置づけをして経営改善に取り組んでま

いりたいと思います。

鈴木真実委員

どういう特色を出して、それから医師を確保して、

アルツハイマー等もやってと伺いましたが、補助資

料７ページの今後の運営費交付金、これは損失補填

だと思いますけれども、この額についても毎年見直

すということで考えてよろしいですね。どうですか。

健康福祉部長

毎年の経営状態をしっかり見ながら、将来的にも

安定した経営ができるような交付金であるように、

毎年しっかりと見てまいります。

鈴木真実委員

今回の１２月議会に内情を我々議員に提示してく

れたことは、私は評価したいと思いますが、今後も

全てにおいて、こういうことがないよう、随時きち

っとした検討が俎上にのるよう期待したいと思いま

す。

今回の第４期中期計画と循脳センターにつきまし

ては、自民党会派としても、県民のことを思うと、

このままにしておかれないという危機感を持ってお

ります。会派としても、今後、現状や課題等を執行

部の皆さんから聞く、それからセンター側から機構

からも聞くという形をとっていきたいなということ

も話し合われておりますので、よろしくお願いした

いと思います。

知事、最後に、この１年間で本当に損失を少なく

してほしいというのに当たって、知事の関与度につ

いて、もう一回教えていただきたいと思います。

知事

あの当時はコロナ交付金がありましたので、相当

改善したものの、今はガタッと減って、その間に循

環器の医師の充足ができない、旧成人病医療センタ

ーの医師が非常に不足したという状況は、我々も、

もっともっと努力すべきという反省を踏まえて、そ

ういう感じがします。

いずれ、大学病院あるいは県内の病院と役割分担、

あるいは機能分担を話し合う場を設けながら、今の

循脳センターもしっかり入って、病院間の垣根を取

り払った本音の話合いをまだやったことがないもの

ですから、そういう場を設けながら、県としても、

しっかりまとめ、センターの在り方、そして連携の

仕方、こういうものをこれからしっかりやっていき

たいと思います。特にあそこにはハイブリッドの手

術室が２つあり、全面的に秋大医学部の監修の下に

造った部屋ですので、そういう機能を秋大とも連携

しながら使うことによって、医師の派遣とかも有利

になります。そういうところについて学長とも特に

話し合っていますので、私自身もしっかり入り込ん

で、こういう問題を前に進めたいと思います。

鈴木真実委員

福祉環境委員会でも、今後、経営管理会議の開催

とか、在り方の検討会とかいろいろ開くという、そ

れも外部のコンサルや見識者を入れ、第三者の力を

借りるとはっきり言っていただきました。なるべく

それを早くやること、どういうことをやるかを明確

にすること、それから、先ほどおっしゃった秋大と

の連携、ほかの病院との連携、それもしっかりやっ

ていただきたいと思っております。

健康福祉部長

県としましても、委員会でお約束しました経営管

理会議、在り方検討委員会あるいはコンサルの導入

等につきましては、機構側としっかり話し合いまし

て、その状況については節目節目で議会にもしっか

りと報告してまいりたいと思っております。

鈴木真実委員
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では、次に移ります。災害対策についてお伺いい

たします。五城目町では災害を受けた後にワークシ

ョップを各地で開いておりまして、私も５か所に参

加してきました。その中で皆さんおっしゃることは

何かということをお話しさせていただきたいと思い

ます。

私は１２月議会の一般質問でもお話しさせていた

だきましたが、災害の初動対応のときに県がチーム

を組んでおり、五城目町では２年連続、災害があっ

たわけですが、災害があった瞬間も職員等は様々な

作業や相談等に追われて、本当に多岐にわたる対応

になるわけで、そういうときに県サイドからのサポ

ートが非常に必要だという話がありました。この前

は前向きに考えますという回答でしたが、危機管理

監、その後、動きはありますでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

災害対策基本法上は、住民の生命、財産を保護す

るための業務は、市町村の責務になっておりますが、

委員が今、御指摘されましたように、大規模な災害

が発生するケースでは、単独の市町村では対応でき

ないケースがあると思います。そういう場合は、先

遣的に県職員を派遣して情報収集、関係機関との連

絡調整に当たったり、さらに応援が必要と判断した

際には初動体制の構築や災害対応に係る助言、指導

を行うチームを派遣することにしております。

五城目町におきましても、水が上がった１５日夜

の時点で五城目町とは連絡を取り合って、リエゾン

の派遣、それから１５日のうちに救助物資といいま

すか、備蓄物資の運び込みをする打合せをして、翌

日リエゾンと一緒に派遣をしたところでございます。

委員から、災害発生と同時にすぐさま支援、派遣

することができないかというようなお話もありまし

たので、気象台から大雨警報とか警報が出る際には、

ほかの警報と同じように出るケースと、気象台から

今回はかなり危ないと事前にお知らせがあったり、

あるいは県や市町村に対しても説明会を何回か開い

ていただくケースがございますので、そうした災害

の発生の可能性が高いと考えられるケースについて

は、災害発生前からあらかじめリエゾンを派遣して

警戒に当たったり、連絡調整に当たったりするとい

うことも今後、考えてまいりたいと考えております。

鈴木真実委員

膨大な事業の発生によって、職員等も非常に疲弊

して動くわけですけれども、この前、私は対策本部

にちょっと詰めましたが、最初は１人とか、そうい

う形での県からの派遣しかなかったのですが、そう

ではなくて、先ほどおっしゃった災害が予想される

といった段階で、例えば５人のチームが来ることで、

役場や市役所とかの安心感が違いますし、一般県民

に対する安心感の与え方が違うと思います。そうい

うことは具体的に来年度、研修とかはしないもので

しょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

最初に、災害派遣の人員ですが、どういう状況に

あるかも分からないのに、いきなりたくさんの人を

派遣しても無駄になる可能性がありますので、まず

最初はリエゾンを派遣して情報収集に当たって、今

回についても、そういう形で必要な支援を把握した

上で、後から人を増やしていったという状況でござ

います。

今後、手が足りないと思われる市町村に、県職員

をそういった形で派遣するに当たりましては、県職

員の災害対策本部の運営等に関する資質、ノウハウ

の向上も必要だと考えておりますので、今後、総合

防災課職員を対象に災害対策本部の運営に関する研

修を行いたいと考えておりますし、またリエゾンの

派遣という点でも地域振興局から派遣する連絡員向

けの研修を実施するなど、被災市町村の支援に必要

な実務能力の向上を図ってまいりたいと思います。

あわせて、県の職員が全部仕切るということでは

なくて、やはり地域の実情に詳しくて、住民の事情

などもよく知っている市町村にもしっかり災害対策

本部で役割を果たしていただきたいと考えており、

市町村の災害対応を総括する役割を担う防災担当幹

部職員を対象とした研修についても、今後、実施を

検討してまいりたいと考えております。

鈴木真実委員

初動をしっかりすることによって、秋田市や五城

目町もそうですが、生活再建できない方々がまだま

だいらっしゃるので、一人でも少なくするという目

的の下に設置するということを考えていただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

初動をしっかり対応することで被害の規模を縮小

できたり、被災者を一人でも多く救うことができる

ということはあると思いますので、そういった初動

において、しっかりと県も市町村と一緒に対応して

いけるように、県職員並びに市町村の防災担当の幹

部職員の皆さんに対して、災害の実務能力あるいは

対策本部の運営に関する能力を向上させるような研

修をしっかり行ってまいりたいと思います。

鈴木真実委員

ワークショップで、非常に住民の方々がおっしゃ

っていたのは、地域のコミュニティーがしっかりし

ているところは災害を防げた、それから人的な被害

に遭わずに済んだというような話がありまして、こ

の災害があって地域コミュニティーの在り方につい

て再認識させられたという話がありました。どこの

ワークショップでもあったのですが、以前、元気な

地域コミュニティーづくりということで、コミュニ
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ティ生活圏形成事業等があったのですが、それらに

ついては３年間で終わったものでしょうか。それに

ついての分析と、今後このようなことをするのかし

ないのか。私は非常に大事な事業だと思っておりま

すが、いかがでしょうか。

あきた未来創造部長

御指摘のとおり、災害のみならず、地域での暮ら

しを持続的にするためには、地域コミュニティーの

果たす役割は非常に大きいものがあると認識してお

ります。

今お話ありました地域コミュニティ生活圏形成事

業は、平成元年から４年間継続いたしまして、モデ

ル事業を１４地区で実施したところでございます。

その中では、まずグランドデザインを作って、その

地域で地域づくりを進めるというような事業をやっ

てまいりました。中には買物の拠点を形成した地域

あるいは地域で多世帯が交流できるような農園を活

用した地域というような成果も上がっておりますが、

やるためのノウハウが出来ないとか、あるいはそれ

をまとめてくれるような組織が育っていないという

ような課題があり、今現在、その課題を解決するた

めのアドバイザーを派遣したり、あるいは事業を実

施するための資金を補助するような事業を実施して

おります。そうした事業を継続してやっている中で

も、まだまだ、その地域でキーパーソンとなる人が

不足していたり、その方をサポートする人が足りな

い、あるいは市町村との連絡調整をするコーディネ

ーターをやるような方が不足しています。それから、

地域の方々が主体でコミュニティーを形成していく、

活性化させるというような意識が高い地域もあれば、

そうでない地域もありますので、そうしたことも踏

まえて、来年度以降も取組を進めてまいりたいと考

えております。

鈴木真実委員

さきの新聞でも、大館市で町内会が解散するなど、

本当に我々の周りでも中山間地域で散見され、もう

そこまで迫ってきているという感じがします。地域

防災を高めるため、それから移住定住をしてもらう、

若者に来てもらうためにも、町内会とか地域の在り

方について再考していただきたい。コミュニティ生

活圏形成事業のような事業について横展開を図って

もらいたいと私は提案しますが、いかがでしょうか。

あきた未来創造部長

コミュニティ生活圏形成事業が終わった後、他の

地域にも横展開を図っているところでございます。

ただ、この事業は住民の方々と、それをサポートす

る行政側の役割も非常に大事だと思っていまして、

地域の実情に精通している市町村、それからいろん

な具体的な事例をやってきてノウハウを持っている

県がタイアップして、その地域に合った形で役割分

担をし、協働しながらやっていくということが必要

だと思っていますので、今後そうしたことも踏まえ

て取り組んでまいりたいと思います。

鈴木真実委員

知事、この地域コミュニティーの在り方について、

今後の取組について、私たちも年をとってきました

ので、みんなで考えていかなければいけない問題だ

と思いますが、いかが感じていますでしょうか。

知事

私も県庁に入ったときに、当時コミュニティーの

運動が非常に盛んで、その担当をやったこともござ

います。当時と違うのは、今の核家族の関係で地域

コミュニティー、名前はいいのですが、町内会活動

があまり活発だと意外と若い人は逃げます。逆に個

人主義になっていますので、そういうところでどの

ぐらいそういう関与があるのか、これは非常に難し

くなっています。私の住んでいる町内でも、夏のお

祭りをやるといっても、若い方はその日は休みだか

ら自分は出ないと、そこら辺で違っています。あと、

地域で高齢の方がリーダーシップをとってやるのは

いいけれども、あまりにも独善的になることもあり

ますので、若い方あるいは中年の方、高齢の方との

バランス、これがどのようにとれるか。これがうま

くいっているところはいいのです。県がいきなり入

っていくといってもできませんし、市町村によって

コミュニティー活動について政策的な入り方が違い

ますので、市町村においてもしっかりやってもらっ

て、県で全県的なモデルとなる情報を提供したり、

あるいは様々な制度を側面から支援するという方向

で、これからもやっていく必要がございます。まず

は市町村でどのように考えるか、また市町村の要請

を我々が受け止めてそれに応えるか、そういうもの

は災害にかかわらず、高齢化が進んでいますので、

高齢化時代に合った仕組みを再考する時期かなと思

っています。

鈴木真実委員

知事からも再考する時期という話がありましたの

で、どうぞ挑戦していただきたいと思います。

それからもう一つ、私も１２月議会でも質問させ

ていただきましたが、河川水門の防潮堤の適正な管

理について、その持ち場はどこなのかと、開け閉め

等についても管理者がやるべきということは重々分

かっておりますが、ワークショップで、それを体系

的にどのようになっているかを県主導で喚起できな

いかという要望がございました。それについて、建

設部では何かいい取組等はないでしょうか。

建設部長

１２月議会での質問を踏まえ、県については改め

て操作規則の徹底を周知したほか、県以外の下水道

や土地改良など、他の管理者もいることから、河川
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占用許可の更新時に、県の取組を紹介したりしてい

るところでございます。水位の上昇によって逆流が

始まる前に閉じないと、やはり防災上、良くないの

で、そういう操作規則を守るとともに、フラップゲ

ート化とかも検討していきたいと考えてございます。

鈴木真実委員

ノウハウを持っている県が、市町村等を誘導しな

がら、各関係機関とも是非、共通認識でやっていた

だきたいと思っております。

続きまして、３つ目の県立大学附属高校の設置に

ついて、これも１２月議会で質問させていただいた

のですが、国公立大学と県立高校の連携を話題にし

ました。実は私も、金足農業高校と由利工業高校を

県立大学の附属高校とするべきではないかという工

藤議員の意見と同じような気持ちで、そのときは質

問したつもりでした。

教育長、これについて、先ほど佐々木雄太委員も

高校の再編についていろいろ質問されておりました。

どこの地域も子供が少なくて大変だという状況の中、

秋田県の基幹産業である農業や食料安全保障、もの

づくりがこれから大事だと知事も何回も訴えていま

すが、ここを集約できるような附属高校等はできな

いものでしょうか。

教育長

県立大学の附属高校化、特に金足農業高校と由利

工業高校ということですけれども、当然、大学側、

高校側のメリットとかデメリットがたくさんありま

すので、それをかなり慎重に精査しないと、そう簡

単にはいかないのではないかなと。現段階でもある

程度のメリット、デメリットは分かってはいるので

すが、全国にも専門高校の附属高校化というのはな

いですので、その辺に関しては慎重に精査する必要

があると思っています。

鈴木真実委員

奈良県立大学附属高校について、私も調べさせて

いただきました。総合学科でしたけれども、優秀な

人材が集まってきており、３年間行った後、何人か

は県立大に行けて、優秀な人材を県内に残せるとい

うことで、そういう非常にやる気のある子を集めて、

学校側も自由な校風で、子供の能力を伸ばせるとい

う高校でありました。秋田県にも是非そういうもの

を作っていただきたいと思いますが、最後に知事、

こういうものはこれからの時代に必要ではないかと

思いますが、いかがでしょうか。

知事

大学の理念、レベル、専門性とどのように結びつ

くか。一般的に大学のレベルが高くなりますと、そ

う簡単にいきませんので、そこら辺のバランスある

いは学力の差、こういうものをどのように整理する

か。一般に大学の場合、レベルの高いところは、ほ

とんど普通高校ですので、専門高校を附属にした場

合にどのような状況になるか。メリットもあればデ

メリットも相当ありますので、大学のあるべき姿、

高校のあるべき姿、これを失わないでどうやるか。

そう簡単にはいきませんが、前にお答えしたとおり、

駄目という発想ではなくて、こうなったらできるだ

ろう、こうなれば可能だろうという前向きな発想で。

前にも市の学校を国際教養大学にということをやっ

たことがあり、なかなか難しかったのですが、再度

そういうことをまず研究してみる、そこの間口を開

くということで、来年度、内部で検討を進める方向

で臨んでいます。

鈴木真実委員

前向きな回答をたくさん頂きましてありがとうご

ざいました。どうぞよろしくお願いします。

終わります。

委員長

以上で、鈴木真実委員の質疑は終了しました。

ここで、暫時休憩します。

再開は、午前１１時２０分とします。

午前１１時 ８分 休憩

午前１１時１８分 再開

出席委員

休憩前に同じ

欠席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

副委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

小野一彦委員の質疑を行います。

小野一彦委員

補助資料は、しおりの３を御覧になっていただけ

ればと思います。このたびの質問の直接的なきっか

けですが、去る２月２２日、医師会が主催で報道機

関の皆さんと、私たち自殺予防対策の議員連盟の議

員とで合同の勉強会を開催いたしました。そのとき

大きな発見がありまして、参加した議員の皆さんと

も相談した結果、やはり令和６年度の予算と絡めて

大いに前進させていくべきでないかという観点から

質問させていただきます。

テーマは、「子ども、思春期の危機～不登校、い

じめ、ＤＶ、トラウマを考える」で、ポイントです

けれども、小児科医、児童精神科医そして学校の現

場でスクールカウンセラーという立場で勤めている
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ドクターの方から、不登校、いじめ、ＤＶ、トラウ

マを解決するキーワードとなるのが、一見、政策的

にはかけ離れているように見えるスクールカウンセ

ラー、通級、そして教員、心理士、医師による子供

の心に寄り添う取組が、こうした課題を解決するの

ではないかという御提言がありましたので、その観

点からの質問となります。

まず、教育長にお尋ねします。２番で不登校とい

じめの認知件数を数字で書き出しています。一部間

違った記述があり、「２０２２年１港当たり５.５

人」とありますが、これは「港」ではなく「校」で

すので、訂正させていただきます。

それでお尋ねしたいのは、１０年前と今とで不登

校の数、それからいじめの認知の件数が、特に小学

校がすごく増えているように見えます。この原因は

どのようにお考えでしょうか。

教育長

ちょっと個人的な感想にもなりますが、いじめに

関しては低年齢化が進んできているのが１つと、そ

れから１０年くらい前あたりから全国的にいじめに

よる重大事案が発生していることを受けて、これは

県内も全国もそうですが、様々な調査やアンケート、

面接などをやって、いじめを早期のうちに見つけて

対応していこうというのが全国的な流れになってお

り、今まで認知されていなかったものが大幅に認知

されるようになって、早急に手を打てるようになっ

てきたことが、認知件数の多さだと捉えております。

小野一彦委員

そういう部分があると思います。３番目で、先ほ

ど冒頭申し上げました勉強会で、ケース、事例につ

いて、非常に学びがあったのですが、いじめ防止対

策推進法によるいじめの定義は、学校等で児童生徒

と人間関係がある相手からの精神的、物理的な影響

のある行為となっています。この勉強会でお示しい

ただいた事例は、学校や部活で、とても仲良くして

いたお子さんから無視あるいはいじめ的な行為があ

って、学校は知っていて、カウンセラーの方が知ら

ずにいたのですけれども、そのときに心の専門家で

あるカウンセラーの方が、もしその場で知っていれ

ば、心に悪影響を及ぼさないで好転していったはず

なのに、不登校になって、そのまま不登校が継続し

てリストカットとか、あるいは希死念慮、そういう

ところまで至った事例があったのです。

こういう部分は、いかに個々の子供の心に寄り添

って、早い段階から専門職が連携し合う仕組みかが

大事であると思いますが、スクールカウンセラーの

方々の話を聞きますと、子供との接触の機会がなか

なかなく、子供が気軽に相談に来られない状況や学

校、家庭、医療機関との連携がうまくつながってい

ないという話がありましたが、そこら辺はどう考え

ていらっしゃるのですか。

教育長

確かにそういうケースはあるのではないかと思い

ます。お話があったように、ちょっとしたことでも

早期にいろんな形で相談して、それに答える方がい

れば、それは解決していく部分もたくさんあろうか

と思います。

実際、子供が今、言ったようないじめにつながる

ようなことを受けたという感触があったときに、相

談しないで終わる子供もいますので、まず１つは先

生に相談してほしいと。次に、相談された場合に、

どの程度、重大であるかという判断が出てきて、当

然、先生方も重大なことであればスクールカウンセ

ラーにつなぐということがあります。あるいは最初

から本人がスクールカウンセラーの面接を希望する

という場面もあります。ただ、できれば早急にやれ

ればいい話ですが、常時スクールカウンセラーがい

るわけでもないような状況もあったりして、今お話

があったように深刻な場面になっていくことがあろ

うと思っています。

学校では、何かあればすぐに相談してもらって、

ある程度、悩みが大きければ早くスクールカウンセ

ラーにつないでいくように、我々からも常に言って

いますので、それを徹底させていくことが、今段階

では精いっぱいかなと思っています。

小野一彦委員

県のホームページの高校教育課で所管している、

いじめ対策の審議会の会議録を拝見したところ、委

員のスクールカウンセラーの御意見で、もっとお子

さんがスクールカウンセラーに自分主体として相談

に来られるような環境づくりが必要ではないかとい

う話がありました。もう一つは、カウンセラーがそ

れを聞いて、独自の判断で、御両親とかにもきちん

と了解を得ながら、情報共有し、そして医療機関に

も必要があればつなぐと。別に制度を変える必要は

ないので、そういう運用の仕方を是非やっていただ

きたいというのが勉強会での先生の提言でしたので、

是非、前進させていただければと思います。

教育長

スクールカウンセラーに面談を申し込むのを、ち

ゅうちょする子供は結構いると思っています。それ

をちゅうちょさせない雰囲気を出すとか、あるいは

スクールカウンセラーでなくても、いったん先生に

相談してスクールカウンセラーに頼んでみるとか、

なるべく早く相談できる体制はこれからもやってい

かなければならないと思いますし、スクールカウン

セラーが事案を認知した場合には、当然、学校での

共有が必要だと思うのですが、それをいち早く医療

機関につなぐことも場合によっては必要だと思いま

すので、そのスピード感も学校としては持たせるよ
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うに指導していければと思います。

小野一彦委員

次に、スクールカウンセラーと児童精神科医を兼

ね備えて仕事をされている太田先生のお話でしたけ

れども、いじめは非常に軽いものではなく、連続す

ればトラウマになって、それが病気につながって、

さっき言った希死念慮、リストカット等につながっ

ていく非常に重いものだと。そのためには、医療機

関だけではなくて、決してこれは学校をどうこう言

うつもりはないのですが、場合によっては学校がト

ラウマになってしまう、行きたくない理由がそれに

なってしまって、こういう要件になってしまうとい

うことを常に考えていくのも必要ではないか。これ

がトラウマインフォームドという考え方のようです

が、ここに示したのが①の連続的ないじめ、そして

その結果４つの症例が発生する場合があるというこ

とですけれども、こういう部分について、基本的に

は市町村の学校教育の取組ですが、いろんな研修の

中で検討してみる、先生の話を聞いてみる、そうい

うことを是非やってほしいと思うのですが、いかが

でしょうか。

教育長

今は、いじめは絶対許さないという体制でやって

おります。子供がいじめだと自分が思えばいじめで

すので、それをいち早くつかんで、こういったトラ

ウマや心理的なものにならないように、そうなる前

の段階で何とか解決に向かわせて、当然いじめる側

の子供の指導もありますので、そういったことも含

めて、重大な部分に行く前に何とか発見し、そして

本人が学校に来られるような形で指導していくとい

うのは、今後も様々な形で、市町村とも連携してや

っていければと思います。

小野一彦委員

次は、こうした課題を解決するためのもう一つの

取組として、既存の制度で通級という制度がありま

す。この通級制度は、通常学級に通われているお子

さんが、そのお子さんの個々の能力を生かしてトレ

ーニングをし、周りの子供たちとコミュニケーショ

ンをうまくとれるようになって、結果としていじめ

につながらないとか、あるいは自分の能力を開花さ

せることを、早めの段階から行う制度であり、もっ

と保護者をはじめ、世の中にＰＲしていかないとい

けないのではないか。それが特にカウンセラーと臨

床を同時にやっている先生の観点からすると、小学

校１、２年のときに、それをきちんとやった子とや

らない子では、５、６年生になってから、やらない

子の場合では自閉症的なお子さんなんか、特に治療

が難しくなることがすごくあるため、こういうこと

がないように、この制度を大いに生かし切るという

ことを是非、行っていただきたいと思います。

そのときに例えば、母子手帳が発行される場合や、

発達障害者支援対策協議会の場で、大人と子供でリ

レーションシップをうまくやるようなプログラムを

ＰＲして取り組んでいるようですが、そういう場で、

こういう通級制度はお子さんを開花させるというこ

とを大いにＰＲし、これが結果的にいじめとかそう

いうものにつながっていかないということも含めて

ＰＲしていただきたいと思うのですが、健康福祉部

長いかがですか。

健康福祉部長

発達障害者支援対策協議会は、県の発達障害者支

援センターの主催で行っており、小児科をはじめ医

療関係者はもとより、教育関係につきましても、教

育庁は特別支援教育課だけでなく、義務教育課を含

めた４課に入っていただいております。こういった

中で、大人と子供の関わり方や早期の発達障害の発

見などのテーマについて情報共有などを図ることに

よって、対策を前進させていきたいと考えておりま

す。

（※９９ページで発言を訂正）

小野一彦委員

秋田県発達障害者支援対策協議会のメンバーには

教育関係者も入っていますし、先ほどの太田先生も

委員として入っています。こういう場で、通級の制

度を御提言いただいていますが、通級制度の今後の

活用方法についての教育長の御意見、御見解をお願

いします。

教育長

通級に関する周知が不十分ではないかという御指

摘があるとすれば、これからもっと通級の制度を広

く保護者にお知らせしていかなければならないと思

います。

先ほどの低学年の段階から、こういうのがあれば

高学年に向かっても非常にいいだろうというのは、

全くそのとおりでありまして、もっと言えば就学前

からある程度こういったことが分かっていれば、早

い段階で対応できるというのはあります。就学前の

子供に対する相談会も行ったりはしていますが、い

ろんな場を通して通級制度を広報し、理解して利用

していただくことは、これから努力したいと思いま

す。

小野一彦委員

何も新しいことに取り組まなくても、子供の立場

から照らしてみると、例えば、予算内容説明書でル

ーチン的な政策として見えたものが、その観点から

掘り起こしてみると、物すごくいい政策になること

がたくさんあり、それがこの通級だと思います。

今、教育長から就学前という話がありました。先

ほど佐々木雄太委員もおっしゃったように、昨日、

保育協議会があって、保育園の皆様が発達障害が疑
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われるお子さんへの対応にあたって、自分たちのい

ろんな取組について教えていただきたいことがたく

さんおありだというような話があり、これについて、

先ほど冒頭申し上げました発達障害者支援対策協議

会で通級に準じた取組、先ほど言った大人と子供の

リレーションシップを強化し、プログラムの中でも、

保育の段階で子供を対象にした関わりづくりという

のも是非、進めていただきたいと思うのですが、健

康福祉部長、いかがでしょうか。

健康福祉部長

就学前でありますので、通級といった制度的なも

のはございませんが、保育所に通いながら障害の傾

向が見られる方については、療育センター等で見る

ことも可能でありますので、情報共有を図ってまい

りたいと思っております。

１点訂正がございますので、よろしいでしょうか。

先ほど私、発達障害者支援対策協議会を発達障害者

支援センター主催と申しましたが、秋田県主催であ

りますので、おわびして訂正させていただきます。

（※９８ページの発言を訂正）

小野一彦委員

対策協議会は、すごくいい取組と思っています。

さっき何回も言った関係づくりというのは、ＣＡＲ

Ｅ（チャイルド・アダルト・リレーションシップ・

エンハンスメント）という、大人と子供の関係を強

化し、大人が子供に命令するのではなくて、子供主

体の関係を作りましょうという取組です。是非こう

いうものを進めていくのが、こどもまんなか社会だ

と思います。

そこで、あきた未来創造部長にお尋ねします。こ

ども計画と今までの子ども・若者プランとの違いは

何か、どう考えていますか。

あきた未来創造部長

こども計画は、昨年１２月に策定された国のこど

も大綱に基づいて策定されるもので、内容的には大

きな差はございませんが、今度、県が作る計画には、

子ども・若者プランのほかに、すこやかあきた夢っ

子プランを合わせまして、今まで子供に関する施策

の部分を２つの計画に盛っておりましたが、一本化

して分かりやすくなるということはあろうかと思い

ます。

小野一彦委員

そういう部分もあると思いますが、一番大きい違

いは、今までは子供は支援の対象、守るべき対象だ

ったのが、子供が権利の主体で、子供の声を聞いて、

政策のパートナーとして考えて動いていくという考

え方で、いろいろ連携しながら進めていただきたい

と思います。

あきた未来創造部長

今回のこども計画策定に当たりましては、子供、

若者、それから保育者、当事者からも幅広く御意見

を伺って、それを踏まえた形で関係機関で計画を策

定し、施策を展開していくことにしておりますので、

そういう関係機関と子供の目線に立った形で、こど

もまんなか社会を実現できるように取り組んでまい

りたいと思います。

副委員長

以上で小野一彦委員の質疑は終了しました。

次に、児玉政明委員の質疑を行います。

児玉政明委員

私からは、高校生の県外からの呼び込みについて

質問させていただきます。

今議会の教育公安委員会の当初予算案審査におい

て、県立高等学校地域留学支援事業、いわゆる地域

みらい留学ですが、事業概要の説明があったようで

す。この事業の対象となっているのは県内では男鹿

海洋高校１校だということで、新年度当初予算は

３３１万７,０００円、今年度の当初予算は１４０

万円でした。ちなみに、令和４年度に新規として行

われた事業の決算額としては１１９万７,０００円

でございます。目的、狙いとしては、学校の魅力を

広く全国にアピールすることで県外からの入学者の

増加につなげる取組だということですが、新年度予

算額は今年度予算額の２.３６倍と大幅に増えてお

ります。増加となった予算で、どのような事業を進

める予定なのか、最初にその内容についてお知らせ

願います。

教育長

男鹿海洋高校は、地域みらい留学を進めており、

今年度は、県外から３名入学しており、来年度もま

た１名来る予定です。この事業が功を奏しているの

か、県外から男鹿海洋高校を目指して来るという生

徒が出てきています。こういったこともあって、来

年度は、東京で説明会をもう一回多く開くのと、大

阪でも開こうということで、その部分が増えます。

さらに、ＰＲ動画を作成して、それを発信しながら

呼び込もうといった部分で予算が増えている状況で

あります。

児玉政明委員

今年度、男鹿海洋高校がこの事業を利用されて、

県外からは３人、新年度は１人という説明がござい

ました。また、新年度は今、言ったとおり、新しい

メニューもあるようですが、増額となるこの事業を

使って、来年度の受験生となる男鹿海洋高校への県

外からの希望者を何人ぐらいまで引き上げるといっ

た目標とかはございますか。

教育長

目標は設定しておりませんけれども、できるだけ

多く来てほしいと思っています。

児玉政明委員
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県外枠は３０％ということで、多分１０人ぐらい

かなと思うのですが、地域みらい留学へ参加登録す

るために、一般社団法人地域・教育魅力化プラット

フォームの登録料は必要になるのでしょうか。

教育長

登録料は必要です。登録料を払って登録しており

ます。ちょっと金額は幾らでしたか、ちょっとお待

ちください……。

【「いいです」と呼ぶ者あり】

教育長

登録料を払っております。

児玉政明委員

今議会の当初予算を審査した教育公安委員会では、

今後ほかの高校にも広げていくことができるかどう

か検討していきたいという説明がございました。男

鹿海洋高校のように、海洋関係の授業や潜水プール

の設備を利用した洋上風力発電関係の訓練、人材育

成など、これほどの特色がある学校は、ほかにはそ

う多くはございませんが、県内高校の普通科以外の

学科、例えば農業系なり工業系、実業系、情報ビジ

ネス等、また先ほど佐々木雄太委員もおっしゃって

おりましたが、地域の特色、魅力を併せ持った高校

もございます。また、スポーツや文化部の部活動で

活躍している学校等も積極的に全国に発信して、男

鹿海洋高校以外でも県外から生徒募集をかける必要

があると思いますが、そういったところでの可能性

はいかがでしょうか。

教育長

今お話あったとおり、魅力ある高校、特色ある高

校は結構あって、県外から呼び込めるだけの高校と

なれば限られるのですが、それでもいろんな学校が

あります。ただ、このプラットフォームに参入する

条件として大きく２つあって、魅力が１つですけれ

ども、やはり市町村の協力が非常に大きいところが

あります。どうしても居住する環境を整えるのが、

県ではできなくて、市町村にお願いしなければなら

ないこともあることから、そういった部分に関して

は、今いろいろと市町村とも話をしております。

実際に、市町村の教育委員会を回り、首長とも話

したりすると、興味を示してくださっているところ

は幾つかあります。ただ、やっぱり条件をうまくす

り合わせて、これをしっかりやれるところまでまだ

至っていない。他県も結構やっていますので、他県

の状況なんかも見て、相談しながらやっていき、増

やせればいいなと私自身も思っております。

それから、すみません。先ほどの登録料ですけれ

ども、８８万円であります。

児玉政明委員

地域みらい留学の登録校をネットで調べたのです

が、東北では２３校登録しており、うち青森県が５

校、岩手県が９校、山形県が５校と、登録数が多け

ればいいというわけでもございませんが、地域の未

来を作る若者に対する、その県の教育の熱意といい

ますか、そういうものが感じられます。

今後、高校の第八次整備計画も進むと思いますが、

生徒数の減少に伴い、一概に統合等を見据えた話合

いを進める前に、県外から生徒を呼び込む、また小

規模校でも維持することが必要であると思います。

他県の状況を見ても、地域みらい留学に登録されて

いる高校では、県外から入学者がゼロという高校も

ありましたが、一方で生徒の半数近くが県外出身の

高校もございました。是非ここは県内の高校を存続

させるためにも、地域と連携、協力しながら、特色

化、魅力化を進めて、地域みらい留学制度にもっと

多く参加できるように、寮なり宿泊といった部分で

課題があると思いますが、市町村と一体となって取

組ができないか、再度お伺いします。

教育長

県内の高校は、市町村からいろんな御支援を頂い

ております。こういったお話があって、何か課題が

あればクリアできるように、市町村とも相談しなが

ら、これからも進めてまいりたいと思います。

児玉政明委員

県外から生徒を受け入れる場合、下宿等の宿泊に

対する取組サポート、また通学に対する取組サポー

トが必要になってくると思います。市町村で宿泊に

対するサポートや通学に対するサポートの実態とか、

各市町村で行っている取組の実態を押さえているの

か。また、市町村へそういった協力をお願いしなが

ら、地域みらい留学の参加の働きかけをしてはいか

がですか。

教育長

先ほど申し上げたように、学校はいいのですが、

３年間宿泊してしっかり学ぶという宿泊の部分が、

県外から来た場合にどうしてもネックになる。男鹿

海洋高校は寮もあるものの、昨年は女子も来ている

ことから、その生徒に対しては男鹿市でいろんな支

援をしており、宿泊費に関しても補助しています。

ほかの市町村ともいろんな話ししていますけれど

も、やはりそこが一番厳しいところで、それがクリ

アできれば、特色ある高校に関しては一歩進められ

る要因になるのではないかなと思っています。

児玉政明委員

この間、高校の学校寮の状況を教えてもらったの

ですが、県内に４つ学校寮がございまして、雄物川

高校は入居率１００％、能代科学技術高校は８５％、

男鹿海洋高校は６４％でしたが、秋田北鷹高校は

４６.７％と、半数以上空いている状況です。例え

ば秋田北鷹高校の寮を使って、地域みらい留学に参

加することは考えられないですか。
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教育長

検討してみたいと思います。秋田北鷹高校はスキ

ーも強いですし、県外から来ることもあろうかと思

います。学校の特徴で、それ以外の売りも何かいろ

いろ見つけて、例えば寮がありますが、女子が来た

場合どうするかというところが一つの課題ですので、

そこに関しては北秋田市とも話をしなければならな

いのかなと思います。

児玉政明委員

男鹿海洋高校の定員は普通科で３５人、海洋科で

３５人、食品科学科で３５人、対象となる海洋科と

食品科学科の１次募集の志願者は、それぞれ２６人

と７人でした。県外枠は３０％となっておりますが、

志願者がこれほど少ない状況で県外枠を設定する必

要はあるのかなと思います。また、地域みらい留学

とは別に１０％の県外枠を拡大しながら、県外から

の生徒を呼び込むことに力を入れる必要があると思

います。

人口減少が進む中、他県の生徒だからといわずに、

１人でも２人でも多くの生徒を呼び込むためにも、

通常の高校でも１０％にとらわれず、県外枠の拡大

が必要になってくると思いますが、いかがでしょう

か。

教育長

現在、県外枠１０％の学校、男鹿海洋高校だけは

３０％ですけれども、実は高校入試で、全県の高校

一律で制限なしに県外の枠を設けているのは、秋田

県と熊本県だけで、秋田県は、以前から県外の生徒

に対する門戸を広げてやっておりますが、定員割れ

の状況もありますので、少し前向きに検討してまい

りたいと思っています。

児玉政明委員

ちなみに、今回の高校入試で、県外枠の１０％の

上限に達した学科はありましたか。もしなかった場

合は、一番高い学科でどのぐらいかは分かりますか。

教育長

入試が終わったばかりで、県外から何人来たとい

う統計はまだ手元にない状況です。ほとんどは達し

ていないですが、もしかすれば一部の学校ではある

かとは思いますが、ちょっとはっきりしない状況で

す。

児玉政明委員

昨年４月に出された秋田県高等学校の再編整備構

想検討委員会の報告書では、今後の進め方の一つと

して、「現在の秋田県の高校入試制度では、県外か

らの入学者は各学科の募集定員の１０％を上限とす

ると定められている。地域留学などを充実させ、県

外からの生徒の受入れを拡大していくためには、こ

の制度の見直しが必要である」と委員会からの報告

がございましたけれども、この見直しが必要とする

ことについて、どのように報告に答えて、６月の素

案に反映させていくのかお聞きします。

教育長

整備計画の素案を今いろいろ検討しており、当然、

県外枠に関しても、先ほど申し上げたように、現在

あるものから枠を広げられればと前向きな形で検討

しているところですが、もう少しこれから時間をか

けて、６月に向けて検討してまいりたいと思います。

児玉政明委員

県外枠撤廃とか、そういうことまでいかなくても、

例えば２０％の上限拡大とか、そういった部分はす

ぐに実施できると思います。秋田県は、広く全国か

ら生徒を受け入れ、夢に向かって頑張る生徒を教育

する県だとアピールしながら、全国に発信できれば

と思いますけれども、いかがですか。

教育長

そういった御意見があるのは承知しておりますの

で、その辺も含めて前向きに検討してまいりたいと

思います。

児玉政明委員

最後に、知事にお伺いします。人口減少対策を最

重要課題とする本県において、社会動態の増加の観

点からも、こういった取組も進めてもいいのではな

いかと思いますが、教育面からの人口減少対策の取

組について、最後に知事の見解をお伺いいたします。

知事

まず、県外からの学生の入校は幾つかのパターン

があります。これは秋田県というよりも、オールジ

ャパンで考えた場合に、まずはスポーツ活動が全国

的にレベルが高いのが１つ。あと、例えば男鹿海洋

高校の場合、令和６年から本格的に洋上風力の実習

ができ、オールジャパンでも３つぐらいしかなく、

認定資格が取れるシステムがあるところが１つ。あ

とは、物すごく進学レベルが高く、そこに行くと、

よりいい大学に行けるという、そういう３つのパタ

ーンです。ですから、学校によってどういう特色を

出すか、これがまず一方にあって、それをどのよう

に売り込むかという。その際に、そういうところは

黙っていても来ますので、そういうところをどう作

るか。これをどのように情報発信するか。スポーツ

の場合は、単純に言えば、野球は甲子園で勝てば来

るのです。ですから、そういうところをどのように

位置づけてやるか。いずれにしても、県外から入っ

た学生がまた戻っても、秋田県と縁が出来、その縁

を持っていろいろな面で交流人口にもつながります

ので、まずは様々な課題はありますが、前向きに捉

えて、こういうことも一つのステップですので、教

育委員会とも十分に連携しながら、前に進めるよう

に、私も頑張ってみたいと思います。

児玉政明委員
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是非よろしくお願いいたします。

終わります。

副委員長

以上で、児玉政明委員の質疑は終了しました。

ここで、昼食のため休憩します。

再開は、午後１時とします。

午前１１時５９分 休憩

午後 ０時５９分 再開

出席委員

休憩前に同じ

欠席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

山形健二委員の質疑を行います。

山形委員の質疑時間は１３分の予定でしたが、会

派の残り時間が１３分８秒ですので、モニターの表

示をそのようにします。

山形健二委員

それでは、秋田県のスポーツ振興関連について幅

広く、そして多方面にわたって質問させていただき

ます。

まず、スポーツ立県あきたについてお伺いします。

令和４年度から４か年を計画期間とする第４期秋田

県スポーツ推進計画、スポーツ立県あきた推進プラ

ンが第４期の２年を経過して折り返し地点となりま

すが、現時点での成果と課題について教えてくださ

い。

観光文化スポーツ部長

この計画は大きく言いまして、スポーツに親しむ

県民を増やしていくこと、アスリートを強化して競

技力を高めていくこと、スポーツを通じて交流人口

の拡大を図っていくこと、この３点に取り組んでま

いりました。

１点目については、いわゆる県民がスポーツに親

しんでいく部分ですが、まだ目標に大きく届かない

状況にあります。その背景としましては、やはり県

民の中でも、特に働く世代や子育て世代の女性がス

ポーツに参加する割合が低い傾向にありまして、こ

れはもちろん仕事や家事、育児が多忙だということ

が原因だと思ってますが、今後この点については職

場や家庭で手軽に親しめるような形の運動の在り方

を様々模索してまいりたいと思っています。

２点目の競技力向上の部分ですが、特に少年種別

のスポーツ競技の活躍を強化していきたいというこ

とで取り組んでおりますが、ここまでのところでは

年度による変動が非常に著しく、安定して強くない

ということです。強い年もあれば弱くなってしまう

年もあるということで、これについては安定的な成

績を残せるように、引き続き努めていくということ

で考えています。

最後の交流人口の拡大の部分は、コロナ禍を経ま

して、今のところ右肩上がりで順調に伸びている状

況です。特にスポーツ合宿などが伸びており、こう

いうものの誘致に引き続き取り組んでまいりますし、

あとプロスポーツ、バスケットやサッカーなどが大

変盛んになっていますが、こういったもののアウエ

ーサポーターの誘致などにも引き続き取り組んでま

いります。

山形健二委員

競技力の向上といった意味で、まず指導者の確保

は大事になってくると思います。令和３年度から新

たに実施した強化策であるチームＡＫＩＴＡ強化事

業では、日本スポーツ協会公認指導者資格であり、

都道府県レベルの育成、発掘ができるコーチ３養成

講習会等への参加を支援しているということですが、

本県のコーチ３の資格を保有する指導者は非常に少

ないという現状があるとのことでした。その原因と

課題について、どのように考えているのかお伺いし

ます。

観光文化スポーツ部長

コーチ３は、ランクでいきますと国内トップレベ

ルにあるチームや選手を指導できるための資格で、

主に大学や高校の指導者、あるいはクラブチームの

指導者が保有しているものです。本県の取得者は

２２０人ほどでありまして、隣県では３００人から

４００人おりますので、やはり他県に比べて少ない

傾向にあります。この背景としましては、スポーツ

に力を入れている私立の大学あるいは私立の高校な

どが少ないことや、通常の部活の指導になりますと、

この資格を持っていなければできないことではない

ので、これまであまり必要性を感じられてこなかっ

たこと。あとは、この資格を受けるためには東京会

場での研修を複数回受ける必要があることで、その

手間や経費の部分が必要になること、そういった部

分から、なかなか普及が進んでこなかったものと思

っております。

山形健二委員

１日、２日で取得できるものではなくて、２００

時間以上の講習を受けなければいけないという、か

なりハードルの高いものと思いました。コーチ３を

支援しているとのことですが、そもそもコーチ３ま

で要らないのではないかと思うのですが、やっぱり
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コーチ３を取得して、何か目標としている指導の方

法とか、目標としているところがあるのかお聞かせ

ください。

観光文化スポーツ部長

先ほどの競技力向上などとも関連するのですが、

これまでのスポーツの強化策は主に選手個々の強化

に大分、力を入れてきているのですが、選手の強化

はもちろん必要ですが、やはり指導者の指導の仕方

で、結果が変わってくる部分がありますので、県と

しては指導者のレベル向上にも力を入れていかなけ

ればいけないと、競技団体とも一緒になって考えて

いるところで、そうした背景から、今までチーム３

を持っていなくても指導はできるのですが、やはり

そういったしっかりとしたノウハウや知識を持った

方を増やしていくというのが、これから大事になる

と考えております。

山形健二委員

コーチ３を取得する方が教職員とかになってくる

と、教員の多忙化というところで、教員としてコー

チ３を取るのは大変になってくるのかなと思います。

そういった中で、コーチ３ではなくてもコーチ２、

１、あとスタートコーチとか、この下のプランもあ

ると思うのですが、これから部活動が地域移行とな

っていく中で、コーチ３を目指してもらえる方がい

ればいいのですけれども、そこよりもっとレベルの

低い指導者の部分の支援を拡充していくという方向

性のほうが、今後いいのではないかと思うのですが、

その辺はどうですか。

観光文化スポーツ部長

お話しのとおり、コーチ３を取得するためには大

変な苦労が伴いますので、例えば全員がそれを持っ

ていなければいけないということは一切ないと思い

ます。やはりレベルの高い方々を指導する方々には

取っていただかなければいけないと思いますし、一

方でもっと広く、そこまでいかなくてもいいから、

しっかりとした指導をしたいということであれば、

この資格がなくてもできるわけです。要は、強い方

を育てるような方々にはそういったものを持ってい

っていただければありがたいと思いますし、そうで

はなくて、指導できる方を確保していくという意味

では、この資格に限らずいろいろな角度から指導で

きる人を増やしていく、そういった両面で進めてい

く必要があると思います。

山形健二委員

では、次の質問に行きます。競技適性トライアル

事業ですが、県では小中学生を対象とした運動能力

測定会を実施しており、児童生徒が運動適性を知る

ことによって、新たに取り組む競技種目の選択や、

現在取り組んでいる運動部活動を継続するかという

指標となり、児童生徒の可能性を広げるすばらしい

取組だと思います。

しかし、運動能力測定で適性が認められた競技種

目を、進学先の中学校や高校で継続できなかったり、

希望する部活動がなかったりするなどの現状がある

ようですが、この現状をどのように考えているのか

お聞かせください。

観光文化スポーツ部長

スポーツ能力の測定は、小学校３年生から中学校

３年生の希望する児童生徒に対し、俊敏性やジャン

プ力などを測定し、得意分野を生かせる競技を、そ

れぞれ１０種目程度、個々に御紹介していく制度で

あります。さらに、適性に合った競技の団体やスポ

ーツクラブの紹介も行っております。

実際に受けたお子さんたちのアンケートによれば、

それぞれ中学校や高校に進学する際に９５.２％の

お子さんが部活に入ってスポーツに取り組んでいる

ということですので、そういった意味では成果があ

るのかなと思っているところではありますが、一方

で今、少子化で学校の規模が小さく、部活の数がそ

れぞれ減ってきている状況にございます。１０種目

程度紹介しますので、全くないというケースがどの

ぐらいあるかは、把握していないのですが、仮に希

望する進学先に自分がやりたいスポーツ競技がない

場合は、隣接の学校で練習を一緒にやって、大会等

試合の際には、その学校の代表として出場するなど、

弾力的な形も行われているようですので、できるだ

け子供たちの希望に合うような形でスポーツが継続

できる環境をサポートしていきたいと思います。

山形健二委員

まず、運動適性を知ることによって、児童生徒の

新たなスポーツの道が開ける可能性を見つける事業

で、すばらしいと思うのですが、適性が認められて

もできないという現状が残念とも思います。だから

といって、その環境を作るのは難しいことでしょう

し、どこでできるのか、どこが盛んなのかを情報提

供できるような相談体制が必要だと思います。

あと、この取組は、子供にとってもそうですけれ

ども、どんなスポーツをやらせていいか分からない

保護者にとっても助かるもので、測定だけで終わら

ずに、その先のサポートまでするような形で取り組

んでいただければと思いますが、その辺どうでしょ

うか。

観光文化スポーツ部長

今のお話のとおり、この先さらに子供たちの数が

減ってくると、部活移行とか競技ができる環境が狭

まってくることもありますけれども、子供たちの測

定で終わるのではなくて、しっかりと先々の情報を

提供できるように取り組んでまいりたいと思います。

山形健二委員

次にスポーツを支える人材不足についてお伺いし



- 104 -

ます。スポーツイベントや大会には、審判員などた

くさんのボランティアの協力が必要ですが、高齢化

などによりボランティアの確保も難しくなってきて

いると思います。この課題にどう取り組んでいくの

かお聞かせください。

観光文化スポーツ部長

こちらもお話のとおりで、どうしても支える人材

が少なくなってきています。これに対して県としま

しては、スポーツ団体と連携しまして、そういった

支える人が少なくなっていく中で、どうやって支え

る活動をしていくのか検討をしているところです。

具体的に申し上げますと、例えば、今までは役員

の方だけが大会を支えるような活動をしていたのを、

保護者の皆さんも協力しながらやることで、役員の

体制が少なくなっても支えるような形をとったり、

あるいは選手たちが審判を兼ねるなど、そういった

形で大会を運営したりとか、少人数になってもでき

る環境を整えている例も様々あります。そういった

団体間のいろんな意見交換会や情報交換の場で、う

まくいっている例を紹介しながら、うちの団体でも

それだったらできるなというようなことをやって、

しっかりと維持できるようにするということと、支

える人を増やしていく、そういった活動も併せて取

り組んでまいりたいと思います。

山形健二委員

支える人を増やしていくという意味で、ほとんど

の人が高校卒業後にそれまでやっていた部活動など

のスポーツから離れてしまうという現状があると思

います。なぜそうなるかといったら、高校３年生で

引退するのが当たり前という流れがあります。生徒

が、そのスポーツをやめたいというわけでも嫌いに

なったわけでもないのに、自然とそれまでやってき

た競技とのつながりが切れてしまうという、この現

状を変えていかなくてはいけないと考えるのですが、

その辺いかがですか。

観光文化スポーツ部長

それぞれの世代に応じて、いろいろやらなければ

いけないことがあるでしょうから、どうしても仕事

や家事、子育てに追われて、一度離れなければいけ

ない方も出てくると思います。できるだけスポーツ

に引き続き親しんでいただけるような環境は作るの

ですが、それがどうしてもかなわない方もいらっし

ゃると思いますので、一度落ち着いてからまた戻っ

てこられるような環境も作っていかなければいけな

いと思うし、先ほども申し上げたのですが、児童生

徒の活動の面倒を全て大人が見るのではなくて、子

供たち自体も支えるほうに回っていただくような形、

つまり競技者兼支える側になるような形をとること

で、いろんな大会などが継続できるよう、様々工夫

してみたいと思っております。

山形健二委員

今、部長がおっしゃったように、例えば、高校在

学中に選手だった方が、ただ引退して終えるのでは

なくて、その部活動の中で審判員資格の取得とか、

指導者の資格というところまで取ってもらえるよう

な環境づくりが必要ではないかと思います。そうす

ることで、卒業後も競技に関わっていけることにな

るのかなと。３年生で引退しても、翌年から関係者

として残るような、高校卒業後も自然と競技に関わ

っていくような仕組みづくりが必要だと考えますの

で、これからさらに人口が減っていく中で、そこは

早急に取り組んでいっていただきたいと思いますの

で、是非よろしくお願いします。

次に県内のプロ、セミプロスポーツチームによる

スポーツ振興についてお伺いします。プロバスケッ

トボールの秋田ノーザンハピネッツをはじめ、サッ

カー、ラグビー、バドミントンなどのトップスポー

ツチームの活動により、県民のスポーツ観戦の機会

が増えたり、スポーツ教室の開催による交流など、

スポーツチームによる取組が県内のスポーツ振興や

地域の活性化につながっていると感じております。

試合観戦やスポーツ教室などの交流により、トップ

アスリートを目の当たりにする経験は、子供たちに

夢や希望を与える大切なことだと思っております。

また、高校生までにトップレベルで活躍した選手ほ

ど県外に出ていってしまう傾向にあります。こうい

ったスポーツチームが県内にあることによって、そ

こで競技を続けたいと県内に残ったり、大学卒業後

に戻ってくるということで、県内への定着、回帰に

よる競技力の向上にもつながると考えますが、県と

して、どのように考えているのかお聞かせください。

観光文化スポーツ部長

プロスポーツは、今お話しいただいたとおり、先

々の地域による受皿、地域のスポーツ振興にもなり

ます。さらには、にぎわいの創出にもつながってく

るすばらしい取組だと思っております。

例えば、バレーボールのＶリーグにおいては、も

ちろんホームアリーナという受皿の箱がなければい

けないのと併せまして、運営していくチームの経営

をしっかりしていかなければいけないとか、加入に

向けて様々な要件も入ってきます。そういった部分

は、基本的にホームタウンになる市町村が支援して

いく部分になるのですが、県としても、そういった

クラブに賛同してくださる企業やファンが増えてい

くように、クラブの情報を県内外に県庁からも配信

していったり、いろいろなサポートができると思い

ますので、できることをやってまいりたいと思いま

す。

山形健二委員

バレーボールのＶリーグは、県内のバレーボール
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チームでＶリーグの参入を目指す動きが実際にあり

ます。実現すれば、県内スポーツを盛り上げる新た

な拠点になると考えますが、そういった新たな動き

というか、スタートアップの部分に、県として応援

していけるような仕組みは、現時点ではないという

ことでしょうか。

観光文化スポーツ部長

現時点において、スタートアップの部分の、いわ

ゆる経費支援的な形でのサポートという仕組みはご

ざいません。

山形健二委員

今はマイナーなスポーツでも、今後、盛り上がり

が出てくるものはたくさんあると思うのです。そう

いったものが新たに秋田県に生まれるといったとき

に、県としても応援できるような仕組みがあればい

いと思いますので、是非、検討をよろしくお願いし

ます。

観光文化スポーツ部長

県内には現在プロバスケットボールやサッカー、

あるいはラグビーとか、様々なプロチームが存在し

ておりますが、クラブを立ち上げるところまでは皆

さんのお力で頑張ってきていただいております。県

は、そういった方々が実際にプロチームになった後

に、その発信力を活用して、一緒になって取組をさ

せていただいている部分があるのですが、そうした

クラブチームの立ち上げは、確かに地域にとって非

常に効果が大きいものだと思いますので、地元市町

村も含めて、何ができるのか、様々話し合ってまい

りたいと思います。

山形健二委員

次に行きます。去年、雄和の県営陸上競技場で混

成競技の日本選手権大会が開催されました。日本陸

上競技選手権大会は大阪での開催でしたが、混成競

技は男子が１０種目、女子が７種目を２日間かけて

行う競技で、１人で複数の種目を長時間かけて行う

という特殊性もあって、混成競技は別会場で開催と

なっているようです。関係者の努力により、秋田県

での開催となり、日本のトップアスリートが秋田県

で見られるというすばらしい機会になりましたが、

競技場内に時計がないという指摘を選手からされて

しまったという話を聞いております。競技場の時計

塔が故障していたとのことですが、これは事前に対

策できたのではないでしょうか。１日に数種目も競

技を行う選手としては、かなり不便だったと思いま

す。現在は別の時計を設置して対応しているとのこ

とですが、これも小さくて見づらいという話でした。

私も実際に現地で確認しておりますが、時計がある

メインスタンド側からは見えましたが、バックスタ

ンド側からは時間が見えませんでした。ちなみに、

視力は両目とも１.５あります。

時計塔の修理には、かなり高額な費用が掛かると

のことですが、県内で唯一大きな大会を開催する陸

上競技場の設備がこの状態で良いのでしょうか。関

係者の話によると、今後、秋田県での全国規模の大

会開催はほぼ不可能とのことでした。理由は、大型

スクリーンが陸上競技場に設置されていないからと

いうことです。ちなみに、全国でこの大型スクリー

ンがないのは、秋田県と奈良県だけでした。八橋陸

上競技場には大型スクリーンはありますが、こうい

った陸上競技の日本選手権等の大会では利用できな

いものです。

設備が原因で大きな大会を誘致できないという状

況は残念に思います。どんな競技でも子供たちに夢

や希望を与えるには、本当のトップアスリートを目

の当たりにすることが大切だと思います。その可能

性を設備がないということで潰してしまうのは、非

常にもったいないと思います。古い時計塔を修理す

るのが高額で、その場しのぎの時計を設置するので

はなくて、この機会に大型スクリーンの設置を検討

していくべきだと思いますが、いかがでしょうか。

建設部長

今年度開催された日本選手権の際に時計塔が壊れ

ている事実は、当然、関係団体から申入れされまし

たので、まずは、現在のところ仮設のデジタル時計

で表示しているところですが、今後については、ま

た改めて関係機関と協議しながら、時計表示の在り

方を検討していきたいと思います。

また、陸上競技場につきましては、令和６年１１

月に公認期間を満了するため、ウレタン補修や掲示

システムの更新など、公認に必要な予算を今議会で

提案させていただいているところです。

第１種の公認の仕様に当たっては、電光表示板は

設置することは望ましいと記述はあるものの、必須

ではないということと、今回、陸連で事前の調査を

実施しましたが、電光表示板の指導は受けてござい

ません。こうしたことから、整備効果を考えますと、

現段階では大型映像装置の設置は考えてございませ

んが、先ほど申しましたとおり、日本選手権の際に

大型映像装置を搭載した映像車を設置しまして、大

会運営を行ってきたものですから、こうした形で誘

致が可能だと考えてございます。

山形健二委員

大型スクリーンがないことで、大会のたびに選手

や観戦者から不満の声がかなり上がっているという

状況があります。今年は第５１回東北総合スポーツ

大会が秋田県で開催されますが、これも秋田県だけ

がこの設備がないという状況で、県外からの観戦者

や選手に不便な思いをさせることになります。紙で

掲示板に示したりとか、手間がかかっているため、

ＤＸの推進という意味でも、今後、前向きな検討を
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していただければと思います。

建設部長

まずは今回、１種公認に当たっても秋田陸協とい

ろんな協議はしてますので、そうした関係者との意

見交換も踏まえて、必要性等を考えていきたいと思

っております。

山形健二委員

では、次の質問に参ります。若者の県内定着、回

帰について伺います。まず、高校生の県内進学推進

事業は令和６年度からの新規事業ですが、これを県

内進学率の向上にどうつなげるのか教えてください。

目標値等もあれば教えてください。

あきた未来創造部長

県内の高校生の進学率は約７割ございますが、そ

のうちの３分の１が県内に進学しており、残りの３

分の２が県外へ進学しているという状況がございま

す。その要因として、例えば県内にある高等教育機

関がどんなことをしているか、どんな魅力があるか

を分からないで、県外の高等教育機関に進学してい

る方もいらっしゃるかもしれないということで、理

解を深めていただくために今回開催するものでござ

います。

山形健二委員

この会場に来る生徒は、もともと県内進学を考え

ている人たちだと思います。そこに丁寧な説明をす

ることは必要だと思いますが、それが県内進学率の

向上につながるかといったら、ちょっと違うのでは

ないかと思います。県内進学率を向上させるために

アプローチしなくてはいけないのは、県外進学を考

えている人たちだと思いますが、その辺いかがお考

えですか。

あきた未来創造部長

確かに県内へ進学していただくためには、今、県

外へ行っている方にとどまっていただくことは大変

重要な視点だとは思いますが、やはり進路の選択は、

第一には御本人の意思というものがございます。県

では、特別調査はしておりませんが、国の調査によ

りますと、なぜ県外に進学したかという理由では、

自分が関心のある分野を学べる学校が地元になかっ

たから、親元を離れて一人で生活したかったからと

いう答えが多くございましたので、県外へ出ざるを

得ないという方もいらっしゃると思います。いろん

な選択肢がありますので、その中の一つとして、県

内の高等教育機関を選択していただければと考えて

おります。

山形健二委員

時間がありませんので、続きは一般質問でやらせ

ていただきたいと思うのですが、最後に、高校卒業

者の７割が進学者で、そのうち３７％が県内進学、

６３％が県外進学。この６３％の県外進学をする人

たちが、なぜ県外なのかを詳しく調査研究すること

が重要だと考えますが、そういった県外進学者の意

向調査はされているのか。それによって、今までど

うしてきたのかというのがあれば教えてください。

あきた未来創造部長

先ほど申し上げましたように、国の調査がござい

ましたので、県独自では調査しておりませんが、来

年度から進学相談会の事業をやりますので、その中

で参加者に対して調査をやりたいと思っております。

委員長

以上で、山形委員の質疑は終了しました。

次に、住谷達委員の質疑を行います。

住谷委員の質疑時間は１８分の予定でしたが、会

派の残り時間が１８分３７秒ですので、モニターの

表示をそのようにします。

住谷達委員

まず初めに、あきたこまちＲについて伺いたいと

思います。あきたこまちＲにつきましては、昨年か

ら様々な議論がされてきまして、今議会に提出され

た当初予算でも、あきたこまちＲ導入理解促進対策

事業費が盛り込まれております。これにつきまして

は、農林水産分科会でも様々質疑がありまして、当

局からのあきたこまちＲへの切替えに対する思い、

また、その先にいる生産者を守るという強い意思が

ひしひしと感じられるものでございます。

あきたこまちＲへのこうした批判は、私が記憶し

ているところで言うと、昨年５月の連休前、ネット

上に、放射線育種が危険であるかのような記事が載

っていました。それを見た消費者の方々が不安を抱

いて、それに基づく批判や偏見、誤解が拡散されて、

これが大きくなったものと考えています。しかし、

当局の皆様方が本当にしっかりとしたデータや事実

に基づいた適切な情報を載せたことによって、こう

した意見は幾分減少したように思うのですが、放射

線育種というよりは、今度は全面切替えについて批

判の矛先が向いており、批判がすり替わっていると

感じております。ネット上の個人の意見は、主張は

自由であっていいと思うのですが、信憑性の疑わし

い論説をあたかも正当であるかのように喧伝して拡

散するのは、本当にいかがなものかと個人的には思

うところでございます。

知事に対しては、切替えに際しまして、切替えを

検討している生産者、特に県内の生産者が困ること

がないように、今もＳＮＳで散見されるような、あ

きたこまちＲへの風評に対する毅然とした対応をす

べきであると思いますけれども、いかがでしょうか。

知事

ネットの場合、簡単にこれを否定しても、大本の

配信を止めることはなかなか難しいです。ただ、法

的な手段がとれる場合もありますので、あまりひど
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いものは県の顧問弁護士に相談しながら対応するこ

ともあり得ます。また同時に、風評被害的なものが

なるべく出ないように、さらに様々な情報公開やＰ

Ｒをしっかりやっていくことが必要だと思います。

住谷達委員

私は、知事のこれまでの御発言は、いい悪いは別

にして、すごく効果があると思うのです。例えば、

昨年のクマのクレームの際の電話について、クレー

ムが来たらどうすると聞いたら、ガチャン。あれは

本当にすごくメッセージ性が強いなと思うのです。

知事の発言というのは、本当にメッセージ性が強い

と思うので、知事の言葉で、あきたこまちＲの不安、

特に県内の生産者が不安に思っていることに対して、

不安ではないのだ、作って大丈夫だ、安心だという

ことを、それに加えて消費者に、あきたこまちが、

あきたこまちＲになっても安心、安全な米なのだ、

従来のあきたこまちと変わらないおいしい米なのだ、

という情報を発信することで、皆さんが頑張ろうと、

またモチベーションも上がるようなことにつながる

と思うので、是非、知事の言葉で、安全性やそうい

った情報を発信できればと思いますけれども、もう

一度よろしくお願いします。

知事

例えば、友人あるいはスーパーに行って奥さん方

と会ったときには、ある程度そういう知識がありま

すので、意外と分かりやすく説明できます。ただ、

一発でボンと言うのは、なかなか難しいのですが、

いずれ失言、放言に至らないような適切な発言内容

で、いろんな面で工夫をしながら、それを発信して

みたいと思います。

住谷達委員

本当に知事の発言は、こういう言い方が適切かど

うか分かりませんけれども、お金も掛からない、一

番いいＰＲ手段だと思いますので、よろしくお願い

したいと思います。

質問変わります。続きまして、中学生の県外流出

についてお伺いしたいと思います。今議会でも産業

観光分科会、教育公安分科会でも、様々議論されて

おります。先ほどの山形委員からも、それを危惧す

るような質問もございました。本当に中学生の進学

等による県外流出が増加していますが、令和５年度、

競技力向上対策等で育成した中学生が県外へ進学し

た数が６３人と過去最高となっています。県費で強

化した将来有望な生徒が流出するのは、本当にいか

がなものかと私は思います。まずは教育長に、この

ような状況をどのように分析されているかお尋ねい

たします。

教育長

今６３名とありましたけれども、それは県外に出

た中学生の総数であって、実際に、中学校の強化選

手となっているもので県外に出たのは１８名であり

ます。県内の有力な選手が県外へ出ていくのは、非

常に我々としても、県内の学校を選んでもらえなか

ったことは残念だという思いでおりますし、県内の

高校に進学できるような、そういう魅力ある学校も

作っていかなければならないと思います。また、部

局とも連携し、小中含めてジュニアの辺りから、県

内で頑張って活躍できるという気持ちを持ってもら

うような指導も含めてやっていかなければならない

と思っています。

住谷達委員

県外流出は、今１８名程度という話でしたけれど

も、この問題は、入試時期の問題が今回委員会でも

いろいろと議論されていました。昨年度実施した前

期選抜を特色選抜に改めたことで、３月の一般選抜

と同じ日程となり、そういった入試制度の改定が大

きく影響していると思いますが、こういった制度を、

例えば、有望なスポーツ選手の入学に際して、緩和

できるような措置はできないものですか。

教育長

前期選抜がなくなって、早く高校進学を決めたい

と思う生徒にとっては、３月まで勉強しなければな

らず、ちょっと遅いと思う子供もいるのかなと思い

ます。ただ、有力な選手に関しては、前期があろう

があるまいが、やっぱり県外の環境の整った私立高

校でやりたいという思いがあるので、私が市町村等

に聞いている限りでは、そういったスポーツのトッ

プの子たちに関して、前期がなくなったから県外だ

という話はほとんどないと思っております。

あと、そういった選手に対して、早くから何とか

できないかは、私学は随分早くから声をかけている

ようですけれども、公立としては難しい部分があっ

て、できないと思っております。

住谷達委員

秋田の県立高校は昔からスポーツが強くて、秋田

の私立学校は、そんなにスポーツが強くなかった。

秋田の県立学校が、秋田のスポーツを引っ張ってき

たという歴史があると思うのです。特にバスケット

ボールだと能代工業高校 今は能代科学技術高校

になっていますが、そういったところで、昨今有望

な選手がとれなくなってきている。なぜかというと、

特に県外の私学のスカウトの時期が本当に早くなっ

てきており、早い時期からアプローチされていて、

そうなると県立学校では太刀打ちできないという話

も聞こえてきています。実際にそういった選手が、

県外に行っている状況もあると思うのです。そうい

ったところを、これから改善していかなければ、秋

田県の競技力が一向に上がっていかないと危惧する

のですが、そういった点はいかがお考えですか。

教育長
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先ほど公立は難しいという話をしましたけれども、

私学は早ければ２年生の頃からいろいろやっている

のですが、これは以前からも言われている話ですし、

秋田県だけでなくて、他県も公立は同じような状況

にあるという話は私もよく聞いています。実際、公

立高校に求められる高校入試で、一番大事なのは透

明性、公平性が大前提としてあるものですから、当

然どんな選手でも高校入試を受けて、合格となりま

す。それが、案外早い時点から、例えば、ある高校、

ある監督から話があって、そこに合格がある程度、

確約されているのではないかというようなことは、

高校入試としてはできない。したがって、本県では

高等学校長協会と中学校長会が協議しながら、大体

９月くらいから、それも直接顧問が保護者や生徒に

接触するのは駄目ということで、中学校を通して話

をするといった、非常に透明性を持った形で入試は

行っています。そこに関しては、我々は非常に重要

な部分で、そこが誤解されると大変な話になります

ので、その中でいい選手には秋田県の中で頑張って

もらいたいという思いはずっとあるというところで

あります。

住谷達委員

いずれ学生の本務は勉強なので、学習が一番優先

されるのは私も理解はしていますけれども、様々な

観点から、学業やスポーツも含めて、優秀な生徒が

県外に流出するのは、何とか避けなければいけない

と思います。県内で囲い込みができるような何かし

らの工夫が必要かなと思いますので、是非そういっ

たところを今後、検討していきながら進めていって

もらいたいと思います。

また、先ほどの山形委員の話もありましたが、ス

ポーツ立県あきたの実現に向けて、各競技団体が行

う選手強化の取組を支援するとともに、ジュニア層

の発掘を行い、高校競技までの一貫指導による育成

強化を図ることを目的に、スポーツ振興課のスポー

ツ王国育成事業が今回計上されています。しかしな

がら、近年、県の国体の天皇杯や皇后杯の順位は低

迷が続いています。より一層の強化が求められると

感じていますけれども、去年のかごしま国体終了後

に県スポーツ協会が開催した報告会で、田口秋田県

スポーツ協会副会長から、昨年と同じ強化は停滞に

つながるというような話がございました。報告会後

の意見交換会でも、指導者の育成が重要であると。

本当にこれは抜本的な強化策が求められると思いま

すけれども、この点はいかがでしょうか。

教育長

確かにそういう一面は大きいし、先ほどの話で、

中学生が高校を選ぶ段階で、指導者という観点も非

常に大きいものがあると思っております。県でも、

指導者育成に関しては、例えばアドバイザーを活用

して意見を聞いたり、あるいは強豪校の視察である

とか、指導者サミットという形で、競技の枠を超え

て、指導後の研修などを行ったりと、様々な形でや

ってはおります。

あと部局とも連携しながら、教員だけでなく、地

域移行もあれば地域での指導になりますので、そう

いったのを含めて指導力の向上については、頑張っ

てやっている状況であります。

住谷達委員

後ほどの地域移行の話にもつながる話ですが、い

ろんな今日のお話にもありますとおり、指導者の育

成が本当に重要と思います。これから地域移行に関

しては、外部指導者の育成が喫緊の課題であると言

われていますし、そういったところをこれからどう

していくかが、スポーツ振興課ともいろいろ協力し

なければいけない部分かと思いますが、観光文化ス

ポーツ部長としては、どのように捉えていますか。

観光文化スポーツ部長

先ほどの山形委員のところでもお話しさせていた

だいたのですが、これまで競技力向上の部分は、選

手個々の強化あるいはチームの強化を図ってきたの

ですが、指導者をしっかりしていかなければいけな

い しっかりというか、さらに素養を高めていか

なければいけないということで、できるだけいろん

な経験を積んだり、知識を持った指導者を増やして

いくことが、選手の強化にもなるし、いい指導者が

いれば、地域に子供たちが残ることにもつながって

いくと思います。

令和３年度から、チームＡＫＩＴＡ強化育成シス

テムにおいて、先ほど申し上げたような一定の資格

を持った指導者を増やしていこうとしていまして、

年々増加してきております。これをまずしっかり進

めていきたいと思います。

あと国体についてはおっしゃるとおりで、なかな

か順位が上がらない。あるとき上がっても、また次

の年は落ちてしまうとかあります。今後しっかりと

競技力を高めていくために、今いろいろと進めてい

く中で、指定団体において若手の強化に力を入れて

やっており、現在、令和３年から令和５年まで９競

技団体について、特に力を入れて強化してきていた

のですが、令和６年以降、この競技団体の種目を１

つ増やすとともに、中身を入れ替えまして、さらに

国体で点数が高くなっていくように頑張っていきた

いと思います。

住谷達委員

知事、国体で来年度は１０位台を目指すというよ

うな話がございますけれども、この１０位台を目指

すためには、県でスポーツ強化として何をしたらい

いと思いますか。

知事
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点数の多くとれる種目にいかに勝つか負けるかで

相当違うので、そういう意味からしますと、冬季は

意外といい成績でやっていますが、夏はそう簡単に

いかないということで、なかなか簡単にできない面

もあります。指導者も今の時代は余裕がなく、私自

身も経験ありますが、スキーの指導者として、別に

レベルは高くないのですが、県庁の職員になってか

ら、自分の子供の通っている学校のコーチです。当

時は年次休暇を全部使う余裕があったのです。でも、

今はなかなかそう簡単にいかない。確かに年次休暇、

休みを全部とるということは、今の世の中、働き方

改革はありますが、そう簡単にはいかないです。結

局、物すごく負担がかかるのです。金銭的な面とい

うよりも時間です。例えば、県内の企業で、社長が

スポーツに理解があるところは、そういう方を社員

に入れて、その方について社用のほうは程々にして、

指導にバッチリ当たると、そういう会社もあるので

す。企業の経営者にも理解を得ながら、全体的にそ

ういう雰囲気を作っていく。また、そういう企業に

対し、一定の支援を今までもしていましたけれども、

いろんな優遇措置を与えるとか、そういう工夫もこ

れから考えていく必要があるのかなと感じています。

住谷達委員

知事の話は、後ほどの地域移行の話ともつながる

部分と思います。地域の理解、地域の企業の理解が

本当にこれから重要になってくると思いますので、

是非そういった理解を促進できるような働きかけを、

県当局としても行っていただければと思います。

こういった指導者の育成、優秀な選手の育成に関

しては、隣の岩手県の野球の取組はすごくいい取組

だと私は思っていました。隣の岩手県、皆さん御存

じだと思いますけれども、メジャーリーグの大谷選

手、佐々木朗希選手、昨今、隣の岩手県から多くの

プロ野球選手を輩出しております。岩手県は中学校

に上がるとクラブチームで硬式を選ぶか、部活動で

軟式を選ぶか、どっちかの選択を迫られるそうです。

大谷選手は硬式を選んで今につながっているわけで

すけれども、中学校の部活で軟式を選択しても、独

自の強化策で競技力の向上が図られるというところ

です。その秘訣は何かというと、県全体でＫボール

という軟式球と同じですけれども、中は空洞で、重

さ、大きさは硬式と同じようなボールを使用してい

るところであると言われております。加えて岩手県

では、Ｋボールを使用するに当たって、ストライク

ゾーンを広げて、送りバント等を禁止するような独

自のルールを設定することで、打者は四球に頼らず

バットを積極的に振るようになったと。また、投手

は四球を怖がらずに思い切り投げ込めるようになっ

て、結果的に競技力の強化につながったのではない

かと言われております。

軟式は現状、硬球に近いＭ号球を使われており、

その点、岩手県とは違う状況ではありますが、競技

力に向けては、こうした様々な工夫ができるのでは

ないかと思いますけれども、その点は教育長、いか

がお考えですか。

教育長

岩手県のＫボールという取組は聞いたことがあり

ます。そういったいろんな独自の工夫されていると

ころは、非常に参考になるのではないかと思います。

それがすぐ秋田県でできるかは、ちょっとあれです

けれども、まずいろいろそういうのを勉強させても

らえればと思っております。

秋田県でも野球に関していえば、平成２３年から、

高等学校の強化プロジェクトを５年くらいやって、

その成果として金農の甲子園準優勝につながってい

ると思いますし、野球は小中ともにすごく盛り上が

っており、軟式でいえば能代高校は度々全国トップ

クラスまでいく形で、全く結果が出ていないわけで

もないですので、他県の取組も参考にしながら、秋

田県でも何かやれるものがあればやっていきたいと

思います。

住谷達委員

是非そういった取組を通じて、選手強化、あと選

手の囲い込み、若年層の強化につながるような取組

を増やしていっていただければと思います。

部活動の地域移行に関しては、大館市、能代市、

羽後町で令和４年度の実証事業を行っています。そ

の中で実施したアンケートの回答では、外部指導者

の育成、また謝金等が課題であるという意見が多く

て、運営経費については、保護者の理解と合意形成

をどのように図るかが課題であると思いますけれど

も、その点、教育長はどのようにお考えですか。

教育長

今、全国各地でこの実証事業が行われております。

秋田県は、今おっしゃられたとおりですけれども、

だんだん課題となるものが見えてきております。一

番の課題は、実施主体である市町村がどうするかと

いうこと、指導者をどうするか、それから謝金的な

保護者負担をどうするか、あるいは地域連携の中で

どうやっていくかといった辺りが徐々に見えてきて

いると思います。

先ほど指導者の育成をどうするかとありましたが、

大きな問題の一つとして、地域に移行した場合にど

うやって指導者を確保していくか。１つの種目はい

るけれども、別の種目の部活にはいない、この地域

にはいないといった偏在も大きな課題になっており

ますし、秋田県のような場所では地域連合しながら

一緒にやっていかなければならない状況もあります。

そういったところが今、実証事業で明らかになって

きているところであります。
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住谷達委員

県内各地域、それぞれ状況も違うと思うのです。

例えば総合型地域スポーツクラブみたいなのがある

ところもあれば、そうではないところもあったり、

その受皿となる部分があるところとないところなど、

いろんな状況があり、そういった状況をしっかりと

把握しながら地域移行を進めていかなければならな

いと思いますので、是非しっかりと状況を把握しな

がら進めていっていただければと思います。

また、文化部の部活動の地域移行についてもお尋

ねしますが、大館市教育委員会でも文化庁から予算

を頂いて、吹奏楽部の休日における教師以外の外部

指導者による専門的な指導を受けられるように、こ

ちらも地域移行の実証事業を行いました。文化部に

ついては、運動部のような指導者育成は進んでいな

いものの、長く現役を続けられることで生徒と一緒

に練習をしたり、演奏したりできるというようなメ

リットがあると感じております。こうした文化部の

指導へ意欲のある方は、多分いらっしゃると思うの

です。そういった方へ、例えば、運動部の指導者と

同様のハラスメント教育や接し方の講習会などを実

施するべきと思うのですが、そういったところはい

かがお考えですか。

教育長

文化部に関していえば、地域移行で一番大きいの

は、吹奏楽部と合唱部になるのではないかと思って

おります。今年、大館市が吹奏楽部に関して、非常

にうまく地域移行の実証事業をやっていると聞いて

おります。大館市のマーチングバンドとか吹奏楽団

みたいなところが中心になり、大館市の中学生を集

めて、みんなで一緒にやっており、その中には演奏

者であり指導者である人もいて、非常にうまくまと

めていただいていると伺っています。そういった中

で、さらに次の指導者が生まれてきたりとかしなが

ら、他地区にも広がっていくことがいいと思ってい

ますし、県としてもいずれ地域移行が定着してくれ

ば、いろんな指導者がおりますので、先ほどのハラ

スメントとか指導力も含めて、当然、研修等もやっ

ていかなければならないだろうと思っております。

住谷達委員

例えば、ハラスメント研修であるとか、そういっ

たものは、運動部も文化部も含めて、任意でやって

いるものですか。

教育長

今、部活動指導員とか外部指導者も含めて、外部

から入ってきている人たちには、もう既に研修をや

っていますので、いずれ何らかの形で携わってもら

っている方々には、研修はしてもらうことになろう

かと思っています。

住谷達委員

いずれこういった研修をしっかりと受けてもらっ

て 外部指導者も指導するに当たってやっぱり不

安だと思うのです。こういう接し方がいいのかどう

かとか、ふだん子供たちと接する機会がない方も結

構いらっしゃると思うので、そういった不安を取り

除くためにも、こういったハラスメント研修である

とか、様々な人の接し方の研修は是非プログラム化

してもらうよう、考えてもらえればと思います。

教育長

今は学校の部活動ですので、先生方も指導してい

るわけですけれども、外部になれば教育的な部分に

携わったことがない人も当然いっぱいおりますので、

競技力だけでなく指導力であるとか、資質を含めて、

そういった研修は行っていきたいと思います。

住谷達委員

是非そういったところをよろしくお願いしたいと

思います。

また、文化部のほうですけれども、令和８年度に

本県で開催予定の高等学校総合文化祭、いわゆる総

文祭が開催されます。こういった総文祭を成功に導

くためにも、今の中学生世代の強化が本当に重要か

なと思うのです。そういった中で民間を巻き込んで、

官民一体で機運を醸成しながら、吹奏楽、様々な文

化部がありますけれども、そういったところの技術

力向上を図るべきではないかと思いますが、教育長

はいかがお考えですか。

教育長

今、まさにおっしゃられたとおり、ちょうど全国

高等学校総合文化祭のときの高校生は、今の中学生

がそのまま行きます。ブラバンのような大きい部で

なくても、書道でも囲碁でも何でもいいのですが、

そういったものに関して高校に入ってからどんどん

活動を広げられるように、中学生に話をしてほしい

と市町村の教育委員会にも話ししていますので、そ

ういった子たちが令和８年の総文祭で活躍してくれ

ればいいなと思っています。

住谷達委員

令和８年の総文祭を秋田県で開催したときに、す

ごく盛り上がることを本当に期待していますので、

頑張っていただきたいと思います。

質問変わります。最後、スタートアップの取組に

ついて伺いたいと思います。当初予算でもスタート

アップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業など、大変

意欲的な予算が計上されております。地方で行うス

タートアップとは、都市部と比較して、ベンチャー

キャピタルやエンジェル投資家といった第三者を対

象に株式を発行して資金調達をする第三者割当増資

など、エクイティーファイナンスによる資金調達面

で弱い部分があると思います。この事業で弱い部分

をどのように解消して、秋田県らしいスタートアッ
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プを育成していくかというところをお伺いしたいと

思います。

産業労働部長

スタートアップに関しては、大規模な資金調達を

受けて急成長していくといったような特徴がござい

まして、その資金を必要とするタイミングは起業す

る段階ではなくて、事業を拡大する段階、これが一

般的でございます。

昨年、県内の状況を調査させていただきました。

昨年の調査で県内に幾つかのスタートアップ候補を

確認できましたが、ほとんどが成長の初期段階でご

ざいます。現段階では、今すぐまとまった資金はま

だ必要としていない状況であることが分かったこと

と、今の御指摘のとおり、成長するに従って資金を

必要とする時期が近い将来、来るとした場合、県内

にベンチャーキャピタルや投資家が少ないことから、

首都圏に比べて資金調達の機会に恵まれていないと

いった事実もございます。

一方で、昨年、地元の金融機関がファンドを組成

して、ベンチャー企業に対する資金供給や経営支援

の取組を始めたといった動きもございますし、県出

身のベンチャーキャピタルの代表の呼びかけにより、

県内スタートアップ候補の交流イベントを開催した

のですが、首都圏などを中心に投資や支援の関係者

が非常に多く集まりました。民間によって支援の動

きが徐々に活発になりつつあると。こうした状況を

踏まえますと、現段階では民間主導で資金調達でき

るような環境を我々が作っていくことがベターであ

ると考えております。

来年度、こうした状況を踏まえまして、ベンチャ

ーキャピタルを含む産学官金から成るプラットフォ

ームを設立いたしまして、県内スタートアップ候補

自らが資金調達できるところまで成長させていくよ

うな環境を整えていくような取組を中心に進めてい

きたいと考えております。

住谷達委員

今、部長からもございましたけれども、県内のス

タートアップ企業が、ほぼ成長の初期段階にあると

いうような状況ですが、今回の地域プラットフォー

ム運営事業では、支援対象全ての成長段階としてい

ますが、この成長段階とは、現状は初期段階のもの

に対して支援を来年度は考えているというような認

識でよろしいですか。

産業労働部長

今、申し上げましたように、支援の対象の中心と

なるのは、成長の初期段階にあるスタートアップ候

補だと思いますが、それと含めて起業家意識の醸成

といった観点から、いろんな交流イベントをはじめ

としたイベントを開催いたしまして、機運醸成を高

めていくといったような予算を計上しているところ

でございます。

住谷達委員

今、答弁にもあったので、大体分かりましたけれ

ども、結局、県内のスタートアップは大体初期段階

だというような認識でやっている中で、今後そうい

ったスタートアップ企業が成長していくに当たって、

今度は出口戦略がこれから重要になってくると思い

ます。大体スタートアップを目指すところだと、

ＩＰＯであるとかＭ＆Ａ、そういったところを考え

ながらやるのが、通常のスタートアップ企業の戦略

だと思うのですが、そういった場合の支援体制は、

現状はまだ考えていないということでよろしいです

か。

産業労働部長

ただいま御指摘されたような手法とか、いろいろ

あると思うのですが、来年度、いろんなスタートア

ップ候補を支援する立場の方、それから有識者を含

めてプラットフォームを立ち上げますので、そちら

でいろいろ意見を集約して、秋田県ならではのスタ

ートアップ支援の在り方を探っていきたいと思って

おります。

住谷達委員

どうしても地方のスタートアップは、都市部に比

べて、あまり有利な状況ではないのは我々も承知し

ているところですので、是非、秋田県らしいスター

トアップをどんどん増やしていくような取組につな

がればいいと思います。

また、別の質問ですが、スタートアップ企業だと

独自の知的財産があると思うのですけれども、その

知的財産などに対する支援は、現状どのように考え

ているか、教えていただければと思います。

産業労働部長

成長の初期段階ですので、まだ知的財産というと

ころまではいっていないと思います。これから成長

するに従って、その辺を尊重していかなければいけ

ませんので、その辺も含めてプラットフォームでい

ろいろ考えていきたいと考えております。

住谷達委員

知財は、スタートアップ企業もそうですし、県内

の県立大学、国際教養大学含めて様々あると思うの

です。例えばこの間、所管委員会でも県立大学の特

許に関する質問が出た中で、要らなくなった特許は

処分しているという話もあったのです。それでは非

常にもったいないと、私はすごく感じております。

そういった中で、今、大学の知的財産を活用する取

組としては、ＴＬＯが仕組み化されております。

ＴＬＯは技術移転機関のことであって、平成１０年

に大学技術移転促進法が制定、施行され、大学研究

機関の発明研究成果を知的財産化し、産業界にライ

センスして、それで得られた収益の一部を研究者に
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戻すことで研究資金を創出し、大学の研究のさらな

る活性化につなげるというものです。本県も、秋田

大学が他県の国立大学と連携しながらＴＬＯを構成

しているのです。県立大学や国際教養大学も、この

ようなＴＬＯを目指すべきではないかと思いますけ

れども、そのような御認識はいかがでしょうか。

あきた未来創造部長

特許や技術移転に関して、県立大学の現状につい

てお知らせしたいと思います。特許出願件数ですが、

令和４年度は１８件ございました。技術移転件数は、

令和４年度は３件でございます。国際教養大学につ

いては、いずれもなしという状況でございます。

特許は取るだけではなくて、それをいかに生かす

か、有効活用するかという観点が非常に大事かと思

っておりますので、それがスタートアップにおいて

も非常に重要だと考えられますが、今時点でどうい

う仕組みがいいのか、あるいはどこまで大学側がや

れるのか、まだ情報の共有も、意見の交換もしてい

ないところですので、これからそこの話合いを進め

てまいりたいと思っております。

住谷達委員

スタートアップを取り組むのであれば、大学とも

連携しながらＴＬＯの設立を目指して、知財管理も

含めて頑張っていただければと思います。

県内のスタートアップといえば、これまでドチャ

ベンであるとか、若者チャレンジ応援事業に取り組

んでまいりました。これは若者の移住定住にも、す

ごくつながっている事業だと思いますので、是非こ

ういった部局を横断し、連携しながらやっていただ

きたいのですが、それぞれの部長からその辺のお話

を伺えればと思います。

あきた未来創造部長

御指摘のとおり、そういう若者の夢や希望をかな

えるような秋田県というのが、新しく若い方々に秋

田県に来てもらう、定着してもらうということでは

非常に大きな要素と考えておりますので、産労部と

も連携しながら、また大学ともいろいろと情報交換

しながらやらせていただきたいと思います。

産業労働部長

若者チャレンジ事業で持続的な取組を目指すとな

れば、ビジネスモデルを考えていかなければならな

いと思います。そういった意味では今、我々の部で

スタートアップの支援事業あるいは通常の起業支援

の事業、こういったものの活用を呼びかけながら盛

り上げていければと考えております。

住谷達委員

最後に、知事からスタートアップについて、意欲

を聞かせていただければと思います。

知事

東北大学の場合は、スタートアップの財団があっ

て、大企業から何十億円という金がつぎ込まれる。

そういうところと共同研究をやっていて、その中で

様々なシーズが芽を出して、それが特許になるとい

う。相当歴史があり、そこの責任者は私の同級生で

すが、秋田県からも何件かやっています。かなりレ

ベルが高く、ほとんど先端技術。そうしますと、そ

のレベルがあるのは大学です。大学のレベルが上が

って、そこから企業に就職して、そういうところが

どんどん伸びてきますと、企業も大学に 自分の

社員のところですから、また投資するという、そう

いう流れがあります。まずは、県大も歴史はまだな

いですから、これをどう特化して組み立てていくか、

これがこれからの重要な要素です。

あと、別な観点で若者チャレンジ、あれによって、

ある企業というか、政府系金融機関から数億円の融

資があったのです。ですから、いろんなパターンが

あります。やはり本来のスタートアップの中心は先

端技術です。そうしますと、秋田大学は歴史はあり

ますが、それでもまだ山形大学に負けているのです。

ですから今、県大と秋大、教養大、美大が組んでコ

ンソーシアムを相当やっていますので、情報交換、

学長同士、また教授同士、そういうところの県との

連携、こういうことをしっかりやりながら、その中

でどのような捉え方をするか、ここら辺が相当鍵に

なるのかなと。

やっぱりこの分野は、完全に理系の分野です。で

すから、技術を分かる方がそこにどのようにはまる

かということで、私も東北大学に関わっていました

ので、いずれ様々な力を借りながら、いいものは県

としてバックアップする。様々制度がありますので、

そういうところで設備支援あるいは金融支援、こう

いうものをやっていく、ある面で特化しながらやっ

ていく、そういう意識を持っていくことが重要と思

っています。

委員長

以上で、住谷委員の質疑は終了しました。

ここで、暫時休憩します。

再開は、午後２時２５分とします。

午後 ２時１５分 休憩

午後 ２時２５分 再開

出席委員

休憩前に同じ

欠席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ
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副委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

薄井司委員の質疑を行います。

薄井委員の質疑時間は１５分の予定でしたが、会

派の残り時間が１４分４７秒ですので、モニターの

表示をそのようにします。

薄井司委員

それでは、県財政の見通しについてお伺いをした

いと思います。

令和５年１０月に中期見通しが公表されておりま

すが、この資料の中で、起債許可団体となる指標と

して、実質公債費比率が令和４年度決算で全国４位

の１５.３％になりました。令和３年の決算でも

１４.９％であり、総務省の財政力指数のグループ

分けの中でも１３件中１３位とワーストワンという

状況であります。

これまでいろいろな機会があるたびに、財政状況

の厳しさを発言されてきている知事に、この状況を

どう分析して、どのような認識か、冒頭ですけれど

も、お伺いしたいと思います。

知事

やはり過去の起債、これが相当影響しています。

あとは三位一体の改革で、その時期は相当財政的に

逼迫していましたので、長期の償還について、２０

年を３０年にしたものが残っています。全体的に予

算の使い道として、県土が広く、道路密度は日本で

もトップクラスなので、面積当たりの道路の数が非

常に多く、その関係で経費が掛かると。また、高等

学校の建設費 本県は言葉は悪いけれども、ぜい

たくです。ほかの県と比べると相当単価が高い。広

いし、同じぐらいの規模でも相当いいものを造って

いる。そういうものが重なっています。

ただ一応、私も昔は財政的なものをやったもので

すから、総論賛成、各論反対ということもあります

が、優先順位を付けて、まずは何とかこれを１８％

に行かないような工夫を、毎年頭を悩ませながらも

やっていますので、あまりにも大きな投資をしない

限りは、大丈夫かなと……。

薄井司委員

私は、この実績について、約１０年くらい遡って

実質公債費比率の推移を見てみましたが、２０１２

年の１５.４％をピークに下降し、２０１９年の

１３.１％から上昇に転じております。最近の

２０２０年、２０２１年、２０２２年と上昇傾向が

続いておりますが、この数字の流れ、知事からもあ

りましたけれども、いろいろな状況を加味した上で、

総務部長はどのように分析しておりますか。

総務部長

今、おっしゃられた実質公債費比率の経緯といい

ますか、状況の中でいきますと、途中から数字が上

がってきていますのは、平成２９年度の災害であっ

たり、国土強靱化に対しての資金の負担であったり、

そういう部分が影響しておりまして、数値的には上

がってきているものと思います。ただ、将来的に実

質公債費比率が１８％に行かないように、昨年度、

また今年度もそうですけれども、予算編成の中でい

ろんな工夫をしながら、将来的にそうならないよう

に努力をしているところでございます。

薄井司委員

いろいろ調べてみましたら、この実績の中

２００９年度、２０１０年度は臨時対策債が一番の

ピークになっており、それ以降ちょっと上昇して、

その後は平準化と言えばいいですか、今、部長がお

っしゃられた状況に推移していると思っております。

令和２年２月議会の予算特別委員会でも、臨時財

政対策債の交付税算入額と実償還額との差 私は

これを借金の先送りだと思っているのですが、この

質問をしておりますが、その推移についてお伺いし

ます。

総務部長

その後の状況ということでよろしいでしょうか。

【「はい」と呼ぶ者あり】

総務部長

２０２０年の２月議会では４０３億円の差額とい

うことでお話ししておりますが、今時点の話でいき

ますと、その差額は２９０億円になっておりますの

で、令和２年２月に比べますと１１３億円改善して

おります。

薄井司委員

財政当局の努力のおかげかなと思っております。

あのときから比べれば、かなり対策を講じていると

思っております。

今、知事からもありましたけれども、この率が上

昇するのは、２０年償還で交付税が入ってくるのを、

３０年で起債している部分が非常に大きいと思って

おります。今の状況はどうなっていますか。

総務部長

現状、令和４年度以降はその差額の改善に向けて、

２０年償還で借入れを行うことにしておりますし、

あとは借換抑制などをしまして残高を縮減するとい

うような努力、それからここ２年ほどですが、臨財

債の発行自体が大幅に減じられておりますので、そ

ういうことも含めて差額が縮小しているものと思い

ます。

薄井司委員

今後こういった流れの中で、市中金融機関の金利

は非常に高い、政府資金から比べればずっと高い状

況にありますので、いろいろな方向から手当てして

いかないと、１８％はクリアできないと思っており
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ますので、よろしくお願いします。

それと日銀が来週の１８日、１９日に開く金融政

策決定会合で、マイナス金利政策を解除する方向で

話が出ておりますが、これによって今後、金利の上

昇が見込まれると思います。中期見通しでも、これ

は加味されているとは思うのですが、実際どのよう

な状況になっていますか。

総務部長

中期見通しでは、１.１％の金利でもって予算を

見ております。

薄井司委員

まさに市中金融機関の最低ラインぐらいかなと思

います。今回のゼロ金利、マイナス金利が解除にな

れば、少なくともある程度、倍ぐらいの金利の上昇

が考えられると思っているのですが、そこら辺はど

のような認識でおりますか。

総務部長

日銀の今後の動きによって影響はあろうかと思い

ますが、その場合でも金利の水準が、どの程度上昇

するか予測することは極めて困難なことだと思いま

すので、引き続き将来負担の軽減と、新規県債発行

の抑制を図りながら、慎重に財政運営を進めていき

たいと思います。

薄井司委員

そこの金利のところは、非常に私は大事だと思う

のです。今、秋田県で５００億円ぐらいの起債を発

行しております。単純に１％上げれば５億円です。

令和６年、令和７年、令和８年と計画上、２４億円

を繰上償還する計画になっておりますが、例えば５

億円が上乗せになったとすれば、そこは２４億円は

下回るという計算になるのかなと思っているのです

が、そこら辺はどうですか。

総務部長

金利に関していいますと、日銀の政策変更によっ

て、金利が仮に上がったとしても、全額が今、借り

ている起債残高に影響するわけではなくて、これか

ら借換えをするものであるとか、これから新たに借

りるものには影響してくると思います。

薄井司委員

確認ですけれども、例えば新規に発行した場合は、

上昇した部分に対しての金利となるのではないです

か。

総務部長

新規で発行する場合、その発行時点での金利とい

うことになります。

薄井司委員

私、それを言っているのです。かなり金利が上昇

して、財政を圧迫することになるのではないかとい

う、一つの視点です。まずそれは置いておきます。

それと、今回の中期見通しで１８％、非常に大事

なところで、公共事業の実質の負担を圧縮するとい

う前提の下で１８％を超えないようにするとなって

いますが、１８％を超えた場合はどういう状況にな

っていくのか、教えていただきたいと思います。

総務部長

実質公債費比率が１８％を超えた場合は、公債費

の負担適正化計画を作成しまして、地方債、起債の

許可団体になることになります。

薄井司委員

実際どのようなデメリットがあるのか、詳しく教

えていただきたいと思います。

総務部長

地方債を県で起債しようとしたときに、総務大臣

の許可が必要となりますので、あくまでも計画に基

づいての起債となります。そのため、県の考えだけ

でもって 今は協議という形で、県で考えて起債

を発行しているわけですが、そういうことができな

くなります。そういう意味での許可団体ということ

になります。

薄井司委員

そうすれば、なかなか自由に事業を遂行すること

ができない、事業を起こすことができないという、

一定の足かせがはめられるということで理解してよ

ろしいですか。

総務部長

そのとおりでございます。それから、当然その計

画で、ほかの事業についても見直しをかけることを

計画で出すことになりますので、そのほかの部分に

ついても影響は出てくるものと思います。

薄井司委員

令和４年度の決算で、新潟県がこの団体になった

とニュースとか、いろいろ聞いているのですが、何

か情報を持っていますか。

総務部長

新潟県が令和４年度の決算で１８％を超えてしま

いました。ただ、新潟県は既にそれを見越して、令

和元年度から前倒しで計画を策定して、それに基づ

いて財政運営をしていると伺っております。

薄井司委員

それは、私もいろいろ見て分かっております。あ

る程度、何年か前に、大体予測が付くのだと思って

おりますが、実際、令和元年度から令和５年度まで

５年間、いろいろな計画の中でやってきたのが、出

資法人の見直し、それから知事をはじめとする職員

の給与の削減など緊急的な対策の実施、あとは議員

報酬１０％削減で８９万円から８０万円、政務活動

費が１５％削減で２６万円から２２万円と、こうい

った状況が現実の問題として陥っているというのが

あります。こういうところまでは多分いかないだろ

うとは思いますけれども、この中期見通しを見ても、
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いろいろな不確定要素が非常に多い状況ではないか

と思っているのですが、そこら辺はどう思いますか。

総務部長

中期見通しにおきましても、それなりの圧縮でき

るような条件をいろいろ入れて見通しを立てており

ます。その条件のとおり進めばよろしいのですが、

例えば、災害が発生したり、不確定な要素がありま

すので、気を緩めずにそういう部分を踏まえて運営

をしていきたいと思っております。

薄井司委員

そういうことで、大変状況的には厳しいと思いま

す。こういう状況ですので、これまでいろいろ事業

をやってきていますけれども、不採算な事業の休止

あるいは中止等をしなければならないと思います。

そういうのを具体的に示す必要があると思いますが、

いかがですか。

総務部長

令和６年度の当初予算編成に当たり、中期見通し

に基づいて予算編成通知を出しております。事業の

一律の縮減などは行わずに、各部局において、全て

の事業について見直しの検討をしていただいており、

必要性や緊急性、効果等、様々な観点から考慮して

いただきながら、優先順位を付けて判断した上で、

縮減もしくは廃止などに至った事業もあろうかと思

いますが、そういうものを踏まえて予算要求をして

いただいております。

薄井司委員

例えば、具体的に大きいもので、どういうものが

削減されていますか。

総務部長

個々の事業についてのお問合せと思いますけれど

も、個々の事業ということではなくお答えさせてい

ただければ、公共事業につきましては５.０％削減

しましたし、県有施設の改修経費も１４.７％削減

しております。例えば、学校整備事業であれば、予

定していた工期にできるだけ影響が出ないように配

慮しながら、複数校の教室棟工事の重複解消により、

事業費の平準化を図って事業費を圧縮したり、そう

いう取組などもさせていただいております。

薄井司委員

なかなかこれは多分かみ合わないと思いますので、

質問を変えますけれども、令和２年の総括審査で、

知事が、県単事業について、秋田県は多いほうだと

おっしゃっておりました。県単事業の在り方につい

てもいろいろ発言されておりまして、様々な団体あ

るいは県民からの要望があるのは、私も十分承知し

ておりますけれども、ここで一歩踏み込んで事業の

見直しを進めるつもりはないのか、知事にお伺いし

ます。

知事

事業の見直しというよりも、今いろんなプラスの

要素ということで、相当いろんな要望がございます。

その要望の中にも、応えるべき要望があります。た

だ、いずれ公共事業の県単分が非常に負担です。あ

とは一律の様々な県単補助金、こういうものが非常

にありますので、そう簡単にこれを全部やめるとか、

これを全部削減するとは、そう簡単にいかないです。

これは県民の理解も要りますし、非常にあつれきが

ありますので、一応ある程度、先を見通しながらも、

我々は相当厳しい態度で 総論賛成各論反対です。

そこで、どのようにコントロールするか。これは知

事が全部、個別に見ながらやっていますので、まず

トップがどのように決断するか。プランを作っても、

何かあればすぐ変わるのです。だから、毎年どのよ

うに臨むか。あとは、水害とか災害があったときに

どうするかということで、財政２基金をある程度、

維持する。

ですから、私はあと１年ですが３００億円、これ

は何とか維持しながら次の代に引き渡すということ

をしっかりやっていけば、そう簡単に１８％は超え

ないと思っています。あまり甘いトップは駄目です。

私も若いときはずっと財政をやっています。赤字団

体になりますと、単独事業についても、総務省から、

これは本当に要るのかと相当厳しくやられます。そ

うならないために、毎年見直しながら厳しい態度で

臨む。何でもかんでもオーケー知事にはならないと

いうことです。

薄井司委員

タイミングが悪かったのですが、昨日もスタジア

ムで議論になりました。現在の県財政を見てみれば、

新規の大型事業については特に慎重に進める必要が

あるのかなと言おうと思っていたら、昨日ああいう

議論になっておりましたが、そこら辺は知事はどの

ように考えておりますか。

知事

これは当たり前のことです。将来の負担を確約は

できません。これは自治法上、財政法上そうです。

ただ、方向性として、いろんな面での効果 経済

効果、あるいは県民に対して元気を与えるとか、金

銭のみならず様々な効果を見通しながら、必要性が

議会あるいは県民の方々に理解を得られるのであれ

ば、ある程度、方向性は出す。市も県も将来の負担

である債務負担行為、これは約束でないのです。方

向性です。だから、昨日言ったのは、赤字企業には

これは難しいよと、あるいは採算があってちゃんと

やれるのだったらいいですが、赤字が分かっている

のに、これをやりますということは、多分もう６年

後にああいうことが出ても、そのときに県議会が認

めるか認めないか、多分認めないと思います。です

から、そこを言ったのです。
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薄井司委員

質問を変えます。市町村への職員派遣について、

県内市町村に対して、県からどれくらいの県職員が

派遣されているのか、教えていただきたいと思いま

す。

総務部長

災害時の派遣ということでよろしいでしょうか。

【「時間ないので、災害時でいいです」と呼ぶ者

あり】

総務部長

昨年７月に県内で大雨被害が発生した後、特に被

害が大きかった秋田市、それと五城目町に対しまし

て、家屋認定調査や給水業務に従事するために県職

員が延べ９３１名、県内市町村からの職員が延べ

１,１７０名派遣されております。

薄井司委員

その後の災害査定の関係で、実は能代市にも土地

改良関係の職員に来ていただいて、すごく助かった

というお話を聞いております。そういった関係の職

員はどれくらい派遣されたのかは把握していないで

すか。

農林水産部長

今、能代市にという話もありましたが、昨年大雨

のときに土地改良関係の職員として派遣したのは、

県で１２名、国から１０名で、能代市だけで２２名。

そのほか、藤里町、八峰町、秋田市を含めて全体で

６５名派遣しているところでございます。

薄井司委員

この派遣の方法は、例えば、県の何かルールに基

づくものなのか、あるいは各自治体から要望があれ

ば、すぐ派遣していただけるのか、そこら辺のルー

ルというのはあるものですか。

総務部長

私が先ほど述べました部分に関しましては、災害

時における県と市町村の相互の応援に関する協定が

ございまして、そちらに基づいて派遣しております。

薄井司委員

今回災害に関連した派遣ですが、技術専門職員に

ついて、各市町村で非常に足りないのが現状だと思

っておりますが、そこら辺の実態については県で調

査するとか、把握していることはあるものですか。

総務部長

特に要請があれば対応を検討するということであ

りますので、把握自体はしておりません。

薄井司委員

令和６年の地方財政計画において、県が市町村と

連携協約を締結すれば、市町村に専門人材を確保し

て派遣できるという、そういう交付税措置が令和６

年度からなされるようです。これについて、どうい

う考えを持っているのか。今後、派遣の可能性があ

るのか、そこら辺をお伺いしたいと思います。

総務部長

委員がお話しになった特別交付税措置に関しまし

ては、令和６年度新たに創設されるもので、地方公

務員の人材確保に係る特別交付税措置のようですが、

まず対象となる職種、それから今後、国から示され

る詳細情報等も踏まえながら、まずは県内の市町村

の現状、ニーズも含めて研究していく必要があると

思っております。

薄井司委員

県庁の職員は優秀な方々が多いので、専門職が採

用できないという状況を踏まえ、市町村への派遣に

関し、よろしくお願いしたいと思います。

それでは、質問を変えます。図柄入りナンバープ

レートについて、令和４年の総括でも質問しており

ますが、令和５年１０月２３日から交付が始まって

おります。町なかでもいろいろと秋田犬のナンバー

が目に付くようになりましたけれども、現時点での

進捗状況について、お伺いしたいと思います。

観光文化スポーツ部長

２月末時点で約４,０００台に装着されており、

これは昨年１０月から導入した５つの地域の中では、

装着している割合は一番高いということで、まず順

調に進んでいるものと思っております。

薄井司委員

僅か４か月の間で、すごい数の装着率かなと思っ

ております。図柄入りナンバープレートのいろいろ

な効果を期待しながら、こういう事業をやったと思

うのですが、４,０００台に装着したことによって、

その期待していた効果は、どのように感じておりま

すか。

観光文化スポーツ部長

まだ４か月しかたっていませんので、具体的な数

値ということではなかなか申し上げられないのです

が、そもそも期待しているのは、車が走る広告塔と

して秋田県の魅力発信につながってほしいというこ

とです。県外では秋田犬の里ということで秋田県を

ＰＲしていただいていますし、秋田県内を走ってい

る車は、秋田県に来た観光客に秋田県らしさを印象

づけるというようなことをしていただいています。

ちょっとこういうのを効果というのか分からない

のですが、陸運支局によりますと、県外から装着し

たいというお問合せが相当数あるそうで、これは秋

田県に住まないと駄目ですけれども、そういったこ

とで全国的にも注目度が高まっていて、私どもとし

てはありがたいなと思っているところです。

薄井司委員

今後、また普及を継続していくということになる

と思いますけれども、例えば、公職に就いている人、

あるいは県民に広く利用を呼びかけるという考えは
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あるのか。今後の目標や展開についてどう考えてい

るのか、分かる範囲内で教えていただきたいと思い

ます。

観光文化スポーツ部長

今後、さらに普及を進めたいと思っていまして、

目標としては５年間で９,０００台を目標としてい

るところであります。今年度はチラシやポスターな

どでＰＲを進めておりますが、来年度はこれに加え

まして、バスにラッピングする形でのＰＲなどを進

めていきます。

なお、お話しのとおり、首長や議員など公職に就

いていられる方は発信力があり、装着による県民あ

るいは県外へのＰＲ効果も高いと思われますので、

御協力いただけるように今後とも働きかけてまいり

たいと思いますが、カラープレートの場合、プレー

ト代に加えて実は１,０００円寄附を頂くことにな

ります。ただ、委員の皆さんもそうですけれども、

公職選挙法の対象になる方は、法に違反するなどの

心配がないように、寄附を行わなくてもプレートを

選択できることになっておりますので、安心して装

着いただければありがたいと思っております。

薄井司委員

県の公用車は、私の持っている情報では１３２台

ぐらいに取付けしたと伺っております。非常に事業

としては良かったというお話を伺っております。

それで、県内の市町村に対する公用車への普及の

促進は考えているのか。そこら辺、もしあれば教え

ていただきたいと思います。

観光文化スポーツ部長

市町村に対しても、秋田犬のナンバープレートを

公用車に付けていただいて、一緒にアピールしてい

ただきたいとお願いしておりますので、引き続きこ

れからもそういった要請をしていきたいと思ってお

ります。

薄井司委員

それで今、話題になった寄附の関係ですが、寄附

の目標が定められているのか。そして、使用する目

的、寄附金をどういうものに ホームページにも

若干掲載はされているけれども、具体的にどのよう

な事業に使われていくのか、御説明願います。

観光文化スポーツ部長

この寄附金は、全国団体になりますが、公益財団

法人日本デザインナンバー財団に寄附が入っていく

形になります。結果として、それがまた地域に還元

されまして、例えば、公共交通機関の確保などに使

われることになっております。目標額はないのです

が、５年で６００万円程度入っていただきたいとい

う思いは持っております。

薄井司委員

今回、交通政策課のホームページにも掲載されて

おりますが、行政書士会の出張封印ということで、

大変好評を得ていると伺っております。お忙しい方

はこういう制度も利用していただければ、より一層

件数が増えていくと思いますので、そこら辺も引き

続き周知をよろしくお願いしたいと思います。

観光文化スポーツ部長

これまでも行政書士を介して装着の手続ができま

すということは、様々な部分でＰＲさせていただい

ていまして、先ほど言った４,０００台のうち、

６００件程度は行政書士を経由しております。費用

的にも比較的安くできますし、簡便な形でやってい

ただけますので、今後とも、こうした形でも手続が

できますということは、しっかり周知してまいりた

いと思います。

副委員長

以上で、薄井委員の質疑は終了しました。

次に、加藤麻里委員の質疑を行います。

加藤麻里委員

社民党会派の加藤麻里です。まず初めに、移住定

住の促進についてお伺いしたいと思います。

秋田県では、首都圏以外から転入した世帯に県独

自で１０万円支援をしている「はじめての秋田暮ら

し応援事業」があります。どこの県からであろうと

差別なくこうした支援を行っている点は、奨学金返

済についても言えることですけれども、秋田県の良

いところだと私は感じています。ホームページに、

秋田暮らし応援事業は予算がなくなり次第締め切る

とありましたが、今年度受付期間の最終日の３月

１１日に締め切られておりました。執行状況につい

てお伺いします。

あきた未来創造部長

３７０件ほどの申請がございまして、執行状況と

すると９割でございます

加藤麻里委員

３月１１日の最終日までに９割とは、まだ１割の

予算残があるということだと思います。秋田県独自

の応援事業があることを知らないまま、移住定住登

録をしないで県内に移住してきた世帯も多いのでは

ないでしょうか。

あきた未来創造部長

県では、秋田県移住・定住ポータル総合サイト

「秋田暮らしはじめの一歩」で、県の支援施策ある

いは市町村の施策等をＰＲしており、どなたでも御

覧いただけるようになっておりますので、必要で御

覧いただいている方には届いていると考えておりま

す。

加藤麻里委員

実は私自身、昨年春に、県外から秋田県に子供と

ともに移住したいという方から相談を受けて、いろ

いろと県の事業をネットで検索しましたが、恥ずか
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しいですけれども、県独自の事業に私はたどり着け

なかったのです。その方には、残念だけれども、東

京圏以外は県において支援事業がないようだと伝え

てしまいました。ちょっと簡単なようで、正直そこ

にたどり着くのが私には難しかったです。

秋田県へ移住してきた方たちは、移住前には必ず

市町村には一度は足を運ぶはずです。その際に市町

村の担当者から一言、県独自の応援事業があるから

登録するように勧めてもらうとか、その場で一緒に

スマホやパソコンへの入力作業を手伝って登録手続

をすることができれば、もっと多くの方に利用して

もらえたはずです。

そして、変な話ですが、３月１１日の締切りの日

に９割 １割の予算が残っていることは起きなか

ったのではないでしょうか。どの移住者にも喜んで

秋田県に来てもらえるよう、県と市町村の連携を強

くすべきと思いますが、どうですか。

あきた未来創造部長

御指摘のとおり、移住者の方には喜んで秋田県に

おいでいただきたいと思いますし、より多くの方に

移住していただきたいということで、我々も取組を

進めております。

県と市町村の連携というお話かと思いますが、県

と市町村、関係団体もその構成員となっております

秋田移住促進協議会を年度当初に開催しているほか、

それ以降もいろんなイベントの都度、市町村とは連

携を密にしながら事業を進めておりますが、なお一

層、御相談のあった方とか、そういう方には懇切丁

寧に寄り添って対応していただくように、うちのほ

うからもお願いしたいと思っております。

知事

ホームページも先般、全部書き換えました。分か

りにくいものですから、今度は用意ドンにバンと入

っています。すぐそこで一発で表紙から入れるよう

になりました。非常に私自身もどこにあるのかとい

うので……。全部ホームページを変えましたので、

今度は一発で、すぐ分かります。

加藤麻里委員

でも、残念ですが、その方はもう１２月に移住し

て来てしまったので、もう登録できなかったという

ことがありました。そういったこともありますので、

じっくり移住先を調査してから秋田県に移住される

方もいるでしょうけれども、様々な事情を抱えなが

ら秋田県に移住される方もおります。事前に登録を

しなくても、市町村に住民票を提出された際に県に

報告することで、応援事業の対象とすることはでき

ないものですか。

あきた未来創造部長

県でも移住者を増やすため、今まで一生懸命取り

組んでまいりました。毎年、だんだん増えていくと

大変喜ばしい状況ではございますが、一方で、おい

でいただいた方々に定着してもらうという視点も重

要で、それを強化したいと思っているところです。

そうした場合に、情報発信の仕方として、移住登録

者だけではなくて、もっと幅広く関心のある方、そ

れから定着した方にも届くような発信の仕方、ある

いは登録した人だけに恩恵を与えるというのも、も

う少し考え直してもいいのかなということで、市町

村あるいは移住者の方々からも声を聞きまして、こ

れから考えてみたいと思います。

加藤麻里委員

次に、それに関連して、独り親家庭の移住支援に

ついてお伺いしたいと思います。秋田県の婚姻率や

出生率は２８年連続最下位という非常に大変な状況

です。今年度開催された男女共同参画審議会では、

秋田ケーブルテレビ常務取締役の飯塚雅子さんが、

このような意見を述べております。それは、秋田市

のパブリックコメントにシングルマザーを積極的に

県外から秋田県に呼び込んだら良いのではないか、

また、企業側でも様々な制度を作ってシングルマザ

ーを県内に受け入れ、地域の人口減少の課題解決に

貢献できるのではないかという内容でした。こうし

た女性ならではの視点での対策に秋田県はもっと目

を向けて、こういったことを実行していく必要性が

あるのではないかと思いますが、どうでしょうか。

あきた未来創造部長

本県における移住定住の強みと申しますと、全国

トップレベルの教育あるいは子育てしやすい環境、

それから自然の豊かさのほかに可処分所得が首都圏

と大差がないことなどが挙げられると思います。そ

うしたことによって、実態として全体の移住者の８

割以上を４０代までの方々で占めているという状況

ですので、子育て世帯の方々に多く移住してきてい

ただいていると思っています。

そうした中で子育て世帯を個々で見ていった場合

に、独り親家庭の方もいらっしゃいます。それから、

二人親がそろっている家庭の場合もあります。しか

し、その形にかかわらず、内情はいろいろと各家庭

によって違うものがあります。大変ありがたい御提

案ではございますが、秋田県とすると、シングルだ

けではなくて、もっと幅広く、全ての子育て世帯に

より多く来ていただけるようにという気持ちで、そ

ういう個々の困難な状況を克服できるように寄り添

った形で支援してまいりたい、相談の段階からその

ようなスタンスで対応したいと考えております。

加藤麻里委員

そういう意味では、やはり秋田県らしい、どんな

家庭の状況であっても受入れ体制をがっちりしてい

きたいという前向きな御答弁だったと思います。現

在、県が行っている移住応援事業にプラスして、移
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住後の定着につながるような、食や家賃補助、就職

支援等を行うなど、さらに支援を手厚くして、是非、

呼び込みに力を入れていただきたいと思います。知

事から一言お願いします。

知事

シングルマザーだけとなりますと、それでは二人

親がいるところは駄目かなと、そうとられますので、

そこはちょっと考え物ですが、いずれおいでになっ

た方は、今までいたことのないような地域に来ます。

いろんな悩み事、仕事、あるいは現地の風習、生活

上の利便性、分からない点がたくさんあります。そ

ういうところを個別にケース・バイ・ケースでフォ

ローしていく。伴走支援、そういうふうな形。市町

村でも、移住が増えているところは相当フォローが

しっかりしている。そのフォローがしっかりしてい

れば、その後もＳＮＳ等で行きますので、県として

も市町村とともに連携しながら、そういうところに

ついて丁寧に、また様々な面でフォローを 単に

おいでになったら、あと終わりでなくて、当分の間、

そこをフォローする。これは十分必要と思いますの

で、これについてはこの後もしっかり、そういう流

れを作っていくように努力する必要があると思いま

す。

加藤麻里委員

次に、会計年度任用職員の任用についてお伺いし

ます。会計年度任用職員は七、八割が女性です。女

性が多い職種が会計年度任用職員に充てられている

ことに対して、これは間接的女性差別だという批判

もあり、問題の多い制度だとは感じますが、今回は

県民の目線で質問をしたいと思います。

平成２６年に、消費者庁から各都道府県知事に対

し、「いわゆる『雇止め』の解消を含む消費生活相

談員の処遇改善について」の依頼文が内閣府特命担

当大臣のメッセージとともに出されています。県で

は、この依頼に対し、どのように対応しているか伺

います。

総務部長

消費生活相談員で、現在雇用されている方は６年

以上の方が多い状況になっております。

加藤麻里委員

地方公共団体に配属されている消費生活相談員の

約８割は任用期間の更新回数制限を設けていないと

のことですが、秋田県ではどうですか。

総務部長

基本的に会計年度任用職員の制度ですので、県で

は３年を上限として任用を継続いたしますが、３年

を経過した段階で改めて公募させていただいており

ます。

加藤麻里委員

８割が更新回数制限を設けていないとありますの

で、秋田県はその２割に入っているということです

ね。この依頼文には、「処遇改善は、消費生活相談

員の裾野の拡大と優秀な人材確保につながり、ひい

ては消費者が『どこに住んでいても質の高い相談・

救済を受けられる地域体制』を整備することにつな

がる」とありました。

消費生活相談員だけでなく、県内の会計年度任用

職員の職務の中にも、県民が質の高いサービスや相

談、救済につながる専門的な知識及び技術が必要と

思われる職務もあると考えますが、県ではどのよう

に受け止めていますか。

総務部長

資格を要する職種など、人材の確保が困難なもの

もあると思いますので、そういうものにつきまして

は、今後の応募状況等も踏まえながら、期間の見直

しについて検討する必要もあるものと考えておりま

す。

加藤麻里委員

今、期間の見直しとおっしゃったでしょうか。も

うちょっとそこのところを……。

総務部長

期間の見直しです。現状は３年で再公募いたして

おりますが、資格を有する職種など人材の確保が困

難なものに関しましては、その応募状況等も踏まえ

ながら、その期間を３年ではなくて、見直すことも

検討する必要があるものと考えております。

加藤麻里委員

やはりＤＶ相談やひきこもり相談、これから、さ

らに採用しなければならない困難女性支援のための

相談員、学校の図書館司書、手話通訳など、本当に

県民にとって一番身近な存在であり、長期雇用や熟

練が必要な職務であろうと思っています。こうした

職種の方が一律３年でいったん任期が切れて、再度

ハローワークを通じて応募しなければならない任用

形態であれば、県民が継続した支援を受けることが

できなくなる可能性もあり、やはり問題があると感

じました。

今、県から、このことに対して検討されるという

ことでありましたが、例えば、今回の消費生活相談

員同様に、任用期間や更新回数制限をなくすなど、

こういった処遇改善については、前向きに検討して

いただきたいと思いますが、知事からお願いします。

知事

そもそも会計年度任用職員を無期限というのは、

これはちょっとまた違うのです。ただ問題は、継続

性のところで、どのような扱いをするか、これを会

計年度任用職員のルールに従いながらも、専門的な

職種については、継続雇用が可能なルールをどのよ

うにやるのか、他県の例もしっかり調べながら

方向性としては、今、委員おっしゃったとおり、や
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はり専門的なものは、そう簡単に替わるよりも、同

じ方がやったほうがいい状況ですので、十分にその

点を検討しながら、なるべく継続性を確保するよう

なルールを作っていきたいと思います。

加藤麻里委員

では、次に移ります。学校での女性管理職の登用

について伺います。これまでも一般質問や総括審査

の場で、この問題について質問を重ねてきたつもり

ですが、なかなか登用が進んでいません。教育長は

その原因についてどのようにお考えでしょうか。

教育長

先日、新聞にも大きく載ったりしていたのですが、

確かに印象とすれば、５年前、１０年前よりは大分

増えてきているという印象です。ただ全国平均に比

べれば、小中学校は若干低いレベルでもありますし、

女性管理職の登用に関して、まだまだ進んでいない

のは、実際のところ、我々も課題だと思っておりま

す。

その原因は、いろいろあるのでしょうけれども、

私が現場にいた頃の先生方の感触とかを見れば、女

性の先生方を管理職に登用するといった段階で、ど

うしても家庭との両立という辺りのことを問題にさ

れる方が多い。今まで盛んに話題になっているよう

に、家庭で男性がやればいいところを、女性がやっ

ているというところが多くて、どうしても管理職に

なれば家事、育児といった辺りが……ということで、

管理職への登用を断るということもあります。また、

これは男女問わずですが、学校という職場は、子供

と一緒にいたいというか、教育活動に参画したいと

いう希望の強い人が多いので、それが若干、女性の

ほうが多いのかなというのが、私の印象です。管理

職にならず、担任とかそういった形でやっていきた

いと思う女性が多いことから、管理職の女性登用が

進んでいないのは、そういう一面があると思ってお

ります。

加藤麻里委員

２００５年の県内の小学校の女性校長は全国第６

位、３３.９％でした。ところが、２０１３年には

２３.２％、２０１５年１４.８％と、これ以降、停

滞しています。その原因について、教育長はどのよ

うにお考えでしょうか。

教育長

小学校は、比較的女性の管理職が多いという印象

はあります。小中まとめた形での登用等にしており

ますので、実際に、中学校は少ないのですが、小学

校は、ある程度管理職は多いのではという印象を持

っています。

加藤麻里委員

私も、この統計を調べたつもりですが、そのよう

になっていました。全体的にはなかなか増えていな

いことに対して、先ほど教育長からもお話がありま

したが、２０１８年の国立女性教育会館の調査によ

ると、家庭責任を６０％以上負っていると答えた男

性教員は僅か４.１％、これに対して女性教員は

７９.２％、８割の方がそういった多忙な中にも教

職と家事の二重負担に関して明確なジェンダー差が

あることを指摘しています。

秋田県は学力上位県と位置づけられ、教育改革に

よる多忙化によって、男性教員より家庭責任の重い

女性教員のほうに、より多くの困難がもたらされた

と、私はそう思っています。かつての全国第６位と

いう女性管理職の数からすると、非常に停滞してい

るわけです。女性教員は、管理職試験の準備や昇任

後の家庭との両立を非常に危惧しているため、管理

職志向を低下させているという分析もありますが、

そこは教育長、先ほどのお話と同じではないかと思

っています。今後どのようにして、女性登用を進め

ていくおつもりか、お伺いしたいと思います。

教育長

御夫婦が先生という場合は、一般の形として、男

性が家庭でどの程度の家事、育児という辺りもある

とは思うのですが、統計的には、多分、女性の先生

が家事と教員の両立という部分の話はされているの

ではないかと私も感じております。

そういった中で、何とかして管理職としてやって

いけるようにするため、学校としてできる部分とし

ては、できるだけ職場の環境を良くし、働き方改革

なども進めながら、女性の先生が教頭、校長として

働いていけるような環境を作っていくことが１つ。

あるいは、いきなり管理職ではなく、例えば、学校

でキャリアアップを図れるような校務分掌の分担で

あるとか、学校経営の参画意識を持ってもらうとか

を含めた意識改革といった辺り。あるいは、家庭も

含めて、女性の先生がいろんな形で悩んでいるので

あれば、そういったものに関する相談体制を整える

など、そういったことも含めて管理職への登用が図

りやすいような環境を作っていくということで、常

々、校長協会を通して話もしておりますし、市町村

へも私から話はしているところであります。

今後もさらに、それは進めていかなければならな

いし、優秀な女性の先生は非常に多いですので、そ

ういった先生方に管理職として頑張っていけるよう

な土壌を作っていく、これは今後もやっていきたい

思っています。

加藤麻里委員

多忙解消は非常に大きなテーマだと思います。

次に、教務ですが、やはり男性が多いのではない

かと思っており、教務になる年齢の男女差もあり、

やはり女性のほうが教務になる年齢が遅いことも女

性管理職を目指す人が少ない原因になっているとの
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指摘もありますが、この点について現状はどのよう

なものでしょうか。

教育長

教務とか様々な分掌があるのですが、校長には当

然、能力の高い先生方が男女問わずおりますし、女

性も本当にすばらしい先生方が多いです。適材適所

で、教務や進路など様々な部署がありますので、そ

ういったところに登用し、学校経営参画を促してい

くような体制をとってもらうよう、働きかけをして

いかなければならないと思っております。

加藤麻里委員

女性は、男性の教員よりも、いろんな役職経験も

少ないということもあるようですので、是非そうい

った場を踏んで、管理職へとつながっていくように、

県でも呼びかけをしていっていただきたいと思いま

す。

次に、秋田県学習状況調査についてお伺いします。

文科省の調査結果によると、平成３０年度に県独自

の学習状況調査を実施しているのは、小学校で３０

都県、中学校で３２都府県でしたが、その後の全国

的な調査は行われていないため、正しい数字は分か

りませんが、山形県では令和３年度、青森県でも令

和５年度をもって終了するなど、減少傾向にあると

私は見ています。秋田県では平成１４年から秋田県

独自の学習状況調査を行っており、既に２０年が過

ぎています。この間の調査について、県はどのよう

に分析し、評価をしておられますか。

教育長

全国的に、取りやめてきている県があるのは承知

しております。秋田県の場合は、単独で学習状況調

査のみを行うわけでなく、全国学テとこの調査、そ

して高校入試の３つのテストを、しっかりと教育現

場に生かせるように、検証改善サイクルにより、本

県あるいは個々の学校の課題や子供たちの弱いとこ

ろ、強いところをしっかりと把握しながら、学習指

導の工夫改善や学力向上、先生方の授業改善につな

げるためにやっています。この調査をやる意義は非

常に大きいと思っておりますし、他県でやめている

ような状況ではありますが、本県にとっては本当に

必要なものであり、それが今、全国学テでも高い学

力を維持し、その根拠になっているのではないかと

分析しております。

加藤麻里委員

教育長は非常に必要だと感じているようですが、

学力トップクラスの秋田県を維持するために、競争

主義、成果主義的な教育改革が強引に推進されてき

たことが、女性管理職比率の低下や教員の精神疾患、

病休者、女性教員の早期退職の増加、さらには児童

生徒の不登校の増加につながっているのではないで

しょうか。これは、女性や子供の声なき声にほかな

らないと感じます。教育長はどのようにお考えでし

ょうか。

教育長

成果主義みたいなお話がありましたけれども、こ

ういったテスト、調査に関して、これが今、言った

ような不登校であるとか精神的なものにつながって

いるという話があるのであれば、市町村や学校等、

現場の話も十分に聞いていかなければならないと思

っております。やらなければ、これに関する負担は

減るわけですが、これ以外の様々な活動ももちろん

あるわけですし、この調査一つをとって、それが全

てというわけではないと私は思っておりますが、先

ほど申し上げましたように、この調査のやる意義は

大きいものだと思っております。

加藤麻里委員

教育長はそうおっしゃいますが、これからも必要

だという継続を求める声が現場からも上がっている

のでしょうか。

教育長

様々な声は聞いていますが、そのようなお話も聞

きますし、必要だというお話も当然聞いております。

先ほど申し上げたように、やれば多忙感が増すわけ

ですが、これで多忙だと感ずるようであれば、そこ

は調査の中身等も改善しながらやっていく必要があ

ろうかと思いますし、具体的に現場でどういう声が

あるかは、これから聞いていきたいと思っておりま

す。

加藤麻里委員

是非、現場の声を聞いて、もう２０年もやってい

るわけですから、そろそろ役目は終わったと私は考

えます。秋田県の学習状況調査について、県内外の

外部有識者による客観的、専門的な知見から意見を

聴取して、終了に向けた協議、検討と言えばオーバ

ーかもしれませんが 終了するかしないかはさて

おき、そういった協議を行う必要があると考えます

が、いかがでしょうか。

教育長

我々はこの調査の重要性を本当に認識していて、

これをやることで今の学力を維持しているという自

負もありますが、広くいろんな方から御意見を伺う

ことは大事な話ですし、これが役目を果たして終了

したらいいのかも含めて、どういった御意見がある

か、現場も含めて話は聞いていきたいと思います。

加藤麻里委員

くどいようですが、女性管理職の比率が低下して

いること、教師の精神疾患や病休者、早期退職の女

性教員の増加、さらには児童生徒の不登校、こうい

った問題に対して、今やらなければいけないことが

いっぱいあるではないですか。学習状況調査をいっ

たんやめてみてはどうですか。



- 122 -

教育長

同じことの繰り返しになりますが、様々な学校を

めぐる状況はあり、因果関係も含めて、これからい

ろいろ考えながらやりますけれども、今のところ我

々は、この調査の重要性を認識しているところであ

ります。

加藤麻里委員

是非、外部の有識者も交えて、客観的、専門的な

知見からの意見を聴取し、協議、検討を行っていた

だきたいと思います。知事、どのようにお考えでし

ょうか。

知事

私自身はよく分かりません。私自身は学校にほと

んど行ったことなく、勉強しなかったものですから。

ただ、別な言い方をしますと、例えば何年に１回と

か、そういうことはあり得るのです。ある意味で間

を置いて、そのときに全国の調査と、どのような相

関関係があるか、そのようなことも一つあり得るの

かなと。それ以上は、私の権限で言えません。

加藤麻里委員

知事のお考えも一つだなと思います。

次に、防災会議等への女性の参画についてお伺い

します。まず初めに、男鹿半島地域等防災・減災対

策検討事業で設置される検討委員会では、どのよう

な立場の女性をどれぐらいメンバーに入れる予定で

しょうか。能登半島地震の災害対応においても、女

性の視点が全く欠けているために、女性に冷たかっ

たということが指摘されています。この反省をどの

ように生かしていくのでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

男鹿半島地域等防災・減災対策検討委員会の委員

について、それぞれ、どういう分野から委員をお願

いすることについては、ある程度、決めております

が、具体的にどういう方、例えば女性にお願いする

というところまでは、まだ決めておりません。委員

については、各機関から推薦していただくことにな

ると思いますが、その際に、女性の推薦についても

配慮していただくようお願いしてまいりたいと思い

ます。

加藤麻里委員

こういった委員会の審議とか、検討する場所に女

性の参画が求められていると私は感じています。県

では今年度、県の総合防災課に女性を２人配置し、

会計年度任用職員も含め１５.８％になっていると

のことでしたが、この女性の皆さんは実際どのよう

な役割を担っているのでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

総合防災課の２人につきましては、１人は被災者

の支援業務、もう一人は調整や防災関係の業務に当

たっております。

また、会計年度任用職員の方については、一般的

な事務補助のほか、当直や宿直の業務に当たってい

ます。

加藤麻里委員

県は、防災活動に女性の声や力が生かされにくい

一因として、自主防災組織に女性役員が少ないこと

を挙げておりましたが、今年度、女性役員について、

何か改善といいますか、増えたといったことはあり

ましたでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

自主防災組織の役員については、男女比について、

こちらで把握しているところではございません。地

域の自治会等が主体となっているケースが多いと把

握しておりますので、相当数、女性が役員に就任し

ているという状況にまでは至っていないのではない

かと推測しております。

加藤麻里委員

では、それを改善するために、防災士養成講座へ

女性が参画するよう働きかけると言っておりました

が、実際はどうだったのでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

防災士養成講座につきましては、今年度から３か

年にわたって６０名ずつ１８０名の養成を計画して

おります。今年度６０名の養成者中、女性は２３名

となっております。

加藤麻里委員

その点について、どのようにお感じになっていら

っしゃいますか。

総務部危機管理監（兼）広報監

防災士養成講座の受講者につきましては、受講者

選定に際しまして、市町村から推薦をしていただい

ておりますが、市町村に女性の積極的な参加を呼び

かけた結果、６０名中２３名の女性防災士を養成す

るという結果になりました。女性の視点を防災の面

でも生かしていくことは重要ですので、来年度以降

についても、引き続き、女性の積極的な参加を呼び

かけてまいりたいと思います。

加藤麻里委員

是非そういう点も進めていただきたい思います。

それから、女性防災リーダー育成講座といった研

修会を男女共同参画センターで行っていると思いま

すが、そこに委託しただけでは、その後の活動につ

ながっていかないのではないかと思います。この点

についてはどのようにお考えでしょうか。

総務部危機管理監（兼）広報監

すみません。男女共同参画センターに委託……

加藤麻里委員

委託といいますか、そちらで結構こういった講座

を設けており、それが実際のその後の活動に広がっ

ていけばいいのですが、そういった部分についての
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点検とかはあるのですか。

総務部危機管理監（兼）広報監

防災士や自主防災組織のメンバーの育成について

であれば、当方で特別それを男女共同参画センター

に育成をお願いしている状況にはございません。

加藤麻里委員

では、そういったところとも連携しながら、是非

ともこういった女性の参画を進めていただきたいと

思っています。

それから、総合防災課に女性職員の方がいらっし

ゃるということですが、こういった女性の方たちに

も、先頭に立って市町村や民間団体との連携など、

地域防災における男女共同参画を進めるために、こ

れからも頑張っていただきたいと思いますが、どう

ですか。

総務部危機管理監（兼）広報監

災害に強い社会の実現に向けて、男女共同参画の

視点を持って女性の力を生かしていくことは重要だ

と考えております。実は本日、県職員の１次の人事

異動の発表が新聞でございましたが、総合防災課の

チームリーダーに、もう一名、女性を来年度から加

えることになっております。総合防災課で、様々な

防災施策を企画立案し進めていくことになりますが、

今いる女性に加えまして、来年度新たに加わるリー

ダーの視点も生かしながら、様々な取組を進めてま

いりたいと思います。

また、実際の災害対応には、避難所運営に女性の

視点を生かすことも重要でありますが、これは必ず

しも総合防災課の職員だけでなくて、市町村であれ

ば防災担当課以外の方にも入ってもらって、そこに

女性の視点を生かして実際に運営をされていると認

識しておりますし、また保健師や栄養士といった方

の巡回もございますので、そういったところで避難

所運営にも女性の視点が生かされるように取組を進

めてまいりたいと思います。

加藤麻里委員

今回、人事でそういう配慮がされたということで

すが、知事からも一言お願いできますか。

知事

やはり女性の方に場を踏んでもらう、一般的な訓

練においても、女性が実際にその中に入り込む、そ

ういうことの繰り返しによって女性の視点が出てき

ます。今回、チームリーダーに配属して、その方が

全体を統括しますので、そういう意味からしますと

相当前進かなと。いずれ人類の半分は女性ですので、

そういう意味からしますと、半分を占める女性の様

々な参画、これは全ての分野において必要ですので、

防災の面においても、これからしっかり前に進めて

まいりたいと思います。

加藤麻里委員

一昨年１２月の一般質問で、このことについてお

伺いしておりましたが、こういった部分について、

きちんと対策がとられてきていることを非常にうれ

しく思います。どうかこの後もよろしくお願いした

いと思います。

終わります。

副委員長

以上で、加藤麻里委員の質疑は終了しました。

ここで、暫時休憩します。

再開は、午後３時５５分とします。

午後 ３時４１分 休憩

午後 ３時５３分 再開

出席委員

休憩前に同じ

欠席委員

休憩前に同じ

説 明 者

休憩前に同じ

委員長

委員会を再開します。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

加賀屋千鶴子委員の質疑を行います。

加賀屋千鶴子委員

初めに、少子化対策について伺います。

人口減少を少しでも緩くしていく、止めていくと

いう立場で、この問題について伺いたいと思います。

最初に、岡山県の奈義町を御存じでしょうか。

２０１９年に合計特殊出生率が２.９５になって、

全国的に注目を集めています。昨年には、岸田首相

が調査に伺って、様々報道もされていますが、ここ

の状況を調査してきました。２００７年に当選した

前町長が、次々と子育て支援策を進めて、２０１７

年の子育て応援宣言により、町を挙げて子育てを応

援していく決意を示して進めてきたということです。

子供が誕生すると１０万円の祝金、小学校、中学校

の教材費は無償、幼稚園に入るまで家庭で育児をし

ている世帯には月１万５,０００円の支援金、高校

が町内になく、通学費がかなり掛かるということで、

高等学校等就学支援金として月２万円など、学校給

食もそうですし、子供の医療費も１８歳までと、様

々な子育て支援策を行って、その結果が２.９５に

つながっているということでした。奈義町の経験を

踏まえたら、子供を産み育てたいという住民が安心

して出産して子育てできる環境を作る、子供が安心

して学び、成長できる環境を作っていく、このこと

こそ出生率を増やすことができる。このことを積み
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重ねてこそ出生率を増やしていくことができるとい

うことを実感しました。

今回、こども計画を策定するわけですが、総合的

な計画ではありますが、やはり県の最大の課題とな

っている少子化対策に焦点を当てて、先ほど言った

ように、子供が安心して学び、成長できることを保

障するような内容をしっかりと反映させるべきと思

いますが、このことについていかがですか。

あきた未来創造部長

今回、県が策定する計画の内容につきましては、

子供の権利が守られ、子供が健やかに成長できる環

境づくりや子育てに係る経済的支援の充実、その他

子育て当事者に寄り添った施策など、子供や子育て

に優しい社会が実現できるようなものにしていきた

いと思っています。策定に当たって、当然、人口の

減少、少子化というものをベースにして考えてまい

りたいと思っております。

加賀屋千鶴子委員

知事にお伺いしますが、これまでも様々な子育て

支援が進められてきました。子供の医療費も１８歳

まで無償にすることで取組を進めているわけですが、

ほかの点でも、先ほど私が奈義町の教訓を言ったよ

うに、少子化対策を解決していく一助にするという

観点で、子育て支援を一つ一つ充実させていくこと

を是非、今後も続けていっていただきたいと思いま

すが、知事いかがですか。

知事

少子化対策の原点というのは、まずは結婚したい

人が結婚できるような経済環境あるいは周辺環境、

また結婚してから子供を安心して産めるような環境

づくり、２段階あるのです。

市町村単位でこういうところは非常に多いです。

ただ、問題は市町村単位の場合、ほかのところとの

奪い合いが出るのです。例えば、明石市の場合、小

さい市ですので、そこに住んでも、仕事は前の住ん

でいたところの企業に通いますから、そういう形の

移動もあって、少子化が大分緩和したと。県全体で

これをどうするかということですが、本当は国がオ

ールジャパンでこういうことをしっかりやるよう、

国に対して相当やっています。明石市の場合は、公

共事業を本当にかなり削ったと。これが県単位では

なかなかできない。あそこは都市ですので、そう簡

単に公共事業をやるようなことはないですので、様

々な地域によって違います。ただ、今は少子化が大

変な問題ですので、国はもとより自治体においても、

少しでも前進するような流れをしっかり作っていく

ことが重要。

まずは、財源的にも厳しかったのですが、今回

１８歳までの医療費無償化など、財源を工面しなが

ら、少しでもこういうことを前に進め、これからも

しっかりやっていく必要があると思います。

加賀屋千鶴子委員

知事がおっしゃるとおりだと思います。昨日、知

事は、石田委員からの学校給食の問題に関する質問

の答弁で、青森県は原発交付金があるからできたと

いう旨の話をされました。確かに原発交付金が入っ

ているからと思いますが、それがある他の県がやろ

うとしているかといえば、そうではないわけで、や

はり無償化をしようという判断があったと思うので

す。県内で今、学校給食の無償化が広がっています。

新年度は、湯沢市でも取り組むことになっています。

この動きを県内で拡大していくために、もちろん財

政的に大変なことは承知しているのですが、県とし

て何らかの形で学校給食の無償化に向けて検討して

いただきたいと思うのですが、いかがですか。

知事

原発交付金があったからというよりは、財源的に

それがあり、原発関係の地方税も増税するようなの

で、そういうことができます。ただ、うちはそうい

うわけにいきません。いずれ国も今、この問題につ

いて議論していますので、そういうことをしっかり

国に対して要望しながら、県としてどこまでできる

か。継続性が必要ですので、ほかの事業との関連で、

様々なものが影響を受けます。そこを十分に踏まえ

ないと、すぐというわけにいきませんが、いろんな

面で子供を中心にした予算を増やすという方針は、

これからも絶対必要と思っています。

加賀屋千鶴子委員

学校給食のことで、内閣府が全国知事会でプレゼ

ンしていただいたということで、一歩一歩進めてい

けるように、私たちも努力しますし、是非お願いし

たいと思います。

質問変わります。秋田県学習状況調査について伺

います。先ほどから話がありましたが、私が、この

問題に着目したのは、２月のヤングケアラーの勉強

会、あとは午前中に小野委員が紹介をしましたが、

医師会が主催した、いじめや不登校の問題について

の勉強会でした。ここに参加をさせていただいて、

この２つの勉強会で、本当に学校の取組がすごく重

要だと感じたのです。

学校において、子供の学びと成長を支えるという

ことを保障するためには、学校の環境もそうですし、

教員もすごく重要で、相手を思う余裕がなければ、

子供たちをしっかりサポートする、支援していくこ

とはできないと感じました。

学力テストについては、先ほどいろいろやり取り

があり、教育長は意義があるとおっしゃっていまし

た。意義はあるかもしれませんが、日本の学校現場

の競争がすごく過度になっており、このことについ

ては、日本が批准している国連の子どもの権利条約、
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国連からもこれを改善するように勧告されています

よね。そのことは御存じだと思うのですが、そうい

うことがあって、ほかの県などは、やめられたりし

ているのではないでしょうか。

ですので、教師にも子供にも負担になったり、成

績が良ければいいですけれども、悪かったりしたら

傷つくこともあると思います。そういうことを極力

なくすため、やめていっているということがあるの

ではないでしょうか。やはり私は、これをやめるべ

きだと思いますが、いかがですか。

教育長

前段にあった、例えばいじめ、不登校、ヤングケ

アラーという話の中で、学校でどう指導していくか

という辺りは非常に重要な話であり、これは学テに

関係なく、当然、学校でやっていかなければならな

いし、先生方、学校を含めて真剣に取り組んでいか

なければならない話であります。それは手を抜くこ

とができないと思っております。

今回、学テの話になっていますが、競争心をあお

るというようなこと テストですので、そういう

イメージはあるのですが、我々としては、競争心と

いうよりは、このテストで目の前の子供がどこが弱

くて、どこをこの後、強くしていかなければならな

いか、学校全体として、こういう方向でもう少し学

習指導をやっていったらいいのではないかと。別に

競争させるためとか、いい点数をとるためという理

由よりは、むしろそういった部分をしっかり把握し、

課題として捉え、次へつなげて、子供がさらに理解

を深めていくという、そういうところの目的が非常

に大きいですので、競争と言われれば、そういう捉

え方をされるかもしれないのですが、そういうイメ

ージを我々は持っていないということがまず１つで

す。

それから、そういうこともあって、先ほどから意

義があると私はお話ししていますが、確かにやめて

いる都道府県もあります。現在も学力が高いと言わ

れている福井県や石川県をはじめ、東北でも青森県、

岩手県、福島県などは、まだやっていますし、全国

でも、まだ３０近い県が、独自に同じような調査を

やっているわけです。そういう意味で、意義がある

という辺りは、どの県も感じながら指導しているの

ではないかと思っております。

先ほど申し上げたように現場の声を聞きながら、

もし負担感があるとすれば、その負担感も考えなが

ら、どういう方向でやっていったらいいかの検討は

当然進めなければならないと思っています。これが

あるから、ほかの指導ができないというのでは問題

ですので、全体的に先生方の負担感を減らすことを

含めて、今後、現場の声を聞きながら、いろいろや

っていきたいと思っております。

加賀屋千鶴子委員

先ほどの私の発言で、分かりづらかったのかもし

れませんが、学校の現場で多忙化がずっと言われて

います。負担を少しでも減らすため、私が行き着い

たのがこの学力テストだったので、これが全部競争

になっているとか、そういうことではないですので、

そこは御理解ください。

この後、現場の声も聞きながら検討してくれると

のことですので、子供の最善の利益を考慮に入れて

判断をしていただきたいと思いますので、是非そこ

はよろしくお願いします。

質問変わります。再生可能エネルギーの導入拡大

の対応についてです。今年の冬は本当に暖冬で、世

界気象機関によれば、２０２３年の世界の平均気温

は史上最高ということです。産業革命前の１８５０

年に比べて、１.４５度前後上昇したことが報告さ

れ、ＣＯ２の削減は本当に待ったなしの状態に直面

しています。

県は、これまでも再生可能エネルギーの導入を進

めてきているのですが、新年度予算でも、それを十

分に感じますし、これからも進めようということが

見てとれます。しかし、国は再エネの主力電源化と

言いながら、再エネの出力抑制を行っています。

２０２１年までは九州電力だけでしたが、２０２２

年は東京電力を除くほかの８社でも行われて、

２０２３年は大幅に増えました。こういう状況が続

けば、せっかく秋田県で推進、導入をしてきている

ことに逆行するような状況になるのではないかと思

います。社会的損失になると思いますが、知事はこ

のことについて、どのように見ていますか。

知事

今も、様々な他の発電所がまだ稼働していますの

で、再生可能エネルギーの増え方に若干、時間差が

ある。ただ、国において、これを基本的にどうする

か。コストの問題など様々ありますが、私自身の考

えでは、日本はほとんどの燃料は輸入であり、経済

力も低下していますので、自前の電気で一番なのは

再生可能エネルギーです。そういう意味からすると、

これをどのように安定的に活用するか。広域的なグ

リッドあるいは水素転換、そういうことをもっとや

ってほしい。ただ、国において、原発をどう維持す

るかの問題に若干、影響もありますし、また、今あ

る様々な火力、これを長寿命化するか自然消滅する

か、この辺の全体的なプランニング、この部分は非

常に利害等が絡みますので、そこのところがなかな

か国において一定の方向性を出せない。そういう状

況で、私どもにしてみれば、やはり再生可能エネル

ギーをどんどん増やして、いかにこれを水素転換あ

るいはオールジャパンでのグリッド、これによって

安定的な電力供給ができますので、そういう研究開
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発にもっと力を入れてほしいと思っています。

加賀屋千鶴子委員

今、知事がおっしゃったように、国の方針という

か政策がすごく重要だと思います。原発をベースロ

ード電源だと位置づけていますので、再エネの主力

電源化と言っても、やはり原発を実質的には重要視

していることだと思います。火力発電についてもそ

うで、ここについては、なくしていくことに踏み切

らなければ、ＣＯ２削減をしていけないことがはっ

きりしているわけです。これまで再エネの導入拡大

をしてきた県として 新年度、国ではエネルギー

基本計画の見直しがあるので、そこに併せて、知事

には先ほどおっしゃったような再エネを主力電源化

することを、しっかりと言葉だけではなくて、具体

的にそうするよう是非、国に発信をしていただきた

いと思うのですが、このことについてはいかがです

か。

知事

いずれ県として、再エネは産業振興上も地域振興

上も大変重要ですので、これからも国に対しては、

まずは再生可能エネルギーを全面的に主要電源化す

るという主張を、引き続き強く訴えていきたいと思

います。

加賀屋千鶴子委員

知事が言ったように、世界の先進国で日本の再エ

ネの導入は最下位レベルです。２０１５年をピーク

に伸びていっていません。知事がおっしゃったよう

に、再エネを伸ばし、きちんと活用できるような方

向に転換していくために、是非、知事の力で国に向

けて発信をしていただきたいと思います。

質問変わります。避難所としての体育館の環境整

備について、高齢県である秋田県では、能登半島地

震を教訓に対策を進めていくことが重要だと思って

います。あの避難所の状況を見たときに、冬の寒さ

で本当に大変な状況だったと見ています。体育館が

避難所となっていることが多いと思うのですが、そ

の環境整備として対策をとっていかなくてはいけな

いのではないかと思います。高齢の方が避難されて、

一晩で低体温症になってしまったという例もあって、

病院に搬送されたけれども、お亡くなりになったと。

この方以外でも、複数で低体温症が影響したのでは

ないかという説明をされている家族がいらっしゃる

という報道がありました。

せっかく助かった命がこのように失われることが

ないように、学校の体育館の空調整備を計画的に進

める必要があるのではないかと思うのです。避難所

としての体育館ですので、一般的な体育館というよ

りは、避難所になっている体育館を、計画的に空調

整備を進めていくことが必要だと思います。このこ

とについて、いかがお考えですか。

総務部危機管理監（兼）広報監

御指摘のとおり、被災されて、せっかく助かった

方が、体育館で寒さのため、健康に支障を来したり

命を落とすことは、できる限り避けなければいけな

いものと考えております。

現状を申し上げますと、県内で避難所となってい

る体育館における暖房につきましては、ストーブの

設置による対応が主となっております。県と市町村

はストーブや毛布などを備蓄して、冬季の避難所に

おける寒さ対策を講じてはおりますが、体育館自体

の空調設備の設置については進んでいない状況にあ

ります。この現状でも被災した場合は、直ちに近く

の避難所にまずは避難していただく必要があります

ので、そういったストーブなどの対策を行いながら

避難していただきますけれども、その後の対応とし

て、一定程度、落ち着いた段階で、空調設備や多目

的トイレ等が整備された公民館、コミュニティセン

ターなど、環境の良い施設への移動について、市町

村に働きかけを行っているところであります。

体育館の空調設備の整備が進まないことにつきま

しては、恐らく市町村の体育館ですと、市町村が主

体となって整備をする必要がありますので、多額の

金額が掛かりますし、また、学校施設として整備す

るとすれば、教室が優先されるという状況があると

思いますので、なかなか進んでいないと思いますが、

体育館への空調設備の導入について支援する国の補

助金などもありますので、そういった情報について、

随時、市町村に周知をしているところでございます。

加賀屋千鶴子委員

確かに体育館の空調となると、かなり経費が掛か

ると思うのですが、今おっしゃったように文科省で

も支援の補助、助成の事業をやっていますし、総務

省もあります。そういう財政措置をしていることを

お知らせいただきながら 落ち着いた段階でほか

の暖かいところに移ってもらうといっても、一晩で

低体温症になったりするような状況があるわけです

から、やはりそこは改善をさせていく必要があると

思います。市町村とも協働政策会議の場などで、情

報を共有していただき、対策をとっていただくこと

とバリアフリー化だとか、Ｗi―Ｆiの環境などにつ

いても、是非、点検をしながら整備を進めていって

ほしいと思うのですが、いかがですか。

総務部危機管理監（兼）広報監

市町村の小中学校の体育館整備については、市町

村が設置主体になりますので、県で強制的に、主体

となって進めるわけにはいきませんが、現在も、国

の補助金情報については、市町村にお知らせしなが

ら、体育館等への空調設備の整備について働きかけ

ているところであります。委員から御指摘ありまし

たように、県・市町村協働政策会議を含めて、様々
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な機会を捉えて、避難所の環境整備を促してまいり

たいと思います。

委員長

以上で、加賀屋委員の質疑は終了しました。

次に、佐藤光子委員の質疑を行います。

佐藤光子委員

私からは、初めに未来の秋田を支える人への投資

についてお聞きします。知事は２月１４日の知事説

明において、少子化については、根源的な対策とし

て婚姻数を増やすこと、そのために女性や若者の県

内定着、回帰を図る必要があるとおっしゃっており

ました。新年度予算にも様々組み込まれていたので

すが、これだけ深刻化する少子化に対して、若者や

女性の県内定着、回帰により重点を置いて取り組ん

でいくということなのかも含めて、知事の意気込み

をお聞かせいただきたいと思います。

知事

とにかくいかに婚姻数を増やすか、これがまず原

点です。婚姻数を増やすことはそう簡単にいきませ

んが、若い方が男女とも県内に定着すると、出会い

の場は黙っていても増えますので、男女両方とも県

内にいかに職を得るような、そういう場所を作るか

ということで、まず産業経済構造、これがやっぱり

一番です。産業経済構造がある程度、高度化します

と男性、女性も給料が高いし、最近は、相当給料の

高いところに若い方が集まっているのです。誘致企

業のあるところに、かなり給料が高いと、ちゃんと

集まるのです。そうしますと本県においても、優良

企業がだんだん増えていますので、いかに若い方に

情報を提供しながら、そこに来てもらうかというと

ころをもっともっと強くやる。奨学金制度あるいは

東京のコアベースの活用で、産業政策とプラスして

総合的に進めるという、これが一番の有用な観点だ

と思います。

そういう意味で、少子化対策の根源のところに相

当力を入れていきながら、その後に、結婚してから

子供を産み育てる、このしやすさ、この状況を作っ

ていく この２段階で、先ほど言ったとおり、そ

ういう方向性を、これからも県政の中心になってや

っていくことは絶対的に必要と思っています。

佐藤光子委員

その上で、丹治理事にお聞きしたいのですが、若

年女性の県内定着、回帰と女性の活躍推進が、どう

いった関係にあるのかということも踏まえて、丹治

理事にとっての女性活躍とは何かをお聞かせくださ

い。

理事（丹治純子）

私が考える女性活躍ですが、究極の形ということ

でいえば、性別にかかわらず、地域や職場において、

女性自身も含めて、望む形で能力を発揮できる状態

が女性活躍の状態だと考えます。ただ、それを実現

させるためには、まだまだ今の現状の女性が足かせ

なく活躍できているだとか、自由に生き方を選択で

きるというような状況にない、かつ、そういった男

女間格差が根強く残る現状があるということを踏ま

えますと、そこを打開していかなければならないと

考えています。

先ほど言いましたように、女性が自分で望んだ道、

選んだ道を誰かに遠慮することなく、つかみ取って

いけるような、そういう環境づくりが求められてい

ると私自身認識しておりますので、今、複数の事業

を推進しているところであります。

佐藤光子委員

今の質問は、昨年９月の総括でもさせていただい

て、そのときにも私も同じ思いだということと、必

ずしも上に上がっていくことだけが女性活躍の場で

はなく、それぞれの選択の中で輝いたり活躍してい

ければいいのかなと思っています。

それらを踏まえて、前理事から引き継いでいるラ

ウンドテーブルであったり、丹治理事がコアベース

でやっている「秋田とつながる若年女性のネットワ

ーク構築事業」について、どのような意見が得られ

て、それらを受けてどのように考察しているのか。

女性にとって働きやすかったり魅力のある職場とは

どういったことを指すのか、それをどうイメージし

ているかも含めてお聞かせいただきたいと思います。

理事（丹治純子）

ラウンドテーブルと、「秋田とつながる若年女性

ネットワーク構築事業」で寄せられた意見ですが、

まずラウンドテーブルの参加者アンケートでは、回

数を重ねるごとにキャリアアップに対する意識が上

昇しているというのが分かったほか、今後、自分自

身が築くキャリアにいろいろな選択肢があると思え

た、自然体、等身大で成長できるというように、前

向きな意見が非常に多くなってきていると考えます。

また、参加者からは、連絡先を交換したり、プラ

イベートな悩みを相談したりと、交流を深めること

ができたとか、課題や悩みを共有して、お互いアド

バイスし合えたのが非常に良かったといったような

声もありまして、業種や企業の枠を超えたネットワ

ーク構築にもつながっているものと考えていますの

で、今後も、女性活躍推進に積極的に取り組んでき

た企業に参加を促していきたいと考えています。

もう一つ、「秋田とつながる若年女性のネットワ

ーク構築事業」ですが、こちらは主に秋田県の発信

している情報が、首都圏の女性に届いているかとい

うようなことや、仕事や企業の情報を、秋田県から

出た女性に、どのような形で見えているのかを主に

聞いているのですが、企業情報については、例えば、

その会社自身がやっている事業の内容をホームペー
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ジ上で発信するだけではなくて、女性がその企業に

入った後に、どういったキャリア形成を積んでいけ

るかが分かるような情報の発信の仕方をしてほしい

というような意見が寄せられております。あと、秋

田県の良さを知らないまま県外に進学してしまって、

高校までの情報しか自分たちはないのだということ、

秋田県は非常に広いので、たくさんのいいところを

知らないまま外に出てしまっているというような意

見もあり、今後、次年度の事業でこういったことを

もうちょっと深掘りして聞いていこうと考えていま

す。ひとまず２月、３月の段階では、そういった秋

田県情報が、外に出られた方にきちんと届いていな

いという課題が明確になったと考えています。

佐藤光子委員

詳しく教えていただいて、ありがとうございます。

その上で、ラウンドテーブル。前理事から引き継い

だものではありますが、いま一度確認させていただ

きたいのが、ラウンドテーブルの目的をどのように

考えてやられているのかお聞かせください。

理事（丹治純子）

ラウンドテーブルの目的は、県内で働く女性にと

って、身近にロールモデルとなるような方がいらっ

しゃらないのが課題ということで、そういった課題

を踏まえて、女性自身で挑戦していこうだとか、活

躍しようというような意識改革の推進、これが目的

の一つであります。

もう一つの目的としては、女性同士のネットワー

クの構築を図ることで、官民一体となってラウンド

テーブルを実施しているというのが目的です。

そして、このラウンドテーブルを通じて、今後の

自分自身のキャリアアップを見据えたスキルの習得

や、モチベーションの向上を期待していることのほ

かに、自分に合ったキャリアビジョン、ライフプラ

ンを描くことができるようになって、自分らしく生

き生きと働き続けることができるということで、意

識の醸成につながるものと考え、推進しております。

佐藤光子委員

そのラウンドテーブルでアンケートをとられてい

ると思うのですが、２つ挙げられると思います。ラ

ウンドテーブルに参加して、自身のキャリアアップ

についてどう思われますかということと、今後、管

理職に就きたいと思いますかという質問を参加者に

されていると思います。その結果が公表されている

のですが、この結果が、この事業の成果指標という

ことでよろしいですか。

理事（丹治純子）

成果指標の一つとは考えますけれども、これだけ

をもって、このラウンドテーブルの成果とは考えて

おりません。

佐藤光子委員

ただ今回、当初予算の概要で、女性や若者の県内

定着、回帰に向けた取組の中の指標として、管理職

になりたいかが出てきており、５割台から６割台へ

上昇しているという部分を指標として示しておりま

した。要は、女性活躍推進事業の一つであるラウン

ドテーブルで、管理職になりたいかという問いかけ

に対して、どのような意味だったり理由があるのか

お聞かせください。

理事（丹治純子）

管理職になりたいかというところからすると、今、

管理職になりたい、もしくは、声をかけられたらな

ってもいいかなというぐらいの、ちょっと弱いトー

ンかもしれないですが、そう思われている方が一定

数いらっしゃると解釈をしているというか、感じて

おりまして、そういう方がこういったいろんな方と

の意見交換を通じて、今まで自分ではちょっと自身

がなかったけれども、自分にもできるかもしれない

と思われる方が、こういった意見交換を通じて増え

るのではないか。実際にやってみたら、少し自分で

もできるかなと思ったという指標がこれだと思って

いますので、女性が必ずしも管理職になりたい人ば

かりではないことは、こちらも認識をしております。

指標の一つとして、こういうものを通じて、今まで

自信がないと思っていたけれども、やっぱりやれる

かもしれないと思う方が、どれだけいるかという指

標を拾っているということであり、これが全てとい

うか、これが目的という位置づけでは考えていませ

ん。

佐藤光子委員

このラウンドテーブルは、高校生から社会人まで

参加しているのですが、社会人の方々に、この質問

を問いかけるのは、ラウンドテーブルの目的からす

ると、ある程度、理解できるのですが、高校生や大

学生、特に高校生に対して、管理職になりたいです

かという問いかけをするのは、私としても理解し難

いというか、参加した高校生の保護者の方からも、

そういった意見を聞くことがありました。高校生に

とっては、管理職とは何ぞやというところから教え

ていかなければいけないと思うのですが、何よりも

子供たちにとっては、目標を持って、自らいろんな

ことを考えて、その中で思いを伝え合うことだった

り、自ら決定していくということのやりがいだった

り、楽しさというものを、育ちや学びの中で身に付

けていくことのほうが先ではないかと思っています。

管理職というのは選択肢の一つでしかないと思うの

ですが、このラウンドテーブルは、せっかくいい取

組をしているので、こういった世代に合わせたアン

ケートのとり方というものも考えていっていただき

たいと思います。お聞きしたいのは、高校生に対し

て、管理職になりたいですかという問いかけをする
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ことの意味だったり、そこから得られたものという

ものは何かあるのかお聞かせください。

理事（丹治純子）

確かに委員おっしゃるとおり、働いたこともない

高校生に管理職像を求めるというか、なりたいかど

うか聞くこと自体が、正直、それを理解して答えて

いるかどうかということも含めますと、委員がおっ

しゃることも一理あるかとは感じます。ただ、例え

ば、秋田県の高校生 大学生は、ほかのところか

ら来ている子もいっぱいいるかもしれないのですが、

秋田県の高校生が、秋田で働いている女性とか、自

分の身内とかを通じて 管理職だけが意思決定の

場とは言わないですが、そういった意思決定の場に

女性が行くということがあまりイメージできない、

そういう道があるというふうに考えられない学生が

いるということがあれば、管理職になるという道も

将来あるのだと。それがどういう仕事なのかは、も

しかしたらイメージがつかないのかもしれないので

すが、男女にかかわらず、そういう役割を担える秋

田県であってほしいと私は思うのです。そういうこ

ともイメージしながら、仕事に就いていってもらう

ことは、大事な要素かと考えています。

（※１２９ページで発言を訂正）

佐藤光子委員

ただ、管理職というものが、女性活躍の場だと思

い込んでしまわないようなやり方も、しっかり進め

ていただきたいと思います。

ラウンドテーブルの先にある具体策についてお聞

きしたいのですが、今後もいろいろ進めていくとは

思うのですが、今年度どの位置まで持っていくのか

も含めて、今後の展開についてお聞きしたいと思い

ます。

理事（丹治純子）

令和６年度の進め方ということでよろしいでしょ

うか。

【「すみません」と呼ぶ者あり】

理事（丹治純子）

先ほど申し上げたように、一定の成果があるとい

うことは、こちらも認識しておりますので、次年度

はより一層幅を広げ、規模を少し拡大して、今まで

入ってなかったような会社も入れるよう、人を出す

ことができるように、規模を拡大して実施しようと

考えています。

すみません。１点訂正がございます。先ほど高校

生に対して、管理職になりたいかというような問い

をしていることで質問がありましたが、今現在、ア

ンケートの中で、管理職になりたいかということを、

高校生への質問としては入れておりませんので、指

標としてはとっておりません。訂正をいたします。

申し訳ありません。

（※１２９ページの発言を訂正）

佐藤光子委員

実際に高校生が管理職になりたいかという問いを

されたという話でしたので、その話をさせていただ

きました。していないなら、それはそれでいいので

すが、そういった場において、アンケートのとり方

も含めて注意していただきたいと思います。

ただ、いろいろお話しさせていただいたのですが、

女性活躍だったり、昨日、話のあったジェンダーギ

ャップの解消は、長年取り組まれて進んできてはい

るとは思うのですが、スピード感が随分ゆっくりだ

と感じています。加速化させていくためには、女性

の管理職登用であったり、様々な団体や組織のトッ

プに、女性が入り込んでいくのも重要になってくる

と思うのですが、丹治理事含めて、そういった姿を

次世代に見せていくことが、意識改革だったり、意

識の変化につながっていくと思っています。

それらを踏まえて、知事にお聞きしたいのですが、

少子化対策として確実に結果を出していくために、

若年女性の方々に秋田県を選んでもらえるよう、今

後イメージしていることだったり、構想みたいなも

のがあればお聞かせいただきたいと思います。

知事

なかなか難しい御質問ですが、今の時世、産業構

造あるいは経済構造、これを全県的にいろんな階層

の方で理解する。特に本県で何十年も前から言われ

ているのですが、女性のホワイトカラー志向が非常

に多いのです。山形県はもともと工業県ですので、

意外とものづくりで、女性が現場の作業をやってい

ます。そこは相当違うのです。

あと一般的な考えで、女性人材の不足なところは

理系です。理科系に進学する女性が非常に少ないの

です。日本はそうです。特に秋田県はそうです。こ

の間、韓国の蔚山港湾公社と協定を結んだのですが、

何と洋上風力の担当課長、あとは水素の課長が両方

とも女性です。理系です。今、秋田県においても、

女性が意外と多いのはＩＴ関係 ＩＴ関係は結構、

高学歴な女性が多いのです。そういう職種あるいは

理系にどんどん進んでもらう。女性が今、一番貴重

な存在は理系です。そこが本県では、女性が建設業

とか、そういうところは危ないとかがある。潟上市

にある航空エンジン部品のメーカーで、何トンもあ

る部品を作っているのは女性です。ところが、一般

の方は女性だとびっくりする。これが普通です。こ

の意識、これをどう変えるか。なかなか難しいけれ

ども、女性の方になるべく理系に行ってほしい。理

系の大学もありますので、そこにどのように た

だ親御さんが、理系というと何となく敬遠するので

す。海外に行きますと工場の半分は女性です。その

辺が、今の経済構造と秋田県の意識が合わない。そ
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の辺を私は非常に心配していますし、ここをどのよ

うにブレークスルーするか、これが今後の一番の課

題です。理系は実力ですから、女性であっても実力

があればどんどん上がります。そこです。そういう

意味からしますと、その辺にある程度、絞ってやっ

ていきたいと思っています。

佐藤光子委員

知事の思い描くものが進んでいくように、壁を取

っ払って、前に進めていただきたいと思います。

次に移ります。こどもまんなか社会の実現に向け

た取組についてお聞きします。初めは、県の策定予

定のこども計画についてお聞きしたいのですが、本

日、小野委員と加賀屋委員からも同様の質問があり

ましたので、予定していたものを省いて聞きたいと

思います。計画を策定するに当たって、秋田県とし

ての特徴は、どのようなものが入り込んでくるのか

お聞かせください。

あきた未来創造部長

内容自体は、国の大綱を勘案し、盛り込む内容に

ついても、それに準じた形で作ることになりますの

で、全国ほぼ同じような組立て、仕組みでございま

すが、我が県として、少子化あるいは人口減少が他

県より進んでいる状況がありますので、そこをいか

にして抑止するかというような観点で、策定したい

と考えております。

佐藤光子委員

そういったことを秋田県全体として進めていくた

めにも、こども計画は今後、市町村も策定していく

と思いますが、県の計画と市町村の計画は、しっか

り連動、連携を図っていただきたい思いがあります。

ただ、委員会で質疑があったと思うのですが、こ

ども計画策定は努力義務であり、策定を予定してい

る市町村の正確な数字は把握していないとの答弁が

あったようです。その答弁からは、連携が見られな

いと感じたのですが、県として、市町村のこども計

画との連携だったり、連動をどのように考えている

のかお聞かせください。

あきた未来創造部長

御承知のように、市町村のこども計画につきまし

ては、努力義務となっておりますが、作成するに当

たっては、こども大綱や県のこども計画を勘案して

作ることになっています。国は、既に昨年１２月に

策定済みで公表されておりますし、県についても、

策定段階中でも情報を提供して、それを踏まえた形

で市町村には策定していただきたいと思っていると

ころです。

ちなみに、各市町村では、今回こども計画は作ら

ないにしても、子ども・子育て支援計画という市町

村別で作るものもありまして、それも来年は一斉に

作ることになっていますので、内容を分散した形に

なるかもしれませんが、計画は市町村で作ることに

なっております。そういう市町村に対しても、県と

しては情報提供することにしております。

佐藤光子委員

子供たちの育ちという観点からすると、とても重

要な計画になってくると私は思っているので、市町

村との連携を進めながらも、計画をどう運用してい

くかというところにも視点をしっかり当てて進めて

いただきたいと思います。

知事説明でも、こどもまんなか社会の実現に向け

てという話をされているのですが、こどもまんなか

社会については、子供たちの声を聞いて、それらを

しっかり尊重していくものであると思うのですが、

県として、子供たちだったり、子育て世帯の声を聞

くための具体的な取組は、どういったものがあるの

か、お聞かせください。

あきた未来創造部長

今回の県の計画の特徴は、国もですが、当事者で

ある子供、子育て世帯、若者から幅広く意見を聞い

て計画の策定、それから事業の執行状況、ＰＤＣＡ

を回す際にも十分に意見を聴取するようになってお

ります。県としましては、今回、アンケート調査を

当初予算で上げさせていただいておりますが、アン

ケートをやるほかに、例えば、どうしても学校に行

っていない子供だったり、あるいは若者であっても

社会的自立に困難を抱えて、なかなか社会に出てこ

られない方々のような、最も貴重となる御意見も頂

きたいということで、居場所の指導員や関係者、フ

リースクールの先生などにも県からお願いして、そ

ういう方からも意見を頂くことを考えています。

佐藤光子委員

アンケートだったり、あらゆる場所で子供たちの

声を聞くという体制づくりだったり、環境づくりを

していくということだと思うのですが、例えば、施

設を造ったり、制度を作って子供たちの声を聞いて

いく中で、制度だったり、そういったものを作るこ

とだけが目的とならないようにしていただきたい。

居場所や発言する場も、すごく大切だとは思うので

すが、何より子供たちが育ちの中で、自分の思いを

しっかり伝えられるように育っているかというとこ

ろも見ていかなければいけないと思っています。

その上で、聞く立場の人、子供たちの思いを受け

止めて代弁する立場の人というものも、また重要に

なってくると思うのですが、そういった人たちが、

いかにふだんから子供たちと関係性を築いていける

かというものに、目を向けていかなければいけない

中で、聞く立場の人について、どういった方々を想

定し、その人たちの育成について、何かお話があれ

ばお聞かせください。

あきた未来創造部長
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先ほど申し上げましたとおり、実際にお声を聞く

立場の方としては、ふだん接している施設の方や先

生方を想定しています。先ほど委員がおっしゃった

ように、子供さん方が、直接自分の思いを伝えると

いうことも非常に重要な視点だと思っております。

今回のこの計画に当たって、意見を述べて、それが

何らかの形で反映されていることで、子供自身が自

己肯定感だとか、社会の一員であるというような、

そういう感覚を高めることにもつながる非常に大事

な機会だと思っていますので、そこの部分は大切に

していきたいと思っております。

委員長

委員の皆様にお諮りします。

会議が午後５時を超える見込みですが、午後５時

を超えて審査を続けることに御異議ございませんか。

【「異議なし」と呼ぶ者あり】

委員長

御異議ないものと認めます。よって、本日の会議

時間を延長することとします。

引き続き審査を行います。

佐藤光子委員

知事が、こどもまんなか応援サポーターに就任さ

れたと思うので、その役割と今後、全県にどう波及

させていきたいかなども踏まえて、お聞かせいただ

きたいと思います。

知事

県内で４市の首長がサポーターになっています。

私も１月４日にこれを宣言しています。要するに、

トップがこういう子供の関係を意識しながら、常に

様々な面で、子供を中心とした社会を作るというイ

メージ、あとは象徴的な役割ということでサポータ

ーになったと思っています。

佐藤光子委員

次に移ります。産み育てやすい環境づくりについ

てお聞きします。秋田県として、産みやすい環境と

いうものを、どのような状態として見ているのか、

お聞かせください。

健康福祉部長

県としましては、妊産婦の負担軽減を図りながら、

県内のどの地域に居住していても安心、安全に出産

を迎えることができるとともに、妊産婦あるいは乳

幼児の健康の保持、増進について、切れ目なく包括

的に支援を受けられる環境を実現していくことだと

考えております。

佐藤光子委員

現状で、その状態が確保できているとお考えか、

お聞かせください。

健康福祉部長

十分かどうかは議論のあるところだと思いますが、

各市町村においても、地域の保健師、助産師による

アドバイスや伴走型支援なども行っているところで

ありますので、現況できることはやっているものと

考えております。

佐藤光子委員

鹿角市で２０１８年に分娩中止となって、北秋田

市でも２０２５年から分娩中止の発表があって、地

元に衝撃が走りました。この２０年で、県内でも分

娩可能施設が減っているのは御存じだと思うのです

が、今後もそれが広がっていく可能性がある中で、

産める場所が減っていくという状況と、産み育てや

すい環境づくりについて、どのように考えているの

かお聞かせください。

健康福祉部長

できるだけ身近なところで出産、分娩ができるこ

とは理想的だと思いますが、特に危険が伴う分娩、

出産については、十分な医療体制が確保されていな

ければならないものの、出生数の減少あるいは医療

従事者の減少という中で、分娩施設が遠くになって

いく傾向は、今後も止まらない可能性があるものと

考えております。

そうした中で妊産婦に対して、どういった支援を

行えば負担が軽くなる、あるいは安心して産めるか

は、いろんな方々からの御意見も聞きながら対策を

進めたいと考えております。

佐藤光子委員

各市町村で様々、地元で産めない状況に対する支

援策を出してくるとは思うのですが、国、県として、

それに対する支援があるのかお聞かせください。

健康福祉部長

今後になりますが、今年の４月１日から、国では、

遠方の医療機関で出産する必要がある妊産婦に対し

て、医療機関までの交通費あるいは医療機関の近隣

の宿泊施設で待機する場合の宿泊料を助成する事業

を予算化しており、一定の要件に合致し、市町村が

その事業を実施する場合には、事業費の４分の３を、

国と県で補助することになっております。

制度の詳細は、まだこれからでありますので、ど

のくらいの市町村が実施するかは定かではありませ

んが、国の詳細が分かり次第、各市町村に対して事

業内容を周知しまして、できるだけ事業参加してい

ただけるよう、県としても働きかけたいと考えてお

ります。

佐藤光子委員

今後、国、県、市町村でしっかり連携、協力しな

がら、安心して出産できるような環境づくりを整え

ていただけると思っております。

その中で、出産は妊婦本人だけのものではなくて、

家族で迎えるものであると思っています。そういっ

た支援策は、様々出てくるとは思うのですが、妊婦

１人だけに対する支援ではなくて、移動するにも本
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人だけではない、宿泊するにも本人だけではないと

思うので、そういったものについても支援が広がっ

ていく必要があると私は思っています。そういった

ことも含めて、県として、どういったことが考えら

れ、進めていただけるのか、聞かせていただきたい

と思います。

健康福祉部長

まずは、国の制度の詳細を把握して、その上で、

県として、さらにどういったことができるのか、委

員おっしゃった視点も含めながら考えてまいります。

佐藤光子委員

陣痛が来てからとか、破水してから１時間以上移

動するのは、とても怖いものがあるということと、

臨月に至っては、いつ生まれてもおかしくない状況

の中で、出産の不安に加えて、移動の不安を抱えて

過ごさなければいけないということを、想像しただ

けでも、すごく胸が痛むので、そういったことも踏

まえて、しっかりと安心して産める環境、育てられ

る環境を整備していただきたいと思います。

最後に、八幡平周辺の国立・国定公園化について

お聞きします。２０２２年６月に森吉山、田沢湖、

真昼山地、太平山の一帯が、八幡平周辺として、環

境省により、国定・国立公園の候補地として公表さ

れました。同年１２月の総括審査においても、北林

丈正委員が、このことについて質問されております。

その際は、早期実現に向けて、県としての役割をし

っかり果たしていきたいという答弁があったわけで

すが、それから１年経過して、北秋田市、仙北市で

は勉強会だったり、シンポジウムなどを開催して、

動きが活発化してきていると感じているのですが、

現在の状況をお聞かせいただきたいと思います。

生活環境部長

候補地に選定された場合の最初の手続として、国

で資質調査を行っております。今年度から、その調

査を行っておりますが、調査内容としましては、地

形地質、植物、動物、火山現象、気象現象、水象現

象などの自然現象、それから文化景観に関する文献

調査、専門家に対するヒアリングを実施していると

伺ってございます。

次年度以降につきましては、今年度未実施の周辺

の権利権限の調査、あるいは社会状況や利用状況等

についての調査を実施する予定であると伺ってござ

います。

佐藤光子委員

現在、環境省で調査中ということで、仙北市、北

秋田市以外の機運の高まりをどのように感じている

のか。エリア全体として、どのような活動が望まれ

るのか、お聞かせいただきたいと思います。

生活環境部長

今年度、環境省の調査が行われているということ

で、県でも、関係市町村と意見交換を実施し、情報

共有を図ってございます。感触としましては、まだ

まだ各市町村の足並みはそろっていないという感覚

は持っておりますが、市町村からは、大規模拡張あ

るいは国定公園の新規指定の早期実現についても要

望がありますので、引き続き関係市町村と連携しな

がら、国に対して、今やっております資質調査を着

実に進めるとともに、早期の指定を要望していきた

いと考えてございます。

佐藤光子委員

最後に、知事にお聞きします。今後、環境省の調

査が終わって、何らかの道筋が示されるまでは、地

元でも県でも、要望活動を引き続きしていくと思う

のですが、いずれ地元からの期待が、物すごく大き

くなりつつあるという状況があるので、私としても、

早期実現を心から願っているのですが、知事からも、

早期実現に向けての思いを聞かせていただきたいと

思います。

知事

県選出の国会議員の先生方が、応援団でやってい

ますので、国会議員の先生方の御支援も受けながら、

これからも、調査の次にスピーディーに区割り、あ

るいは最終的な決定に至るよう、しっかり頑張って

いきたいと思います。

佐藤光子委員

よろしくお願いします。

委員長

以上で、佐藤光子委員の質疑は終了しました。

以上をもちまして、予定された委員の質疑は全て

終了しました。

総括審査を終了します。

本日はこれをもって散会し、１８日、午後１時

３０分に委員会を開き、討論・採決を行います。

散会します。

午後 ５時 ４分 散会
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令和６年３月１８日（月曜日）

本日の会議案件

１ 議案第４７号

令和６年度秋田県一般会計予算（討論・採決）

（原案を可とすべきもの）

２ 議案第４８号

令和６年度秋田県証紙特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

３ 議案第４９号

令和６年度秋田県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

４ 議案第５０号

令和６年度秋田県就農支援資金貸付事業等特別

会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

５ 議案第５１号

令和６年度秋田県中小企業設備導入助成資金特

別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

６ 議案第５２号

令和６年度秋田県土地取得事業特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

７ 議案第５３号

令和６年度秋田県工業団地開発事業特別会計予

算 （討論・採決）（原案を可とすべきもの）

８ 議案第５４号

令和６年度秋田県林業・木材産業改善資金特別

会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

９ 議案第５５号

令和６年度秋田県市町村振興資金特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

10 議案第５６号

令和６年度秋田県沿岸漁業改善資金特別会計予

算 （討論・採決）（原案を可とすべきもの）

11 議案第５７号

令和６年度秋田県能代港エネルギー基地建設用

地整備事業特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

12 議案第５８号

令和６年度秋田県港湾整備事業特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

13 議案第５９号

令和６年度秋田県地域総合整備資金特別会計予

算 （討論・採決）（原案を可とすべきもの）

14 議案第６０号

令和６年度秋田県秋田港飯島地区工業用地整備

事業特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

15 議案第６１号

令和６年度秋田県環境保全センター事業特別会

計予算（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

16 議案第６２号

令和６年度秋田県公債費管理特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

17 議案第６３号

令和６年度地方独立行政法人秋田県立病院機構

施設整備等貸付金特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

18 議案第６４号

令和６年度秋田県国民健康保険特別会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

19 議案第６５号

令和６年度秋田県電気事業会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

20 議案第６６号

令和６年度秋田県工業用水道事業会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

21 議案第６７号

令和６年度秋田県下水道事業会計予算

（討論・採決）（原案を可とすべきもの）

22 議案第１１４号

令和５年度秋田県一般会計補正予算（第１０

号） （討論・採決）（原案を可とすべきもの）

本日の出席状況

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達
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委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

書 記

議会事務局議事課 斎 藤 淳 子

議会事務局議事課 佐 藤 慎 大

議会事務局政務調査課 冨 樫 可那子

会 議 の 概 要

午後 １時２９分 開議

出席委員

委 員 長 工 藤 嘉 範

副委員長 佐 藤 信 喜

委 員 鈴 木 洋 一

委 員 鶴 田 有 司

委 員 川 口 一

委 員 柴 田 正 敏

委 員 加 藤 鉱 一

委 員 原 幸 子

委 員 竹 下 博 英

委 員 北 林 丈 正

委 員 髙 橋 武 浩

委 員 今 川 雄 策

委 員 鈴 木 健 太

委 員 杉 本 俊比古

委 員 佐々木 雄 太

委 員 鈴 木 真 実

委 員 小 野 一 彦

委 員 小 山 緑 郎

委 員 児 玉 政 明

委 員 住 谷 達

委 員 宇佐見 康 人

委 員 島 田 薫

委 員 瓜 生 望

委 員 髙 橋 豪

委 員 小棚木 政 之

委 員 武 内 伸 文

委 員 高 橋 健

委 員 三 浦 英 一

委 員 渡 部 英 治

委 員 三 浦 茂 人

委 員 佐 藤 正一郎

委 員 山 形 健 二

委 員 石 田 寛

委 員 小 原 正 晃

委 員 薄 井 司

委 員 櫻 田 憂 子

委 員 加 藤 麻 里

委 員 沼 谷 純

委 員 加賀屋 千鶴子

委 員 松 田 豊 臣

委 員 佐 藤 光 子

説 明 者

副知事 神 部 秀 行

教育長 安 田 浩 幸

警察本部長 森 田 正 敏

総務部長 長 嶋 直 哉

総務部危機管理監（兼）広報監

伊 藤 真 人

企画振興部長 久 米 寿

あきた未来創造部長 水 澤 里 利

観光文化スポーツ部長 石 黒 道 人

健康福祉部長 高 橋 一 也

生活環境部長 川 村 之 聡

農林水産部長 齋 藤 正 和

産業労働部長 石 川 定 人

建設部長 川 辺 透

会計管理者（兼）出納局長

小 西 弘 紀

議会事務局長 佐 藤 徳 雄

人事委員会事務局長 奈 良 滋

監査委員事務局長 齋 藤 秀 樹

労働委員会事務局長 兎 澤 繁 友

委員長

ただいまから、本日の委員会を開きます。

初めに、本委員会における質疑は終局したものと

認めます。

付託議案について、討論・採決を行います。
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議案第４７号から議案第６７号までの令和６年度

当初予算関係議案２１件及び議案第１１４号の令和

５年度一般会計補正予算関係議案、以上２２件を一

括議題とします。

討論を行います。討論は、演壇において行ってく

ださい。

【「なし」と呼ぶ者あり】

委員長

討論は、ないものと認めます。

採決します。

初めに、議案第４７号、議案第６４号及び議案第

６５号、以上３件について一括採決します。

議案第４７号ほか２件は、原案のとおり可決すべ

きものと決定することに賛成の方は、起立願います。

【賛成者起立】

委員長

起立者多数であります。

よって、議案第４７号ほか２件は原案のとおり可

決すべきものと決定されました。

次に、議案第４８号から議案第６３号、議案第

６６号、議案第６７号及び議案第１１４号、以上

１９件について一括採決します。

議案第４８号ほか１８件は、原案のとおり可決す

べきものと決定することに賛成の方は、起立願いま

す。

【賛成者起立】

委員長

起立者全員であります。

よって、議案第４８号ほか１８件は原案のとおり

可決すべきものと決定されました。

以上をもちまして、本委員会に付託された議案の

審査は、全て終了しました。

ここで、二日間の総括審査を終えて、私から一言

お話させていただきます。

まずは、県当局におかれましては、適切かつ簡潔

な答弁をいただき、スムーズな質疑にご配慮いただ

いたことに感謝申し上げます。そして、委員の皆さ

まには、各分科会での質疑内容を把握し、審査に臨

まれたことに感謝申し上げます。

今後も、正副委員長会議での申し合わせのとおり、

分科会での審査内容を十分把握し、議論を深めてい

ただくようお願いします。質疑事項提出後、２日間、

調査に充てられる日がありますので、そちらを有効

に使って、総括審査に臨んでいただければと思いま

す。

また、円滑な質疑のため、委員の皆さまにおかれ

ては、単なる事実や数字等の確認はできるだけ事前

に執行部に行うほか、質疑事項の事前通告を今一度

徹底してくださるようよろしくお願いします。

それでは、本日の委員会を終了します。

散会します。

午後 １時３２分 散会


